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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間(平成 23 年度～平成 27 年度)に係る業務の実績に関する評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政独立行政法人家畜改良センター 
評価対象中期目

標期間 
見込評価 第３期中期目標期間 
中期目標期間 平成 23～27 年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 農林水産大臣 
 法人所管部局 生産局畜産部 担当課、責任者 畜産振興課長 藁田 純 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 評価改善課長 倉重 泰彦 
 
３．評価の実施に関する事項 
 
・評価を実施するに当たって、平成２８年７月１日（金）に農林水産省独立行政法人評価有識者会議家畜改良センター部会を開催し、同部会に所属する４名の外部有識者委員の意見を聴取した。 
 
・同部会の開催に併せ、理事長、監事、常勤理事及び幹部職員の出席を求め、第３期中期目標期間における業務実績の内容、計画（目標）の達成状況と自己評価の内容等についてヒアリングを実施した。 
 
 
 
４．その他評価に関する重要事項 
 
・特になし 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間(平成 23 年度～平成 27 年度)に係る業務の実績に関する評価の総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） Ｂ：全体としておおむね中期計画等における所期の目標を達成していると認められる。 

（参考：見込評価） 

          Ｂ 

評定に至った理由 １ 項目別評価について 

（１）家畜改良センター（以下「センター」という。）業務実績の評価項目は、各業務の内容と中期計画における位置付けに基づき、微項目、細項目、小項目、中項目、大項目

の順で設定されており、その設定と評定結果の分布状況は別紙のとおりである 

（２）なお、大項目や中項目など基本的に下位の評価項目が設定されている評価項目については、参考資料として添付した独立行政法人家畜改良センターの業務実績の評定方法

（平成 27年６月 10日、27生畜第 381号、以下「評定方法」という。）に基づき、原則として下位の評価項目の評定結果を積み上げて評定を行うこととしている。 

 

２ 総合評定について 

（１）センターの総合評価は、評定方法に基づき評価対象とした大項目の評定結果をＳ:４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、Ｄ：０の区分により点数化した上で算出する「総

合評定の基礎」を基本に行うこととしている。 

（２）第３期中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務実績に関する評価については、以下の点を踏まえ「Ｂ」評定とした。 

① 評定方法に基づき算出した総合評定の基礎が下記のとおり、Ｂ評定の判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）となったこと。 

   ・満 点・・・・・・１０点（評価対象とした大項目 ５×２点） 

    ・合計点・・・・・・１０点（別記参照） 

・合計点／満点・・・１０／１０ 

 

   ＜別記：各大項目の評定結果と合計点＞ 
◎ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定) 
◎ 国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置・・・・ ２点(Ｂ評定) 
◎ 予算、収支計画及び資金計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定） 
◎ 重要な財産処分に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定) 
◎ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２点(Ｂ評定) 

                   
②  全体の評定を行う上で特に考慮すべき事項として、センターにおける家畜伝染性疾病の発生、試験研究物品に係る不適正な経理処理、奥羽牧場配布の日本短角種（肉用

牛）精液における黒毛和種（肉用牛）精液の混入が確認されたものの、「２.法人全体に対する評価における法人全体の評価」に示すとおり、全体の評価を見直すまでには

至らないと判断した。 

※：平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価および中期目標期間評価にあっては、 
主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 １ 全体の評価について 

（１） 評価の対象とした 237個の評価項目のうち 230個の項目がＢ評定以上と判定され、法人としては、中期計画や年度計画で定めた業務目標を達成していると認められる。

特に、家畜改良では、泌乳能力に優れる乳用牛の改良用雌牛の生産や肉用鶏の増体性の改良において、目標を大きく上回る成果が得られており評価できる。また、飼料作物

の種子生産において、生産量の改善手法をマニュアル化した取組は評価できる。さらに、東日本大震災関連の支援として、粗飼料の提供や放れ畜の捕獲作業等への積極的な

職員派遣などの取組は高く評価できるものであり、今後も、家畜伝染性疾病等の発生時における、畜産専門機関としてのセンター特有の人的・物的支援が期待される。 
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（２）一方で、特に考慮すべき事項とした「センターにおける家畜伝染性疾病の発生」、「試験研究物品に係る不適正な経理処理」及び「奥羽牧場配布の日本短角種精液における

黒毛和種精液の混入」については、関連の評価項目はＣ評定としたが、以下に示すとおり、法人全体の評価を見直すまでには至らないと判断した。 
① センターにおける家畜伝染性疾病の発生 

センターにおいて、豚流行性下痢（ＰＥＤ）、ヨーネ病の発生が確認されたことは残念であるものの、これら家畜伝染性疾病の全国的な発生を踏まえれば、発生後速や

かに、まん延防止策が講じられ発生を限定的にとどめることが出来たことは評価でき、センター全体の評定に影響を与えるものではないと判断した。 
② 試験研究物品に係る不適正な会計経理 

不適正な会計経理が確認されたことは残念であるものの、再発防止策を取りまとめ、関係規定等の所要の改正や職場研修を行うなど再発防止の徹底が図られたことか

ら、センター全体の評定に影響を与えるものではないと判断した。 

③ 奥羽牧場配布の日本短角種精液における黒毛和種精液の混入 
日本短角種の家畜人工授精用精液への他の種畜の精液混入は、家畜改良業務の根幹にかかわる問題であり、このような事案が発生したことは残念である。しかしなが

ら、精液混入判明後速やかに、すべての日本短角種精液の配布を中止し、当該精液の回収を行うとともに、他品種も含めた家畜人工授精用精液の製造に係る工程管理の

厳格化等を始めとする再発防止策を取りまとめたこと、本件以外に種畜や飼料作物種子の配布について同様の事例は確認されていないこと等から、センター全体の評定

に影響を与えるものではないと判断した。 

 
２ 重要な項目別評定について 
（１）防疫措置の徹底に関連する３個の評価項目（小項目１、細項目２、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価では「Ｂ」評定としていたが、結果的に家畜伝染性疾

病の侵入を許してしまったことを厳粛に判断し「Ｃ」評定とした。 
（２）経理の適正化に関連する３個の評価項目（中項目１、小項目１、細項目１、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価では「Ｂ」評定としていたが、試験研究物品に

係る不適正な経理処理が第３期中期目標期間の３か年度（平成 23年度～25年度）に渡って行われていたことを踏まえ「Ｃ」評定とした。 
（３）日本短角種の育種改良素材の生産・供給に関連する１個の評価項目（細項目１、詳細は別紙参照）については、法人の自己評価では「Ｂ」評定としていたが、黒毛和種

精液が混入した家畜人工授精用精液を配布した事案を踏まえ「Ｃ」評定とした。 
全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

１ センター本所における PEDの発生 

平成 26年４月６日から 14日にかけて、センター本所の分娩豚舎内においてＰＥＤが発生、最終的に 42頭の豚が発症。また、同豚舎内で飼育していた 63頭の豚について

は、未発症の個体や症状が回復した個体を含め全頭とう汰。 

平成 28年２月５日、新冠牧場第１農場の乳用雌牛１頭についてヨーネ病の発生が確認され、速やかに隔離・殺処分。家畜保健衛生所から、第１発生農場は「発生農場」

に指定される。平成 28年５月 12日、新冠牧場第１農場の乳用雌牛１頭についてヨーネ病の発生が確認され、速やかに隔離・殺処分。 

２ 試験研究物品に係る不適正な会計経理 

平成 21年度から平成 25年度にかけて、会計規定上原則として認められていないプリペイド方式（※）による試験研究用物品(ＤＮＡ合成製品)の購入契約等を確認。会計

検査院による「平成 26年度決算検査報告」において指摘された不適正な会計経理の金額は 27,347,273円。 

 (※)試験研究に係る物品の購入や解析業務の取引にあたり、試験研究担当職員があらかじめ業者に口座登録し、必要とする物品等に係る代金を取引業者に前払いしておき、

当該職員が必要な時に取引業者に連絡すると、後日納品等が行われる方式。 

３ 奥羽牧場配布の日本短角種精液に黒毛和種精液が混入していた事案 
平成 24年８月から平成 27年４月の間に奥羽牧場が配布した日本短角種「道逢６」の精液（平成 21年５月 22 日に採精）により、体毛の黒い子牛が生産された事例を確認。

親子鑑定の結果、同日に採精された同牧場飼養の黒毛和種が父であることが判明。 

 

３．課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
・家畜伝染性疾病の発生を教訓にして、センター全体における防疫体制のより一層の強化を図ることが必要。 
・不適正な会計経理事案については再発防止策が策定されているところであるが、二度とこのような事案を起こさぬよう、今後の確実な取組を通じて、法令遵守等に係る職員教

育を徹底するとともに、組織内での相互けん制が十分に発揮されるシステムの充実・強化を図ることが必要。 
・日本短角種の事案については再発防止策が策定されているところであるが、二度とこのような事案を起こさぬよう、今後の確実な取組を通じて、他品種も含めた家畜人工授精

用精液の製造に係る工程管理の厳格化や、ミスの発生を自ら点検・摘発する手法の強化を図ることが必要。 
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その他改善事項  特になし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
 特になし 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 ○平成２７年事業年度に関する監査報告 

試験研究用物品等の契約に係る不適正経理処理について、外部委員による内部統制監視委員会の審議を受けて調査を実施し、平成 27 年 12 月 22 日に最終報告を公表した。調

査結果を踏まえ、関係規定等の所要の改正や職場内研修を行うなど再発防止の徹底を図っている。 
その他特記事項 ○有識者会議における主要意見 

・家畜伝染性疾病の患畜を摘発し、速やかに 淘汰するなどのまん延防止措置が行われ、外部に拡大させなかったことは評価に値する。 
・十分な衛生対策を実施していても、ＰＥＤ、ヨーネ病の侵入を完全阻止することは難しいが、２年連続で家畜伝染性疾病が発生したことを受けて、より一層の防疫措置の強化

を図るべき。 
・不適正な会計経理事案については、金額の多寡にかかわらず、重く受け止めるべきである。再発防止策を早急に取りまとめたことは評価できる。 
・日本短角種精液への黒毛和種精液の混入については、家畜改良事業の根幹にかかわる問題なので、今後、他品種も含め、同様の事案が発生しないよう、家畜人工授精用精液の

製造に係る工程管理を厳格化し、ミスの発生を自ら点検・摘発する取組の強化が必要。 
 



大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

◎ 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ １業務対象の重点化 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　家畜の改良増殖業務の重点化 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　種畜供給の重点化 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）　乳用牛 10/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）　肉用牛 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）　豚 Ｂ － － － － Ａ Ｈ23年度中に重点化終了

△ （エ）　鶏 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （オ）　馬、めん羊及び山羊 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　高度技術等の活用による家畜改良の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　多様な家畜改良等の推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）飼料作物種苗の増殖業務 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　飼料作物種苗の増殖業務 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  役割分担の明確化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ２業務運営の効率化及び組織体制の合理化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　業務運営の効率化 10/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　家畜等の遺伝資源の活用 10/10 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）家畜遺伝資源の活用 4/4 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）飼料作物種苗遺伝資源の保存 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　人材の活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）人事配置 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）組織の合理化・業務遂行の効率化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）人材の育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　土地・建物等の有効活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ  業務の進行管理 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  オ　業務の重複の防止 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）家畜改良増殖業務の重点化 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）飼料作物種苗増殖業務の重点化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）調査研究業務の重点化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　組織体制の合理化・強化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  組織体制整備 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　要員の合理化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  技術専門職の人材育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ  飼養管理、飼料生産作業の外部化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）　ガバナンスの強化・充実 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

評価項目の区分

4/4

総合評定別紙

（独）家畜改良センターの中期目標期間(平成23年度～平成27年度)に係る業務の実績に関する項目別評価の分布

参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名

○／○の数字は、「下位の評価項目の評定結果を積上げた点数／独立行政法人家畜改良センターの業務実績の評定方法上の満点

備　　　考

1



大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

評価項目の区分 参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名 備　　　考

□  ア  内部統制の強化 12/12 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）　効果的な統制環境の整備 10/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）　リスクの評価と迅速な対応 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）　相互けん制機能が確保された統制活動 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （エ）　情報と伝達 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （オ）　モニタリングによる監視・評価・是正 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　コンプライアンスの徹底 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　監査の強化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ　情報開示体制の確立 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  オ　人事配置の適正化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  カ　事業の内部審査及び評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （４）　リスク管理の強化 Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ

□  ア  防疫対策の徹底 5/6 Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ

□  イ  保有遺伝資源のリスク分散 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  種畜等の受託管理 Ｂ － － － － Ａ 受入体制整備はＨ23年度に完了

◇ （５）　情報セキュリティ対策の強化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  情報システムの適正管理、情報セキュリティの確保 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  規則の周知及び対策の教育 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  事故・不祥事の再発防止 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ３　経費の縮減及び自己収入の拡大 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　一般管理費・人件費等の削減・見直し 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  一般管理費・業務経費 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  財務分析 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  官民競争入札等の導入 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ  人件費 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　契約の点検・見直し Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  経費の節減 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  調査研究業務 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  法人契約 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ　増殖用種子の配布 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）　自己収入の拡大 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  自己収入の拡大 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  監査の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （４）　知的財産の管理 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
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大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

評価項目の区分 参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名 備　　　考

◎
第２国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ １　家畜改良及び飼養管理の改善 16/16 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　乳用牛 17/18 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  全国的な改良の推進 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△  （ア） 全国的な乳用牛の改良推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△  （イ）後代検定の推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□ イ 遺伝的能力評価の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）遺伝的能力の評価・公表 10/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）総合指数 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）評価手法の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （エ）ジャージー種の遺伝的能力の評価・公表 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （オ）ブラウンスイス種の遺伝的能力評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　候補種雄牛等の生産・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）優良な候補種雄牛等の生産・供給 9/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）SNP情報の活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）泌乳持続性に優れる改良用雌牛の作出 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （エ）泌乳能力に優れる改良用雌牛の生産　 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

□  エ その他 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）後代検定への参加終了　 4/4 Ｂ － － － － Ａ Ｈ23年度末で参加終了

△ （イ）候補種雄牛の待機業務終了　 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　肉用牛 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　全国的な改良の推進 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△  (ア) 全国的な肉用牛の改良推進 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△  (イ) 広域後代検定の推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　遺伝的能力評価の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）肉用牛枝肉情報全国データベースによる情報提供 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）遺伝的能力の評価・公表 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）評価手法の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　候補種雄牛等の生産・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）黒毛和種の多様性確保及び候補種雄牛等の生産・供給 9/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）増体性に優れる黒毛和種候補種雄牛の生産 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）黒毛和種における飼料利用性、早熟性等に関する検定手法の開発 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （エ）褐毛和種の多様性確保及び種畜の生産・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （オ）日本短角種の多様性確保及び育種改良素材の生産・供給 Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ａ

 4/4
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大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

評価項目の区分 参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名 備　　　考

◇ （３）　豚 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　全国的な豚の改良推進 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）全国的な豚の改良推進 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）種畜供給の重点化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　遺伝的能力評価の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）遺伝的能力の評価の実施・公表 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）評価手法の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  優良種豚等の生産・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）雌系品種の繁殖性改良 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）雄系品種の肉質改良 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）実験用小型ブタの維持・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （エ）肉豚生産農家への直接供給業務終了 Ｂ － － － － Ａ 平成28年９月で終了

◇ （４）鶏 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□ ア　全国的な鶏改良の推進 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△  （ア）全国的な国産鶏の改良推進 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△  （イ) 種鶏開発の重点化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□ イ　優良種鶏等の生産・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）卵用鶏の産卵性の改良 ７/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）肉用鶏の増体性の改良 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）組合せ検定の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （５）馬 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　全国的な馬改良の推進　 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）全国的な馬の改良推進　  4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）農用馬の飼養管理技術及び繁殖技術の向上　 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　能力評価の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　優良種馬の生産・供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）純粋種農用馬の生産・供給 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）日本在来馬の保存支援 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （６）めん羊・山羊 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　民間等への技術支援等 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　繁殖技術及び飼養管理技術の向上 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （７）家畜の飼養管理の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

□  ア　損耗率の低減、受胎率・育成率の向上 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

□  イ　生産コスト縮減 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （８）家畜伝染性疾病に対するリスク管理の強化 Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ

□  ア　防疫対策の徹底 3/4 Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ

□  イ　保有遺伝資源のリスク分散 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

6/6

4/4
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大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

評価項目の区分 参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名 備　　　考

◇ （９）家畜の遺伝資源の保存 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ２　飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）国内育成品種の種苗増殖 13/12 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）生産量の向上 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）飼料用稲種子の安定供給確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （４）地域適応性等の検定試験の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （５）奨励品種選定試験結果等の情報提供 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （６）飼料作物の遺伝資源の保存 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ３　飼料作物の種苗の検査 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）ＯＥＣＤ種子制度等に基づく検査及び証明 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）ＩＳＴＢ（国際種子検査協会）認定の維持 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ４　調査研究 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

◇ （１）育種改良関連技術 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　遺伝子解析情報を活用した育種手法 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　食肉の食味に関する評価手法 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）繁殖関連技術 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　優良な家畜の増殖の実現 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）肉用牛 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）豚 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　肉用牛の受胎率向上 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　技術的支援の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）飼養管理関連技術 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

□  ア　放牧関連技術の改善 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ

□  イ　飼養管理技術に関する調査等の実施    Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　給与方法の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ　技術的支援の実施 Ｂ 中期目標期間のみの評価項目

○ ５　講習及び指導 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　成果等の情報提供 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　技術の普及指導 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　家畜の飼養管理技術等の普及 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　センターが独自に実施する研修 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）酪農ヘルパー、畜産環境保全のための研修 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）生産現場技術の研修 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）免許取得講習会の開催 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　中央畜産技術研修の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ　民間機関等の個別研修の受入 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ア）個別研修の受入れ 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （イ）講師の派遣   Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

△ （ウ）研修施設の提供 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

5



大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

評価項目の区分 参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名 備　　　考

◇ （３）　海外技術協力 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　ネットワークの構築によるニーズの的確な把握 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　専門家の派遣 Ｂ － Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ　研修員の受入れ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ  人材育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ６　家畜改良増殖法に基づく検査等　 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　種畜検査員の確保 12/12 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　立入検査員の確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）　種畜検査の移管に係る協力・支援 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （４）　種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （５）　種苗法に基づく検査員の確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （６）　カルタヘナ法に基づく立入検査等 － － － － － － 立入検査に至る事案なし

◇ （７）　カルタヘナ法に基づく検査員の確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）事務の的確な実施 10/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　牛個体識別台帳の作成及び記録　 14/14 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　牛個体識別台帳の記録の保存 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  牛個体識別台帳の正確な記録の確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ  修正の申出の受理 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  オ　記録された事項の公表 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  カ  各種届出の受理 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  キ  個体識別番号の決定・通知 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　牛個体識別システムの利便性向上 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）　牛個体識別情報の有効活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （４）　緊急検索体制の構築 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （５）　牛以外のトレーサビリティの導入支援 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ８　センターの人材・資源を活用した外部支援 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　口蹄疫等の家畜伝染病が発生した場合の緊急防疫対応 11/10 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　自然災害、家畜伝染性疾病等が発生した場合の家畜、乾牧草等の支援 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｓ Ｓ

◇ （３）　種畜等の受託管理 Ｂ － － － － Ａ 受入体制整備はＨ23年度に完了

◇ （４）　技術開発への協力 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （５）  委員会への協力 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◎ 第３予算、収支計画及び資金計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

１ 9/10

○ ２　　財務内容の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

３
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大
(◎)

中
(○)

小
(◇)

細
(□)

微
(△)

平成
27年度

平成
26年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

評価項目の区分 参考：年度評価の推移（※）

　　項　　目　　名 備　　　考

○ ４　自己収入の確保 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）　外部資金の獲得 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　自己収入の拡大 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ５　経費の削減 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ６　資産の管理 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）土地・建物等の有効活用 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）資産の貸付 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ７　経理の適正化　 Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ａ

◎ 第４短期借入金の限度額 － － － － － － 短期借入金が発生せず

◎ 第５重要な財産の処分等に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◎ 第６剰余金の使途 － － － － － － 剰余金の使道に当てる積立金が発生せず

◎ 第７その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ １　施設・設備の整備に関する計画 6/6 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ２　職員の人事等 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （１）人材の確保 7/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア　センター業務を担う人材の確保 8/8 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ　積極的な人事交流 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ウ  人材の育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  エ  要員の合理化 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （２）　人事配置 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

◇ （３）　人事管理 Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ａ

□  ア  人事評価の適正化 3/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  経理の適正化 Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ａ

◇ （４）研修の実施 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  ア  一般職の人材育成 4/4 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

□  イ  技術専門職の人材育成 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

○ ３　積立金の処分に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

「
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その１） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間 

実 績 

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項  Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項  

 第１ 業務運営の効率化に

関する目標を達成する

ためにとるべき措置 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １ 

   
２ 業務運営の効率化及び 

組織体制の合理化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５ 

 

１ 業務対象の重点化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２ 
 

(１)業務運営の効率化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６ 
 

（１） 家畜の改良増殖 

業務の重点化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３ 

  ア 家畜等の遺伝資源の 

活用 
Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ １７ 

 

 ア 種畜供給の重点化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４   （ア）家畜遺伝資源の活用 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ １８  

（ア） 乳用牛 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５ 
  （イ）飼料作物種苗遺伝資

源の保存 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９ 

 

（イ） 肉用牛 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６   イ 人材の活用 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０  

 （ウ） 豚 Ａ － － － － Ｂ Ｂ ７   （ア）人事配置 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１  

（エ） 鶏 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８ 
  （イ）組織の合理化・業務

遂行の効率化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２ 

 

（オ）馬、めん羊及び山羊 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９ 
  

（ウ）人材の育成 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３ 
 

イ 高度技術等の活用に

よる家畜改良の実施 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０ 

  
ウ 土地・建物等の有効活用 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２４ 

 

 ウ 多様な家畜改良等の

推進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１ 

 
エ 業務の進行管理 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２５ 

 

 （２）飼料作物種苗の増

殖業務 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２ 

  
オ 業務の重複の防止 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２６ 

 

 ア 飼料作物種苗の増殖

業務 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３ 

  （ア）家畜改良増殖業務の

重点化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２７ 

 

イ 役割分担の明確化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４ 
  （イ）飼料作物種苗増殖業

務の重点化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２８ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その２） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間 

実 績 

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項  Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項  

 （ウ）調査研究業務の 

重点化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２９ 

   
ウ 監査の強化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４３  

（２）組織体制の合理

化・強化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３０ 

 
エ 情報開示体制の確立 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４４  

ア 組織体制整備 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３１   オ 人事配置の適正化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４５  

イ 要員の合理化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３２ 
  カ 事業の内部審査及び評

価 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４６  

ウ 技術専門職の人材育成 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３３   （４）リスク管理の強化 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ ４７  

エ 飼養管理、飼料生産 

作業の外部化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３４ 

  
ア 防疫対策の徹底 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ ４８  

 （３）ガバナンスの強

化・充実 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３５ 

  イ 保有遺伝資源のリスク

分散 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４９  

ア 内部統制の強化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３６ 
  

ウ 種畜等の受託管理 Ａ － － － － Ｂ Ｂ ５０  

（ア）効果的な統制環境

の整備 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３７ 

  （５）情報セキュリティ対

策の強化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５１  

（イ）リスクの評価と迅

速な対応 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３８ 

  ア 情報システムの適正管

理,情報セキュリティの

確保 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５２  

 （ウ）相互けん制機能が

確保された統制活動 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３９ 

 イ 規則の周知及び対策の

教育 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５３  

 
（エ）情報と伝達 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４０ 

  ウ 事故・不祥事の再発防

止 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５４  

 （オ）モニタリングによ

る監視・評価・是正 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４１ 

  ３ 経費の縮減及び自己収

入の拡大 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５５  

イ コンプライアンスの

徹底 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４２ 

  （１）一般管理費・人件費

等の削減・見直し 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５６  

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その３） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 

 

項目別

調 書 

頁 数 

 

備考欄 

 平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 
ア 一般管理費・業務経費 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５７ 

   第２国民に対して提供す

るサービスその他の業

務の質の向上に関する

目標を達成するために

とるべき措置 

 

Ａ 

 

 

Ａ 

 

 

Ａ 

 

 

Ｂ 

 

 

Ｂ 

 

Ｂ Ｂ ７０ 

 

イ 財務分析 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５８ 
 

ウ 官民競争入札等の導入 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ５９  

エ 人件費 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６０ 
 １ 家畜改良及び飼養管理

の改善 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７１ 

 

（２）契約の点検・見直し Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６１  （１） 乳用牛 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７２  

ア 経費の節減 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６２    ア 全国的な改良の推進 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７３  

イ 調査研究業務 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６３ 
  （ア）全国的な乳用牛の改

良推進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７４ 

 

ウ 法人契約 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６４   （イ）後代検定の推進 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７５  

エ 増殖用種子の配布 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６５   イ 遺伝的能力評価の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７６  

 
（３）自己収入の拡大 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６６ 

  （ア）遺伝的能力の評価・

公表 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７７ 

 

ア 自己収入の拡大 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６７   （イ）総合指数 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７８  

イ 監査の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６８  
（ウ）評価手法の改善 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ７９  

（４）知的財産の管理 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ６９ 
  （エ）ジャージー種の遺伝

的能力の評価・公表 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８０ 

 

 
  

        （オ）ブラウンスイス種の

遺伝的能力評価 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８１ 

 

 
  

         ウ 候補種雄牛等の生産・

供給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８２ 

 

  
         （ア）優良な候補種雄牛等

の生産・供給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８３ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その４） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 
（イ）ＳＮＰ情報の活用 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８４ 

   （イ）遺伝的能力の評価・公

表 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９６ 

 

（ウ）泌乳持続性に優れ

る改良用雌牛の作出 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８５ 

 
（ウ）評価手法の改善 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９７ 

 

（エ）泌乳能力に優れる

改良用雌牛の生産  
Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ ８６ 

 
ウ 候補種雄牛等の生産・供給 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９８ 

 

 エ その他 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８７ 

 （ア）黒毛和種の多様性確保

及び候補種雄牛等の生産・

供給 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９９ 

 

（ア）後代検定への参加

終了  
Ａ － － － － Ｂ Ｂ ８８ 

   （イ）増体性に優れる黒毛和

種候補種雄牛の生産 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １００ 

 

（イ）候補種雄牛の待機

業務終了  
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ８９ 

   （ウ）黒毛和種における飼料

利用性、早熟性等に関する

検定手法の開発 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０１ 

 

（２） 肉用牛 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９０ 
   （エ）褐毛和種の多様性確保

及び種畜の生産・供給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０２ 

 

ア 全国的な改良の推進 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９１ 

   （オ）日本短角種の多様性確

保及び育種改良素材の生

産・供給 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ １０３ 

 

 (ア) 全国的な肉用牛の

改良推進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９２ 

   
（３） 豚 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０４ 

 

(イ) 広域後代検定の推

進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９３ 

   
ア 全国的な豚の改良推進 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０５ 

 

イ 遺伝的能力評価の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９４ 
   (ア）全国的な豚の改良推

進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０６ 

 

（ア）肉用牛枝肉情報全

国データベースによる

情報提供 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ９５ 

   

（イ）種畜供給の重点化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０７ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 



5 
 

  

独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その５） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 
イ 遺伝的能力評価の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０８ 

   （イ）肉用鶏の増体性の改

良 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ １２２ 

 

（ア）遺伝的能力の評価の

実施・公表 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １０９ 

 
（ウ）組合せ検定の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２３ 

 

（イ）評価手法の改善 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１０  (５）馬 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２４  

ウ 優良種豚等の生産・供

給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１１ 

 
ア 全国的な馬改良の推進  Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２５ 

 

（ア）雌系品種の繁殖性

改良 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１２ 

   （ア）全国的な馬の改良推

進  
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２６ 

 

（イ）雄系品種の肉質改

良 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１３ 

   （イ）農用馬の飼養管理技

術及び繁殖技術の向上  
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２７ 

 

（ウ）実験用小型ブタの

維持・供給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１４ 

   
イ 能力評価の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２８ 

 

（エ）肉豚生産農家への

直接供給業務終了 
Ａ － － － － Ｂ Ｂ １１５ 

   
ウ 優良種馬の生産・供給 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２９ 

 

 
（４）鶏 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１６ 

   （ア）純粋種農用馬の生

産・供給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３０ 

 

ア 全国的な鶏改良の推進 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１７ 
   （イ）日本在来馬の保存支

援 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３１ 

 

（ア）全国的な国産鶏の

改良推進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１８ 

   
（６）めん羊・山羊 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３２ 

 

（イ)種鶏開発の重点化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １１９    ア 民間等への技術支援等 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３３  

 イ 優良種鶏等の生産・供

給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２０ 

   イ 繁殖技術及び飼養管理

技術の向上 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３４ 

 

 （ア）卵用鶏の産卵性の

改良 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １２１ 

   （７）家畜の飼養管理の改

善 
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３５ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その６） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 ア 損耗率の低減、受胎

率・育成率の向上 
Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３６ 

   
３ 飼料作物の種苗の検査 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４９ 

 

イ 生産コスト縮減 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １３７ 
 （１）ＯＥＣＤ種子制度等

に基づく検査及び証明 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５０ 

 

（８）家畜伝染性疾病に対

するリスク管理の強化 
Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ １３８ 

 （２）ＩＳＴＡ（国際種子

検査協会）認定の維持 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５１ 

 

ア 防疫対策の徹底 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ １３９  ４ 調査研究 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５２  

イ 保有遺伝資源のリス

ク分散 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４０ 

   
(１）育種改良関連技術 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５３ 

 

（９）家畜の遺伝資源の 

保存 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４１ 

    ア 遺伝子解析情報を活用

した育種手法 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５４ 

 

２ 飼料作物の増殖に必

要な種苗の生産及び供給 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４２ 

    イ 食肉の食味に関する評

価手法 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５５ 

 

（１）国内育成品種の種

苗増殖 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４３ 

   
（２）繁殖関連技術 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５６ 

 

 
（２）生産量の向上 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ １４４ 

   
ア 優良な家畜の増殖の実現 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５７ 

 

（３）飼料用稲種子の安

定供給確保 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４５ 

   
（ア）肉用牛 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５８ 

 

（４）地域適応性等の検

定試験の実施 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４６ 

   
（イ）豚 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １５９ 

 

（５）奨励品種選定試験

結果等の情報提供 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４７ 

   
イ 肉用牛の受胎率向上 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６０ 

 

 （６）飼料作物の遺伝資

源の保存 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １４８ 

  
ウ 技術的支援の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６１ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その７） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 
(３）飼養管理関連技術 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６２ 

   ウ 中央畜産技術研修の実

施 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７５ 

 

ア 放牧関連技術の改善 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６３ 
 エ 民間機関等の個別研修

の受入 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７６ 

 

イ 飼養管理技術に関す

る調査等の実施     
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６４ 

 
（ア）個別研修の受入れ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７７ 

 

ウ 給与方法の改善 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６５  （イ）講師の派遣    Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７８  

エ 技術的支援の実施  
    

Ｂ Ｂ １６６ 
 

 

  
（ウ）研修施設の提供 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７９ 

 

５ 講習及び指導 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６７    (３）海外技術協力 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８０  

(１）成果等の情報提供 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６８ 
   ア ネットワークの構築に

よるニーズの的確な把握 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８１ 

 

(２）技術の普及指導 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １６９    イ 専門家の派遣 Ａ Ａ Ａ Ｂ － Ｂ Ｂ １８２  

 ア 家畜の飼養管理技術

等の普及 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７０ 

   
ウ 研修員の受入れ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８３ 

 

イ センターが独自に実

施する研修 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７１ 

   
エ 人材育成 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８４ 

 

（ア）酪農ヘルパー、畜

産環境保全のための研

修 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７２ 

   
６ 家畜改良増殖法に基づ

く検査等  
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８５ 

 

 （イ）生産現場技術の研

修 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７３ 

  
(１)種畜検査員の確保 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８６ 

 

 （ウ）免許取得講習会の

開催 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １７４ 

   
(２)立入検査員の確保 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８７ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その８） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 

 

項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 

 

項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 (３）種畜検査の移管に係

る協力・支援 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８８ 

   
カ 各種届出の受理 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２００ 

 

(４）種苗法に基づく指定

種苗の集取及び検査 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １８９ 

 キ 個体識別番号の決定・通

知 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０１ 

 

(５）種苗法に基づく検査

員の確保 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９０ 

 (２）牛個体識別システムの

利便性向上 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０２ 

 

(６）カルタヘナ法に基づ

く立入検査等 
－ － － － － － － １９１ 

 (３）牛個体識別情報の有効

活用 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０３ 

 

(７）カルタヘナ法に基づ

く検査員の確保 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９２ 

   
(４）緊急検索体制の構築 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０４ 

 

７ 牛の個体識別のため

の情報の管理及び伝達に

関する特別措置法に基づ

く事務  

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９３ 

   (５）牛以外のトレーサビリ

ティの導入支援 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０５ 

 

８ センターの人材・資源を

活用した外部支援 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０６ 

 

(１）事務の的確な実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９４ 

   (１）口蹄疫等の家畜伝染病

が発生した場合の緊急防

疫対応 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２０７ 

 

ア 牛個体識別台帳の作

成及び記録  
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９５ 

   (２）自然災害、家畜伝染性

疾病等が発生した場合の

家畜、乾牧草等の支援 

Ｓ Ｓ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ ２０８ 

 

 イ 牛個体識別台帳の記

録の保存 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９６ 

   
(３）種畜等の受託管理 Ａ － － － － Ｂ Ｂ ２０９ 

 

 ウ 牛個体識別台帳の正

確な記録の確保 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９７ 

  
(４）技術開発への協力 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１０ 

 

 
エ 修正の申出の受理 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９８ 

   
(５）委員会への協力 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１１ 

 

 オ 記録された事項の公

表 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ １９９ 

   
 

         

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間（平成 23年度～平成 27年度）に係る業務の実績に関する評価の項目別評定総括表（その９） 

 

中期目標 年度評価（※） 
中期目標期間 

評価（※） 項目別

調 書 

頁 数 

備考欄 

 
中期目標 年度評価（※） 

中期目標期間

評価（※） 

 

項目別

調 書 

頁 数 

備考欄  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込 

評価 

期 間

実 績

評 価 

  平成

２３

年度 

平成

２４

年度 

平成

２５

年度 

平成

２６

年度 

平成

２７

年度 

見込

評価 

期 間

実 績

評 価 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  Ⅳ．その他の事項  

 
第３ 予算、収支計画及び

資金計画 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１２ 

   第７その他農林水産省令で

定める業務運営に関する

事項 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２５ 

 

１～３ 財務内容の改善 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１３ 
 １ 施設・設備の整備に関す

る計画 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２６ 

 

４ 自己収入の確保 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１４  ２ 職員の人事等 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２７  

(１）外部資金の獲得 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１５  (１）人材の確保 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２８  

(２）自己収入の拡大 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１６ 
   ア センター業務を担う人

材の確保 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２９ 

 

５ 経費の削減 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１７    イ 積極的な人事交流 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３０  

６資産の管理 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１８    ウ 人材の育成 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３１  

(１）土地・建物等の有効

活用 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２１９ 

   
エ 要員の合理化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３２ 

 

 (２）資産の貸付 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２０    (２）人事配置 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３３  

７ 経理の適正化  Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ ２２１ 
  

(３）人事管理 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ ２３４  

第４ 短期借入金の限度額 － － － － － － － ２２２   
ア 人事評価の適正化 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３５  

 第５ 重要な財産の処分

等に関する計画 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２２３ 

   
イ 経理の適正化 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ ２３６ 

 

 第６ 剰余金の使途 － － － － － － － ２２４    (４）研修の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３７  

             ア  一般職の人材育成 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３８  

             イ 技術専門職の人材育成 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２３９  

 
  

          ３ 積立金の処分に関する

事項 
Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２４０ 

 

※平成２５年度までの評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評価及び中期目標期間評価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。 
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独立行政法人家畜改良センターの中期目標期間(平成 23年度～平成 27年度)の業務の実績に関する評価の項目別評定調書 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１ 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置（以下「業務運営の効率化」と略記する。） 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 業務運営の効率

化に関する事項 
 
 
＜以下略＞ 

業務運営の効率化

に関する目標を達

成するためにとる

べき措置 
 ＜以下略＞ 
 

◎業務運営の効率化に関する

目標を達成するため取るべき

措置 
指標＝「中項目の項目数×２」

（満点）に対する「各中項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各中項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◎業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべ

き措置 
○業務対象の重点化 
      ２／２点 （Ｂ） 
○業務の運営の効率化及び組

織体制の合理化 
      ２／２点 （Ｂ） 
○経費の削減及び自己収入の

拡大  
            ２／２点 （Ｂ） 
       合計       ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である中

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜１２／１０）であっ

たため。 
 
 満 点：６点（中項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
○業務対象の重点化     ２点（Ｂ） 
○業務運営の効率化及び組織体制の合理化  

２点（Ｂ） 
○経費の縮減及び自己収入の拡大 

  ２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である中

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜１２／１０）であっ

たため。 
 
 満 点：６点（中項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
○業務対象の重点化     ２点（Ｂ） 
○業務運営の効率化及び組織体制の合理化 

２点（Ｂ） 
○経費の縮減及び自己収入の拡大 

２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１ 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 業務対象の重点化 

＜以下略＞ 
業務対象の重点化 

＜以下略＞ 
○業務対象の重点化 
指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
  各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○業務対象の重点化 
◇家畜の改良増殖業務  

の重点化 
        ２／２点 （Ｂ） 

◇飼料作物種苗の増殖 
業務 
            ２／２点 （Ｂ） 
   
      合計     ４／４点

  
   
  
  
  
  

          

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である小

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜８／１０）であった

ため。 
 
 満 点：４点（小項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
◇家畜の改良増殖業務の重点化 

２点（Ｂ）   
◇飼料作物種苗の増殖業務  ２点（Ｂ）    
合 計 点         ４点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である小

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜８／１０）であった

ため。 
 
 満 点：４点（小項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
◇家畜の改良増殖業務の重点化 

２点（Ｂ）   
◇飼料作物種苗の増殖業務  ２点（Ｂ） 

合 計 点         ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１） 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化  
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）家畜の改良増殖業務 

 センターが担う家畜改良

増殖業務については、都道

府県・民間では取り組み難

い遺伝的に多様な育種資源

を確保し、かかる多様な育

種資源を最大限活用するこ

とにより、全国的な家畜改

良を推進することに重点化

する。また、民間や都道府

県との役割分担を明確に

し、かつ、事業規模を厳し

く見直してスリム化を図り

つつ、都道府県・民間では

取り組み難い新技術を活用

することにより、効果的に

家畜の改良速度を加速させ

る。 
    ＜以下略＞ 
  

家畜の改良

増殖業務の

重点化 
＜以下略＞ 

◇家畜の改良増殖業務の

重点化 
指標＝「細項目の項目数×

２」（満点）に対する「各

細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦ 
合計点 

Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５ 

/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇家畜の改良増殖業務の重点化 
□種畜供給の重点化 
             ２／２点 （Ｂ） 
□高度技術等の活用による 
家畜改良の実施 

        ２／２点 （Ｂ） 
□多様な家畜改良等の推進 
           ２／２点 （Ｂ） 
 合 計       ６／６点  

        
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０）

であるため。 
 
満 点：６点（細項目３×２点） 
合計点：６点＝２点×３ 
６点／６点＝１．０（１０／１０） 

 
□種畜供給の重点化     ２点（Ｂ） 
□高度技術等の活用による家畜改良の実施   

２点（Ｂ） 
□多様家畜改良等の推進   ２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０）

であるため。 
 
満 点：６点（細項目３×２点） 
合計点：６点＝２点×３ 
６点／６点＝１．０（１０／１０） 

 
□種畜供給の重点化     ２点（Ｂ） 
□高度技術等の活用による家畜改良の実施 

２点（Ｂ） 
□多様家畜改良等の推進   ２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ア 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化 ア 種畜供給の重点化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 家畜の改良増

殖業務 
 センターが担う家畜

改良増殖業務について

は、都道府県・民間で

は取り組み難い遺伝的

に多様な育種資源を確

保し、かかる多様な育

種資源を最大限活用す

ることにより、全国的

な家畜改良を推進する

ことに重点化する。ま

た、民間や都道府県と

の役割分担を明確に

し、かつ、事業規模を

厳しく見直してスリム

化を図りつつ、都道府

県・民間では取り組み

難い新技術を活用する

ことにより、効果的に

家畜の改良速度を加速

させる。 
＜以下略＞ 

ア センターが担う

家畜改良増殖業務に

ついては、都道府

県・民間との役割分

担を明確にしつつ、

これら関係者との連

携を強化するととも

に、事業規模を厳し

く見直してスリム化

を図りつつ、都道府

県・民間では取り組

み難い新たな育種改

良技術とセンターが

保有する多様な育種

資源を最大限活用し

て全国的な家畜改良

を推進するととも

に、家畜改良の素材

となる種畜の供給に

ついて、以下のとお

り重点化する。 

□種畜供給の重点化 
指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各微項目の評価結果の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦ 
合計点 

Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□種畜供給の重点化 
△乳用牛   ２／２点（Ｂ） 
△肉用牛  ２／２点（Ｂ） 
△豚      ２／２点（Ｂ） 
△鶏       ２／２点（Ｂ） 
△馬、めん羊及び山羊 
           ２／２点 （Ｂ） 
 合 計  １０／１０点  

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０）

であるため。 
 
満 点：８点（微項目４×２点） 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０（１０／１０） 

 
△乳用牛          ２点（Ｂ） 
△肉用牛          ２点（Ｂ） 
△鶏            ２点（Ｂ） 
△馬、めん羊及び山羊    ２点（Ｂ） 
合 計 点           ８点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である微

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０）

であるため。 
 
満 点：８点（微項目４×２点） 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０（１０／１０） 

 
△乳用牛          ２点（Ｂ） 
△肉用牛          ２点（Ｂ） 
△鶏            ２点（Ｂ） 
△馬、めん羊及び山羊    ２点（Ｂ） 

合 計 点          ８点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ア-（ア） 第１ 業務運営の効率化  １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化 ア 種畜供給の重点化 （ア）乳用牛 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 家畜の改良増殖

業務 
 センターが担う家畜改

良増殖業務については、

都道府県・民間では取り

組み難い遺伝的に多様な

育種資源を確保し、かか

る多様な育種資源を最大

限活用することにより、

全国的な家畜改良を推進

することに重点化する。

また、民間や都道府県と

の役割分担を明確にし、

かつ、事業規模を厳しく

見直してスリム化を図り

つつ、都道府県・民間で

は取り組み難い新技術を

活用することにより、効

果的に家畜の改良速度を

加速させる。 
＜以下略＞ 

（ア）乳用牛 
 泌乳持続性を重

視した改良に取り

組むとともに、民

間との役割分担を

明確にするため、

候補種雄牛の後代

検定への参加につ

いては平成２５年

度末までに民間事

業者に移行する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省、都道府県、関係団体、

生産者及び学識経験者の参画を得て、

全国的な乳用牛の改良推進に関する会

議を開催するとともに、ドナーの３産

次までの集合検定の実施などにより、

泌乳持続性を重視した改良に取り組ん

だ。また、民間との役割分担を明確に

するため、センターで生産した候補種

雄牛の後代検定への参加については、

平成 23 年度に民間事業者に移行し、計

画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの実績から中期計画どおり業

務が実施されると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  センターで生産した候補種雄牛の後代

検定への参加について民間事業者に移行

するなど、中期計画どおり業務が実施さ

れたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ア-（イ） 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化 ア 種畜供給の重点化 （イ）肉用牛 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）家畜の改良増殖業務 

 センターが担う家畜改良

増殖業務については、都道

府県・民間では取り組み難

い遺伝的に多様な育種資源

を確保し、かかる多様な育

種資源を最大限活用するこ

とにより、全国的な家畜改

良を推進することに重点化

する。また、民間や都道府

県との役割分担を明確に

し、かつ、事業規模を厳し

く見直してスリム化を図り

つつ、都道府県・民間では

取り組み難い新技術を活用

することにより、効果的に

家畜の改良速度を加速させ

る。 
        ＜以下略＞ 

（イ）肉用牛 
 近交係数上

昇の抑制や脂

肪交雑以外の

形 質 も 重 視

し 、 都 道 府

県・民間では

取り組み難い

遺伝的に多様

な 種 畜 の 生

産・供給等に

重点化する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省、都道府県、関係団体、

生産者及び学識経験者の参画を得

て、全国的な肉用牛の改良推進に関

する会議を開催するとともに、近交

係数上昇の抑制や早熟性、飼料利用

性及び繁殖性など脂肪交雑以外の

形質も重視し、都道府県・民間では

取り組み難い遺伝的に多様な種畜

の生産・供給等に重点化し、計画ど

おり実施した。 

           

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり業務

が実施されると見込まれることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 都道府県・民間では取り組み難い遺伝的

に多様な種畜の生産・供給等に重点化して

おり、中期計画どおり業務の重点化が実施

されたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ア-（ウ） 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化 ア 種畜供給の重点化 （ウ）豚 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）家畜の改良増殖業務 

 センターが担う家畜改

良増殖業務については、都

道府県・民間では取り組み

難い遺伝的に多様な育種

資源を確保し、かかる多様

な育種資源を最大限活用

することにより、全国的な

家畜改良を推進すること

に重点化する。また、民間

や都道府県との役割分担

を明確にし、かつ、事業規

模を厳しく見直してスリ

ム化を図りつつ、都道府

県・民間では取り組み難い

新技術を活用することに

より、効果的に家畜の改良

速度を加速させる。 
  ＜以下略＞ 

（ウ）豚 
 都道府県・民間

との役割分担を

明確にするため、

種雄として直接

肉豚生産農家へ

供給する業務を

平成２３年度末

までに原則中止

し、都道府県・民

間への育種改良

素材の供給に重

点化する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省、都道府県、

関係団体、生産者及び学識

経験者の参画を得て、全国

的な豚の改良推進に関す

る会議を開催するととも

に、種雄として直接肉豚生

産農家へ供給する業務を

平成 23 年度末までに中止

した。また、都道府県・民

間への育種改良素材の供

給に重点化して、都道府

県・民間との役割分担の明

確化を図り、計画どおり実

施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 種雄として直接肉豚生産農家へ供給する

業務を平成２３年度末までに中止するとと

もに、都道府県・民間への育種改良素材の供

給に重点化しており、中期計画どおり業務の

重点化が実施されると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 種雄として直接肉豚生産農家へ供給する

業務を平成 23年度末までに中止するととも

に、都道府県・民間への育種改良素材の供

給に重点化しており、中期計画どおり業務

の重点化が実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ア-（エ） 第１ 業務運営の効率化  １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化  ア 種畜供給の重点化 （エ）鶏 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）家畜の改良増殖業務 

 センターが担う家畜改

良増殖業務については、都

道府県・民間では取り組み

難い遺伝的に多様な育種

資源を確保し、かかる多様

な育種資源を最大限活用

することにより、全国的な

家畜改良を推進すること

に重点化する。また、民間

や都道府県との役割分担

を明確にし、かつ、事業規

模を厳しく見直してスリ

ム化を図りつつ、都道府

県・民間では取り組み難い

新技術を活用することに

より、効果的に家畜の改良

速度を加速させる。 

（エ）鶏 
 都道府県・民間

が行う地鶏等の

特色ある鶏の作

出を支援するた

めの種鶏の改良、

生産及び供給に

重点化する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省、都道府県、関係団体、

生産者及び学識経験者の参画を得

て、全国的な鶏の改良推進に関する

会議を開催するとともに、都道府

県・民間が行う地鶏等の特色ある鶏

の作出を支援するための種鶏の改

良、種鶏・種卵の生産・供給に重点

化し、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり業

務が実施されると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり業務が実施されたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ア-（オ） 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化  ア 種畜供給の重点化 （オ）馬、めん羊及び山羊 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）家畜の改良増殖業務 

 センターが担う家畜改良増殖業

務については、都道府県・民間で

は取り組み難い遺伝的に多様な育

種資源を確保し、かかる多様な育

種資源を最大限活用することによ

り、全国的な家畜改良を推進する

ことに重点化する。また、民間や

都道府県との役割分担を明確に

し、かつ、事業規模を厳しく見直

してスリム化を図りつつ、都道府

県・民間では取り組み難い新技術

を活用することにより、効果的に

家畜の改良速度を加速させる。 
その際・・・＜中略＞・・・ 

ほか、馬、めん羊、山羊などの民

間や都道府県による取組が限定的

なものについても、生産現場での

ニーズを踏まえ、改良推進・技術

指導について積極的に取り組む。 

（オ）馬、めん羊及び 
山羊 
生産現場でのニー

ズを踏まえ、改良推

進・技術指導について

取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
馬、めん羊及び山羊につ

いて、意見・情報交換を通

じてニーズを把握した、発

育や繁殖性の向上などの

生産現場でのニーズを踏

まえ、改良を推進するとと

もに、育種素材の提供や繁

殖・飼養管理技術に係る講

習会を開催し、計画どおり

実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり

業務が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり業務が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-イ 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化  イ 高度技術等の活用による家畜改良の実施 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 家畜の改良増殖

業務 
 センターが担う家畜改

良増殖業務については、

都道府県・民間では取り

組み難い遺伝的に多様な

育種資源を確保し、かか

る多様な育種資源を最大

限活用することにより、

全国的な家畜改良を推進

することに重点化する。

また、民間や都道府県と

の役割分担を明確にし、

かつ、事業規模を厳しく

見直してスリム化を図り

つつ、都道府県・民間で

は取り組み難い新技術を

活用することにより、効

果的に家畜の改良速度を

加速させる。 
   ＜以下略＞ 

イ 家畜の改良速

度の加速化を図るた

め、家畜の遺伝的能

力評価技術、未経産

採卵技術、ドナーの

集合検定、体外受精

技術等の新技術等を

活用した家畜の改良

に積極的に取り組

む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛、肉用牛及び豚の改良速度の

加速化を図るため、SNP 情報の活用

（特定の形質と染色体を構成する一

部の塩基対との関係に関する情報の

活用）など家畜の遺伝的能力評価技術

の改善に取り組むとともに、当該技術

と併せて未経産採卵技術、ドナーの集

合検定、体外受精技術等の民間では取

り組み難い新技術等を活用した家畜

の改良に積極的かつ重点的に取り組

むことにより、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり

業務が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり業務が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（１）-ウ 第１ 業務運営の効率化  １ 業務対象の重点化 （１）家畜の改良増殖業務の重点化  ウ 多様な家畜改良等の推進 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 家畜の改良増殖業務 

 センターが担う家畜改良増

殖業務については、都道府

県・民間では取り組み難い遺

伝的に多様な育種資源を確保

し、かかる多様な育種資源を

最大限活用することにより、

全国的な家畜改良を推進する

ことに重点化する。また、民

間や都道府県との役割分担を

明確にし、かつ、事業規模を

厳しく見直してスリム化を図

りつつ、都道府県・民間では

取り組み難い新技術を活用す

ることにより、効果的に家畜

の改良速度を加速させる。 
   ＜以下略＞ 
  

ウ ６次産業化をはじめ

とする特色ある家畜による

多様な畜産経営、消費者ニ

ーズに応える畜産物につい

ての供給を支援するという

観点から、肉用牛では日本

短角種及び褐毛和種、乳用

牛ではブラウンスイス種及

びジャージー種について、

遺伝的能力評価を実施する

等により改良を推進する。

また、馬、めん羊、山羊等

の民間や都道府県による取

組が限定的なものについて

も、生産現場でのニーズを

踏まえ、改良推進・技術指

導について積極的に取り組

む。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
６次産業化をはじめとする特色あ

る家畜による多様な畜産経営、消費者

ニーズに応える畜産物についての供

給を支援するという観点から、肉用牛

では日本短角種及び褐毛和種、乳用牛

ではブラウンスイス種及びジャージ

ー種について、遺伝的能力評価を実施

する等により改良を推進した。また、

馬、めん羊、山羊等の民間や都道府県

による取組が限定的なものについて

も、意見・情報交換を通じてニーズを

把握した、発育や繁殖性の向上などの

生産現場でのニーズを踏まえ、育種素

材の提供などを通じて改良を推進す

るとともに、繁殖・飼養管理技術に関

する講習会を開催し、計画どおり実施

した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画ど

おり業務が実施されると見込まれ

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり業務が実施され

たことから「Ｂ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２） 第１ 業務運営の効率化  １ 業務対象の重点化 （２）飼料作物種苗の増殖業務 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）飼料作物種苗の増殖業

務 
 センターが担う飼料作物種

苗の増殖業務については、飼

料自給率の向上に向け、我が

国の風土に適した国内育成品

種の定着を更に進める必要が

あることから、飼料用原種子

の国内需要に的確に対応し、

高品質の種子を供給する。こ

のため、品種改良を行う新品

種育成機関、二次増殖及び種

子の販売を行う民間種苗会社

等と連携協力するとともに、

役割分担を明確にする。この

際、需給動向、新品種の育成

状況やニーズを適切に把握

し、効率的な生産を行う。 

（２）飼料作物種苗の

増殖業務 
   

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇飼料作物種苗の増殖業務 
□飼料作物種苗の増殖業務 
          ２／２点（Ｂ） 
□役割分担の明確化  
          ２／２点（Ｂ）

合 計     ４／４点 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目で

ある細項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜

１２／１０）であるため。 
 
満 点：４点（細項目２×２点） 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０（１０／１０） 

 
□飼料作物種苗の増殖業務 

２点（Ｂ） 
□役割分担の明確化  ２点（Ｂ）    
合 計 点      ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目で

ある細項目の合計点がＢ評定の判

定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であるため。 
 
満 点：４点（細項目２×２点） 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０（１０／１０） 

 
□飼料作物種苗の増殖業務 

２点（Ｂ） 
□役割分担の明確化  ２点（Ｂ）    
合 計 点       ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-ア 第１ 業務運営の効率化 １ 業務対象の重点化 （２）飼料作物種苗の増殖業務  ア 飼料作物種苗の増殖業務 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 飼料作物種苗の増殖業務 

 センターが担う飼料作物種苗の

増殖業務については、飼料自給率の

向上に向け、我が国の風土に適した

国内育成品種の定着を更に進める

必要があることから、飼料用原種子

の国内需要に的確に対応し、高品質

の種子を供給する。このため、品種

改良を行う新品種育成機関、二次増

殖及び種子の販売を行う民間種苗

会社等と連携協力するとともに、役

割分担を明確にする。この際、需給

動向、新品種の育成状況やニーズを

適切に把握し、効率的な生産を行

う。 

ア センターが担う

飼料作物種苗の増殖

業務については、飼

料自給率の向上に向

け、我が国の風土に

適した国内育成品種

の定着をさらに進め

る必要があることか

ら、飼料用原種子の

国内需要に的確に対

応し、高品質の種子

を供給する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
センターが担う飼料作物種

苗の増殖業務について、飼料

用原種子の国内需要に的確に

対応し、収量性、耐病性、耐

倒伏性等が優れた国内育成品

種の高品質の飼料用原種子を

供給し、計画どおり実施した。 

          

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり

業務が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり業務が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-１-（２）-イ 第１ 業務運営の効率化  １ 業務対象の重点化 （２）飼料作物種苗の増殖業務  イ 役割分担の明確化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平 成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 （参考情報） 

品種・系統の維持数 概ね１００  ９８   ９８   ９７   ９７ ９７  
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 飼料作物種苗の

増殖業務 
 センターが担う飼料作

物種苗の増殖業務につい

ては、飼料自給率の向上

に向け、我が国の風土に

適した国内育成品種の定

着を更に進める必要があ

ることから、飼料用原種

子の国内需要に的確に対

応し、高品質の種子を供

給する。このため、品種

改良を行う新品種育成機

関、二次増殖及び種子の

販売を行う民間種苗会社

等と連携協力するととも

に、役割分担を明確にす

る。この際、需給動向、

新品種の育成状況やニー

ズを適切に把握し、効率

的な生産を行う。 

イ 品種改良を行う新

品種育成機関、二次増

殖及び種子の販売を行

う民間種苗会社等と連

携協力の下、役割分担

を明確にする。 
この際、国をはじめ

とする関係機関との連

携を密にし、需給動向、

新品種の育成状況やニ

ーズを適切に把握し、

効率的な生産を行う。 
 これらにより、増殖

対象を新品種・系統及

び需要の高い品種・系

統に重点化し、中期目

標期間を通じて毎年概

ね１００品種・系統を

維持する。 

指標＝品種・系統の維持数 
Ｓ：目標値に対する達成割

合が１１０％以上であ

り、かつ特に優れた成果

が認められた場合 
Ａ：目標値に対する達成割

合が１１０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割

合が９０％以上１１０％

未満 
Ｃ：目標値に対する達成割

合が７０％以上９０％未

満 
Ｄ：目標値に対する達成割

合が７０％未満、又は業

務運営の改善その他必要

な措置を命ずる必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
品種改良を行う新品種育成機

関、二次増殖及び種子の販売を行

う民間種苗会社等と連携協力の

下、役割分担を明確にするととも

に、国を始めとする関係機関との

連携を密にし、需給動向、新品種

の育成状況やニーズを適切に把握

し、効率的な生産を行った。これ

らにより、増殖対象を新品種・系

統及び需要の高い品種・系統に重

点化し、中期目標期間を通じて毎

年概ね 100 品種・系統を維持し、

計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 民間種苗会社等との役割分担の下、

中期計画で示された数の品種・系統が

維持されると見込まれることから、

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 民間種苗会社等との役割分担の下、

中期計画で示された数の品種・系統が

維持されたことから、「Ｂ」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 業務運営の効率

化及び組織体制の合

理化など 
  ＜以下略＞ 

第１－２ 業務運

営の効率化及び組

織体制の合理化等 
 ＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各小項目の評価点数の区

分は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○業務運営の効率化及び組織体制の

合理化 
◇業務運営の効率化 
             ２／２点 （Ｂ）  
◇組織体制の合理化・強化 
             ２／２点 （Ｂ） 
◇ガバナンスの強化・充実  
             ２／２点 （Ｂ） 
◇リスク関知の強化 
             ２／２点 （Ｂ） 
◇情報セキュリティ対策の強化 
             ２／２点 （Ｂ） 

   合計   １０／１０点 

 
   Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である

小項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×８／１０≦合計点＜満点×１２

／１０）であったため。 
 
 満 点：１０点（小項目５×２点） 
 合計点：９点＝２点×５ 
 １０点／１０点＝１．０（１０／１０） 
 
◇業務運営の効率化    ２点（Ｂ） 
◇組織体制の合理化・強化 ２点（Ｂ） 
◇ガバナンスの強化・充実 ２点（Ｂ） 
◇リスク管理の強化    ２点（Ｂ） 
◇情報セキュリティ対策の強化 

２点（Ｂ） 
合 計 点        １０点  

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である

小項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×８／１０≦合計点＜満点×１２

／１０）であったため。 
 
 満 点：１０点（小項目５×２点） 
 合計点：１０点＝２点×５ 
 １０点／１０点＝１．０（１０／１０） 
 
◇業務運営の効率化    ２点（Ｂ） 
◇組織体制の合理化・強化 ２点（Ｂ） 
◇ガバナンスの強化・充実 ２点（Ｂ） 
◇リスク管理の強化    ２点（Ｂ） 
◇情報セキュリティ対策の強化 

２点（Ｂ） 
合 計 点        １０点  

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 
当該項目の重要度、難易

度 
 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、引き続き保有する

家畜などの遺伝資源及び人

材、土地・建物などの資産

を最大限活用するととも

に、事務の進捗状況に応じ

た適切な対処が行えるよう

進行管理を行い、業務運営

の効率化を推進する。その

際、家畜伝染性疾病の発生

などの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避

けるため、試験研究機関や

都道府県等関係者との情報

交換や調整などを通じ、役

割分担の明確化に努める。 

（１） 業務運営の 
効率化 

＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×

２」（満点）に対する「各

細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦ 
合計点 

Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/
１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇業務運営の効率化 
□家畜等の遺伝資源の活用 
             ２／２点（Ｂ） 
□人材の活用 
             ２／２点（Ｂ） 
□土地・建物等の有効活用 
             ２／２点（Ｂ） 
□業務の進行管理 
             ２／２点（Ｂ） 
□業務の重複の防止 
             ２／２点（Ｂ） 
 
 合計  １０／１０点 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満

点×８／１０≦合計点＜満点×１２／ 
１０）であったため。 
 
満 点：１０点（細項目５×２点） 
合計点：１０点＝２点×５ 
１０点／１０点＝１．０（１０／１０） 

 
□家畜等の遺伝資源の活用  ２点（Ｂ） 
□人材の活用        ２点（Ｂ） 
□土地・建物の有効活用   ２点（Ｂ） 
□業務の進行管理      ２点（Ｂ） 
□業務の重複の防止     ２点（Ｂ） 
合 計 点        １０点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満

点×８／１０≦合計点＜満点×１２／ 
１０）であったため 
。 
満 点：１０点（細項目５×２点） 
合計点：１０点＝２点×５ 
１０点／１０点＝１．０（１０／１０） 

 
□家畜等の遺伝資源の活用  ２点（Ｂ） 
□人材の活用        ２点（Ｂ） 
□土地・建物の有効活用   ２点（Ｂ） 
□業務の進行管理      ２点（Ｂ） 
□業務の重複の防止     ２点（Ｂ） 
合 計 点        １０点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化  ア 家畜等の遺伝資源の活用 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、引き続き保有する

家畜などの遺伝資源及び人

材、土地・建物などの資産

を最大限活用するととも

に、事務の進捗状況に応じ

た適切な対処が行えるよう

進行管理を行い、業務運営

の効率化を推進する。その

際、家畜伝染性疾病の発生

などの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避

けるため、試験研究機関や

都道府県等関係者との情報

交換や調整などを通じ、役

割分担の明確化に努める。 

ア 家畜等の遺伝資

源の活用 
指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各微項目の評価結果の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□家畜等の遺伝資源の活用 
△家畜遺伝資源の活用 
                ２／２点（Ｂ） 
△飼料作物種苗遺伝資源の保存 
               ２／２点（Ｂ） 
    合計 ４／４点 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 

 

 満 点：４点(微項目２×２点) 

 合計点：２点×２＝４点 

 ４点／４点＝１.０＝１０／１０ 

 

△家畜遺伝資源の活用  ２点（Ｂ） 

△飼料作物種苗遺伝資源の保存  

２点（Ｂ） 

合 計 点       ４点 

＜評定に至った理由＞ 

 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る微項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 

 

 満 点：４点(微項目２×２点) 

 合計点：２点×２＝４点 

 ４点／４点＝１.０＝１０／１０ 

 

△家畜遺伝資源の活用   ２点（Ｂ） 

△飼料作物種苗遺伝資源の保存  

２点（Ｂ） 

合 計 点        ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（ア） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化  ア 家畜等の遺伝資源の活用 （ア）家畜遺伝資源の活用 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、引き続き保有する家畜な

どの遺伝資源及び人材、土

地・建物などの資産を最大限

活用するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、

業務運営の効率化を推進す

る。その際、家畜伝染性疾病

の発生などの業務上のリスク

管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避け

るため、試験研究機関や都道

府県等関係者との情報交換や

調整などを通じ、役割分担の

明確化に努める。 

（ア）家畜改良増殖業

務においては、センタ

ーが保有する多様な

育種資源を活用し、都

道府県・民間では取り

組み難い新たな育種

改良技術を用い、家畜

改良の素材となる種

畜の生産・供給を行

う。 
 また、その際、防疫

対策を徹底するため、

家畜伝染病に関する

定期的な検査を実施

するとともに、防疫エ

リアを明確にし、外部

から伝染性疾病の要

因が侵入しないよう、

徹底的な衛生措置を

行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜改良増殖業務においては、セン

ターが保有する多様な育種資源を活用

し、都道府県・民間では取り組み難い

高度な育種改良技術を用い、家畜改良

の素材となる種畜の生産・供給を行っ

た。（詳細は、中期計画「第２の１の（１）

～（５）」該当部分において記載する。）         
防疫対策を徹底するため、毎年度の

衛生検査計画に沿って家畜伝染性疾病

に関する定期的かつ継続的な検査を実

施した。防疫エリアについては、「牧場

区域」「飼養管理区域」「畜舎区域」を

明確にし、外部から家畜伝染性疾病の

要因が侵入しないよう衛生管理を行っ

た。平成 26 年度にセンター本所におい

て豚流行性下痢（PED）が発生したが、

速やかな初動防疫により限定的な発生

に留めた。また、平成 27 年度に新冠牧

場においてヨーネ病が発生したことか

ら、関係機関の指導のもと、まん延防

止等の防疫対策の強化を進めた。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜判定に至った理由＞ 
ＰＥＤの発生により、外部から伝染

性疾病の要因が侵入しないよう徹底

的な衛生措置が達成されなかったも

のの、主目標である家畜遺伝資源の活

用には影響はなく、中期計画どおりの

活用が見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 
 

＜その他の事項＞ 
 センターで「ＰＥＤ」が発生したこ

とに関して「遺伝資源の活用」と「防

疫対策の徹底」では、評価項目の主た

る目標が異なることに考慮し、メリハ

リを付けて評価すべき。 
（有識者会議委員意見） 

＜判定に至った理由＞ 
ＰＥＤ、ヨーネ病の発生により、外

部から伝染性疾病の要因が侵入しな

いよう徹底的な衛生措置を行うとの

計画は達成されなかったものの、主目

標である家畜遺伝資源の活用には影

響はなく、中期計画どおり活用された

ことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜その他の事項＞ 
 「遺伝資源の活用」と「防疫対策の

徹底」では、評価項目の主たる目標が

異なることを考慮し、メリハリを付け

て評価すべき。 
（有識者会議委員意見） 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ア-（イ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 ア 家畜等の遺伝資源の活用 （イ）飼料作物種苗遺伝資源の保存 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、引き続き保有する

家畜などの遺伝資源及び人

材、土地・建物などの資産

を最大限活用するととも

に、事務の進捗状況に応じ

た適切な対処が行えるよう

進行管理を行い、業務運営

の効率化を推進する。その

際、家畜伝染性疾病の発生

などの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避

けるため、試験研究機関や

都道府県等関係者との情報

交換や調整などを通じ、役

割分担の明確化に努める。 

（イ）飼料作物種苗の

増殖業務においては、

国をはじめとする関係

機関との連携を密に

し、需給動向、新品種

の育成状況やニーズを

適切に把握し、効率的

な生産を行う。 
 また、遺伝資源の保

存に資するため、多様

な飼料作物の遺伝資源

について、独立行政法

人農業生物資源研究所

等の関係機関と連携を

図りながら、地域性を

考慮し、関係牧場で分

担して栄養体保存等を 
行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃止

を含めた抜本的な改善

を求める必要があると

認められる 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物種苗の増殖業務におい

て、国をはじめとする関係機関と

の連携を密にし、需給動向、新品

種の育成状況やニーズを適切に把

握し、効率的な生産を行った。ま

た、遺伝資源の保存に資するため、

多様な飼料作物の遺伝資源につい

て、国立研究開発法人農業生物資

源研究所等の関係機関と連携を図

りながら、地域性を考慮し、関係

牧場で分担して栄養体保存等を行

い、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまで実績から、中期計画どおり

飼料作物遺伝資源の保存が行われると

見込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり飼料作物遺伝資源の

保存が行われたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化  イ 人材の活用 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、引き続き保有する

家畜などの遺伝資源及び人

材、土地・建物などの資産

を最大限活用するととも

に、事務の進捗状況に応じ

た適切な対処が行えるよう

進行管理を行い、業務運営

の効率化を推進する。その

際、家畜伝染性疾病の発生

などの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避

けるため、試験研究機関や

都道府県等関係者との情報

交換や調整などを通じ、役

割分担の明確化に努める。 

イ 人材の活用 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各微項目の評価結果の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□人材の活用 
△人事配置        ２／２点（Ｂ） 
△組織の合理化・ 
業務の効率化      ２／２点（Ｂ） 
△人材の育成      ２／２点（Ｂ） 
  合 計      ６／６点 

           

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目であ

る微項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×８／１０≦合計点＜満点×

１２／１０）であるため。 
 
 満 点：６点(微項目３×２点) 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
△人事配置        ２点（Ｂ） 
△組織の合理化・業務遂行の効率化                  

２点（Ｂ） 
△人材の育成      ２点 (Ｂ） 

合 計 点        ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目であ

る微項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×８／１０≦合計点＜満点×

１２／１０）であるため。 
 
 満 点：６点(微項目３×２点) 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
  
△人事配置        ２点（Ｂ） 
△組織の合理化・業務遂行の効率化                  

２点（Ｂ） 
△人材の育成      ２点 (Ｂ） 
合 計 点        ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（ア） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 イ 人材の活用 （ア）人事配置 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を効率

的かつ確実に達成するため、引き

続き保有する家畜などの遺伝資源

及び人材、土地・建物などの資産

を最大限活用するとともに、事務

の進捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、業務

運営の効率化を推進する。その際、

家畜伝染性疾病の発生などの業務

上のリスク管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避けるた

め、試験研究機関や都道府県等関

係者との情報交換や調整などを通

じ、役割分担の明確化に努める。 

（ア）職員の適材適所

を推進するため、人事

配置に当たっては、過

去の職歴、業績等を考

慮し、業務遂行のため

の適性や能力を反映

した人事配置にする

とともに、職責を十分

に果たせる人事配置

となるよう、人事管理

者及び人事企画担当

者が業務適性等につ

いて多方面から評

価・検討し、実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が 
得られた 

Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され 
ず、改善を要する 

Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
職員の適材適所を推進する

ため、人事配置に当たっては、

職歴、業績等を考慮し、業務遂

行のための適性や能力を反映

した人事配置を行うとともに、

人事異動を行う場合の多方面

からの人事企画を精査する機

会として人事企画会議を開催

して人事情報を把握し、適性や

能力を的確に反映した人事配

置を行い、計画どおり実施し

た。 

   
   Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から中期計画どおり

人事配置に係る取組が実施されると見

込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり人事配置に係る取組

が実施されたことから「Ｂ」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（イ） 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 イ 人材の活用 （イ）組織の合理化・業務遂行の効率化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、引き続き保有する家畜な

どの遺伝資源及び人材、土

地・建物などの資産を最大限

活用するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、

業務運営の効率化を推進す

る。その際、家畜伝染性疾病

の発生などの業務上のリスク

管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避け

るため、試験研究機関や都道

府県等関係者との情報交換や

調整などを通じ、役割分担の

明確化に努める。 

（イ）家畜飼養管理

部門と飼料生産管理

部門の統合を図る

等、組織の合理化を

進め、職員の業務遂

行の効率化を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
組織の合理化、業務の効率化の推

進を図るため策定した第３期中期

目標期間中の組織の見直し方針を

踏まえ、必要な組織の見直しを行

い、計画どおり実施した。 

          
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
これまでの実績から中期計画どおり組

織の合理化等に向けた取組が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定とした。 
 

＜参考＞ 
見直し方針を踏まえ、次の組織見直しを実

施した。 
① 平成２６年４月 

鳥取牧場の種畜課と飼料課を統合し、業

務課を設置 
② 平成２６年１０月 
・奥羽牧場の種畜課と飼料課を統合し業務

課を設置 
・茨城牧場、岡崎牧場、兵庫牧場の業務第

一課と業務第二課を統合し、業務課を設

置 
・宮崎牧場の種畜第二課と飼料課を統合し

業務第二課を設置するとともに、種畜第

一課を業務第一課に名称変更 
③ 平成２７年４月 

・本所の技術部と企画調整部を統合 
・新冠牧場の種畜課と飼料課を統合し業務

課を設置 

中期計画どおり、組織の合理化等に向

けた取組が実施されたことから「Ｂ」評

定とした。 
 

＜参考＞ 
見直し方針を踏まえ、次の組織見直しを実

施した。 
① 平成２６年４月 

鳥取牧場の種畜課と飼料課を統合し、業

務課を設置 
② 平成２６年１０月 
・奥羽牧場の種畜課と飼料課を統合し業務

課を設置 
・茨城牧場、岡崎牧場、兵庫牧場の業務第

一課と業務第二課を統合し、業務課を設

置 
・宮崎牧場の種畜第二課と飼料課を統合し

業務第二課を設置するとともに、種畜第

一課を業務第一課に名称変更 
③ 平成２７年４月 

・本所の技術部と企画調整部を統合 
・新冠牧場の種畜課と飼料課を統合し業務

課を設置 
④ 平成２７年１０月 

・十勝牧場の業務第一課に飼料課を統合 
・岩手牧場の種畜課と飼料課を統合し、業

務課を設置 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-イ-（ウ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 イ 人材の活用 （ウ）人材の育成 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、引き続き保有する

家畜などの遺伝資源及び人

材、土地・建物などの資産

を最大限活用するととも

に、事務の進捗状況に応じ

た適切な対処が行えるよう

進行管理を行い、業務運営

の効率化を推進する。その

際、家畜伝染性疾病の発生

などの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避

けるため、試験研究機関や

都道府県等関係者との情報

交換や調整などを通じ、役

割分担の明確化に努める。 

（ウ）人材の育成を図る

ため、技術水準、事務処

理能力の向上等のための

研修を計画的に進める。 
 その際、技術専門職員

の資質の向上及び業務の

高度化を推進するため、

家畜受精卵移植等の繁殖

業務、各種分析・検査業

務等に要する高度な技

術・資格の取得や研修を

計画的に進める。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
一般職員の技術水準、事

務処理能力の向上等を図る

ため研修・講習を受講させ、

免許・資格を取得させた。

また、技術専門職員の業務

の高度化や専門技術の取得

を図るため研修を受講さ

せ、免許・資格を取得させ

るなど、計画どおり実施し

た。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、一般職員

について中期計画に則した人材の

育成が見込まれることから「Ｂ」

評定とした。 
 

＜参考＞ 
・ 一般職員の技術水準、事務処理

能力の向上等を図るための研修、

資格の取得については、新人職員

研修、管理・事務関係研修、技術

向上研修、安全衛生・施設管理関

係研修及びシステム関係研修を

受講させ、安全管理関係資格（甲

種防火管理者、第一種衛生管理者

など）、作業機械等運転・操作資

格（フォークリフト運転技能）、

特殊作業技能講習（危険物取扱

者、有機溶剤作業主任者など）及

び畜産技術関係資格（家畜人工授

精師など）を取得させた。 
・ 平成２７年度も計画的に研修・

講習を受講させ、免許・資格を取

得させることとしている。 

＜評定に至った理由＞ 
一般職員について中期計画に則した人材の育成が

行われたことから「Ｂ」評定とした。 
 

＜参考＞ 
・ 一般職員の技術水準、事務処理能力の向上等を図る

ための研修、資格の取得については、新人職員研修、

管理・事務関係研修、技術向上研修、安全衛生・施設

管理関係研修及びシステム関係研修を受講させ、安全

管理関係資格（甲種防火管理者など）、作業機械等運

転・操作資格（フォークリフト運転技能）、特殊作業

技能講習（有機溶剤作業主任者など）及び畜産技術関

係資格（家畜人工授精師など）を取得させた。 
・ 技術専門職員の業務の高度化や専門技術の取得を図

るための研修、資格の取得については、新人職員研修、

管理・事務関係研修、技術向上研修及び安全衛生・施

設管理関係研修を受講させ、安全管理関係資格（特別

管理産業廃棄物管理責任者など）、作業機械等運転・

操作資格（車両系建設機械運転技能など）、機械整備

士資格（自動車整備士、建設機械特定自主検査など）、

特殊作業技能（ガス溶接技能など）及び畜産技術関係

資格（家畜人工授精師など）を取得させた。また、平

成２５年度から高度で専門的な技術者の育成のため

のテクニカルエキスパート試験を導入し、資質の向上

に努めている。 
  
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-ウ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化  ウ 土地・建物等の有効活用 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、引き続き保有する

家畜などの遺伝資源及び人

材、土地・建物などの資産

を最大限活用するととも

に、事務の進捗状況に応じ

た適切な対処が行えるよう

進行管理を行い、業務運営

の効率化を推進する。その

際、家畜伝染性疾病の発生

などの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避

けるため、試験研究機関や

都道府県等関係者との情報

交換や調整などを通じ、役

割分担の明確化に努める。 

ウ 土地・建物等の有

効活用 
 土地・建物等の保有

資産を最大限活用す

るため、毎年度、土

地・建物等の保有資産

の利用度等について

調査し、保有資産が有

効に活用されるよう

必要な措置を講じる。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
保有資産の有効活用を図るため、

写真による「固定資産の見える化」

を通じた利用状況等の現況調査に

取り組むこととした。各牧場から減

損兆候判定による報告を求めるな

どにより、資産の利用状況の確認を

実施し、不要なものは除却処分する

など必要な措置を講じ、計画どおり

実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画どお

り土地・建物等の有効活用が図るため

の取組が実施されると見込まれること

から「Ｂ」評定とした。 
 

＜参考＞ 
・ 建物、構築物、固定資産物品につ

いて、写真による「固定資産の見え

る化」に取り組み、利用状況等の現

状を調査し、不要なものは除却処分

するなどして保有資産を有効に活用

した。 
・ 平成２６年度において、建物８件、

構築物１３０件、設備３９件、物品

５５件を不要と判断し、処分を行っ

た。 
・ 保有する資産については、監事に

よる各牧場の定期監査の際、固定資

産一覧表等に基づき適切に監査を実

施した。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり土地・建物等の有効

活用が図るための取組が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 

＜参考＞ 
・ 建物、構築物、固定資産物品につ

いて、写真による「固定資産の見え

る化」に取り組み、利用状況等の現

状を調査し、不要なものは除却処分

するなどして保有資産を有効に活用

した。 
・ 平成２７年度までにおいて、建物

２３件、構築物１７４件、設備９８

件、物品１１８件を不要と判断し、

処分を行った。 
・ 保有する資産は土地、建物等の実

物資産であり、雑木林等の利用不可

地以外は、牧草採草地、放牧地、飼

料作物種苗の増殖用地、防風林、家

畜の飼養施設等として当該資産を有

効に活用している。 
・また、保有する資産については、監

事による各牧場の定期監査の際、固

定資産一覧表等に基づき適切に監査

を実施した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-エ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 エ 業務の進行管理 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、引き続き保有する家畜な

どの遺伝資源及び人材、土

地・建物などの資産を最大限

活用するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、

業務運営の効率化を推進す

る。その際、家畜伝染性疾病

の発生などの業務上のリスク

管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避け

るため、試験研究機関や都道

府県等関係者との情報交換や

調整などを通じ、役割分担の

明確化に努める。 

エ 業務の進行管理 
 中期計画及び年度

計画に沿った業務を

確実に実施するた

め、四半期毎に進捗

状況を確認し、必要

な措置を講じる等業

務の進行管理を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
中期目標、中期計画の達成に向け

て、毎年度、年度計画に対する業務の

進捗状況を四半期ごとに点検・分析す

るなどの業務の進行管理を行い、計画

どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から中期計画どおり

取組が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり取組が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 オ 業務の重複の防止 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、引き続き保有する家畜な

どの遺伝資源及び人材、土

地・建物などの資産を最大限

活用するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、

業務運営の効率化を推進す

る。その際、家畜伝染性疾病

の発生などの業務上のリスク

管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避け

るため、試験研究機関や都道

府県等関係者との情報交換や

調整などを通じ、役割分担の

明確化に努める。 

オ 業務の重複の防止 
 業務の効率化・重点

化を図るため、都道府

県・民間との役割分担

の明確化を図る。 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各微項目の評価結果の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□業務の重複の防止 
△家畜改良増殖業務の 

重点化         ２／２点（Ｂ） 
△飼料作物種苗増殖 

業務の重点化   ２／２点（Ｂ） 
△調査研究業務の 

重点化       ２／２点（Ｂ） 
       合計    ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目であ

る微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜満点

×１２／１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点）    
 合計点：６点＝２点×３         
 ６点／６点＝１．０（１０／１０）     
 
△家畜改良増殖業務の重点化 

２点（Ｂ） 
△飼料作物種苗増殖業務の重点化 

２点（Ｂ） 
△調査研究業務の重点化 

２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目であ

る微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜満点

×１２／１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点）    
 合計点：６点＝２点×３         
 ６点／６点＝１．０（１０／１０）     
 
△家畜改良増殖業務の重点化 

２点（Ｂ） 
△飼料作物種苗増殖業務の重点化 

２点（Ｂ） 
△調査研究業務の重点化 

２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（ア） 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 オ 業務の重複の防止 （ア）家畜改良増殖業務の重点化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、引き続き保有する家畜な

どの遺伝資源及び人材、土

地・建物などの資産を最大限

活用するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、

業務運営の効率化を推進す

る。その際、家畜伝染性疾病

の発生などの業務上のリスク

管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避け

るため、試験研究機関や都道

府県等関係者との情報交換や

調整などを通じ、役割分担の

明確化に努める。 

（ア）センターが担

う家畜改良増殖業務

については、都道府

県・民間との役割分

担を明確にしつつ、

これら関係者との連

携を強化する。 
 都道府県・民間で

は取り組み難い新た

な育種改良技術とセ

ンターが保有する多

様な育種資源の活用

により、家畜改良の

素材となる種畜の生

産・供給に重点化す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
センターが担う家畜改良増殖業

務について、農林水産省、都道府県、

関係団体及び学識経験者の参画を

得て全国的な家畜の改良推進に関

する会議を開催するなどにより、都

道府県・民間との役割分担を明確に

しつつ、これら関係者との連携を強

化した。また、都道府県・民間では

取り組み難い新たな育種改良技術

とセンターが保有する多様な育種

資源を活用し家畜改良の素材とな

る種畜を生産するとともに、これら

を都道府県や民間に供給すること

に重点化し、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画どお

り家畜改良増殖の重点化が図られると

見込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり家畜改良増殖の重点

化が図られたことから「Ｂ」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（イ） 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化  オ 業務の重複の防止 （イ）飼料作物種苗増殖業務の重点化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、引き続き保有する家畜な

どの遺伝資源及び人材、土

地・建物などの資産を最大限

活用するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対処が

行えるよう進行管理を行い、

業務運営の効率化を推進す

る。その際、家畜伝染性疾病

の発生などの業務上のリスク

管理に配慮する。 
 さらに、業務の重複を避け

るため、試験研究機関や都道

府県等関係者との情報交換や

調整などを通じ、役割分担の

明確化に努める。 

（イ）飼料作物種苗の

増殖業務については、

品種改良を行う新品

種育成機関、二次増殖

及び種子の販売を行

う民間種苗会社等と

連携協力するととも

に、役割分担を明確に

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物種苗の増殖業務につい

て、品種改良を行う新品種育成

機関、二次増殖及び種子の販売

を行う民間種苗会社等と連携協

力の下、役割分担を明確にし、

効率的な生産を行い、計画どお

り実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、飼料作物種苗

の増殖について中期計画どおり、役割

分担を明確にした効率的な業務が実施

されると見込まれることから「Ｂ」評

定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
役割分担を明確にした効率的な業務

が中期計画どおり実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（１）-オ-（ウ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （１）業務運営の効率化 オ 業務の重複の防止 （ウ）調査研究業務の重点化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）業務運営の効率化 

 センターは、本中期目

標を効率的かつ確実に達

成するため、引き続き保

有する家畜などの遺伝資

源及び人材、土地・建物

などの資産を最大限活用

するとともに、事務の進

捗状況に応じた適切な対

処が行えるよう進行管理

を行い、業務運営の効率

化を推進する。その際、

家畜伝染性疾病の発生な

どの業務上のリスク管理

に配慮する。 
 さらに、業務の重複を

避けるため、試験研究機

関や都道府県等関係者と

の情報交換や調整などを

通じ、役割分担の明確化

に努める。 

（ウ）調査研究業務につい

ては、より研究要素の強い

業務（資源循環型の窒素成

分強化たい肥を用いた飼

料作物栽培に関する調査、

食味に関する新たな理化

学分析項目の開発及び体

細胞クローン牛の調 査）

は他の試験研究機関等に

委ねる等役割分担を明確

にし、課題の重複を排除す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
中期計画に基づいて設定した課題に

ついて、調査研究を計画どおり実施す

るとともに、外部評価委員の意見を踏

まえ調査研究の進め方を決定した。ま

た、より研究要素の強い業務は、他の

試験研究機関等に委ねる等役割分担を

明確にし、課題の重複を排除した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、調査研究業務

の重点化に向けた取組が中期計画ど

おり実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 調査研究業務の重点化に向けた取

組が中期計画どおり実施されたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （２）組織体制の合理化・強化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）組織体制の合理化・強化 

 業務運営の効率化を図ると

ともに、家畜飼養管理部門と飼

料生産管理部門との統合を進

めるなど、要員の合理化に努め

る。その際、業務上の責任につ

いての透明性を確保するとと

もに、業務の進行管理、コンプ

ライアンスなどについて十分

配慮する。 
 また、技術専門職員が担当す

る業務については、当該職員の

資質の向上を図りつつ、家畜受

精卵移植等の繁殖業務、各種分

析・検査業務など、高度な技術

を要する業務にシフトする。ま

た、家畜の飼養管理、飼料生産

技術のうち単純作業について

は、引き続き退職者の状況を踏

まえつつ、段階的に外部化を進

める。 

（２）組織体制の合

理化・強化 
＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８／１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇組織体制の合理化・強化 
□組織体制整備   

２／２点（Ｂ）  
□要員の合理化   

２／２点（Ｂ） 
□技術専門職の人材育成 
             ２／２点（Ｂ） 
□飼養管理、飼料生産 

作業の外部化  
   ２／２点（Ｂ） 

合  計    ８／８点 

           
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜満点

×１２／１０）であるため。 
 
満 点：８点（細項目４×２点） 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０（１０／１０） 

 
□組織体制整備     ２点（Ｂ） 
□要員の合理化     ２点（Ｂ） 
□技術専門職員の人材育成            

２点（Ｂ） 
□飼養管理、飼料生産作業の外部化         

２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜満点

×１２／１０）であるため。 
 
満 点：８点（細項目４×２点） 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０（１０／１０） 

 
□組織体制整備     ２点（Ｂ） 
□要員の合理化     ２点（Ｂ） 
□技術専門職員の人材育成            

２点（Ｂ） 
□飼養管理、飼料生産作業の外部化         

２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



31 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-ア 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （２）組織体制の合理化・強化 ア 組織体制整備 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）組織体制の合理化・

強化 
 業務運営の効率化を図

るとともに、家畜飼養管理

部門と飼料生産管理部門

との統合を進めるなど、要

員の合理化に努める。その

際、業務上の責任について

の透明性を確保するとと

もに、業務の進行管理、コ

ンプライアンスなどにつ

いて十分配慮する。 
 また、技術専門職員が担

当する業務については、当

該職員の資質の向上を図

りつつ、家畜受精卵移植等

の繁殖業務、各種分析・検

査業務など、高度な技術を

要する業務にシフトする。

また、家畜の飼養管理、飼

料生産技術のうち単純作

業については、引き続き退

職者の状況を踏まえつつ、

段階的に外部化を進める。 

ア センター各牧場・支

場（以下「各牧場」とい

う。）の家畜飼養管理部門

と飼料生産管理部門との

統合を進めるとともに、

本所の部の組織編成を見

直して、業務の質、量に

応じた機動的な組織体制

を整備する。その際、統

合に当たっては、業務上

の責任についての透明性

を確保するとともに、新

たな業務の進行管理、コ

ンプライアンス等につい

て、職員に周知徹底する。 
 また、ガバナンスの強

化・充実を図るため、業

務監査室の機能を強化

し、コンプライアンス推

進室として改組する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成績が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
組織の合理化、業務の効

率化の推進を図るため策定

した第３期中期目標期間中

の組織の見直し方針を踏ま

え、必要な組織の見直しを

行い、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
 これまでの実績から中

期計画どおり組織の見直

しが実施される見込まれ

ることから「Ｂ」評定とし

た。 
 
＜参考＞ 
① 平成２６年４月 

鳥取牧場の種畜課と

飼料課を統合し、業務課

を設置 
② 平成２６年１０月 
・ 奥羽牧場の種畜課と

飼料課を統合し、業務

課を設置 
・ 茨城牧場、岡崎牧場、

兵庫牧場の業務第一

課と業務第二課を統

合し、業務課を設置 
・ 宮崎牧場の種畜第二

課と飼料課を統合し

業務第二課を設置す

るとともに、種畜第一

課を業務第一課に名

称変更 

 組織の見直しが中期計画どおり実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
① 平成２３年度 
コンプライアンスの徹底や内部監査体制、リスク管理体制

の強化等を推進するため、業務監査室をコンプライアンス推

進室に改組 
② 平成２４年度 
調査研究業務の廃止に伴う、宮崎牧場の種畜第二課乳用牛

係の廃止 
③ 平成２５年度 
国内研修部門と国際協力部門の業務の効率化のため、本所

企画調整部海外協力課を廃止し、同部企画調整課に技術協力

室を設置 
④ 平成２６年度 
組織の合理化と業務の効率化のため、鳥取牧場の種畜課と

飼料課を統合し、業務課を設置奥羽牧場の種畜課と飼料課を

統合し、業務課を設置茨城牧場、岡崎牧場、兵庫牧場の業務

第一課と業務第二課を統合し、業務課を設置宮崎牧場の種畜

第二課と飼料課を統合し業務第二課を設置するとともに、種

畜第一課を業務第一課に名称変更 
⑤ 平成２７年度 
普及指導業務の強化・効率化及び技術部門の効率的かつ機

動的な実施体制を確保するため、企画調整部と技術部を統合

組織の合理化と業務の効率化のため、新冠牧場の種畜課と飼

料課を統合し、業務課を設置十勝牧場の業務第一課に飼料課

を統合岩手牧場の種畜課と飼料課を統合し、業務課を設置 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-イ 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （２）組織体制の合理化・強化  イ 要員の合理化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）組織体制の合理化・強化 

 業務運営の効率化を図るととも

に、家畜飼養管理部門と飼料生産管

理部門との統合を進めるなど、要員

の合理化に努める。その際、業務上

の責任についての透明性を確保す

るとともに、業務の進行管理、コン

プライアンスなどについて十分配

慮する。 
 また、技術専門職員が担当する業

務については、当該職員の資質の向

上を図りつつ、家畜受精卵移植等の

繁殖業務、各種分析・検査業務など、

高度な技術を要する業務にシフト

する。また、家畜の飼養管理、飼料

生産技術のうち単純作業について

は、引き続き退職者の状況を踏まえ

つつ、段階的に外部化を進める。 

イ 業務の見直し

に応じた柔軟な人

員配置や効率的な

業務運営により、

継続的に要員の合

理化を実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
業務の重点化及び効率化

に対応し、職員の適正配置

を進めたほか、要員の合理

化や計画的な人員削減を行

うなど、計画どおり実施し

た。 

          

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの実績から中期計画どおり要

員の合理化が実施されると見込まれるこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 技術専門職員について、要員の合理

化を推進することにより、３４名削減

した。 
・ 一般職員について、要員の合理化を

推進することにより、２名削減した。 

＜評定に至った理由＞ 
  要員の合理化が中期計画どおり実施さ

れたことから「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 技術専門職員について、要員の合理

化を推進することにより、４７名削減

した。 
・ 一般職員について、要員の合理化を

推進することにより、４名削減した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-ウ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （２）組織体制の合理化・強化  ウ 技術専門職の人材育成 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）組織体制の合理化・強化 

 業務運営の効率化を図るとと

もに、家畜飼養管理部門と飼料

生産管理部門との統合を進める

など、要員の合理化に努める。

その際、業務上の責任について

の透明性を確保するとともに、

業務の進行管理、コンプライア

ンスなどについて十分配慮す

る。 
 また、技術専門職員が担当す

る業務については、当該職員の

資質の向上を図りつつ、家畜受

精卵移植等の繁殖業務、各種分

析・検査業務など、高度な技術

を要する業務にシフトする。ま

た、家畜の飼養管理、飼料生産

技術のうち単純作業について

は、引き続き退職者の状況を踏

まえつつ、段階的に外部化を進

める。 

ウ 技術専門職員が担当

する業務については、引

き続き家畜受精卵移植等

の繁殖業務、各種分析・

検査業務等に要する高度

な技術・資格の取得や研

修を計画的に進め、高度

な技術を要する業務への

シフトを図り、資質の向

上及び業務の高度化を推

進する。 

 
Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された 
Ｃ：計画どおり実施

されず、改善を要

する 
Ｄ：計画どおり実施

されず、当該業務

の廃止を含めた抜

本的な改善を求め

る必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
技術専門職員の業

務の高度化や専門技

術の取得を図るため

研修を受講させ、免

許・資格を取得させ

るなど、計画どおり

実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、技術専門職員につい

て中期計画に則した人材の育成が見込まれ

ることから「Ｂ」評定とした。 
 

＜参考＞ 
・ 技術専門職員の業務の高度化や専門技術

の取得を図るための研修、資格の取得につ

いては、新人職員研修、管理・事務関係研

修、技術向上研修及び安全衛生・施設管理

関係研修を受講させ、安全管理関係資格

（特別管理産業廃棄物管理責任者、安全管

理者など）、作業機械等運転・操作資格（車

両系建設機械運転技能、高所作業車運転技

能など）、機械整備士資格（自動車整備士、

建設機械特定自主検査など）、特殊作業技

能（危険物取扱者、ガス溶接技能など）及

び畜産技術関係資格（家畜人工授精師、認

定牛削蹄師）を取得させた。また、平成２

５年度から高度で専門的な技術者の育成

のためのテクニカルエキスパート試験を

導入し、資質の向上に努めている。 
・ 平成２７年度も計画的に研修・講習を受

講させ、免許・資格を取得させることとし

ている。 

＜評定に至った理由＞ 
技術専門職員について中期計画に則した

人材の育成が行われたことから「Ｂ」評定と

した。 
 

＜参考＞ 
・ 技術専門職員の業務の高度化や専門技術

の取得を図るための研修、資格の取得につ 

いては、新人職員研修、管理・事務関係研

修、技術向上研修及び安全衛生・施設管理 

関係研修を受講させ、安全管理関係資格

（特別管理産業廃棄物管理責任者、安全管

理 者など）、作業機械等運転・操作資格

（車両系建設機械運転技能、高所作業車運

転技 能など）、機械整備士資格（自動車

整備士、建設機械特定自主検査など）、特

殊作業技 能（危険物取扱者、ガス溶接技

能など）及び畜産技術関係資格（家畜人工

授精師、認 定牛削蹄師）を取得させた。

また、平成２５年度から高度で専門的な技

術者の育成の ためのテクニカルエキス

パート試験を導入し、資質の向上に努めて

いる。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（２）-エ 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （２）組織体制の合理化・強化  エ 飼養管理、飼料生産作業の外部化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値） X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）組織体制の合理化・強化 

 業務運営の効率化を図るとと

もに、家畜飼養管理部門と飼料

生産管理部門との統合を進める

など、要員の合理化に努める。

その際、業務上の責任について

の透明性を確保するとともに、

業務の進行管理、コンプライア

ンスなどについて十分配慮す

る。 
 また、技術専門職員が担当す

る業務については、当該職員の

資質の向上を図りつつ、家畜受

精卵移植等の繁殖業務、各種分

析・検査業務など、高度な技術

を要する業務にシフトする。ま

た、家畜の飼養管理、飼料生産

技術のうち単純作業について

は、引き続き退職者の状況を踏

まえつつ、段階的に外部化を進

める。 

エ 家畜の飼養管理、

飼料生産等の作業内

容を検証し、費用対効

果や退職者の状況を

踏まえつつ、引き続き

段階的に外部化を進

める。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜飼養管理、飼料

生産業務等の作業内容

を精査し、費用対効果

や退職者の状況を踏ま

えつつ、外注による外

部化を推進するなど、

計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり外部

化が推進されると見込まれることから「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
外注による外部化については、費用対効

果や定年退職者の状況を踏まえて、これま

で新冠牧場、十勝牧場及び鳥取牧場におけ

るトウモロコシの播種など一部の飼料生産

業務、十勝牧場における飼料の調製・運搬

業務、肥料散布業務、奥羽牧場におけるほ

場管理業務、宮崎牧場における放牧地の維

持管理業務新冠牧場における起土・砕土、

石灰散布業務を、十勝牧場における飼料梱

包業務、ジーンバンク牧草株管理業務、岩

手牧場における浄化施設処理水等管理業務

など、１０牧場において、外部化を実施し

た。 
契約件数は平成２３年度の１０件から平

成２６年度は３３件と増加した。これまで

の実績から中期計画どおり組織の見直しが

実施されると見込まれることから「Ｂ」評

定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり外部化が推進されると見

込まれることから「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
外注による外部化については、費用対効

果や退職者の状況を踏まえて、これまで新 

冠牧場、十勝牧場及び鳥取牧場におけるト

ウモロコシの播種など一部の飼料生産業

務、十勝牧場における飼料の調製・運搬業

務、肥料散布業務、奥羽牧場におけるほ場

管理 業務、宮崎牧場における放牧地の維

持管理業務、新冠牧場における起土・砕土、

石灰 散布業務、十勝牧場における飼料梱

包業務、ジーンバンク牧草株管理業務、岩

手牧場における浄化施設処理水等管理業務

など、１１牧場において、外部化を実施し

た。契 約件数は、平成２３年度の１０件

から平成２７年度は３９件と増加した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの

強化 
 ＜以下略＞ 
 
 

（３）ガバナンスの強

化・充実 
  ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇ガバナンスの強化・充実 
□内部統制の強化 
             ２／２点 （Ｂ） 
□コンプライアンスの徹底 
             ２／２点 （Ｂ） 
□監査の強化   

２／２点 （Ｂ） 
□情報開示体制の確立 
             ２／２点 （Ｂ） 
□人事配置の適正化 
             ２／２点 （Ｂ） 
□事業の内部審査及び評価 
             ２／２点 （Ｂ） 
合計    １２／１２点 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である

各細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×８／１０≦合計点＜満点×

１２／１０）であるため。 
 
満 点：１２点（細項目６×２点） 
合計点：１２点＝２点×６ 
１２点／１２点＝１．０（１０／１０） 
 
□内部統制の強化    ２点（Ｂ） 
□コンプライアンスの徹底 

２点（Ｂ） 
□監査の強化       ２点（Ｂ） 
□情報開示体制の確立  ２点（Ｂ） 
□人事配置の適正化   ２点（Ｂ) 
□事業の内部審査及び評価 

２点（Ｂ） 
合 計 点      １２点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である

各細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×８／１０≦合計点＜満点×

１２／１０）であるため。 
 
満 点：１２点（細項目６×２点） 
合計点：１２点＝２点×６ 
１２点／１２点＝１．０（１０／１０） 
 
□内部統制の強化    ２点（Ｂ） 
□コンプライアンスの徹底 

２点（Ｂ） 
□監査の強化       ２点（Ｂ） 
□情報開示体制の確立  ２点（Ｂ） 
□人事配置の適正化   ２点（Ｂ) 
□事業の内部審査及び評価 

２点（Ｂ） 
合 計 点      １２点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実  ア 内部統制の強化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、内部統制の強化、コンプ

ライアンスの徹底、監査の強

化、情報開示体制の確立、法

人内行動規範の見直し、人事

配置の適正化などの推進を図

るとともに、それら業務の確

実な実施のための点検を行

う。 
 特に内部統制の強化・徹底

を図るために、効果的な統制

環境、リスク評価と迅速な対

応、相互けん制の強化などに

よる統制活動、的確な情報の

伝達、モニタリングによる監

視・評価・是正などを確実に

実行するための体制や環境の

整備を行う。 
＜以下略＞ 

ア 内部統制の強化 
以下の取組を実施するに当たっ

ては、総務省の独立行政法人におけ

る内部統制と評価に関する研究会

が平成２２年３月に公表した報告

書（「独立行政法人における内部統

制と評価について」）及び同省政策

評価・独立行政法人評価委員会から

独立行政法人の業務実績に関する

評価の結果等の意見等独立行政法

人評価委員会への通知事項を参考

にし、取り組む。また、コンプライ

アンス委員会を第三者委員会とす

るとともに、業務監査室の機能を強

化し、コンプライアンス推進室とし

て改組し、センター内のガバナンス

の強化・充実、コンプライアンスの

徹底を図る。 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各微項目の評価結果の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□内部統制の強化 
△効果的な統制環境の整備 
              ２／２点（Ｂ） 
△リスクの評価と迅速な対応       

２／２点（Ｂ） 
△相互けん制機能が確保され 
た統制活動  

２／２点（Ｂ） 
△情報と伝達 

２／２点（Ｂ） 
△モニタリングによる監視・ 
評価・是正 
        ２／２点（Ｂ） 

     合計  １０／１０点  

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目

である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合

計点＜満点×１２／１０）である

ため。 
 
満 点：１０点（微項目５×２点） 
合計点：１０点＝２点×５ 
１０点／１０点＝１．０（１０／

１０） 
 
△効果的な統制環境の整備      

２点（Ｂ） 
△リスクの評価と迅速な対応     

２点（Ｂ） 
△相互けん制機能が確保された 
統制活動     ２点（Ｂ） 

△情報と伝達    ２点（Ｂ） 
△モニタリングによる監視・評価 
・是正      ２点（Ｂ） 
合 計 点    １０ 点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目

である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合

計点＜満点×１２／１０）である

ため。 
 
満 点：１０点（微項目５×２点） 
合計点：１０点＝２点×５ 
１０点／１０点＝１．０（１０／

１０） 
 
△効果的な統制環境の整備      

２点（Ｂ） 
△リスクの評価と迅速な対応     

２点（Ｂ） 
△相互けん制機能が確保された 
統制活動     ２点（Ｂ） 

△情報と伝達    ２点（Ｂ） 
△モニタリングによる監視・評価 
・是正      ２点（Ｂ） 
合 計 点     １０点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア-（ア） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実  ア 内部統制の強化 （ア）効果的な統制環境の整備 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、内部統制の強化、コンプ

ライアンスの徹底、監査の強

化、情報開示体制の確立、法

人内行動規範の見直し、人事

配置の適正化などの推進を図

るとともに、それら業務の確

実な実施のための点検を行

う。 
 特に内部統制の強化・徹底

を図るために、効果的な統制

環境、リスク評価と迅速な対

応、相互けん制の強化などに

よる統制活動、的確な情報の

伝達、モニタリングによる監

視・評価・是正などを確実に

実行するための体制や環境の

整備を行う。 
     ＜以下略＞ 

（ア）効果的な統制環境

の整備 
効果的な内部統制の整

備のため、業務目標及び

役職員等行動規等を全職

員へ周知し、全役職員 

の内部統制に対する意識

向上を図る。 
また、業務目標及び役

職員等行動規範の周知徹

底を図るため、職場単位

での勉強会や説明会を実

施するとともに必要に応

じて意識調査を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
業務目標、役職員等行動

規範等については各職場に

おいて勉強会等を開催し職

員に周知した。また、コン

プライアンス等に係る職員

の意識調査を行うなど、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 
 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示

されたとおりの取組が実施されると見

込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示されたとおりの取組が

実施されたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア-（イ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 ア 内部統制の強化 （イ）リスク評価と迅速な対応 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効

率的かつ確実に達成するため、

内部統制の強化、コンプライア

ンスの徹底、監査の強化、情報

開示体制の確立、法人内行動規

範の見直し、人事配置の適正化

などの推進を図るとともに、そ

れら業務の確実な実施のため

の点検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を

図るために、効果的な統制環

境、リスク評価と迅速な対応、

相互けん制の強化などによる

統制活動、的確な情報の伝達、

モニタリングによる監視・評

価・是正などを確実に実行する

ための体制や環境の整備を行

う。 
＜以下略＞ 

（イ）リスクの評価と

迅速な対応 
センターの業務に

おいて潜在するリス

クを把握・分析・評価

し、リスク対応に関す

る計画を策定 し、問

題発生時に迅速な対

応を行うための体制

の構築を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
平成 24 年３月にコンプライ

アンス・業務監視委員会におい

て、業務の遂行を阻害するリス

クについて把握・分析・評価し、

リスク管理対応計画を策定し、

毎年９月及び３月に開催する

同委員会等において新たなリ

スクの追加、また見直しを行う

など、計画どおり実施した。 

           
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

示されたとおりの取組が実施され

ると見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示されたとおりの取

組が実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア-（ウ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 ア 内部統制の強化 （ウ）相互けん制機能が確保された統制活動 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を

効率的かつ確実に達成するた

め、内部統制の強化、コンプ

ライアンスの徹底、監査の強

化、情報開示体制の確立、法

人内行動規範の見直し、人事

配置の適正化などの推進を図

るとともに、それら業務の確

実な実施のための点検を行

う。 
 特に内部統制の強化・徹底

を図るために、効果的な統制

環境、リスク評価と迅速な対

応、相互けん制の強化などに

よる統制活動、的確な情報の

伝達、モニタリングによる監

視・評価・是正などを確実に

実行するための体制や環境の

整備を行う。 

（ウ）相互けん制機能が

確保された 統制活動 
理事長の命令・指示が

適切に実行されるよう、

指揮・命令系統を有効に

機能させるための方針等

を策定し、その適時の見

直しを行うとともに、適

切な業務遂行のためチェ

ック体制の構築を図り、

相互けん制機能を強化す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施 
された 

Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
平成 23 年９月に指揮・命令系統

を有効に機能させるための方針を

策定し、年度当初職員に周知すると

ともに、監事監査等によりその運営

状況について確認を行った。経理事

務の相互けん制機能について、チェ

ックリストによる点検を行うなど、

計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

示されたとおりの取組が実施され

ると見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取

組が実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア-（エ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実  ア 内部統制の強化 （エ）情報と伝達 
当該項目の重要度、難易

度 
（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効

率的かつ確実に達成するため、

内部統制の強化、コンプライア

ンスの徹底、監査の強化、情報

開示体制の確立、法人内行動規

範の見直し、人事配置の適正化

などの推進を図るとともに、そ

れら業務の確実な実施のための

点検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を

図るために、効果的な統制環境、

リスク評価と迅速な対応、相互

けん制の強化などによる統制活

動、的確な情報の伝達、モニタ

リングによる監視・評価・是正

などを確実に実行するための体

制や環境の整備を行う。 
  
 

（エ）情報と伝達 
組織内において的

確な情報の伝達が行

われるよう、各業務に

おける情報管理担当

者を明確にするとと

もに、イントラネット

等を活用し迅速に情

報を伝達する体制を

整備する。また、業務

運営上の重大な事故

や不祥事が発生した

場合、個人情報保護に

配慮しつつ、その事例

を職員に周知するこ

とにより再発防止に

努める。 

Ｓ：計画を大きく上回り

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
組織内で的確な情報伝達が行わ

れるよう、各業務における情報管理

担当者を人事異動時期には更新し、

職員に周知した。必要な情報は、イ

ントラネットに掲載し、迅速に伝達

した。また、事故等の情報について

は、個人情報保護に配慮しつつ周知

し、再発防止に努めるなど、計画ど

おり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

示されたとおりの取組が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定と

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取組

が実施されたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ア-（オ） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 ア 内部統制の強化 （オ）モニタリングによる監視・評価・是正 
当該項目の重要度、難易

度 
（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効

率的かつ確実に達成するため、

内部統制の強化、コンプライア

ンスの徹底、監査の強化、情報

開示体制の確立、法人内行動規

範の見直し、人事配置の適正化

などの推進を図るとともに、そ

れら業務の確実な実施のための

点検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を

図るために、効果的な統制環境、

リスク評価と迅速な対応、相互

けん制の強化などによる統制活

動、的確な情報の伝達、モニタ

リングによる監視・評価・是正

などを確実に実行するための体

制や環境の整備を行う。 
＜以下略＞ 

（オ）モニタリングによる

監視・評価・是正 
適正な業務運営を図るた

め、内部統制が有効に機能

しているかについて、コン

プライアンス推進室の監視

及びコンプライアンス委員

会の評価を通じた是正を行

うだけでなく、内部監査等

を通じた監視・評価を行い、

是正・改善すべき点がある

場合は、理事長及び監事等

に報告を行い、必要な措置

を講ずる。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
内部監査及び監事監査

等の結果報告に基づき、コ

ンプライアンス・業務監視

委員会において内部統制

の状況について検証し、理

事長・監事に報告するな

ど、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

示されたとおりの取組が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定と

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取組

が実施されたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-イ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 イ コンプライアンスの徹底 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効率的かつ確実に達成するた

め、内部統制の強化、コンプライアンスの徹底、監査の強

化、情報開示体制の確立、法人内行動規範の見直し、人事

配置の適正化などの推進を図るとともに、それら業務の確

実な実施のための点検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を図るために、効果的な統制

環境、リスク評価と迅速な対応、相互けん制の強化などに

よる統制活動、的確な情報の伝達、モニタリングによる監

視・評価・是正などを確実に実行するための体制や環境の

整備を行う。 
             ＜中略＞ 
 コンプライアンス徹底のための取組として、コンプライ

アンス委員会においてセンター全体のコンプライアンス

に関する方針や計画を総合的に検討し、必要な提言を行

う。また、コンプライアンス委員会は、役職員へのコンプ

ライアンス意識の浸透を図るとともに、全職員を対象とし

たコンプライアンス相談窓口などから入手したリスク情

報を一元管理し、適切な対応を行う。さらに、「独立行政

法人家畜改良センター役職員等行動規範」の周知徹底を図

るため、定期的に全役職員を対象とし、牧場や業務課単位

での勉強会の開催や意識調査などの点検を行うとともに、

このような取組を必要に応じ追加的に実施する。 
＜以下略＞ 

イ コンプライアンスの徹底 
コンプライアンスの徹底

を図るため、コンプライアン

ス委員会での検討を踏まえ、

コンプライアンス推進計画を

策定し、必要に応じて役職員

等行動規範の見直しを行う。

また、コンプライアンス推進

計画及び役職員等行動規範の

周知徹底を図るため、各牧場

や職場単位での勉強会を実施

するとともに必要に応じて意

識調査を実施するほか、必要

な取組を追加的に実施する。 
なお、コンプライアンス委

員会において、職員等からの

コンプライアンスに関するリ

スク情報を一元管理し、適切

な対応を行う。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成績が得られた 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された 
Ｃ：計画どおり実施

されず、改善を要

する 
Ｄ：計画どおり実施

されず、当該業務の

廃止を含めた抜本

的な改善を求める

必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
コンプライアンス推進

計画をコンプライアン

ス・業務監視委員会で検

討、策定し、職員に周知

した。リスク管理等につ

いて各職場において勉強

会等を開催した。また、

コンプライアンス等につ

いて職員の意識調査を行

うなど、計画どおり実施

した。 

    
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中

期計画に示されたとおりの

取組が実施されると見込ま

れることから「Ｂ」評定と

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとお

りの取組が実施されたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-ウ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実  ウ 監査の強化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効率的かつ確

実に達成するため、内部統制の強化、コン

プライアンスの徹底、監査の強化、情報開

示体制の確立、法人内行動規範の見直し、

人事配置の適正化などの推進を図るととも

に、それら業務の確実な実施のための点検

を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を図るために、

効果的な統制環境、リスク評価と迅速な対

応、相互けん制の強化などによる統制活動、

的確な情報の伝達、モニタリングによる監

視・評価・是正などを確実に実行するため

の体制や環境の整備を行う。 
     ＜中略＞ 
 さらに、事業の内部審査や評価について、

センター内部限りで自己完結させず、第三

者委員会を設置するなどにより、対外的な

透明性も確保しつつ、事業の実効性が上が

るよう所要の見直しを行う。 

ウ 監査の強化 
監査の実施に当たっ

ては、会計監査人監査、

監事監査及び内部監査

を担当する部門が連携

し、監査情報を共有す

るとともに、監査結果

等に基づく是正措置の

実施状況を相互に評価

する。また、これらの

取組を通じ、資産・施

設の有効活用を促進す

るとともに、コスト縮

減を念頭に、無駄をな

くす努力をさらに徹底

する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
監事監査及び会計監査人

監査の監査情報の共有並び

に監査結果及び是正措置状

況の相互評価を実施し、資

産等の活用状況等に留意し

て監査を行うなど、計画ど

おり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画

に示されたとおりの取組が実施さ

れると見込まれることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取

組が実施されたことから「Ｂ」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-エ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 エ 情報開示体制の確立 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標

を効率的かつ確実に達成す

るため、内部統制の強化、

コンプライアンスの徹底、

監査の強化、情報開示体制

の確立、法人内行動規範の

見直し、人事配置の適正化

などの推進を図るととも

に、それら業務の確実な実

施のための点検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹

底を図るために、効果的な

統制環境、リスク評価と迅

速な対応、相互けん制の強

化などによる統制活動、的

確な情報の伝達、モニタリ

ングによる監視・評価・是

正などを確実に実行するた

めの体制や環境の整備を行

う。 

エ  情報開示体制の確

立 
法令等により公開を

義務付けられているも

ののほか、内部監査情

報や各種委員会等の審

議結果等必要な情報に

ついては開示し、業務

の透明性を確保する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
法令等により公開義務のある

もののほか、各種委員会の審議

結果等については、ホームペー

ジに掲載し開示するなど、計画

どおり実施した。 

            
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示

されたとおりの取組が実施されると

見込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取組

が実施されたことから「Ｂ」評定とし

た。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-オ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実  オ 人事配置の適正化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効

率的かつ確実に達成するため、

内部統制の強化、コンプライア

ンスの徹底、監査の強化、情報

開示体制の確立、法人内行動規

範の見直し、人事配置の適正化

などの推進を図るとともに、そ

れら業務の確実な実施のため

の点検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を

図るために、効果的な統制環

境、リスク評価と迅速な対応、

相互けん制の強化などによる

統制活動、的確な情報の伝達、

モニタリングによる監視・評

価・是正などを確実に実行する

ための体制や環境の整備を行

う。 
      ＜以下略＞ 

オ 人事配置の適正化 
職員の適材適所を推進する

た め、職員の人事配置に当た

っては、過去の職歴、業績等の

情報を考慮し、業務遂行のため

の適性や能力を反映した人事

配置にするとともに、特に課長

級以上の人事配置に当たって

は、適正配置のための多角的な

検証が必要であることか ら、

コンプライアンス推進室が人

事情報を分析し、ガバナンスの

観点からの適性について理事

長に報告する等により、職責を

十分に果たせる人事配置とな

るよう、人事管理者及び人事企

画担当者が業務適性等につい

て多方面から評価・検討し、実

施する。 

 
Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
職員の適材適所を推進するた

め、人事配置に当たっては、職歴、

業績等を考慮し、業務遂行のため

の適性や能力を反映した人事配置

を行うとともに、人事異動を行う

場合の多方面からの人事企画を精

査する機会として人事企画会議を

開催して人事情報を把握し、適性

や能力を的確に反映した人事配置

を行い、計画どおり実施した。 
また、人事配置を検討するに当

たり、課長補佐級以上の人事につ

いては、得られた人事情報をコン

プライアンス推進室がガバナンス

の観点から分析したうえで、理事

長に意見を具申するなど、計画ど

おり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

示されたとおりの取組が実施され

ると見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取

組が実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（３）-カ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （３）ガバナンスの強化・充実 カ 事業の内部審査及び評価 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）ガバナンスの強化 

 センターは、本中期目標を効率的かつ確

実に達成するため、内部統制の強化、コン

プライアンスの徹底、監査の強化、情報開

示体制の確立、法人内行動規範の見直し、

人事配置の適正化などの推進を図るとと

もに、それら業務の確実な実施のための点

検を行う。 
 特に内部統制の強化・徹底を図るため

に、効果的な統制環境、リスク評価と迅速

な対応、相互けん制の強化などによる統制

活動、的確な情報の伝達、モニタリングに

よる監視・評価・是正などを確実に実行す

るための体制や環境の整備を行う。 
       ＜中略＞ 
 さらに、事業の内部審査や評価につい

て、センター内部限りで自己完結させず、

第三者委員会を設置するなどにより、対外

的な透明性も確保しつつ、事業の実効性が

上がるよう所要の見直しを行う。 

カ 事業の内部審査

及び評価 
事業の審査や評価

を行い、事業運営に

反映するために第三

者を含めた業務検討

会を本所各部及び各

牧場を対象に最低年

１回開催する。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された 
Ｃ：計画どおり実施

されず、改善を要

する 
Ｄ：計画どおり実施

されず、当該業務

の廃止を含めた抜

本的な改善を求め

る必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
業務の評価や事業運営への反映

を行うため、毎年度、第三者を含

めた内部業務検討会を本所及び各

牧場・支場において各１回開催し、

共通テーマの検討及び固有テーマ

の議論を行った。 

           

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

示されたとおりの取組が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定と

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示されたとおりの取組

が実施されたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（４） 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （４）リスク管理の強化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４） リスク管理の

強化 
 口蹄疫や鳥インフ

ルエンザなどの国内

での発生も踏まえ、こ

れらの家畜伝染性疾

病の侵入などにより

センターによる家畜

改良の成果が損なわ

れることのないよう、

リスク管理体制の強

化を図る。 
 また、種畜の管理や

育種資源の保存につ

いて、都道府県からそ

の計画的な実施につ

いて協力依頼があり、

全国的な視点からの

家畜改良に資する場

合には、積極的に協力

する。 

（４）リスク管理

の強化 
  ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×

２」（満点）に対する「各

細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の

区分は以下のとおりとす

る。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：

３点、Ｂ評価：２点、Ｃ評

価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計

点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点

＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇リスク管理の強化 
□防疫対策の徹底 
                 ２／２点 （Ｂ） 
□保有遺伝資源のリスク分散 

     ２／２点 （Ｂ） 
□種畜等の受託管理 
                 ２／２点 （Ｂ） 

        合計   ６／６点 

     
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、 評価対象とした下位の

評価項目である細項目の合計点が，Ｂ評定

の判定基準内（満点×8/10≦合計点＜満点

×/10）であるため。 
 
 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×２＋１点＝５点 
 ５点／６点＝０．８３（８.３／１０） 
 
□防疫対策の徹底      １点（Ｃ） 
□保有遺伝資源のリスク分散 

２点（Ｂ） 
□種畜等の受託管理     ２点（Ｂ） 
合 計 点          ５点 

 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、 評価対象とした下位の

評価項目である細項目の合計点が，Ｂ評定

の判定基準内（満点×8/10≦合計点＜満点

×/10）であるため。 
 
 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×２＋１点＝５点 
 ５点／６点＝０．８３（８.３／１０） 
 
□防疫対策の徹底      １点（Ｃ） 
□保有遺伝資源のリスク分散 

２点（Ｂ） 
□種畜等の受託管理     ２点（Ｂ） 

合 計 点          ５点 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



48 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（４）-ア 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （４）リスク管理の強化 ア 防疫対策の徹底 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）リスク管理の

強化 
 口蹄疫や鳥インフ

ルエンザなどの国内

での発生も踏まえ、

これらの家畜伝染性

疾病の侵入などによ

りセンターによる家

畜改良の成果が損な

われることのないよ

う、リスク管理体制

の強化を図る。 
 また、種畜の管理

や育種資源の保存に

ついて、都道府県か

らその計画的な実施

について協力依頼が

あり、全国的な視点

からの家畜改良に資

する場合には、積極

的に協力する。 

ア 防疫対策を徹底

するため、家畜伝染

性疾病に関する定期

的な検査を実施する

とともに、防疫エリ

アを明確にし、外部

から家畜伝染性疾病

の要因が侵入しない

よう、徹底的な衛生

管理を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
防疫対策を徹底するため、毎

年度の衛生検査計画に沿って家

畜伝染性疾病に関する定期的か

つ継続的な検査を実施した。防

疫エリアについては、「牧場区

域」「飼養管理区域」「畜舎区域」

を明確にし、外部から家畜伝染

性疾病の要因が侵入しないよう

衛生管理を行った。平成 26 年度

にセンター本所において豚流行

性下痢（PED）が発生したが、

速やかな初動防疫により限定的

な発生に留めた。また、平成 27
年度に新冠牧場においてヨーネ

病が発生したことから、関係機

関の指導のもと、まん延防止等

の防疫対策の強化を進めた。 

            

Ｂ 
評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
  PED が発生した以上、「外部から家畜伝

染性疾病が侵入しないよう徹底的な衛生管

理が行われた。」とは言い難いことから「Ｃ」

評定とした。 
 
＜今後の課題＞ 
 PED の発生を教訓にして、防疫体制のよ

り一層の強化が必要である。 
 
＜その他事項＞ 
・ センターで「PED」が発生したことに

関し、衛生対策に係る評価に対して「Ｃ」

とすることは否定しないが、「遺伝資源の

活用」と「防疫対策の徹底」では、評価

項目の主たる目標が異なることを考慮

し、メリハリを付けた評価をすべき。ま

た、年度評価のような補足も必要である。 
・ PED に限らず伝染病を他の牧場や豚舎

に拡散させず発生豚舎に局限したこと

は、獣医学上評価すべきことである。（有

識者会議委員意見） 

＜評定に至った理由＞ 
  PED、ヨーネ病が発生した以上、「外部か

ら家畜伝染性疾病が侵入しないよう徹底的

な衛生管理が行われた。」とは言い難いこと

から「Ｃ」評定とした。 
 
＜今後の課題＞ 
 家畜伝染性疾病の発生を教訓にして、セ

ンター全体における防疫体制のより一層の

強化が必要である。 
 
＜その他事項＞ 
・家畜伝染性疾病の患畜を摘発し、速やか

に 淘汰するなどのまん延防止措置が行

われ、外部に拡大させなかったことは評

価に値する。 
・十分な衛生対策を実施していても、ＰＥ

Ｄ、ヨーネ病の侵入を完全阻止すること

は難しいが、２年連続で家畜伝染性疾病

が発生したことを受けて、より一層の防

疫措置の強化を図るべき。（有識者会議委

員意見） 
 
４．その他参考情報 
 
 

 
  



49 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（４）-イ 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （４）リスク管理の強化  イ 保有遺伝資源のリスク分散 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４） リスク管理

の強化 
 口蹄疫や鳥インフ

ルエンザなどの国内

での発生も踏まえ、

これらの家畜伝染性

疾病の侵入などによ

りセンターによる家

畜改良の成果が損な

われることのないよ

う、リスク管理体制

の強化を図る。 
 また、種畜の管理

や育種資源の保存に

ついて、都道府県か

らその計画的な実施

について協力依頼が

あり、全国的な視点

からの家畜改良に資

する場合には、積極

的に協力する。 

イ 家畜伝染性疾病

の侵入等により貴重

な遺伝資源を失うこ

とがないよう、必要

に応じて複数の牧場

を活用し、リスク分

散を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜伝染性疾病の侵入等に

より貴重な遺伝資源を失うこ

とがないよう、各畜種ごとにリ

スク分散を図るため、計画的に

生体等を複数の牧場を活用し

て分散させて管理し、計画どお

り実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画どおり、

保有遺伝資源のリスク分散が実施されると

見込まれることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 乳用牛について、２牧場において、凍

結受精卵、凍結精液及び改良用雌牛群を

分散管理した。 
・ 肉用牛について、３牧場において、多

様性の確保に必要な系統に属する凍結受

精卵、凍結精液及び改良用雌牛群を分散

管理した。 
・ 豚について、２牧場において、センタ

ーが作出した系統豚を分散管理した。 
・ 鶏について、２牧場において、在来鶏

等を分散管理した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、保有遺伝資源のリスク

分散が実施されたことから「Ｂ」評定とし

た。 
 
＜参考＞ 
・ 乳用牛について、２牧場において、凍

結受精卵、凍結精液及び改良用雌牛群を

分散管理した。 
・ 肉用牛について、３牧場において、多

様性の確保に必要な系統群に属する凍結

受精卵、凍結精液及び改良用雌牛群を分

散管理した。 
・ 豚について、２牧場において、センタ

ーが作出した系統豚を分散管理した。 
・ 鶏について、２牧場において、在来鶏

等を分散管理した。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（４）-ウ 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （４）リスク管理の強化 ウ 種畜等の受託管理 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）リスク管理の強化 

 口蹄疫や鳥インフルエ

ンザなどの国内での発生

も踏まえ、これらの家畜伝

染性疾病の侵入などによ

りセンターによる家畜改

良の成果が損なわれるこ

とのないよう、リスク管理

体制の強化を図る。 
 また、種畜の管理や育種

資源の保存について、都道

府県からその計画的な実

施について協力依頼があ

り、全国的な視点からの家

畜改良に資する場合には、

積極的に協力する。 

ウ 都道府県等から、

種畜の管理や育種資

源の保存について、そ

の計画的な実施につ

いて協力依頼があり、

当該計画が全国的な

視点からの家畜改良

に資する場合には、積

極的に協力する。ま

た、このために必要な

条件等を平成２３年

度中に整理する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
平成 23 年度に、都道府

県等から種畜の管理や育

種資源の保存に関する依

頼を受けた際の協力に必

要な条件として、受け入

れる種畜の条件や受入場

所を整理し、受入体制を

整えた。 
なお、今中期目標期間

中は、都道府県等からの

種畜の管理や育種資源の

保存についての協力依頼

はなかったが、依頼があ

った場合には、平成 23
年度に整理した条件等に

基づき、積極的に協力す

ることとしている。 

           

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 都道府県等からの種畜の管理や育種資

源の保存についての協力依頼はなかった

が、依頼があった場合には、中期計画どお

り受託管理を行うことができると見込ま

れることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 都道府県等からの種畜の管理や育種資

源の保存についての協力依頼はなかった

が、依頼があった場合には、中期計画どお

り受託管理を行うことができることから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

第１-２-（５） 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （５）情報セキュリティ対策の強化  
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）情報セキュ

リティ対策の強

化 
 情報業務の信

頼性確保及び個

人情報保護のた

め、情報システム

の適正な管理及

び情報セキュリ

ティの確保を図

る。 

（５）情報セキ

ュリティ対策の

強化 
<以下略> 

 
指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇情報セキュリティ対策の 
強化 

□情報システムの適正な管理、

情報セキュリティの確保 
             ２／２点 （Ｂ） 
□規制の周知及び対策の教育 
             ２／２点 （Ｂ） 
□事故・不祥事の再発防止 
             ２／２点 （Ｂ） 
     合計    ６／６点  

           

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である細項

目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点×

８／１０≦合計点＜満点×１２／１０） 
 
満 点：６点（細項目３×２点） 
合計点：６点＝２点×３ 

 
□情報システムの適正管理、情報セキュリ

ティの確保               ２点（Ｂ） 
□規則の周知及び対策の教育 ２点（Ｂ） 
□事故・不祥事の再発防止  ２点（Ｂ）            
合 計 点         ６点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である細項

目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点×

８／１０≦合計点＜満点×１２／１０） 
 
満 点：６点（細項目３×２点） 
合計点：６点＝２点×３ 

 
□情報システムの適正管理、情報セキュリ

ティの確保               ２点（Ｂ） 
□規則の周知及び対策の教育 ２点（Ｂ） 
□事故・不祥事の再発防止  ２点（Ｂ）            
合 計 点         ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（５）-ア 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （５）情報セキュリティ対策の強化 ア 情報システムの適正管理、情報セキュリティの確保 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）情報セキュリ

ティ対策の強化 
 情報業務の信頼性

確保及び個人情報保

護のため、情報シス

テムの適正な管理及

び情報セキュリティ

の確保を図る。 

ア 情報セキュリテ

ィ対策の強化に当た

っては、「第２次情報

セキュリティ基本計

画」等の政府の方針

を参考として、情報

システムの適正な管

理及び情報セキュリ

ティの確保を図るた

め、情報システムの

実施手順書を作成す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
情報システムの適正な管理及

び情報セキュリティの確保を図

るため、センターが保有する各

情報システムについて、実施手

順書を作成し、職員へ周知する

とともに、実施手順書に沿った

管理・運用を行っているか点検

を行うなど、計画どおり実施し

た。 

      
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示され

たとおりの取組が実施されると見込まれる

ことから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 日本年金機構における個人情報流出事案

を踏まえ、情報セキュリティ対策の点検、

強化等に取り組んだこと、政府統一基準群

を踏まえ、センターが保有する情報システ

ムに関する情報セキュリティ規程を全面的

に見直すとともに、最高情報セキュリティ

アドバイザーの委嘱、事案発生時の連絡手

順書の作成など情報セキュリティの確保に

向けた取組が行われていることから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（５）-イ 第１ 業務運営の効率化  ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （５）情報セキュリティ対策の強化 イ 規則の周知及び対策の教育 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）情報セキュリ

ティ対策の強化 
 情報業務の信頼性

確保及び個人情報保

護のため、情報シス

テムの適正な管理及

び情報セキュリティ

の確保を図る。 

イ また、情報セキ

ュリティ規則類を職

員に周知するととも

に、セキュリティ対

策の教育を実施す 

る。 

 
Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
情報セキュリティ対策の

強化を図るため、自己点検

を実施したほか、新規採用

職員研修、内部監査、職場

説明会等において情報セキ

ュリティに関する規則の周

知・教育を実施した。また、

外部講師による講習会の実

施、担当職員を外部の研修

会へ参加させるなど、計画

どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示された

とおりの取組が実施されると見込まれるこ

とから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 各種研修、説明会等における情報セキュリ

ティ規定等の周知・教育、外部講師による講

習会の開催、担当職員の外部研修会への参加

などの取組が行われたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-２-（５）-ウ 第１ 業務運営の効率化 ２ 業務運営の効率化及び組織体制の合理化 （５）情報セキュリティ対策の強化 ウ 事故・不祥事の再発防止 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）情報セキュリ

ティ対策の強化 
 情報業務の信頼性

確保及び個人情報保

護のため、情報シス

テムの適正な管理及

び情報セキュリティ

の確保を図る。 

ウ 業務運営上の重

大な事故や不祥事が

発生した場合、個人

情報保護に配慮しつ

つ、その事例を職員

に周知することによ

り再発防止に努め

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
事故等の情報については、

個人情報保護に配慮しつつ職

員に周知し、再発防止に努め

るなど、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示さ

れたとおりの取組が実施されると見込ま

れることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 事故等の情報について、イントラネッ

ト等を利用して職員に周知されるなど再

発防止が図られていることから「Ｂ」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３ 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 経費の削減及

び自己収入の改善 
 ＜以下略＞ 

第１－３ 経費の削減

及び自己収入の改善 
＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各小項目の評価点数の区

分は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○経費の削減及び自己収入の拡大 
◇一般管理費・人件費等の 

削減・見直し      ２／２点（Ｂ） 
◇契約の点検・見直し 
                 ２／２点（Ｂ） 
◇自己収入の拡大 

             ２／２点（Ｂ） 
◇知的財産の管理 
                  ２／２点（Ｂ） 

    合 計     ８／８点 

         
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目であ

る小項目の合計点が B 評定の判定基準

内（満点× 8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満 点：８点(小項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０／１０) 
 
□一般管理費・人件費等の削減 
・見直し              ２点（Ｂ） 

□契約の点検・見直し  ２点（Ｂ） 
□自己収入の拡大    ２点（Ｂ） 
□知的財産の管理    ２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目であ

る小項目の合計点が B 評定の判定基準

内（満点× 8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満 点：８点(小項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０／１０) 
 
□一般管理費・人件費等の削減 
・見直し              ２点（Ｂ） 

□契約の点検・見直し  ２点（Ｂ） 
□自己収入の拡大    ２点（Ｂ） 
□知的財産の管理    ２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点  

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１） 第１ 業務運営の効率化  ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （１）一般管理費・人件費等の削減・見直し 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 運営費交付金を充当して行う

事業については、業務の見直し

及び効率化を進め、一般管理費

（人件費を除く。）については、

毎年度平均で少なくとも対前

年度比３％の抑制、業務経費に

ついては、毎年度平均で少なく

とも対前年度比１％の抑制を

することを目標に、削減する。 
 給与水準については、国家公

務員の給与水準を十分考慮し、

手当を含め役職員給与の在り

方について厳しく検証した上

で、目標水準・目標期限を設定

し、その適正化に取り組むとと

もに、検証結果や取組状況を公

表するものとする。 

ア  一般管理費・ 

業務経費 
＜以下略＞ 

 
イ 財務分析 

＜以下略＞ 
 
ウ 官民競争入札 
 等の導入 

＜以下略＞ 
 

エ 人件費 
＜以下略＞ 

   
   
   

指標＝「細項目の項目

数×２」（満点）に対す

る「各細項目の点数の

合計値」（合計点）の比

率 
  各細項目の評価点数

の区分は以下のとおり

とする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評

価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦

合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合

計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合

計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/
１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇一般管理費・人件費等の削減・見直

し □一般管理費・業務経費 
                      ２／２点(Ｂ） 
□財務分析           

  ２／２点(Ｂ） 
□官民競争入札等の導入 
                     ２／２点(Ｂ） 
□人件費   

  ２／２点(Ｂ） 
         合計    ８／８点 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目で

ある細項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10）であるため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０／１０) 
 
□一般管理費・業務経費 ２点（Ｂ） 
□財務分析       ２点（Ｂ） 
□官民競争入札等の導入 ２点（Ｂ） 
□人件費        ２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目で

ある細項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10）であるため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０／１０) 
 
□一般管理費・業務経費 ２点（Ｂ） 
□財務分析       ２点（Ｂ） 
□官民競争入札等の導入 ２点（Ｂ） 
□人件費        ２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ア 第１ 業務運営の効率化  ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （１）一般管理費・人件費等の削減・見直し   ア 一般管理費・業務経費 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度※２ 平成 27 年度 （参考情報） 

一般管理費（予算額） 
※１ 

毎年度対前年費 
３％抑制 

 ５７５,２５２ 
▲４．６％ 

５５５,７６２ 
▲３．４％ 

５３８,５５０ 
▲３．１％ 

５３０,４９８ 
▲３．３％ 

５１４，５８３ 
▲３．０％ 

単位：千円、下段は抑制率（対前

年度） 
業務経費（予算額 毎年度対前年費 

１％抑制 
 １,５２３,４１４ 

▲６．８％ 
１,５０２,１４７ 
▲１．４％ 

１,４７７,７３５ 
 ▲１．６％ 

１,４７５,４６０ 
▲２．０％ 

１，４６０，７０５ 
▲１．０％ 

単位：千円 下段は抑制率（対前

年度 
※１：人件費除く、※２：消費税増額分を除く 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）一般管理費・人件費

などの削減・見直し 
 運営費交付金を充当し

て行う事業については、業

務の見直し及び効率化を

進め、一般管理費（人件費

を除く。）については、毎

年度平均で少なくとも対

前年度比３％の抑制、業務

経費については、毎年度平

均で少なくとも対前年度

比１％の抑制をすること

を目標に、削減する。 
 ＜以下略＞ 

 

ア 運営費交付金で行

う業務のうち一般管理

費（人件費を除く。）に

ついては、毎年度平均

で少なくとも対前年度

比３％を抑制、業務経

費については、毎年度

平均で少なくとも対前

年度比１％を抑制す

る。 

指標＝一般管理費（予算

額）、業務経費（予算額） 
Ｓ：計画の１２０％以上で

あり、かつ、特に優れた

成果が認められる。 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、

１２０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、 
１００％未満 

Ｄ：計画の８０％未満、又

は業務運営の改善等必

要な措置が必要と認め

られる。る 

＜主要な業務実績＞ 
毎年度、運営費交付金で行う業

務のうち一般管理費（人件費を除

く。）については毎年度平均で少な

くとも対前年度比 3.0％抑制する

とともに、運営費交付金で行う業

務経費についても毎年度平均で対

前年度比 1.0％抑制するなど、計画

どおり実施した。 

         

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
中期計画を上回る予算額の抑制を

達成しているが、予算折衝の過程で

他律的に抑制が図られたため「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画を上回る予算額の抑制を

達成しているが、予算折衝の過程で

他律的に抑制が図られたため「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-イ 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （１）一般管理費・人件費等の削減・見直し イ 財務分析 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  運営費交付金を充

当して行う事業につ

いては、業務の見直

し及び効率化を進

め、一般管理費（人

件費を除く。）につい

ては、毎年度平均で

少なくとも対前年度

比３％の抑制、業務

経費については、毎

年度平均で少なくと

も対前年度比１％の

抑制をすることを目

標に、削減する。 
 ＜以下略＞ 
 

イ 毎年度、財務の分

析を行い、その結果を

経費の縮減に活用す

る。特に、一般管理費

については、自己評価

を厳格に行った上で、

適切な見直しを行う。

   
   
   
   

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成績が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
財務分析を行い業務に係る経費

の縮減に活用するとともに、一般

管理費の自己評価を行い、業務効

率化実施計画に反映させるなど、

計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり

の取組が実施されると見込まれるこ

とから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおりの取組が実施された

ことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-ウ 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （１）一般管理費・人件費等の削減・見直し ウ 官民競争入札等の導入 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  運営費交付金を充

当して行う事業につ

いては、業務の見直

し及び効率化を進

め、一般管理費（人

件費を除く。）につい

ては、毎年度平均で

少なくとも対前年度

比３％の抑制、業務

経費については、毎

年度平均で少なくと

も対前年度比１％の

抑制をすることを目

標に、削減する。 
 ＜以下略＞ 

ウ 業務の質の維持

向上及び経費の削減

の一層の推進を図る

ため、官民競争入札

等の積極的な導入を

検討・推進する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成績が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
中央畜産研修施設の管理・運

営業務について、業務の質の維

持向上及び経費の節減の一層の

推進を図るため「独立行政法人

整理合理化計画」（平成 19 年 12
月 24 日閣議決定）及び「公共サ

ービス改革基本方針」（平成 23
年７月 15 日閣議決定）に基づき

民間競争入札を行うとともに、

入札を経て決定された民間事業

者に対象業務を委託した。また、

その実施状況について所定の方

法で調査・確認し、計画どおり

実施した。 

           

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり官

民競争入札等の導入に向けた取組が実施

されると見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり官民競争入札等の導入

に向けた取組が実施されたことから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（１）-エ 第１ 業務運営の効率化  ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （１）一般管理費・人件費等の削減・見直し  エ 人件費 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  給与水準については、国家公

務員の給与水準を十分考慮し、

手当を含め役職員給与の在り方

について厳しく検証した上で、

目標水準・目標期限を設定し、

その適正化に取り組むととも

に、検証結果や取組状況を公表

するものとする。 
＜以下略＞ 

エ 給与水準については、

国家公務員の給与水準を十

分考慮し、手当を含め役職

員給与の在り方について厳

しく検証した上で、引き続

き、国家公務員に準拠した

給与規定に基づき支給する

こととし、検証結果や取組

状況を公表する。 
 ＜以下略＞ 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
役職員の給与水準に

ついては、国家公務員

とおおむね同等のもの

となるよう計画的に取

り組み、毎年度の給与

水準について公表を行

った。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画に示

された取組が継続されるとともに、

国家公務員と同等レベルの給与水準

が維持されると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示された取組が継続さ

れるとともに、国家公務員と同等レ

ベルの給与水準が維持されたことか

ら「Ｂ」評定とした。  

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２） 第１ 業務運営の効率化  ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （２）契約の点検・見直し 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）契約の点検・

見直し 
 ＜以下略＞ 
  

（２）契約の点検・見

直し 
 ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇契約の点検・見直し 
  □経費の節減 

２／２点 （Ｂ） 
  □調査研究業務   

２／２点 （Ｂ） 
  □法人契約         

２／２点 （Ｂ） 
 □増殖用種子の配布 
            ２／２点 （Ｂ） 
 合計     ８／８点 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点× 8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０／１０) 
 
□経費の節減       ２点(Ｂ） 
□調査研究業務      ２点(Ｂ） 
□法人契約        ２点(Ｂ） 
□増殖用種子の配布    ２点(Ｂ) 
 合 計 点        ８点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０／１０) 
 
□経費の節減       ２点(Ｂ） 
□調査研究業務      ２点(Ｂ） 
□法人契約        ２点(Ｂ） 
□増殖用種子の配布    ２点(Ｂ) 
 合 計 点        ８点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-ア 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （２）契約の点検・見直し ア 経費の節減 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）契約の点検・見直し 

 契約については、「独立行

政法人の契約状況の点検・

見直しについて」（平成２１

年１１月１７日閣議決定）

に基づく取組を着実に実施

することにより、契約の適

正化を推進し、業務運営の

効率化を図るものとする。 
  ＜以下略＞ 
 

ア 契約については、随

意契約限度額にとらわれ

ず、一般競争入札を積極

的に取り入れ、一般競争

入札等であっても、契約

の条件、契約手続き等の

見直し改善を図り、年２

回経費削減効果の検証を

行う。 
 また、監事及び外部有

識者によって構成する契

約監視委員会において、

競争性のない随意契約の

見直しをさらに徹底して

行うとともに、一般競争

入札等についても真に競

争性が確保されている

か、点検及び見直しを行

い、その結果を公表する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
随意契約限度額未満であ

っても、一般競争入札を積

極的に取り入れた。また、

年２回開催する契約監視委

員会において、経費削減効

果の検証を行うとともに、

競争性のない随意契約の見

直し、一般競争入札等につ

いて真に競争性が確保され

ているかについて点検及び

見直しを行い、その結果を

ホームページに公表し、計

画どおり実施した。 
さらに、調達等合理化計

画についても、重点的に取

り組む分野として随意契約

の見直しを行うなど、計画

どおり実施した。 

  
  Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの取組から、中期計

画に示された経費削減効果の検

証や競争性のない随意契約の見

直し等が実施されていると見込

まれることから「Ｂ」評定とし

た。 

＜評定に至った理由＞ 
  「独立行政法人の調達等合理化の取組の

推進について」（平成 27 年５月 25 日総務

大臣決定）に基づく新たな調達等合理化計

画の策定・公表、公正性・透明性を確保し

つつ合理的な調達を行うための随意契約の

見直しに係る契約事務取扱規程の一部改

正、一者応札・応募の改善に向けた取組な

ど、着実な実施が図られている。また、調

達に関するガバナンスの徹底については、

不祥事発生の未然防止・再発防止のための

取組として、契約事務取扱規程等を大幅に

改正するなど、法令遵守の徹底がなされて

いる。 
なお、契約監視委員会において、競争性

のない随意契約、一者応札・応募となった

案件を中心に定期的な点検を実施するな

ど、競争性、透明性の高い調達の推進が図

られている。    
このような取組を踏まえて「Ｂ」評定と

する。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-イ 第１ 業務運営の効率化  ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （２）契約の点検・見直し イ 調査研究業務 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）契約の点検・見直し 

 契約については、「独立

行政法人の契約状況の点

検・見直しについて」（平

成２１年１１月１７日閣

議決定）に基づく取組を着

実に実施することにより、

契約の適正化を推進し、業

務運営の効率化を図るも

のとする。 
 この場合において、調査

研究業務に係る調達につ

いては、他の独立行政法人

の事例なども参考に、透明

性が高く効果的な契約の

在り方を追求するものと

する。 
＜以下略＞ 

イ 調査研究業務に係る

調達の透明性を高め、効果

的な契約の在り方を追求

するため、他の独立行政法

人の優良な事例等を参考

にし、仕様要件の見直しや

リース方式の活用等を図

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
調査研究業務に係る物品調達

にあたっては、他の独立行政法

人等の事例等を参考にし、仕様

要件の見直しやリース方式の活

用を図るなど、効果的な契約を

計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの取組から、中期計画に示

された仕様要件に見直しやリース方

式の活用が図られつつあると見込ま

れることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  中期計画に示された仕様要件に見

直しやリース方式の活用が図られた

ことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-ウ 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （２）契約の点検・見直し ウ 法人契約 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）契約の点検・見直し 

 契約については、「独立行政法

人の契約状況の点検・見直しに

ついて」（平成２１年１１月１７

日閣議決定）に基づく取組を着

実に実施することにより、契約

の適正化を推進し、業務運営の

効率化を図るものとする。 
 この場合において、調査研究

業務に係る調達については、他

の独立行政法人の事例なども参

考に、透明性が高く効果的な契

約の在り方を追求するものとす

る。 
 また、密接な関係にあると考

えられる法人との契約に当たっ

ては、一層の透明性の確保を追

求し、情報提供の在り方を検討

するものとする。 
＜以下略＞ 

ウ 密接な関係があ

ると考えられる法人

との契約については、

当該法人との取引、当

該法人への再就職の

状況等の状況につい

て情報を公開するこ

とにより、透明性の向

上を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成績

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
密接な関係があると考え

られる法人との契約につい

ては該当がなかったため、

再就職の状況等の情報につ

いて、｢該当なし｣とホーム

ページに掲載することによ

り透明性の向上を図り、計

画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの取組により、法人契約に

おける透明性が向上したと見込まれ

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 法人契約における透明性の向上が

図られたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（２）-エ 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （２）契約の点検・見直し エ 増殖用種子の配布 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 契約の点検・見直し 

 契約については、「独立行政法

人の契約状況の点検・見直しに

ついて」（平成２１年１１月１７

日閣議決定）に基づく取組を着

実に実施することにより、契約

の適正化を推進し、業務運営の

効率化を図るものとする。 
   ＜中略＞ 
 なお、飼料作物に係る種苗の

配布業務については、センター

が行う増殖用の種子の配布を特

定の団体が受けている状況にあ

ることから、競争性のある手続

を経て行うものとする。また、

配布先を決める際には、配布希

望者が、種苗増殖を行い農家へ

の種子の供給を行う計画や能力

を有するかなどを十分に精査し

た上で、行うものとする。 

エ 飼料作物に係る増

殖用の種子の配布につ

いては、平成２３年度

中に競争性のある契約

を導入する。この場合、

配布先を決めるに当た

っては、配布希望者が

種苗増殖を行い、農家

への種子の供給を行う

計画や能力を有するか

等を判定する基準を作

成し、十分に精査した

上で行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
増殖用種子の配布方法に

ついて、申請による配布か

ら、一般競争入札を導入し

実施した。その際、配布先

選定の判定基準を作成し、

外部委員の審査により十分

精査して行うなど、計画ど

おり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり平成２３年度中に

競争性のある契約が導入されたこと

からＢ評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり平成２３年度中に

競争性のある契約が導入されたこと

からＢ評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（３） 第１ 業務運営の効率化  ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （３）自己収入の拡大 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ                                                                        （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 （参考情報） 

諸 収 入   １,２５９ １,１８２ １,３５４ １,４９６ １，７６０ 決算額 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）自己収入の拡大 

家畜の改良増殖に係る家畜人

工授精用精液、家畜受精卵、種

鶏及び飼料作物種子の譲渡又

は配布価格について、生産コス

トを考慮し、畜産経営などに及

ぼす影響を踏まえ、民間市場価

格などと比較した価格の検

討・設定を行うとともに、家畜

の貸付け及び飼料作物の原種

子配布への競争入札の導入な

ど、配布方法の見直しや透明性

の向上を不断に行うことによ

り、自己収入の拡大を図る。ま

た、内部監査などの強化を通

じ、資産・施設の有効活用を促

進するとともに、コスト縮減を

念頭に、無駄をなくす努力を更

に徹底する。 
＜以下略＞ 

ア 自己収入の拡大を図

るため、家畜の改良増殖

に係る家畜人工授精用精

液、家畜受精卵、種鶏等

の配布及び飼料作物の種

子配布価格について、生

産コストを考慮し、畜産

経営等に及ぼす影響を踏

まえ、民間市場価格等と

比較を行う等により適切

な価格の設定をする。 
 また、家畜の貸付け及

び飼料作物の原種子配布

について、競争入札や公

募等の競争性のある契約

の導入等の配布方法の見

直しを行う。 
  ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 
"   
  

＜主要な業務実績＞ 
◇自己収入の拡大  
□自己収入の拡大 
          ２／２点（Ｂ） 
□監査の実施 
          ２／２（Ｂ）

合計    ４／４点 
   
  

         

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目で

ある細項目の合計点が B 評定の判定

基準内（満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10）であるため。 
 
満 点：４点(細項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□自己収入の拡大    ２点（Ｂ） 
□監査の実施        ２点（Ｂ） 
合 計 点        ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目で

ある細項目の合計点が B 評定の判定

基準内（満点×8/10≦合計点＜満点

×12/10）であるため。 
 
満 点：４点(細項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□自己収入の拡大    ２点（Ｂ） 
□監査の実施        ２点（Ｂ） 
合 計 点        ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（３）-ア 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （３）自己収入の拡大  ア 自己収入の拡大 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ                                                                       （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 （参考情報） 

諸 収 入   １,２５９ １,１８２ １,３５４ １,４９６ １，７６０ 決算額 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）自己収入の拡大 

家畜の改良増殖に係る家畜人

工授精用精液、家畜受精卵、種鶏

及び飼料作物種子の譲渡又は配布

価格について、生産コストを考慮

し、畜産経営などに及ぼす影響を

踏まえ、民間市場価格などと比較

した価格の検討・設定を行うとと

もに、家畜の貸付け及び飼料作物

の原種子配布への競争入札の導入

など、配布方法の見直しや透明性

の向上を不断に行うことにより、

自己収入の拡大を図る。また、内

部監査などの強化を通じ、資産・

施設の有効活用を促進するととも

に、コスト縮減を念頭に、無駄を

なくす努力を更に徹底する。 
なお、精液採取用種雄牛の貸付け

の入札については、周知活動を強

化するなどにより、応札者の参入

の拡大を図り、競争性を更に高め

るものとする。 

ア 自己収入の拡大を図る

ため、家畜の改良増殖に係

る家畜人工授精用精液、家

畜受精卵、種鶏等の配布及

び飼料作物の種子配布価格

について、生産コストを考

慮し、畜産経営等に及ぼす

影響を踏まえ、民間市場価

格等と比較を行う等により

適切な価格の設定をする。 
 また、家畜の貸付け及び

飼料作物の原種子配布につ

いて、競争入札や公募等の

競争性のある契約の導入等

の配布方法の見直しを行

う。 
 精液採取用種雄牛の貸付

けの入札について、競争性

及び透明性を高めるため、

ホームページ、畜産関係専

門誌等による周知活動を強

化する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛の能力向上

及び飼養管理の改善

による出荷乳量の増

加、肉用牛の肉質の

向上による枝肉単価

等の増加に伴う自己

収入増加のほかに、

自己収入の拡大を図

るため、種鶏等及び

飼料作物原種子等の

配布価格について

は、生産コストを考

慮し、民間市場価格

等を参考に適正な価

格を設定した。種子

配布については、一

般競争の方法で契約

を行った。また、精

液採取用種雄牛の貸

付については、各種

畜産関係会議、イベ

ント等において周知

活動を行うなど、計

画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、自己収入の拡大に

向けた取組が中期計画どおり実施される

と見込まれることから、「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 家畜の改良増殖に係る家畜人工授精用精

液、家畜受精卵、種鶏等の配布及び飼料作

物の種子配布価格について、適切な価格を

検討し、種鶏等の配布価格については、民

間取引価格等を調査し参考としつつ適正な

価格を設定し、めん羊の配布価格について

は、市場平均単価及び輸入羊肉価格推移か

ら生体単価を求め、適正な価格を設定し、

飼料作物原種子等の配布価格については、

生産原価と民間市場価格を比較検討し、適

正な価格を設定した。 
・ 増殖用種子の配布方法について、申請に

よる配布方法から一般競争に見直しをする

こととし、外部委員による審査も行い十分

に精査をした上で、一般競争入札を行った。 
・ 精液採取用種雄牛の貸付については、各

種畜産関係会議の場での周知、畜産専門誌

掲載による周知「畜産フードフェア」等に

おいてポスター掲示、パンフレットの配布

等の周知活動を行った。 

＜評定に至った理由＞ 
 自己収入の拡大に向けた取組が中期計

画どおり実施されたことから「Ｂ」評定と

した。 
＜参考＞ 
・ 家畜の改良増殖に係る家畜人工授精用精

液、家畜受精卵、種鶏等の配布及び飼料作物

の種子配布価格について、適切な価格を検討

した。その結果、種鶏等の配布価格について

は、民間取引価格等を調査し参考としつつ適

正な価格を設定し、めん羊の配布価格につい

ては、生産コストを考慮し、市場平均単価及

び輸入羊肉価格推移から生体単価を求め、適

正な価格を設定した。また、飼料作物原種子

等の配布価格については、生産原価と民間市

場価格を比較検討し、適正な価格を設定し

た。 
・ 増殖用種子の配布方法について、申請によ

る配布方法から一般競争に見直しをするこ

ととし、外部委員による審査も行い十分に精

査をした上で、一般競争入札を行った。 
・ 精液採取用種雄牛の貸付については、各種

畜産関係会議の場での周知、畜産専門誌掲載

による周知、「畜産フードフェア」等におい

てポスター掲示、パンフレットの配布等の周

知活動を行った 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（３）-イ 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （３）自己収入の拡大  イ 監査の実施 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）自己収入の拡大 

家畜の改良増殖に係る家畜人工授精用

精液、家畜受精卵、種鶏及び飼料作物種

子の譲渡又は配布価格について、生産コ

ストを考慮し、畜産経営などに及ぼす影

響を踏まえ、民間市場価格などと比較し

た価格の検討・設定を行うとともに、家

畜の貸付け及び飼料作物の原種子配布

への競争入札の導入など、配布方法の見

直しや透明性の向上を不断に行うこと

により、自己収入の拡大を図る。また、

内部監査などの強化を通じ、資産・施設

の有効活用を促進するとともに、コスト

縮減を念頭に、無駄をなくす努力を更に

徹底する。 
なお、精液採取用種雄牛の貸付けの入札

については、周知活動を強化するなどに

より、応札者の参入の拡大を図り、競争

性を更に高めるものとする。 

イ 監査の実施に当

たっては、会計監査

人監査、監事監査及

び内部監査を担当す

る部門が連携し、監

査情報を共有すると

ともに、監査結果等

に基づく是正措置の

実施状況を相互に評

価する。また、これ

ら取組を通じ、資

産・施設の有効活用

を促進するととも

に、コスト縮減を念

頭に、無駄をなくす

努力をさらに徹底す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、 
かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
監事監査及び会計監査

人監査の監査情報の共有

並びに監査結果及び是正

措置状況の相互評価を実

施し、資産等の活用状況等

に留意して監査を行うな

ど、計画どおり実施した。 

            

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示

された監査が実施されると見込まれ

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示された監査が実施さ

れたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１-３-（４） 第１ 業務運営の効率化 ３ 経費の縮減及び自己収入の拡大 （４）知的財産の管理 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）知的財産の管

理 
 センターが保有す

る特許権について

は、特許権を保有す

る目的を明確にした

上で、当該目的を踏

まえつつ、登録・保

有コストの削減及び

特許収入の拡大を図

る。 

（４）知的財産の管理 
特許等の知的財産につ

いて、その取得状況、活

用状況等を発明審査委員

会において毎年２回点検 

し、有効活用する。その

ため、特許権については、

保有する目的を明確にし

たうえで、登録及び保有

コストの削減を図るとと

もに、特許収入の拡大を

図る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果が

得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃止

を含めた抜本的な改

善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
特許等の知的財産について、その取得状

況、活用状況等を発明審査委員会におい

て、毎年２回点検し、有効活用した。また、

特許権については、知的財産に係る基本方

針を策定し、所定の規程の改正を行うなど

により、保有する目的等を明確にしたうえ

で、登録及び保有コストの削減を図るとと

もに、特許収入の拡大に努めた。 

          

Ｂ 
評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どお

り、知的財産の管理に関する取組が実

施されると見込まれることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、知的財産の管理に

関する取組が実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２ 第２ 業務の質の向上 
関連する政策・施策 食料・農業・農村基本計画 

家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目標 
酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 

当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第 11条、家畜改良増殖法第３条の４，同

法 35条の２第１項・第３項、種苗法第６３条第１項、遺伝子組換え生物等

の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律第３２条第１項・

第３項、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法第

２０条、牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法施

行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） (期間実績評価） 
 第３ 国民に

対して提供

するサービ

スその他の

業務の質の

向上に関す

る目標を達

成するため

にとるべき

措置 
＜以下略＞ 
  

第２  国民に

対して提供す

るサービスそ

の他の業務の

質の向上に関

する目標を達

成するために

とるべき措置  
＜以下略＞ 
 

指標＝「中項目の項目数×２」

（満点）に対する「各中項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各中項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２

点、Ｃ：１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

◎国民に対して提供するサービスその他の業務

の質の向上に関する目標を達成するためにとる

べき措置  
○家畜改良及び飼養管理の改善等 

  ２／２点（Ｂ） 
○飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・供給 

                       ２／２点（Ｂ） 
○飼料作物の種苗の検査       ２／２点（Ｂ）  
○調査研究                   ２／２点（Ｂ） 
○講習及び指導               ２／２点（Ｂ） 
○家畜改良増殖法に基づく検査等 

２／２点（Ｂ） 
○牛トレサ法に基づく事務等   ２／２点（Ｂ） 
○センターの人材・資源を活用した外部支援             

２／２点（Ｂ） 
合    計           １６／１６点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
  下記のとおり,下位の評価項目である中項目の合

計点がＢ評定の判定基準内（満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10）であるため。 
満  点：１６点(中項目８×２点) 
合計点：１６点=２点×８ 
１６点／１６点＝１．０(１０／１０) 
○家畜改良及び飼養管理の改善等    ２点（Ｂ） 
○飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・供給               

  ２点（Ｂ） 
○飼料作物の種苗の検査         ２点（Ｂ） 
○講習及び指導           ２点（Ｂ） 
○調査研究               ２点（Ｂ） 
○家畜改良増殖法等に基づく検査等  ２点（Ｂ） 
○牛トレサ法に基づく事務等      ２点（Ｂ） 
○センターの人材・資源を活用した外部支援     

 ２点（Ｂ） 

合 計 点           １６点 

下記のとおり,下位の評価項目である中項目の合

計点がＢ評定の判定基準内（満点×8/10≦合計点＜

満点×12/10）であるため。 
満  点：１６点(中項目８×２点) 
合計点：１６点=２点×８ 
１６点／１６点＝１．０(１０／１０) 
○家畜改良及び飼養管理の改善等  ２点（Ｂ） 
○飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・供給               

   ２点（Ｂ） 
○飼料作物の種苗の検査        ２点（Ｂ） 
○講習及び指導          ２点（Ｂ） 
○調査研究              ２点（Ｂ） 
○家畜改良増殖法等に基づく検査等  ２点（Ｂ） 
○牛トレサ法に基づく事務等     ２点（Ｂ） 
○センターの人材・資源を活用した外部支援     

２点（Ｂ） 

合 計 点           １６点 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１ 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 
関連する政策・施策 食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １ 家畜改良及

び飼養管理の改

善など 
 ＜以下略＞ 
 

第２－１ 家畜改

良及び飼養管理

の改善等 
 ＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、

Ｃ：１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

○家畜改良及び飼養管理の改善等 
◇乳用牛                 ２／２点（Ｂ） 
◇肉用牛                 ２／２点（Ｂ） 
◇豚                ２／２点（Ｂ） 
◇鶏                ２／２点（Ｂ） 
◇馬                ２／２点（Ｂ） 
◇めん羊・山羊           ２／２点（Ｂ） 
◇家畜の飼養管理の改善   ２／２点（Ｂ） 
◇家畜伝染性疾病に対する 
リスク管理の強化    ２／２点（Ｂ） 

◇家畜の遺伝資源の保存   ２／２点（Ｂ） 
            合  計 １ ８／１８点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である小項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜１

２／１０）であったため。 
 満 点：１８点（小項目９×２点） 
 合計点：１７点＝２点×８＋１点 
 １７点／１８点＝０.９４（９.４／１０） 
◇乳用牛           ２点（Ｂ） 
◇肉用牛           ２点（Ｂ） 
◇豚             ２点（Ｂ）

◇鶏             ２点（Ｂ） 
◇馬             ２点（Ｂ） 
◇めん羊・山羊        ２点（Ｂ）                 
◇家畜の飼養管理の改善    ２点（Ｂ）        
◇家畜伝染性疾病に対する 
リスク管理の強化         １点（Ｃ） 

◇家畜の遺伝資源の保存    ２点（Ｂ） 
合 計 点          １７点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である小項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜１

２／１０）であったため。 
 満 点：１８点（小項目９×２点） 
 合計点：１７点＝２点×８＋１点 
 １７点／１８点＝０.９４（９.４／１０） 
◇乳用牛           ２点（Ｂ） 
◇肉用牛           ２点（Ｂ） 
◇豚             ２点（Ｂ）

◇鶏             ２点（Ｂ） 
◇馬             ２点（Ｂ） 
◇めん羊・山羊        ２点（Ｂ）                 
◇家畜の飼養管理の改善    ２点（Ｂ）

◇家畜伝染性疾病に対する 
リスク管理の強化         １点（Ｃ） 

◇家畜の遺伝資源の保存    ２点（Ｂ） 
合 計 点          １７点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 
関連する政策・施策 食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政サービス実施コスト（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

  （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

                    注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）乳用牛 

 ＜以下略＞ 
（１）乳用牛 
 ＜以下略＞ 

◇乳用牛 
指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、

Ｃ：１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

◇乳用牛 
□全国的な改良の推進 
         ２／２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施 
         ２／２点（Ｂ） 
□候補種雄牛等の生産・供給 
            ２／２点（Ｂ） 
□その他 

２／２点（Ｂ） 
   合  計 ８／８点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10）であるため。 
 
 満 点：８点(細項目４×２点) 
 合計点：２点×４＝８点 
 ８点／８点＝１.０＝１０／１０ 
 
□全国的な改良の推進     ２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施    ２点（Ｂ） 
□候補種雄牛等の生産・供給  ２点（Ｂ） 
□その他                      ２点（Ｂ） 

合 計 点          ８点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10）であるため。 
 
 満 点：８点(細項目４×２点) 
 合計点：２点×４＝８点 
 ８点／８点＝１.０＝１０／１０ 
 
□全国的な改良の推進     ２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施    ２点（Ｂ） 
□候補種雄牛等の生産・供給  ２点（Ｂ） 
□その他                      ２点（Ｂ） 

合 計 点          ８点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ア 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ア 全国的な改良の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア 全国的な改良の

推進 
＜以下略＞ 

ア 全国的な改良の

推進 
 ＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、

Ｃ：１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

□全国的な改良の推進 
△全国的な乳用牛の 
改良推進  ２／２点（Ｂ） 

△後代検定の推進  
２／２点（Ｂ） 

      合 計 ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）

であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 

△全国的な乳用牛の改良推進    ２点（Ｂ） 
△後代検定の推進        ２点（Ｂ） 
合 計 点            ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）

であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 

△全国的な乳用牛の改良推進    ２点（Ｂ） 
△後代検定の推進        ２点（Ｂ） 
合 計 点            ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ア-（ア） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ア 全国的な改良の推進 （ア）全国的な乳用牛の改良推進 
関連する政策・施策 食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政サービス実施コスト（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

(うち常勤職員数) （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）全国的な乳

用牛の改良推進を

図るため、農林水

産省、都道府県、

関係団体、生産者

及び学識経験者と

の意見・情報交換

において、積極的

に指導的役割を果

たすとともに、都

道府県、関係団体

などとの役割分担

の明確化を図る。 

（ア）全国的な乳用牛の改

良推進を図るため、センタ

ーが農林水産省、都道府県、

関係団体、生産者及び学識

経験者を参集して会議を開

催し、我が国における家畜

改良の方向性に沿ったセン

ターの業務のあり方につい

て意見・情報交換を行い、

業務に反映する。また、農

林水産省、都道府県、関係

団体等が開催する家畜改良

に関する各種会議に積極的

に参画し、技術的助言、連

携協力を行う等指導的な役

割を果たす。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 
 

＜主要な業務実績＞ 
 全国的な乳用牛の改良推進を図る

ため、農林水産省、都道府県、関係団

体、生産者及び学識経験者の参画を得

て、「乳用牛評価技術検討会」等を開

催し、我が国における乳用牛の改良の

方向性に沿ったセンターの業務のあ

り方について意見・情報交換を行い、

遺伝的能力評価技術の改善に取り組

むなど業務に反映した。また、関係団

体等が開催する乳用牛の改良に関す

る各種会議に積極的に参画し、乳用牛

改良をめぐる情勢を説明するなどの

技術的助言や乳用牛改良事業に係る

連携協力を行う等により指導的役割

を果たし、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、関係者を参集した

全国会議の開催、乳用牛改良に関する

各種会議への積極的な参加と技術的助

言、連携協力を行うなど乳用牛改良に

おいて指導的な役割を果たしていると

見込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、関係者を参集した

全国会議の開催、乳用牛改良に関する

各種会議への積極的な参加と技術的助

言、連携協力を行うなど乳用牛改良に

おいて指導的な役割を果たしたことか

ら「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ア-（イ） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ア 全国的な改良の推進 （イ）後代検定の推進 
関連する政策・施策 食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）遺伝的能力

の高い検定済種雄

牛の精液を供給す

るため、全国同一

基準による遺伝的

能力評価に基づい

た後代検定を推進

する。 

（イ）全国同一基

準による遺伝的能

力評価に基づき、

後代検定の実施を

推進するための会

議を開催し、技術

的助言、連携協力

を行う等後代検定

に関する推進母体

としての役割を果

たす。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
 全国同一基準による遺伝的能力

評価に基づき、後代検定の実施を

推進するため、「全国乳用牛改良技

術検討会」及び「全国乳用牛改良

推進会議」を開催し、「高い遺伝的

能力が期待できる候補種雄牛を確

保するためのガイドライン」を策

定することなどにより技術的助

言、連携協力を行う等後代検定に

関する推進母体としての役割を果

たし、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
中期計画に則して全国同一基準による

遺伝的能力評価に基づいた後代検定の推

進に取り組んでいることから「Ｂ」評定と

した。 
＜参考＞ 
・ 農林水産省、都道府県、関係団体、生産

者及び学識経験者の参画を得て、「全国乳用

牛改良推進会議」を開催し、「高い遺伝的能

力が期待できる候補種雄牛の確保するため

のガイドライン」を策定するとともに、後

代検定事業に係る調整交配をはじめとする

事業実施計画の作成にあたって技術的指導

等を行い、後代検定事業の円滑な推進を図

った。 
・ 後代検定成績の評価精度の向上を図るた

め、平成２７年２月に泌乳形質等に係る遺

伝的能力評価方法を「変量回帰検定日モデ

ル」から「産次を考慮した変量回帰検定日

モデル」に変更した。 

中期計画に則して全国同一基準による遺伝

的能力評価に基づいた後代検定の推進に取り

組んだことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 農林水産省、都道府県、関係団体、生産者及

び学識経験者の参画を得て、「全国乳用牛改良

推進会議」を開催し、「高い遺伝的能力が期待

できる候補種雄牛の確保するためのガイドラ

イン」を策定するとともに、後代検定事業に係

る調整交配をはじめとする事業実施計画の作

成にあたって技術的指導等を行い、後代検定事

業の円滑な推進を図った。 
・ 後代検定成績の評価精度の向上を図るため、

平成２７年２月に泌乳形質等に係る遺伝的能

力評価方法を「変量回帰検定日モデル」から「産

次を考慮した変量回帰検定日モデル」に変更し

た。また、平成２７年８月に泌乳持続性等を組

み入れた新たな総合指数に変更した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-イ  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ  遺伝的能力

評価の実施 
＜以下略＞ 

イ  遺伝的能力

評価の実施 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：

１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

□遺伝的能力評価の実施 
△遺伝的能力の評価 
・公表               ２／２点（Ｂ） 

△総合指数             ２／２点（Ｂ） 
△評価手法の改善       ２／２点（Ｂ） 
△ジャージー種の遺伝的 

能力の評価・公表     ２／２点（Ｂ） 
△ブラウンスイス種の 
遺伝的能力評価       ２／２点（Ｂ） 

 合    計     １０／１０点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 

１２／１０）であったため。 
 満 点：１０点（微項目５×２点） 
 合計点：１０点＝２点×５ 
 １０点／１０点＝１.０（１０／１０） 

 
△遺伝的能力の評価・公表  ２点（Ｂ） 
△総合指数         ２点（Ｂ） 
△評価手法の改善      ２点（Ｂ） 
△ジャージー種の遺伝的能力の評価・公表     

２点（Ｂ） 
△ブラウンスイス種の遺伝的能力評価      

２点（Ｂ） 
合 計 点         １０点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 

１２／１０）であったため。 
 満 点：１０点（微項目５×２点） 
 合計点：１０点＝２点×５ 
 １０点／１０点＝１.０（１０／１０） 

 
△遺伝的能力の評価・公表  ２点（Ｂ） 
△総合指数         ２点（Ｂ） 
△評価手法の改善      ２点（Ｂ） 
△ジャージー種の遺伝的能力の評価・公表     

２点（Ｂ） 
△ブラウンスイス種の遺伝的能力評価      

２点（Ｂ） 
合 計 点         １０点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-イ-（ア）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （ア）遺伝的能力の評価・公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）ホルスタイン

種について、生涯生

産性の向上を図る観

点から、泌乳持続性

の評価形質を組み入

れて、総合指数を新

たに作成するととも

に、遺伝子解析技術

（ＳＮＰ）を活用し

た解析技術を導入す

るなど、効率的かつ

精度の高い遺伝的能

力評価を行い、全国

的に改良を進める。 

（ア）ホルスタイン

種について、種雄牛

及び雌牛の遺伝的能

力評価を毎年２回以

上定期的に実施し公

表する。また、種雄

牛の国際能力評価機

関（インターブル）

から得られる年３回

の海外の遺伝的能力

評価に関する情報を

定期的に提供する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種につい

て、種雄牛の遺伝的能力

評価を毎年２回、雌牛の

遺伝的能力評価を毎年４

回、定期的に実施し公表

したほか、インターブル

から得られた海外の遺伝

的能力評価に関する情報

を毎年３回定期的に提供

し、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
我が国における乳用牛の主要品種であるホル

スタイン種について、中期計画どおり、種雄牛及

び雌牛の遺伝的能力評価を定期的に公表してい

ることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 種雄牛の遺伝的能力評価を実施し、毎年８月

と２月に公表した。 
・  雌牛の遺伝的能力評価を実施し、毎年５月、

８月、１１月及び２月に公表した。 
・ インターブルから得られた海外の遺伝的能力

評価に関する情報を毎年４月、８月及び１２月

に提供・公表した。 

＜評定に至った理由＞ 
我が国における乳用牛の主要品種であるホル

スタイン種について、中期計画どおり、種雄牛及

び雌牛の遺伝的能力評価を定期的に公表したこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 種雄牛の遺伝的能力評価を実施し、毎年８月

と２月に公表した。 
・  雌牛の遺伝的能力評価を実施し、毎年５月、

８月、１１月及び２月に公表した。 
・ インターブルから得られた海外の遺伝的能力

評価に関する情報を毎年４月、８月及び１２月

に提供・公表した。 
 
４．その他参考情報 
 

 
 
 
 



78 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-イ-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （イ）総合指数 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）ホルスタイン種

について、生涯生産性

の向上を図る観点か

ら、泌乳持続性の評価

形質を組み入れて、総

合指数を新たに作成

するとともに、遺伝子

解析技術（ＳＮＰ）を

活用した解析技術を

導入するなど、効率的

かつ精度の高い遺伝

的能力評価を行い、全

国的に改良を進める。 

（イ）ホルスタイ

ン種の総合指数に

ついて、学識経験

者等改良関係者の

意見を聞きなが

ら、泌乳持続性の

評価形質を組み入

れたものを作成す

る。また、その他

の形質について総

合指数への反映を

検討する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種の総合指数に関す

る検討会を学識経験者等改良関係者

の参画を得て開催し、泌乳持続性及び

空胎日数を組み入れ試作した総合指

数について検討及び意見交換を行っ

た。その結果を踏まえ、新たに作成し

た総合指数式による評価を実施し、平

成 27年８月に当該評価結果の公表を

行うとともに、その改善のための分析

を行い、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
我が国における乳用牛の主要品種であ

るホルスタイン種の総合指数について中

期計画に則した改善に取り組んでいるこ

とから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
我が国における乳用牛の主要品種であ

るホルスタイン種の総合指数について中

期計画に則した改善に取り組んだことか

ら「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-イ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （ウ）評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
   

 
 
 

     予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア） ホルスタイン

種について、生涯生産

性の向上を図る観点か

ら、泌乳持続性の評価

形質を組み入れて、総

合指数を新たに作成す

るとともに、遺伝子解

析技術（ＳＮＰ）を活

用した解析技術を導入

するなど、効率的かつ

精度の高い遺伝的能力

評価を行い、全国的に

改良を進める。 

（ウ）ホルスタイ

ン種について、遺

伝的能力の評価

技術に関する検

討会を毎年開催

し、ＳＮＰ（一塩

基多型）情報を活

用する等精度の

高い遺伝的能力

評価手法の開発

に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種について、学識経

験者等の参画を得て、遺伝的能力の

評価技術に関する検討会を開催し、

ゲノミック評価を平成 25年 11月か

ら公表、繁殖性の遺伝的能力評価を

平成 26 年２月から公表、産次を考

慮した変量回帰検定日モデルを導

入した遺伝的能力評価を平成 27 年

２月から公表するなど、精度の高い

遺伝的能力評価手法や新たな形質

の評価手法の開発に取り組み、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
我が国における乳用牛の主要品種であ

るホルスタイン種の遺伝的能力評価につ

いて、中期計画に則して評価手法の改善

に取り組んでいることから「Ｂ」評定と

した。 

＜評定に至った理由＞ 
我が国における乳用牛の主要品種であ

るホルスタイン種の遺伝的能力評価につ

いて、中期計画に則して評価手法の改善

に取り組んだことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 

 
  



80 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-イ-（エ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （エ）ジャージー種の遺伝的能力の評価・公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ） ジャージー

種について、引き続

き遺伝的能力評価を

実施し、改良を進め

る。 

（エ）ジャージー種

について、牛群検定

データの収集可能な

雌牛全頭について、

毎年２回定期的に遺

伝的能力を評価し、

公表する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著

な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善を

要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

を求める必要があると認められ

る 

＜主要な業務実績＞ 
 ジャージー種に係る牛

群検定データの収集可能

な雌牛全頭について、毎

年２回定期的に遺伝的能

力を評価し評価結果を公

表し、計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、年２回の定期的に遺

伝的能力を評価と評価結果の公表を実施

したことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
牛群検定データの収集可能な雌牛全頭

について、毎年９月、３月に遺伝的能力

の評価を実施し評価結果を公表した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、年２回の定期的に遺

伝的能力を評価と評価結果の公表を実施

したことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
牛群検定データの収集可能な雌牛全頭

について、毎年９月、３月に遺伝的能力

の評価を実施し評価結果を公表した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-イ-（オ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （オ）ブラウンスイス種の遺伝的能力の評価・公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ウ） ブラウンス

イス種について、遺

伝的能力評価の実施

に向けた試行に取り

組む。 

（オ）ブラウンスイ

ス種について、牛群

検定データの収集状

況を踏まえ、遺伝的

能力の評価技術に関

する検討会を毎年少

なくとも１回開催

し、平成２７年度ま

でに雌牛の遺伝的能

力評価に向けた試行

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ブラウンスイス種について、

牛群検定データの収集状況を踏

まえ、遺伝的能力の評価技術に

関する検討会を毎年開催し、検

討結果に基づき評価モデルを作

成し平成 27年から雌牛の遺伝的

能力評価の試行を行い、計画ど

おり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 ブラウンスイス種の遺伝的能力評価に

関し、中期計画に則した取組が継続的に

実施されていることから「Ｂ」評定とし

た。 

＜評定に至った理由＞ 
 ブラウンスイス種の遺伝的能力評価に

関し、中期計画に則した取組が継続的に

実施されたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ウ  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ウ 候補種雄牛等の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ウ 候補種雄牛

などの生産・供給 
ウ 候補種雄牛等

の生産・供給 
指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は

以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□候補種雄牛等の生産・供給 
△優良な候補種雄牛等の生産・ 
供給              ２／２点（Ｂ）

△ＳＮＰ情報の活用  ２／２点（Ｂ）

△泌乳持続性に優れる改良用 
雌牛の作出        ２／２点（Ｂ） 

△泌乳能力に優れる改良用雌牛 
の生産      ３／２点（Ａ） 

 
   合  計        ９／８点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：８点（微項目４×２点） 
 合計点：９点＝２点×３＋３点 
 ９点／８点＝１.１３（１１.３／１０） 
 

△優良な候補種雄牛等の生産・供給      
２点（Ｂ） 

△ＳＮＰ情報の活用      ２点（Ｂ） 
△泌乳持続性に優れる改良用雌牛の作出    

２点（Ｂ） 
△泌乳能力に優れる改良用雌牛の生産    

３点（Ａ） 
合 計 点           ９点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：８点（微項目４×２点） 
 合計点：９点＝２点×３＋３点 
 ９点／８点＝１.１３（１１.３／１０） 
 

△優良な候補種雄牛等の生産・供給      
２点（Ｂ） 

△ＳＮＰ情報の活用       ２点（Ｂ） 
△泌乳持続性に優れる改良用雌牛の作出    

２点（Ｂ） 
△泌乳能力に優れる改良用雌牛の生産    

３点（Ａ） 
合 計 点            ９点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ウ-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （ア）優良な候補種雄牛等の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）「家畜改良増

殖目標」の育種価

目標を基に、我が

国の飼養環境（気

候、風土、飼料・

飼養形態など）に

適した優良な種畜

生産に取り組むと

ともに、泌乳持続

性や体型など生涯

生産性の向上を図

る。 

（ア）家畜改良増殖目

標の育種価目標を基

に、多様な育種素材の

導入を行い、我が国の

飼養環境（気候、風土、

飼料・飼養形態等）に

適した優良な種畜生産

に取り組むとともに、

民間では取り組み難い

未経産採卵技術とドナ

ーの集合検定を組み合

わせた高度な繁殖技術

等を活用し、泌乳持続

性や体型等に優れ、生

涯生産性が高い種畜を

生産・供給する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種について、

家畜改良増殖目標による乳量

及び乳成分量に関する育種価

目標を基に、多様な育種素材

の導入を行い牛群を整備し、

我が国の飼養環境に適した優

良な種畜の生産に取り組ん

だ。また、その際、民間では

取り組み難い未経産採卵技術

とドナーの集合検定を組み合

わせた高度な繁殖技術等を活

用し、泌乳持続性や体型等に

優れ、生涯生産性が高い候補

種雄牛の生産・供給を行い、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
中期計画に則した候補種雄牛等生産に取り組ん

でいることから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ ホルスタイン種について、家畜改良増殖目標に

よる乳量及び乳成分量に関する育種価目標を基

に多様な育種素材として精液４，６３３本及び受

精卵１，１９０個を導入し、優良な牛群を整備し

た。 
・ 未経産採卵技術及びドナーの集合検定を活用

し、泌乳及び体型等の能力に優れ、生涯生産性が

高い雄子牛を生産し、その中から特に能力の優れ

た１２３頭を候補種雄牛として供給した。 
・ 初産次の泌乳持続性に係る遺伝的能力評価成績

が平均（標準化指数が１００）以上であったドナ

ーについて３産次までの集合検定を活用し、泌乳

持続性が高い雄子牛を生産し、その中から特に能

力の優れた３頭を候補種雄牛として供給した。 

中期計画に則した候補種雄牛等生産に取り組ん

だことから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ ホルスタイン種について、家畜改良増殖目標によ

る乳量及び乳成分量に関する育種価目標を基に、多

様な育種素材として精液５，８３３本及び受精卵

１，４１８個を導入し、優良な牛群を整備した。 
・ 未経産採卵技術及びドナーの集合検定を活用し、

泌乳及び体型等の能力に優れ、生涯生産性が高い雄

子牛を生産した。また、生産した雄子牛の中から特

に能力の優れた１４５頭を候補種雄牛として供給

した。 
・ 初産次の泌乳持続性に係る遺伝的能力評価成績が

平均（標準化指数が１００）以上であったドナーに

ついて３産次までの集合検定を活用し、泌乳持続性

に優れ、生涯生産性が高い雄子牛を生産した。また、

生産した雄子牛の中から特に能力の優れた６頭を

候補種雄牛として供給した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ウ-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （イ）SNP 情報の活用 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ） 遺伝的及び

能力的な多様性の確

保に配慮しつつ、Ｓ

ＮＰ遺伝子解析技術

を活用した候補種雄

牛などの生産・供給

に努める。 

（イ）候補種雄牛

及び改良用雌牛の

生産・供給に当た

っては、ＳＮＰ情

報を活用した遺伝

的能力評価値をも

とに、精度の高い

選定を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種につい

て、SNP 情報を活用した

精度の高い遺伝的能力評

価値をもとに、雄子牛

243 頭及び改良用雌牛

230 頭の生産を行った。

また、SNP 情報を活用し

た精度の高い遺伝的能力

評価値が特に優れた 137
頭を後代検定の候補種雄

牛として選定・供給し、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、候補種雄牛及び改良用雌

牛の生産・供給ＳＮＰ情報を活用した遺伝的

能力評価値をもとに、精度の高い選定を行っ

ていることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ ホルスタイン種について、ＳＮＰ情報を

活用した遺伝的能力評価値が明らかな雌牛

のうち、特に能力の優れたものから、雄子

牛８４頭及び改良用雌牛７１頭の生産を行

った。 
・ 後代検定の候補種雄牛として、ＳＮＰ情

報を活用した遺伝的能力評価値が特に優れ

た１１２頭を供給した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、候補種雄牛及び改良用雌

牛の生産・供給ＳＮＰ情報を活用した遺伝的

能力評価値をもとに、精度の高い選定を行っ

たことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ ホルスタイン種について、ＳＮＰ情報を

活用した精度の高い遺伝的能力評価値が明

らかな雌牛のうち、特に能力の優れたもの

から、雄子牛２４３頭及び改良用雌牛２３

０頭の生産を行った。 
・ 後代検定の候補種雄牛として、ＳＮＰ情

報を活用した精度の高い遺伝的能力評価値

が特に優れた１３７頭を選定・供給した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ウ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛  ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （ウ）泌乳持続性に優れる改良用雌牛の作出 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ウ）高い泌乳持続性を有

する優良な候補種雄牛な

どを生産・供給するため、

泌乳持続性の遺伝評価値

が平均以上で、家畜改良増

殖目標の育種価目標数値

（乳量１１３ｋｇ／年、乳

脂肪２．６ｋｇ／年、無脂

乳固形分９．２ｋｇ／年、

乳蛋白質２．９ｋｇ／年）

以上の遺伝的能力を有す

る改良用雌牛を生産する。 

（ウ）高い泌乳持続性

を有する優良な候補

種雄牛等を生産・供給

するため、受精卵移植

技術と３産次までの

ドナーの泌乳持続性

を明らかにするドナ

ーの集合検定システ

ムを活用することに

より、泌乳持続性にお

いて評価成績が平均

以上の優良な改良用

雌牛を作出する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種について、高

い泌乳持続性を有する優良な

候補種雄牛等を生産・供給する

ため、受精卵移植技術を活用す

るとともに、ドナーの３産次ま

での集合検定を行うことによ

り、次世代の候補種雄牛生産の

基礎とするため、泌乳持続性の

遺伝的能力評価成績が全国平

均以上の改良用雌牛を1,304頭

作出し、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
中期計画を踏まえ、優良な改良用雌牛の作出

に取り組んでいることから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 受精卵移植技術を活用し、高い泌乳持続性

を有する候補種雄牛等を生産した。 
・ 初産次の遺伝的能力評価成績において、泌

乳持続性評価が平均（標準化指数が１００）

以上であったドナー２３３頭について、２産

次集合検定を行った。 
・ ２産次の集合検定を終了した泌乳持続性ド

ナー５８頭について、３産次集合検定を行っ

た。 
・ これらドナーの集合検定システムなどを活

用することにより、泌乳持続性の遺伝的能力

評価成績が全国平均以上の改良用雌牛１，０

４３頭を作出し、これらの改良用雌牛から次

世代のドナーを選定した。 

中期計画を踏まえ、優良な改良用雌牛の作出

に取り組んだことから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 受精卵移植技術を活用し、高い泌乳持続性を

有する候補種雄牛等を生産した。 
・ 初産次の遺伝的能力評価成績において、泌乳

持続性評価が平均（標準化指数が１００）以上

であったドナー２８６頭について、２産次集合

検定を行った。 
・ ２産次の集合検定を終了した泌乳持続性ドナ

ー７３頭について、３産次集合検定を行った。 
・ これらドナーの集合検定システムなどを活用

することにより、泌乳持続性の遺伝的能力評価

成績が全国平均以上の改良用雌牛１，３０４頭

を作出し、これらの改良用雌牛から次世代のド

ナーを選定した。 

 
４．その他参考情報 
 

 



86 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-ウ-（エ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛 ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （エ）泌乳能力に優れる改良用雌牛の生産 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
遺伝的改良量         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 乳量（kg／年） 113kg  354.1kg 230.8kg 221.1kg 186.6kg 131.0kg  決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

乳脂肪量（同上） 2.6kg    11.4kg    9.1kg 9.3kg ７.5kg 6.4kg  経常費用（千円）  8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

無脂乳固形分（同上） 9.2kg    26.3kg 19.0kg  17.7kg 15.7kg 11.6kg  経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

乳タンパク量（同上） 2.9kg  9.7kg 7.2kg 6.6kg 5.9kg 4.6kg  行政サービス実施コスト（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

         従事人員数 991 981 972 966 969 

  （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ウ）高い泌乳持続

性を有する優良な候

補種雄牛などを生

産・供給するため、

泌乳持続性の遺伝評

価値が平均以上で、

家畜改良増殖目標の

育種価目標数値（乳

量１１３ｋｇ／年、

乳脂肪２．６ｋｇ／

年、無脂乳固形分 
９．２ｋｇ／年、乳

蛋白質２．９ｋｇ／

年）以上の遺伝的能

力を有する改良用雌

牛を生産する。 

（エ）未経産ドナ

ーの集合検定シス

テムを活用するこ

とにより、家畜改

良増殖目標の育種

価目標数値（乳量

１１３ｋｇ／年、

乳脂肪２．６ｋｇ

／年、無脂乳固形

分９．２ｋｇ／年、

乳蛋白質２．９ｋ

ｇ／年）以上の遺

伝的能力を有する

改良用雌牛を生産

する。 

指標＝２００７年生まれと比較して、２０

０８生まれの改良用雌牛の年当たり改良

量が基準を上回っている形質の割合 
Ｓ：目標値に対する達成割合が 120％以上

であり、かつ特に優れた成果が認められ

た場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が 120％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合 100％ 
以上 120％未満 

Ｃ：目標値に対する達成割合 80 ％ 
以上 100％未満 

Ｄ：目標値に対する達成割合が 80％ 
未満、又は業務運営の改善その他必要な

措置を命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
 ホルスタイン種について、未経

産ドナーの集合検定システムを

活用することにより、家畜改良増

殖目標の育種価目標数値（乳量

113kg／年、乳脂肪 2.6kg／年、

無脂乳固形分 9.2kg／年、乳蛋白

質 2.9kg／年）以上の遺伝的能力

を有する改良用雌牛を 1,545 頭

生産し、計画を大きく上回った。 

 
Ａ 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
センターにおいては、元々優れ

た資質の雌牛を飼養していること

を参酌したとしても専門家の検討

の下で策定された家畜改良増殖目

標において提示された遺伝的改良

量を大きく上回る能力を示す雌牛

が生産されたことから「Ａ」評定

とした。 
 
 
＜その他事項＞ 
 目標値に対す達成度合いが

120%以上と思われる「泌乳能力に

優れる改良用雌牛の作出」などを

「Ｂ」と自己評価しているが、メ

リハリを付けて評価すべき。（有識

者会議委員意見） 

＜評定に至った理由＞ 
センターにおいて元々優れた資質の雌

牛が飼養されていることを参酌した上で、

専門家の検討の下で策定された家畜改良

増殖目標において提示された遺伝的改良

量を大きく上回る能力（全ての形質におい

て５年平均で目標値の 120％以上）を示す

雌牛が生産されたことから、「Ａ」評定と

した。 
＜その他事項＞ 
５年間平均で国の家畜改良増殖目標の

各項目を大きく上回っていることは評価

できる。乳量等のみならず、泌乳持続性等

の様々な観点からの改良に取り組むこと

ができるのは、我が国では家畜改良センタ

ーのみであり、今後も様々な観点からの改

良に意欲的に取り組んでほしい。 
（有識者会議委員意見） 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-エ  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛  エ その他 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （エ）酪農家の雌

牛を利用して生産

した候補種雄牛の

待機業務は、順次

縮小し終了する。

また、候補種雄牛

の後代検定への参

加については、平

成２５年度末まで

に終了する。 

エ その他 
（ア）センターが自ら

候補種雄牛を後代検

定に参加させること

については、平成２５

年度末までに終了す

る。 
（イ）酪農家の雌牛を

利用して生産及び導

入した候補種雄牛の

待機業務は、平成２７

年度末までに終了す

る。 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□その他 
△後代検定への参加終了 

   ２／２点（Ｂ） 
△候補種雄牛の待機業務終了 

       ２／２点（Ｂ） 
 合  計    ４／４点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 

△後代検定への参加終了     ２点（Ｂ） 
△候補種雄牛の待機業務終了  ２点（Ｂ） 
合 計 点           ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 

△後代検定への参加終了     ２点（Ｂ） 
△候補種雄牛の待機業務終了  ２点（Ｂ） 
合 計 点           ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-エ-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛  エ その他 （ア）後代検定への参加終了 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （エ）酪農家の雌

牛を利用して生産

した候補種雄牛の

待機業務は、順次

縮小し終了する。

また、候補種雄牛

の後代検定への参

加については、平

成２５年度末まで

に終了する。 

（ア）センターが

自ら候補種雄牛を

後代検定に参加さ

せることについて

は、平成２５年度

末までに終了す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
 センター自らが候補種雄牛

を後代検定に参加させること

を中止し、民間事業者に移行

することについて民間事業者

等と協議し、平成 23 年度から

候補種雄牛での貸付を行い自

らが候補種雄牛を後代検定に

参加させることを終了するこ

とにより、計画を大きく前倒

しして実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 平成２３年度末の段階で、センター自身が

候補種雄牛を後代検定に参加させることを

終了していることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 平成２３年度末の段階で、センター自身が

候補種雄牛を後代検定に参加させることを

終了したことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（１）-エ-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （１）乳用牛  エ その他 （イ）候補種雄牛の待機業務終了 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （エ） 酪農家の雌

牛を利用して生産し

た候補種雄牛の待機

業務は、順次縮小し

終了する。また、候

補種雄牛の後代検定

への参加について

は、平成２５年度末

までに終了する。 

（イ）酪農家の雌牛

を利用して生産及び

導入した候補種雄牛

の待機業務は、平成

２７年度末までに終

了する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
  酪農家の雌牛を利用

して生産及び導入した

候補種雄牛の待機業務

は、平成 27 年度末まで

に終了し、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、業務の終了に向けた取

組が着実に実施されていることから「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 酪農家の雌牛を利用し生産した雄子牛

の導入は平成２２年度をもって中止して

おり、これに由来する候補種雄牛による

後代検定への参加は平成２３年度前期を

もって終了した。 
・ 後代検定成績が判明するまでの待機業

務を行う候補種雄牛として、平成２３年

度当初には７５頭を飼養していたが、毎

年度、判明した後代検定成績に基づいて

選抜・淘汰し、平成２６年度末には６頭

に縮小した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、業務が終了したことか

ら「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 酪農家の雌牛を利用し生産した雄子牛

の導入は平成２２年度をもって中止して

おり、これに由来する候補種雄牛による

後代検定への参加は平成２３年度前期を

もって終了した。 
・ 後代検定成績が判明するまでの待機業

務を行う候補種雄牛として、平成２３年

度当初には７５頭を飼養していたが、毎

年度、判明した後代検定成績に基づいて

選抜・淘汰し、平成２７年度末をもって

待機業務を終了した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）肉用牛 

＜以下略＞ 
（２）肉用牛 
＜以下略＞ 

  

 
指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇肉用牛 
□全国的な改良の推進  
           ２／２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施 

     ２／２点（Ｂ） 
□候補種雄牛等の生産 

・供給   ２／２点（Ｂ） 
合  計      ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10）であるため。 
 
 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×３＝６点 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な改良の推進    ２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施   ２点（Ｂ） 
□候補種雄牛等の生産・供給 ２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10）であるため。 
 
 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×３＝６点 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な改良の推進    ２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施   ２点（Ｂ） 
□候補種雄牛等の生産・供給 ２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

 
４．その他参考情報 
 

 
  



91 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ア  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 ア 全国的な改良の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア  全国的な

改良の推進 
＜以下略＞ 

ア 全国的な

改良の推進 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）に対する

「各微項目の点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下のとおりと

する。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□全国的な改良の推進 
△全国的な肉用牛の改良推進  

２／２点（Ｂ） 
△広域後代検定の推進 
               ２／２点（Ｂ） 
合   計      ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 

△全国的な肉用牛の改良推進  ２点（Ｂ） 
△広域後代検定の推進       ２点（Ｂ） 
合 計 点           ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 

△全国的な肉用牛の改良推進  ２点（Ｂ） 
△広域後代検定の推進       ２点（Ｂ） 
合 計 点           ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ア-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛  ア 全国的な改良の推進 （ア）全国的な肉用牛の改良推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）全国的な

肉用牛の改良推

進を図るため、

農林水産省、都

道府県、関係団

体、生産者及び

学識経験者との

意見・情報交換

において、積極

的に指導的役割

を果たすととも

に、都道府県、

関係団体などと

の役割分担の明

確化を図る。 

（ア）全国的な肉用牛の

改良推進を図るため、セ

ンターが農林水産省、都

道府県、関係団体、生産

者及び学識経験者を参集

して会議を開催し、我が

国における家畜改良の方

向性に沿ったセンターの

業務のあり方について意

見・情報交換を行い、業

務に反映する。また、農

林水産省、都道府県、関

係団体等が開催する家畜

改良に関する各種会議に

積極的に参画し、技術的

助言、連携協力を行う等

指導的な役割を果たす。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  全国的な肉用牛の改良推進を図るため、

農林水産省、都道府県、関係団体、生産者

及び学識経験者の参画を得て、「肉用牛評

価技術検討会」等を開催し、我が国におけ

る肉用牛の改良の方向性に沿ったセンタ

ーの業務のあり方について意見・情報交換

を行い、早熟性、飼料利用性及び繁殖性に

係る新たな遺伝的能力評価手法の導入に

向けた検討などの業務に反映した。また、

都道府県等が開催する肉用牛の改良に関

する各種会議に積極的に参画し、肉用牛改

良をめぐる情勢を説明するなどの技術的

助言や肉用牛改良事業に係る連携協力を

行う等により指導的な役割を果たし、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、関係者を参集した全

国会議の開催、肉用牛改良に関する各種

会議への積極的な参加と技術的助言、連

携協力を行うなど肉用牛改良において指

導的な役割を果たしていると見込まれる

ことから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、関係者を参集した全

国会議の開催、肉用牛改良に関する各種

会議への積極的な参加と技術的助言、連

携協力を行うなど肉用牛改良において指

導的な役割を果たしたことから「Ｂ」評

定とした。 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ア-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 ア 全国的な改良の推進 （イ）広域後代検定の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）遺伝的能力

の高い検定済種

雄牛の広域的な

利用を図るため、

全国同一基準に

よる評価を行う

後代検定を推進

する。 

（イ）毎年、全国

同一基準による遺

伝的能力評価を行

い、この評価結果

に基づいて選抜さ

れた能力の高い検

定済種雄牛につい

てその精液の広域

的な利用を推進す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  毎年、全国同一基準による遺伝的能

力評価を行い、この評価結果を全都道

府県に提供するとともに、センターが

全都道府県に対して行った精液利用

希望調査結果等に基づき農林水産省

が選定した能力の高い共同利用種雄

牛について、その精液を 32 県に配布

することなどにより広域的な利用を

推進し、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり、毎年、全国同一基準に

よる遺伝的能力評価を行っていることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり、毎年、全国同一基準に

よる遺伝的能力評価を行ったことから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-イ  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ  遺伝的能力

評価の実施 
＜以下略＞ 

イ  遺伝的能力

評価の実施 
  ＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は

以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□遺伝的能力評価の実施 
△肉用牛枝肉情報全国データ 

ベースによる情報提供 ２／２点（Ｂ） 
                                     
△遺伝的能力の評価・公表 

     ２／２点（Ｂ） 
△評価手法の改善      ２／２点（Ｂ） 
       合 計    ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目２×２点） 
 合計点：６点＝２点×２ 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
 
△肉用牛枝肉情報全国データ 
ベースによる情報提供    ２点（Ｂ） 

△遺伝的能力の評価・公表     ２点（Ｂ） 
△評価手法の改善       ２点（Ｂ） 

合 計 点           ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目２×２点） 
 合計点：６点＝２点×２ 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
 
△肉用牛枝肉情報全国データ 
ベースによる情報提供    ２点（Ｂ） 

△遺伝的能力の評価・公表     ２点（Ｂ） 
△評価手法の改善       ２点（Ｂ） 
合 計 点           ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-イ-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （ア）肉用牛枝肉情報全国データベースによる情報提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）産肉能力に基

づく改良を推進する

ため、枝肉情報を集

計し、改良の基礎情

報として提供する。 

（ア）産肉能力に基

づく改良を推進する

ため、黒毛和種、褐

毛和種及び日本短角

種に係る肉用牛枝肉

情報全国データベー

スに収集された枝肉

情報を集計・分析し、

改良の基礎情報とし

て関係機関に毎年提

供する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な改

善を求める必要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
  産肉能力に基づく改良を

推進するため、黒毛和種、

褐毛和種及び日本短角種に

係る肉用牛枝肉情報全国デ

ータベースに収集された枝

肉情報を集計し種雄牛、肥

育県、肥育農家毎の枝肉成

績について分析を行い、改

良の基礎情報として関係機

関に毎年提供し、計画どお

り実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して、枝肉情報の収集・

分析、改良の基礎情報としての提供が実

施されていることから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 毎年、枝肉情報を黒毛和種約 293

千頭、褐毛和種約 3 千頭、日本短角種

約 1 千頭分を収集し、平成 26 年度末

までに総計で各々約 2,414 千頭、19
千頭、5 千頭を肉用牛枝肉情報全国デ

ータベースに蓄積した。 
・ 黒毛和種、褐毛和種及び日本短角種

については、全国団体、都道府県等か

らの申請に基づき、枝肉情報を提供す

るとともに、黒毛和種については四半

期毎に種雄牛別情報等を集計し、肥育

農家に提供したほか、申請のあった肥

育農家に対し個別の集計情報を提供

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して、枝肉情報の収集・分析、

改良の基礎情報としての提供が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 毎年、枝肉情報を黒毛和種約２７５千頭、褐毛

和種約３千頭、日本短角種約１千頭分を収集し、

平成２７年度末までに総計で各々約２，６９０千

頭、２２千頭、６千頭を肉用牛枝肉情報全国デー

タベースに蓄積した。 

・ 黒毛和種、褐毛和種及び日本短角種については、

全国団体、都道府県等からの申請に基づき、枝肉

情報を提供するとともに、黒毛和種については四

半期毎に種雄牛別情報等を集計し、肥育農家に提

供したほか、申請のあった肥育農家に対し個別の

集計情報を提供した。さらに、毎年度と畜分の全

国集計情報に係る枝肉成績の概要をホームページ

に掲載するとともに、報告書を作成し肥育農家等

に配付した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-イ-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （イ）遺伝的能力の評価・公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）全国の改良動

向を把握するため、

遺伝的能力を定期的

に評価し、公表する。 

（イ）全国の改良動

向を把握するため、

肉用牛枝肉情報全国

データベースに蓄積

された情報等から、

黒毛和種、褐毛和種

及び日本短角種の遺

伝的能力を定期的に

評価し、毎年公表す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  全国の改良動向を把握する

ため、肉用牛枝肉情報全国デ

ータベースに蓄積された情報

等から、黒毛和種、褐毛和種

及び日本短角種の遺伝的能力

について定期的に評価を行い

毎年公表し、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、遺伝的能力を定期的

に評価し、毎年公表していることから

「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 各年度毎に肉用牛枝肉情報全国デー

タベースに蓄積された情報を用いて、

黒毛和種、褐毛和種（高知系及び熊本

系）及び日本短角種の枝肉重量及びＢ

ＭＳ等について遺伝的能力の評価を行

い、得られた全国の改良動向を毎年３

月に公表した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、遺伝的能力を定期的

に評価し、毎年公表したことから「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 各年度毎に肉用牛枝肉情報全国デー

タベースに蓄積された情報を用いて、

黒毛和種、褐毛和種（高知系及び熊本

系）及び日本短角種の枝肉重量及びＢ

ＭＳ等について遺伝的能力の評価を行

い、得られた全国の改良動向を毎年３

月に公表した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-イ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 イ 遺伝的能力評価の実施 （ウ）評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ウ） 肉質以外の

早熟性、飼料利用性

及び繁殖性に係る形

質を評価に加味する

など、新たな評価手

法の導入に向けた取

組を行う。 

（ウ）遺伝的能力評

価手法について、肉

質以外の早熟性、飼

料利用性及び繁殖性

に係る形質データの

収集状況を踏まえ、

遺伝的能力の評価技

術に関する検討会を

毎年開催し、新たな

評価手法の導入に向

けた取組を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  遺伝的能力評価手法について、

肉質以外の早熟性、飼料利用性及

び繁殖性に係る形質データの収集

状況を踏まえ、遺伝的能力の評価

技術に関する検討会を毎年開催

し、繁殖性については評価モデル

を作成し、早熟性及び飼料利用性

については試行に向けた検討を行

い、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して新たな評価方法の導

入に向けた取組を実施していることから

「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ （独）農業・食品産業技術総合研究

機構畜産草地研究所などの学識経験者

等の参画を得て、遺伝的能力の評価技

術に関する検討会を毎年開催し、早熟

性、飼料利用性及び繁殖性に係る新た

な評価手法の導入に向けた検討を行っ

た。 
・ これらの検討結果を踏まえ、繁殖性

については遺伝的能力評価に向けた評

価モデルを作成することとし、さらに

早熟性及び飼料利用性については、遺

伝的能力評価の試行に向け検討を行う

こととした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して新たな評価方法の導

入に向けた取組を実施したことから「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ （独）農業・食品産業技術総合研究

機構畜産草地研究所などの学識経験者

等の参画を得て、遺伝的能力の評価技

術に関する検討会を毎年開催し、早熟

性、飼料利用性及び繁殖性に係る新た

な評価手法の導入に向けた検討を行っ

た。 
・ これらの検討結果を踏まえ、繁殖性

については遺伝的能力評価に向けた評

価モデルを作成することとし、さらに

早熟性及び飼料利用性については、遺

伝的能力評価の試行に向けて検討を行

った。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ウ  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛  ウ 候補種雄牛等の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ウ  候補種雄

牛 な ど の 生

産・ 供給 
  ＜以下略＞ 

ウ  候補種雄牛

等の生産・供給 
 ＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
 各微項目の評価結果の区分

は以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満

点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□候補種雄牛等の生産・供給 
△黒毛和種の多様性確保及び候補種雄

牛等の生産・供給   ２／２点（Ｂ） 
△増体性に優れる黒毛和種候補種雄牛

の生産              ２／２点（Ｂ） 
△黒毛和種における飼料利用性、早熟性

等に関する検定手法の開発 
 ２／２点（Ｂ） 

△褐毛和種の多様性確保及び種畜の生

産・供給            ２／２点（Ｂ） 
△日本短角種の多様性確保及び育種改

良素材の生産・供給  ２／２点（Ｂ） 
  合  計      １０／１０点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価項目で

ある微項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点×
８／１０≦合計点＜１２／１０）であったため。 
 満 点：１０点（微項目５×２点） 
 合計点：１０点＝２点×５ 
 １０点／１０点＝１.０（１／１０） 
△黒毛和種の多様性確保及び候補種雄牛等の生産・

供給               ２点（Ｂ） 
△増体性に優れる黒毛和種候補種雄牛の生産                 

２点（Ｂ） 
△黒毛和種における飼料利用性、早熟性等に関する

検定手法の開発雄系品種の肉質改良 ２点（Ｂ） 
△褐毛和種の多様性確保及び種畜の生産・供給               

２点（Ｂ） 
△日本短角種の多様性確保及び育種改良素材の生

産・供給             ２点（Ｂ） 

合 計 点             １０点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価項目で

ある微項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点×
８／１０≦合計点＜１２／１０）であったため。 
 満 点：１０点（微項目５×２点） 
 合計点：９点＝２点×４＋１点×１ 
 ９点／１０点＝０.９（９／１０） 
△黒毛和種の多様性確保及び候補種雄牛等の生産・

供給               ２点（Ｂ） 
△増体性に優れる黒毛和種候補種雄牛の生産                 

２点（Ｂ） 
△黒毛和種における飼料利用性、早熟性等に関する

検定手法の開発雄系品種の肉質改良 ２点（Ｂ） 
△褐毛和種の多様性確保及び種畜の生産・供給               

２点（Ｂ） 
△日本短角種の多様性確保及び育種改良素材の生

産・供給             １点（Ｃ） 

合 計 点              ９点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ウ-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛  ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （ア）黒毛和種の多様性確保及び候補種雄牛等の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ③ 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）黒毛和種につ

いては、 
① 多様な育種素材

及び都道府県や民間

では取り組み難い高

度な技術を活用し、

遺伝的に特徴ある牛

群を維持するととも

に、我が国の遺伝的

多様性の確保や増体

性などに配慮した優

良な候補種雄牛など

を生産する。 
  ＜以下略＞ 

（ア）黒毛和種について、

多様な育種素材の導入を

行い、基礎となる４系統

群や５つの希少系統を積

極的に活用することによ

り遺伝的に特徴ある牛群

を維持するとともに、民

間等では取り組み難い生

体卵胞卵子吸引技術、体

外受精技術等の高度な技

術を活用し、遺伝的多様

性の確保や増体性等に配

慮した優良な候補種雄牛

等を生産・供給する。 
  ＜以下略＞ 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  黒毛和種について、多様な育種素

材の導入を行い、基礎となる４系統

群や５つの希少系統を積極的に活

用することにより遺伝的に特徴あ

る牛群を維持し、平成 27 年度末ま

でに 1,243 頭の雌牛群を整備した。

また、民間等では取り組み難い生体

卵胞卵子吸引技術、体外受精技術等

の高度な技術を活用し、遺伝的多様

性の確保や増体性等に配慮した優

良な候補種雄牛等を生産し、後代検

定候補種雄牛 86 頭の供給を行い、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、遺伝的多様性の確保や増

体性等に配慮した優良な候補種雄牛等を生

産・供給していることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 育種素材の収集については、黒毛和種の

基礎となる４系統群や５つの希少系統に係

る遺伝子保有確率、血統等を考慮し、県、

関係団体、農協等から精液 6,868 本、受精

卵 423 個及び雌牛 53 頭を選定・導入した。 
・ 生体卵胞卵子吸引技術、体外受精技術等

の高度な技術を活用しつつ雄子牛を生産

し、遺伝的多様性の確保や高い増体性等が

期待される 186 頭について、直接検定を実

施した。 
・ 直接検定を実施した雄子牛のうち 70 頭

を、後代検定候補種雄牛として民間人工授

精事業体に供給した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、遺伝的多様性の確保や増

体性等に配慮した優良な候補種雄牛等を生

産・供給したことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 育種素材の収集については、黒毛和種の

基礎となる４系統群や５つの希少系統に

係る遺伝子保有確率、血統等を考慮し、県、

関係団体、農協等から精液 8,533 本、受精

卵 533 個及び雌牛 67 頭を選定・導入した。 
・ 生体卵胞卵子吸引技術、体外受精技術等

の高度な技術を活用しつつ雄子牛を生産

し、遺伝的多様性の確保や高い増体性等が

期待される 230 頭について、直接検定を実

施した。 
・ 直接検定を実施した雄子牛のうち 86 頭

を、後代検定候補種雄牛として民間人工授

精事業体に供給した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ウ-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛  ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （イ）増体性に優れる黒毛和種候補種雄牛の生産 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 合計   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
直接検定 
実施頭数 

（頭） 

   

  ７ 

 

  ５ 

 

 １２ 

 

 １６ 

 

１７ 

 

５７ 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

１日あたり 
増体量 
（kg／日） 

 
１.１以上 

  

1.19 

 

1.15 

 

1.18 

 

1.13 

 

1.25 

 

1.19 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア） 黒毛和種に

ついては、 
① 多様な育種素材

及び都道府県や民間

では取り組み難い高

度な技術を活用し、

遺伝的に特徴ある牛

群を維持するととも

に、我が国の遺伝的

多様性の確保や増体

性などに配慮した優

良な候補種雄牛など

を生産する。 
＜以下略＞ 

（イ）増体性に優

れた黒毛和種候補

種雄牛の生産に当

たっては、適度に

脂肪交雑を維持し

つつ、毎年遺伝的

能力評価等を活用

することにより、

直接検定成績にお

いて１日当たり増

体量が概ね１．１

ｋｇ以上の候補種

雄牛を生産する。 

指標＝１日当たりの増体量 
Ｓ：目標値に対する達成割合が 110％
以上であり、かつ特に優れた成果が

認められた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が

110 ％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が 90％
以上 110％未満 

Ｃ：目標値に対する達成割合が 70％
以上 90％未満 

Ｄ：目標値に対する達成割合が 70％
未満、又は業務運営の改善その他必

要な措置を命ずる必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
増体性に優れた黒毛和種候

補種雄牛を生産するため、毎

年度、遺伝的能力評価や遺伝

子保有確率等を活用して選抜

した雄子牛について直接検定

を実施した。本中期期間中に

直接検定を実施した 57 頭の

１日当たり増体量の平均値は

1.19kg であり、目標の 1.1kg
以上を達成した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した目標値を達成してい

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した目標値を達成したこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ウ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 ウ 候補種雄牛等の生産・供給（ウ）黒毛和種における飼料利用性、早熟性等に関する検定手法の開発 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）黒毛和種について

は、 
① 多様な育種素材及び

都道府県や民間では取り

組み難い高度な技術を活

用し、遺伝的に特徴ある

牛群を維持するととも

に、我が国の遺伝的多様

性の確保や増体性などに

配慮した優良な候補種雄

牛などを生産する。 
＜以下略＞ 

 

（ウ）飼料利用

性、早熟性等に関

して、これらに係

る形質データの

収集を継続的に

行い、検討会を毎

年開催し、検定手

法の開発に取り

組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種の飼料利用性、

早熟性等について、これら

に係る形質データを収集

するための調査を行うと

もに、学識経験者などから

構成される検討会を毎年

開催し、検定手法について

検討を行い、調査方法等を

決定するとともに、調査牛

を生産して調査を開始し、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、飼料利用性、早熟性等に

係る検定手法の開発に取り組んでいること

から「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 平成２４年１０月から調査牛を生産する

ための交配を開始するとともに、平成２６

年７月から調査を開始し、飼料利用性、早

熟性等に係る形質データを収集した。 
・ 黒毛和種の飼料利用性及び早熟性の検定

手法開発に供する候補種雄牛を選定し、調

整交配を実施するともに、調査牛を生産

し、調査を開始した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、飼料利用性、早熟性等に

係る検定手法の開発に取り組んだことから

「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 平成２４年１０月から調査牛を生産する

ための交配を開始するとともに、平成２６

年７月から調査を開始し、飼料利用性、早

熟性等に係る形質データを収集した。 
・ 黒毛和種の飼料利用性及び早熟性の検定

手法開発に供する候補種雄牛を選定し、調

整交配を実施するともに、調査牛を生産

し、調査を開始した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ウ-（エ）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛  ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （エ）褐毛和種の多様性確保及び種畜の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）褐毛和種に

ついては、我が国

の肉用牛の多様

性を確保するた

め、遺伝的に特徴

のある牛群を維

持し、種畜を生

産・供給する。 

（エ）褐毛和種につい

て、関係都道府県等よ

り育種素材を収集す

ることにより、多様な

育種素材の導入を行

い、遺伝的に特徴のあ

る牛群を維持し、卵巣

から採取した卵子を

利用した体外受精技

術等の民間等では取

り組み難い高度な技

術を活用しつつ、種畜

を生産・供給する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
褐毛和種について、関

係都道府県等より多様な

育種素材を収集すること

により、遺伝的に特徴の

ある牛群を維持するとと

もに、卵巣から採取した

卵子を利用した体外受精

技術等の民間等では取り

組み難い高度な技術を活

用して種畜を生産し、後

代検定候補種雄牛５頭の

供給を行い、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に沿った種畜の生産供給等が実施さ

れていることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 育種素材の収集については、血統等を考慮し、

県、農協等から平成２６年度までに精液５１３

本、受精卵２２個及び卵巣２１頭分を選定・導

入し、牛群を維持した。 
・ 遺伝的多様性の確保が期待される１１頭につ

いて、平成２６年度までに直接検定を実施し

た。 
・ 直接検定を実施した雄子牛のうち４頭を、後

代検定候補種雄牛として供給した。 
・ 体外受精等の高度な技術を活用して生産した

後代検定候補種雄牛の能力を把握するため、

県、関係団体等と協力し、現場後代検定を実施

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に沿った種畜の生産供給等が実施さ

れたことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 

・ 育種素材の収集については、血統等を考慮し、

都道府県、農協等から平成２７年度までに精液

６１３本、受精卵３８個及び卵巣２３頭分を選

定・導入し、牛群を維持した。 

・ 遺伝的多様性の確保が期待される１３頭につ

いて、平成２７年度までに直接検定を実施し

た。 

・ 直接検定を実施した雄子牛のうち５頭を、後

代検定候補種雄牛として供給した。 

・ 卵巣から採取した卵子を利用した体外受精等

の高度な技術を活用して生産した後代検定候

補種雄牛の能力を把握するため、都道府県、農

協等と協力し、現場後代検定を実施した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（２）-ウ-（オ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （２）肉用牛 ウ 候補種雄牛等の生産・供給 （オ）日本短角種の多様性確保及び育種改良素材の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己

評価 
（見込評価） （期間実績評価） 

 （ウ）日本短角種に

ついては、我が国の

肉用牛の多様性を確

保するため、遺伝的

に特徴のある牛群を

維持し、センターの

保有する家畜を、育

種改良素材として必

要に応じて提供す

る。 

（オ）日本短角種に

ついては、我が国の

肉用牛の多様性を確

保するため、関係都

道府県等より育種素

材を収集することに

より、遺伝的に特徴

のある牛群を維持

し、育種改良素材を

生産・供給する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
日本短角種につい

ては、我が国の肉用

牛の多様性を確保す

るため、関係都道府

県等より育種素材を

収集することによ

り、遺伝的に特徴の

ある牛群を維持する

とともに、育種改良

素材を生産し、雌牛

41 頭の供給を行い、

計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、育種改良素材を生産

提供していることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 育種素材の収集について、日本短角

種の主要飼養県等と意見・情報交換を

行ったほか、血統等を考慮し、県から

精液 50 本を選定・導入した。 
・ 日本短角種の主要飼養県とは血統的

に異なる牛群を維持するため、計画交

配を行い子牛 213 頭を生産した。 
・ 育種改良素材として雌牛 37 頭、精

液 1,724 本及び受精卵 14 個を供給し

た。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画期間に配布された日本短角種精液に、黒毛和種の

精液の混入が認められたことから、育種改良素材の生産・供

給が計画どおり実施されていないとして「Ｃ」評定とした。 
＜今後の課題＞ 
日本短角種の事案については、再発防止策が策定されてい

るところであるが、二度とこのような事案を起こさぬよう、

今後の確実な取組を通じて、他品種も含めた家畜人工授精用

精液の製造に係る工程管理の厳格化や、ミスの発生を自ら点

検・摘発する手法の強化を図ることが必要。 
＜参考＞ 
日本短角種精液への黒毛和種精液の混入については、家畜改

良事業の根幹にかかわる問題なので、今後、他品種も含め、

同様の事案が発生しないよう、家畜人工授精用精液の製造に

係る工程管理を厳格化し、ミスの発生を自ら点検・摘発する

取組の強化が必要。（有識者会議委員意見） 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）豚 

 ＜以下略＞ 
（３）豚 
 ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇豚 
□全国的な豚改良の推進 
        ２／２点（Ｂ） 

□遺伝的能力評価の実施 
    ２／２点（Ｂ）

□優良種豚等の生産・供給 
                 ２／２点（Ｂ） 
  合   計      ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、 下位の評価項目である

細項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）で

あるため。 
 

 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×３＝６点 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な豚改良の推進   ２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施   ２点（Ｂ） 
□優良種豚等の生産・供給  ２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、 下位の評価項目である

細項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）で

あるため。 
 

 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×３＝６点 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な豚改良の推進   ２点（Ｂ） 
□遺伝的能力評価の実施   ２点（Ｂ） 
□優良種豚等の生産・供給  ２点（Ｂ） 
合 計 点         ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ア  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚 ア 全国的な豚の改良推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア  全国的な豚

改良の推進 
ア  全国的な豚

改良の推進 
指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下の

とおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□全国的な豚改良の推進 
△全国的な豚の改良推進     

２／２点（Ｂ） 
△種畜供給の重点化 
               ２／２点（Ｂ） 
  合計      ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）

であったため。 
 

 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 
△全国的な豚の改良推進    ２点（Ｂ） 
△種畜供給の重点化        ２点（Ｂ） 
合 計 点            ４点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）

であったため。 
 

 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 
△全国的な豚の改良推進    ２点（Ｂ） 
△種畜供給の重点化        ２点（Ｂ） 
合 計 点            ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ア-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚   ア 全国的な豚の改良推進 （ア）全国的な豚の改良推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア） 全国的

な豚の改良推進

を図るため、農

林水産省、都道

府県、関係団体、

生産者及び学識

経験者との意

見・情報交換に

おいて、積極的

に指導的役割を

果たすととも

に、都道府県、

関係団体などと

の役割分担の明

確化を図る。 

（ア）全国的な豚の改良推進

を図るため、センターが農林

水産省、都道府県、関係団体、

生産者及び学識経験者を参集

して会議を開催し、我が国に

おける家畜改良の方向性に沿

ったセンターの業務のあり方

について意見・情報交換を行

い、業務に反映する。また、

農林水産省、都道府県、関係

団体等が開催する家畜改良に

関する各種会議に積極的に参

画し、技術的助言、連携協力

を行う等指導的な役割を果た

す。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
全国的な豚の改良推進を図るため、

センターが農林水産省、都道府県、関

係団体、生産者及び学識経験者の参画

を得て、「豚評価技術検討会」を開催

し、我が国における豚の改良の方向性

に沿ったセンターの業務のあり方に

ついて意見・情報交換を行い、遺伝的

能力評価技術の改善に取り組むなど

業務に反映した。また、関係団体等が

開催する豚の改良に関する各種会議

に積極的に参画し、豚改良をめぐる情

勢を説明するなどの技術的助言や豚

改良事業に係る連携協力を行う等に

より指導的な役割を果たし、計画どお

り実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 「豚評価技術検討会」を開催し、我

が国における豚の改良の方向性に沿っ

たセンターの業務のあり方について意

見・情報交換を行う等中期計画に則し

た取組を実施していることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 「豚評価技術検討会」を開催し、我

が国における豚の改良の方向性に沿っ

たセンターの業務のあり方について意

見・情報交換を行う等中期計画に則し

た取組を実施したことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ア-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  ア 全国的な豚の改良推進 （イ）種畜供給の重点化 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）都道府県・

民間からの要望の

強い純粋種豚の繁

殖能力や肉質など

に優れた育種改良

素材を生産・配布

することに重点化

する。 

（イ）都道府県等

からの要望が強い

繁殖能力に優れた

大ヨークシャー種

や肉質に優れたデ

ュロック種の純粋

種豚の育種改良素

材を生産・供給す

ることに重点化す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な改

善を求める必要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
雄系品種として利用されるデュ

ロック種について、止め雄として利

用される種豚等を直接肉豚生産農

家へ供給する業務は平成 23 年９月

末までに中止した。また、雌系品種

に利用される大ヨークシャー種に

ついても、直接肉豚農家へ供給する

業務は平成 23 年９月末までに中止

した。これらにより、大ヨークシャ

ー種やデュロック種の純粋種豚の

育種改良素材の生産・供給に重点化

し、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、大ヨークシャー種や

デュロック種の純粋種豚の育種改良素材

の生産・供給に重点化しつつあることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、大ヨークシャー種や

デュロック種の純粋種豚の育種改良素材

の生産・供給に重点化したことから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-イ  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚   イ 遺伝的能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 遺伝的能力

評価の実施 
 バークシャー

種などについて、

遺伝的能力評価

を定期的に実施

するとともに、肢

蹄について遺伝

的能力評価手法

の開発に取り組

む。 

イ 遺伝的能力評

価の実施 
  ＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下の

とおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 

８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□遺伝的能力評価の実施 
△遺伝的能力の評価の実施 
・公表         ２／２点（Ｂ） 

△評価手法の改善 ２／２点（Ｂ） 
    合  計  ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 

１２／１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 
△遺伝的能力の評価の実施・公表 

  ２点（Ｂ） 
△評価手法の改善      ２点（Ｂ） 
合 計 点          ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 

１２／１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 
△遺伝的能力の評価の実施・公表 

  ２点（Ｂ） 
△評価手法の改善      ２点（Ｂ） 
合 計 点          ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-イ-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  イ 遺伝的能力評価の実施 （ア）遺伝的能力の評価の実施・公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ③ 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 遺伝的能力評価

の実施 
 バークシャー種な

どについて、遺伝的

能力評価を定期的に

実施するとともに、

肢蹄について遺伝的

能力評価手法の開発

に取り組む。 

（ア）バークシャー

種、ランドレース種、

大ヨークシャー種及

びデュロック種につ

いて、種豚の遺伝的

能力評価を毎年４回

定期的に実施し公表

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
バークシャー種、ランドレー

ス種、大ヨークシャー種及びデ

ュロック種について、種豚の遺

伝的能力評価を毎年４回定期的

に実施・公表し、計画どおり実

施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、種豚の遺伝的能力評

価を毎年４回定期的に実施・公表してい

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、種豚の遺伝的能力評

価を毎年４回定期的に実施・公表したこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-イ-（イ）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  イ 遺伝的能力評価の実施 （イ）評価手法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 遺伝的能力評価

の実施 
 バークシャー種な

どについて、遺伝的

能力評価を定期的に

実施するとともに、

肢蹄について遺伝的

能力評価手法の開発

に取り組む。 

（イ）遺伝的能力の評

価技術に関する検討

会を毎年開催し、肢蹄

のつなぎに関するデ

ータを収集し、このデ

ータを活用して遺伝

的能力評価手法の開

発に必要な遺伝的パ

ラメータを平成２７

年度末までに推定す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本的

な改善を求める必要があると

認められる 

＜主要な業務実績＞ 
遺伝的能力の評価技術に

関する検討会を毎年開催

し、収集した肢蹄のつなぎ

に関するデータをもとに遺

伝的能力評価手法の開発に

必要な遺伝的パラメータを

推定し、計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画の達成に向けて、順調に業務

が進展していると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画の達成に向けて、順調に業務

が進展したことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ウ  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  ウ 優良種豚等の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ウ  優良種豚

などの生産・

供給 
＜以下略＞ 

ウ  優良種豚等

の生産・供給 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）に対する

「各微項目の点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下のとおりと

する。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□優良種豚等の生産・供給 
△雌系品種の繁殖性改良    

２／２点（Ｂ） 
△雄系品種の肉質改良 
              ２／２点（Ｂ） 
△実験用小型ブタの維持・ 
供給          ２／２点（Ｂ） 

△肉豚生産農家への直接 
供給業務終了  ２／２点(Ｂ) 

  合  計      ８／８点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 

１２／１０）であったため。 
 
 満 点：８点（微項目４×２点） 
 合計点：８点＝２点×４ 
 ８点／８点＝１.０（１／１０） 
 
△雌系品種の繁殖性改良  ２点（Ｂ） 
△雄系品種の肉質改良    ２点（Ｂ） 
△実験用小型豚の維持・供給 

２点（Ｂ） 
△肉豚生産農家への直接供給業務終了            

２点（Ｂ） 

合 計 点          ８点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である微項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 

１２／１０）であったため。 
 
 満 点：８点（微項目４×２点） 
 合計点：８点＝２点×４ 
 ８点／８点＝１.０（１／１０） 
 
△雌系品種の繁殖性改良  ２点（Ｂ） 
△雄系品種の肉質改良    ２点（Ｂ） 
△実験用小型豚の維持・供給 

２点（Ｂ） 
△肉豚生産農家への直接供給業務終了            

２点（Ｂ） 

合 計 点          ８点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ウ-（ア）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  ウ 優良種豚等の生産・供給 （ア）雌系品種の繁殖性改良 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）増体性や飼料

利用性の改良のほ

か、繁殖性の向上を

図るため、雌系品種

として利用される大

ヨークシャー種につ

いて、遺伝子解析技

術を活用した新たな

育種手法の開発に取

り組み、繁殖能力に

優れる種豚を作出す

る。この場合、一腹

当たり育成頭数につ

いては、概ね１０．

５頭とする。 

（ア）増体性や飼料利用性の

改良のほか、繁殖性の向上を

図るため、雌系品種として利

用される大ヨークシャー種に

ついて、雌豚群１２０頭規模

の改良用群を造成し、より早

期の能力向上が可能となる開

放的育種手法を活用するとと

もに、遺伝子解析技術を活用

した新たな育種手法の開発に

取り組み、得られた繁殖性に

関係する遺伝情報を活用する

ことにより、繁殖能力に優れ

る種豚を作出する。この場合、

一腹当たり育成頭数について

は、概ね１０．５頭とする。 

指標＝造成する雌豚群の規模 
Ｓ：目標値に対する達成割合

が１１０％以上であり、か

つ特に優れた成果が認めら

れた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合

が１１０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合

が９０％以上１１０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合

が７０％以上９０％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合

が７０％未満、又は業務運

営の改善その他必要な措置

を命ずる必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
繁殖性の向上を図るため、

雌系品種として利用される大

ヨークシャー種について、雌

豚群 120 頭規模の改良用群を

造成し、より早期の能力向上

が可能となる開放的育種手法

を活用するとともに、繁殖性

の改良に期待できる遺伝子情

報を活用して選抜を行う新た

な育種手法の開発に取り組

み、これを活用し、一腹当た

り育成頭数が、概ね 10.5 頭の

繁殖能力を有する種豚（雄 15
頭、雌 65 頭）を作出し、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  中期計画どおり、雌系品種として利

用される大ヨークシャー種について、

雌豚群１２０頭規模の改良用群を造成

に成功したことから「Ｂ」評定とした。 
 

＜評定に至った理由＞ 
  中期計画どおり、雌系品種として利

用される大ヨークシャー種について、

雌豚群１２０頭規模の改良用群を造成

に成功したことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ウ-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  ウ 優良種豚等の生産・供給 （イ）雄系品種の肉質改良 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ） 都道府県な

どが行う系統造成を

支援するため、雄系

品種として利用され

るデュロック種につ

いて、肉質に優れる

種豚の作出に取り組

む。この場合、ロー

ス芯筋内脂肪含量に

ついては、概ね６％

とする。 

（イ）都道府県等が行う系統

造成を支援するため、雄系品

種として利用されるデュロッ

ク種について、雄１０頭・雌

３０頭規模の改良用豚群を造

成し、群内の血縁を高め、能

力のバラツキが小さくなる閉

鎖的育種手法を活用すること

により、肉質に優れる種豚の

作出に取り組む。この場合、

ロース芯筋内脂肪含量につい

ては、概ね６％とする。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
雄系品種として利用さ

れるデュロック種につい

て、雄 10 頭・雌 30 頭規模

の改良用豚群を造成し、群

内の血縁を高め、能力のバ

ラツキが小さくなる閉鎖

的育種手法を活用するこ

とにより、ロース芯筋内脂

肪含量が概ね６％の肉質

を有する種豚を作出し、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示された、肉質に優れる種

豚の作出が順調に進展していることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示された、肉質に優れる種

豚の作出が順調に進展したことから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ウ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  ウ 優良種豚等の生産・供給 （ウ）実験用小型ブタの維持・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ウ）実験用小型

ブタについて、造

成を完了した系統

の維持及び種豚な

どの供給業務に重

点化する。 

（ウ）実験用小型ブタ

について、造成を完了

した系統（小型白色

系：雄５頭・雌２０頭

規模、中型淡色系：雄

３頭・雌１５頭規模、

中型貧毛系：雄３頭・

雌１５頭規模の系統

維持群）の維持及び種

豚等の供給を行う。 
また、新たな系統の

造成は行わない。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
実験用小型ブタについて、造

成を完了した系統（小型白色

系：雄５頭・雌 20 頭規模、中型

淡色系：雄３頭・雌 15 頭規模、

中型貧毛系：雄３頭・雌 15 頭規

模の系統維持群）を維持すると

ともに、その種豚等を供給した。

また、新たな系統の造成は行っ

ておらず、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
新たな系統の造成を中止する等中期計

画に則した業務が実施されていることか

ら、「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
新たな系統の造成を中止する等中期計

画に則した業務が実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（３）-ウ-（エ）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （３）豚  ウ 優良種豚等の生産・供給 （エ）肉豚生産農家への直接供給業務終了 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （エ）肉豚生産農家

への種豚の直接供給

業務については、原

則として中止する。 

（エ）雄系品種として利用

されるデュロック種につ

いて、止め雄として利用さ

れる種豚を直接肉豚生産

農家へ供給する業務を平

成２３年度末までに原則

中止する。また、雌系品種

の雄方に利用される大ヨ

ークシャー種についても、

直接肉豚生産農家へ供給

する業務は平成２３年度

末までに原則中止する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
雄系品種として利用される

デュロック種について、止め

雄として利用される種豚等を

直接肉豚生産農家へ供給する

業務を平成 23 年９月末まで

に中止した。また、雌系品種

に利用される大ヨークシャー

種についても、直接肉豚農家

へ供給する業務を平成 23 年

９月末までに中止し、計画ど

おり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、直接肉豚農家へ供給

する業務を平成２３年９月末までに中止

したことから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、直接肉豚農家へ供給

する業務を平成２３年９月末までに中止

したことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４） 鶏 

   ＜以下略＞ 
（４）鶏 
 ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ

評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇鶏 
□全国的な鶏改良の推進     

２／２点（Ｂ） 
□優良種鶏等の生産・供給 

        ２／２点（Ｂ） 
  合   計   ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目である

細項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）で

あるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点×２＝４点 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な鶏改良の推進  ２点（Ｂ） 
□優良種鶏等生産・供給  ２点（Ｂ） 
合 計 点        ４点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目である

細項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）で

あるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点×２＝４点 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な鶏改良の推進  ２点（Ｂ） 
□優良種鶏等生産・供給  ２点（Ｂ） 
合 計 点        ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-ア  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏  ア 全国的な鶏改良の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア 全国的な鶏改

良の推進 
  ＜以下略＞ 

ア 全国的な鶏改良

の推進 
 ＜以下略＞ 

□全国的な鶏改良の推進 
指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は

以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□全国的な鶏改良の推進 
△全国的な国産鶏の改良推進  
              ２／２点（Ｂ） 
△種鶏開発の重点化    

２／２点（Ｂ） 
   合    計    ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 
△全国的な国産鶏の改良推進 

２点（Ｂ） 
△種鶏開発の重点化       ２点（Ｂ） 
合 計 点          ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
 
△全国的な国産鶏の改良推進 

２点（Ｂ） 
△種鶏開発の重点化       ２点（Ｂ） 
合 計 点          ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-ア-（ア）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏  ア 全国的な鶏改良の推進 （ア）全国的な国産鶏の改良推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア） 全国的な

国産鶏の改良推進

を図るため、農林

水産省、都道府県、

関係団体、生産者

及び学識経験者と

の意見・情報交換

において、積極的

に指導的役割を果

たすとともに、都

道府県、関係団体

などとの役割分担

の明確化を図る。  

（ア）全国的な国産鶏の改

良推進を図るため、センタ

ーが農林水産省、都道府県、

関係団体、生産者及び学識

経験者を参集して会議を開

催し、我が国における家畜

改良の方向性に沿ったセン

ターの業務のあり方につい

て意見・情報交換を行い、

業務に反映する。また、農

林水産省、都道府県、関係

団体等が開催する家畜改良

に関する各種会議に積極的

に参画し、技術的助言、連

携協力を行う等指導的な役

割を果たす。 

Ｓ：計画を大きく上回 
り、かつ顕著な成果 
が得られた 

Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  全国的な国産鶏の改良推進を図るた

め、農林水産省、都道府県、関係団体、

生産者及び学識経験者の参画を得て、

「鶏改良推進中央協議会」等を開催し、

我が国における鶏の改良の方向性に沿

ったセンターの業務のあり方について

意見・情報交換を行い、地鶏・銘柄鶏

の生産振興のための多様な品種・系統

を用いた組合せ検定を実施するなどの

業務に反映した。また、関係団体等が

開催する鶏の改良に関する各種会議に

積極的に参画し、鶏改良をめぐる情勢

を説明するなどの技術的助言や鶏改良

に係る連携協力を行う等により指導的

な役割を果たし、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画を踏まえ、農林水産省、都

道府県、関係団体、生産者及び学識経

験者が参画した改良推進会議を開催等

全国的な国産鶏の改良推進に取り組ん

でいることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画を踏まえ、農林水産省、都

道府県、関係団体、生産者及び学識経

験者が参画した改良推進会議を開催等

全国的な国産鶏の改良推進に取り組ん

だことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-ア-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏 ア 全国的な鶏改良の推進 （イ）種鶏開発の重点化 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）在来種などと

の交配に適したセン

ター産種鶏の開発に

重点化した改良を進

めるとともに、産卵

性や増体性の向上も

目指す。 

（イ）在来種等との交配

に適したセンター産種鶏

の開発に取り組み、また、

需要が見込まれない系統

を減らす一方、高い需要

のある系統を増やすこと

により、生体で維持する

系統のうち２系統を縮減

する。この場合、各系統

についてイの取組みによ

り、飼料利用性に留意し

つつ、産卵性や産肉性の

向上に取り組む。 

  
Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
在来種等との交配に適したセ

ンター産種鶏の開発に取り組

み、また、需要が見込まれない

４系統を減らす一方、高い需要

のある２系統を増やすことによ

り、生体で維持する系統のうち

２系統を縮減した。また、各系

統について遺伝的能力評価技

術、遺伝子解析技術等を活用す

るとともに、飼料利用性に留意

しつつ、卵用鶏の産卵性や肉用

鶏の産肉性の向上に取り組み、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、高い需要のある系統

を増やしつつも、生体で維持する系統の

うち２系統を縮減していることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、高い需要のある系統

を増やしつつも、生体で維持する系統の

うち２系統を縮減したこと等から「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-イ  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善  （４）鶏  イ 優良種鶏等の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 優良種鶏などの

生産・供給 
  ＜以下略＞ 

イ 優良種鶏等の

生産・供給 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」

（満点）に対する「各微項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は

以下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□優良種鶏等の生産・供給 
△卵用鶏の産卵性の改良 

     ２／２点（Ｂ） 
△肉用鶏の増体性の改良 

     ３／２点（Ａ） 
△組合せ検定の実施 

             ２／２点（Ｂ） 
   合計    ７／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点） 
 合計点：７点＝２点×２＋３点 
 ７点／６点＝１.１７（１１.７／１０） 
 
△卵用鶏の産卵性の改良   ２点（Ｂ） 
△肉用鶏の増体性の改良     ３点（Ａ） 
△組合せ検定の実施      ２点（Ｂ） 

合 計 点           ７点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点） 
 合計点：７点＝２点×２＋３点 
 ７点／６点＝１.１７（１１.７／１０） 
 
△卵用鶏の産卵性の改良   ２点（Ｂ） 
△肉用鶏の増体性の改良     ３点（Ａ） 
△組合せ検定の実施      ２点（Ｂ） 

合 計 点           ７点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-イ-（ア）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏 イ 優良種鶏等の生産・供給 （ア）卵用鶏の産卵性の改良 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア）卵用鶏の産卵

性を改良する。特に、

主要白玉系統につい

て、センター産種鶏

の後期産卵率の育種

価を概ね５ポイント

改善する。また、主

要赤玉系統について

は、肉斑の発生率の

低減などの卵質を改

善する。 

（ア）卵用鶏の産卵性を改良す

る。特に、主要白玉系統である

白色レグホーン種について、１

年１サイクルの世代更新により

系統造成を行うとともに、長期

検定手法（検定期間２５～５９

週齢時まで）を活用することに

より、センター産種鶏の後期産

卵率（４４～５９週齢時の産卵

率）の育種価を概ね５ポイント

改善する。また、主要赤玉系統

であるロードアイランドレッド

種について、遺伝子解析技術を

活用し、肉斑の発生率の低減の

ための選抜を毎年行う。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
卵用鶏のうち主要白玉系統であ

る白色レグホーン種について、１

年１サイクルの世代更新により系

統造成を行うとともに、長期検定

手法（検定期間 25～59 週齢時ま

で）を活用することにより、セン

ター産種鶏の後期産卵率（44～59
週齢時の産卵率）の育種価を 5.8
ポイント改善した。また、主要赤

玉系統であるロードアイランドレ

ッド種について、遺伝子解析技術

を活用し、肉斑の発生率の低減の

ための選抜を毎年行い、計画どお

り実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  中期計画どおり、後期産卵率の改

善に取り組み、相応の成果も得ている

ことから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  中期計画どおり、後期産卵率の改

善に取り組み、相応の成果も得ている

ことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-イ-（イ）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏  イ 優良種鶏等の生産・供給  （イ）肉用鶏の増体性の改良 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
一次選抜時 
体重の育種価 

平成 27 年度産鶏にお

いて平成 22 年産鶏に

比して 150ｇ改善 

      予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

  経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 白色コーニ 
ｯシュ種 

同 上 ７５ｇ程度 １４６ｇ 
程度 

２３２ｇ 
程度 

２８５ｇ 
程度 

３０４ｇ

程度 
 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

赤色コーニ 
ｯシュ種 

  同 上 ６０ｇ程度 １３９ｇ 
程度 

２２３ｇ 
程度 

２９２ｇ 
程度 

３３４ｇ

程度 
従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）肉用鶏の増

体性を改良する。

特に、雄として利

用される主要系

統について、一次

選抜時体重の育

種価を概ね１５

０ｇ改善する。ま

た、遺伝子解析技

術を活用して、羽

色の固定化に取

り組む。 

（イ）肉用鶏の増体性

を改良する。特に、雄

として利用される主要

系統である白色コーニ

ッシュ種について、６

週齢の一次選抜時にお

けるデータを収集し、

遺伝的能力評価による

精度の高い選抜手法の

活用により、一次選抜

時体重の育種価を概ね

１５０ｇ改善する 
＜以下略＞。    

指標＝一次選抜時体重の育種価 
Ｓ：計画の１２０％以上であり、

かつ、特に優れた成果が認めら

れる。 
Ａ：計画の１２０％以上 
Ｂ：計画の１００％以上、１２

０％未満 
Ｃ：計画の８０％以上、１００％

未満 
Ｄ：計画の８０％未満、又は業務

運営の改善等必要な措置が必

要と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
  雄として利用される肉用鶏

の主要系統である白色コーニ

ッシュ種について、６週齢の一

次選抜時におけるデータを収

集し、遺伝的能力評価による精

度の高い選抜手法の活用によ

り、一次選抜時体重の育種価を

304ｇ改善するなど計画を大き

く上回った。 
  また、雌として利用される主

要系統について、遺伝子解析技

術を活用して、羽色の固定（白

色プリマスロック種について

他の品種を交配した際にひな

の羽色が必ず交配した他の品

種と同じ羽色となること）のた

めの選抜を行い羽色を固定し、

計画を大きく上回った。 

 
Ａ 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 様々な技術的課題が発生する肉用鶏の

増体性の改良において当初計画の目標値

の２倍近い育種価の改善がみられたこと

から「Ａ」評定とした。 
 
＜その他事項＞ 
 目標値に対す達成度合いが 120%以上

と思われる「泌乳能力に優れる改良用雌牛

の作出」などを「Ｂ」と自己評価している

が、メリハリを付けて評価すべき。（有識

者会議委員意見） 

＜評定に至った理由＞ 
 育成段階の発育不全、脚弱の発生等の

様々な技術的課題が発生する肉用鶏の増

体性の改良において、選抜圧の強化、飼

養環境の改善、飼養技術の高度化等を行

うことにより、当初計画の目標値の２倍

近い育種価の改善がみられたことから

「Ａ」評定とした。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（４）-イ-（ウ）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （４）鶏  イ 優良種鶏等の生産・供給 （ウ）組合せ検定の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、鶏の改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ウ） 多様な品

種・系統を用いた組

合せ評価を行い、地

鶏・銘柄鶏の生産に

対する支援を行う。 

（ウ）地鶏・銘柄鶏の生産を

支援するため、多様な品種・

系統を用いた組合せ検定に

ついて、平成２４年度末まで

に組合せ検定の実施のため

の条件を整備し、及び都道府

県・民間の在来種の組合せに

関するニーズを踏まえ、平成

２５年度からセンターが保

有する概ね９系統の在来種

等を利用して組合せ検定を

行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
地鶏・銘柄鶏の生産を支援する

ため、多様な品種・系統を用いた

組合せ検定について、平成 24 年度

末までに組合せ検定の実施のため

の条件を整備し、及び都道府県・

民間の在来種の組合せに関するニ

ーズを踏まえ、平成 25 年度からセ

ンターが保有する 11 系統の在来

種等を利用して 10 組の組合せ検

定を行い、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、在来種等を利用した

組合せ検定を実施していることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、在来種等を利用した

組合せ検定を実施したことから「Ｂ」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５） 馬 

 ＜以下略＞ 
（５）馬 
 ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇馬 
□全国的な馬改良の推進     

２／２点（Ｂ） 
□能力評価の実施     

２／２点（Ｂ） 
□優良種馬の生産・供給 
           ２／２点（Ｂ） 
合    計    ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×３＝６点 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な馬改良の推進  ２点(Ｂ) 
□能力評価の実施      ２点(Ｂ) 

 □優良種馬の生産・供給  ２点(Ｂ) 
合 計 点          ６点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
 満 点：６点(細項目３×２点) 
 合計点：２点×３＝６点 
 ６点／６点＝１.０（１０／１０） 
  
□全国的な馬改良の推進  ２点(Ｂ) 
□能力評価の実施      ２点(Ｂ) 

 □優良種馬の生産・供給  ２点(Ｂ) 
合 計 点          ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-ア  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  ア 全国的な馬改良の推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア 全国的な馬改

良の推進 
  ＜以下略＞ 

ア 全国的な馬改良の

推進 
 ＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□全国的な馬改良の推進 
△全国的な馬の改良推進  

  ２／２点（Ｂ）

△農用馬の飼養管理技術  
及び繁殖技術の向上 

              ２／２点（Ｂ） 
    合 計   ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
△全国的な馬改良の推進    ２点（Ｂ） 
△農用馬の飼養管理技術及び繁殖技術の

控除            ２点（Ｂ） 
合 計 点          ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である微項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
△全国的な馬改良の推進    ２点（Ｂ） 
△農用馬の飼養管理技術及び繁殖技術の

控除            ２点（Ｂ） 
合 計 点          ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-ア-（ア）  第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  ア 全国的な馬改良の推進 （ア）全国的な馬の改良推進 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア） 全国的

な馬の改良推進

を図るため、農

林水産省、都道

府県、関係団体、

生産者及び学識

経 験 者 と の 意

見・情報交換に

おいて、積極的

に指導的役割を

果 た す と と も

に、都道府県、

関係団体などと

の役割分担の明

確化を図る。 

（ア）全国的な馬の改良推進

を図るため、センターが農林

水産省、都道府県、関係団体、

生産者及び学識経験者を参

集して会議を開催し、我が国

における家畜改良の方向性

に沿ったセンターの業務の

あり方について意見・情報交

換を行い、業務に反映する。

また、農林水産省、都道府県、

関係団体等が開催する家畜

改良に関する各種会議に積

極的に参画し、技術的助言、

連携協力を行う等指導的な

役割を果たす。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
  全国的な馬の改良推進を図るため、農林

水産省、都道府県、関係団体、生産者及び

学識経験者の参画を得て、「農用馬の改良

推進に関する会議」を開催し、我が国にお

ける馬の改良の方向性に沿ったセンター

の業務のあり方について意見・情報交換を

行い、運動能力や産肉能力の向上などのニ

ーズを踏まえ、種畜の作出や供給などの業

務に反映した。また、関係団体が開催する

馬の改良に関する各種会議に積極的に参

画し、馬改良をめぐる情勢を説明するなど

の技術的助言や種畜供給に係る連携協力

を行う等により指導的な役割を果たし、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、全国的な馬の改良

推進に取り組んでいることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、全国的な馬の改良

推進に取り組んだことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-ア-（イ）  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  ア 全国的な馬改良の推進 （イ）農用馬の飼養管理技術及び繁殖技術の向上 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ）飼養管理・繁殖

技術の向上を図るとと

もに、当該技術の民間

への普及に努める。ま

た、優良種雄馬の広域

利用と改良の推進のた

め、人工授精の普及を

図る。 

（イ）発育ステージに応じ

た飼料設計や繁殖性の制御

に関係する飼養管理技術及

び家畜人工授精を含む繁殖

技術の向上を図るととも

に、研修会を開催する等に

より当該技術の民間への普

及を図る。また、優良種雄

馬の広域利用と改良の推進

のため、家畜改良増殖法に

基づく家畜人工授精師免許

（馬）取得のための講習会

及び家畜人工授精師等を対

象に家畜人工授精技術等の

技術講習を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
農用馬について、発育ステージに

応じた飼料設計や繁殖性の制御に関

係する飼養管理技術及び家畜人工授

精を含む繁殖技術の向上を図るとと

もに、研修会を開催する等により当

該技術の民間への普及を図った。ま

た、優良種雄馬の広域利用と改良の

推進のため、家畜改良増殖法に基づ

く家畜人工授精師免許（馬）取得の

ための講習会を開催し、21 名の家畜

人工授精師を養成するとともに、家

畜人工授精師等を対象に家畜人工授

精技術に関する講習会を行い、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、農用馬の飼養管

理技術及び繁殖技術の向上とその普

及に取り組んでいることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、農用馬の飼養管

理技術及び繁殖技術の向上とその普

及に取り組んだことから「Ｂ」評定

とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-イ  第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  イ 能力評価の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ④ 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 能力評価の実施 

 馬の発育や繁殖性

の向上を進めるとと

もに、農用馬につい

て、体型やけん引力

などを用いた能力評

価方法の開発に努め

る。 

イ 能力評価の実施 
  馬の発育や繁殖

性を向上させるた

め、農用馬について、

発育値や受胎率デー

タを収集する。また、

関係機関と連携し、

体型（体高、胸囲等）

やけん引力等を用い

た能力評価方法の開

発に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
馬の発育や繁殖性を向上さ

せるため、農用馬について、

発育値や受胎率データを収集

し、また、関係機関と連携し、

体型（体高、胸囲等）やけん

引力等を用いた能力評価方法

を開発し、計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、能力評価方法に開発に取り

組んでいることから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 当歳から２歳まで延べ 428 頭の農用馬の発

育成績を収集するとともに、種雄馬８頭につ

いて、精液配布先の受胎率データを収集し取

りまとめ、発育や繁殖能力に関する選抜基準

を定めた。 
・ 関係機関と連携し、体型（体高、胸囲等）

やけん引力等を用いた、運動能力や産肉能力

向上のための能力評価方法を開発した。ま

た、平成 26 年度にこの方法を用い、種雄馬

42 頭のうち 32 頭、雌馬 140 頭のうち 134 頭

を選抜した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、能力評価方法に開発したこ

とから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 当歳から２歳まで延べ 531 頭の農用馬の発

育成績を収集するとともに、種雄馬８頭につ

いて、精液配布先の受胎率データを収集し取

りまとめ、発育や繁殖能力に関する選抜基準

を定めた。 
・ 関係機関と連携し、体型（体高、胸囲等）

やけん引力等を用いた、運動能力などの向上

のための能力評価方法を開発した。また、こ

の方法を用い、平成 26 年度に種雄馬４２頭

のうち 32 頭、雌馬 140 頭のうち 134 頭を、

平成 27 年度に種雄馬 44 頭のうち 25 頭、雌

馬 60 頭のうち 57 頭を選抜した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-ウ 第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  ウ 優良種馬の生産・供給  
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ウ 優良種馬の

生産・供給 
＜以下略＞ 
 

ウ 優良種馬の

生産・供給 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□優良種馬の生産・供給 
△純粋種農用馬の生産・供給 

       ２／２点（Ｂ） 
△日本在来馬の保存支援 
             ２／２点（Ｂ） 
   合 計     ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である微項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
△純粋種農用馬の生産・供給 

２点（Ｂ） 
△日本在来馬の保存支援 ２点（Ｂ） 
合 計 点        ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である微項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜

１２／１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
△純粋種農用馬の生産・供給 

２点（Ｂ） 
△日本在来馬の保存支援 ２点（Ｂ） 
合 計 点        ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-ウ-（ア） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  ウ 優良種馬の生産・供給 （ア）純粋種農用馬の生産・供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ④ 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （ア） 純粋種農用

馬（ブルトン種・ペ

ルシュロン種）など

については、繁殖能

力の向上を図るとと

もに、品種の特性に

応じた体型となるよ

う選抜を行い、種畜

などの生産・供給を

行う。 

（ア）純粋種農用馬

（ブルトン種・ペル

シュロン種）等につ

いては、受胎率やほ

育能力等の繁殖能力

の向上を図るととも

に、体型データを収

集し、これら形質に

優れたものを選抜す

る。これらにより、

品種の特性に優れた

種畜等の生産・供給

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
純粋種農用馬（ブルトン種・ペ

ルシュロン種）等について、受胎

率やほ育能力等の繁殖能力の向上

を図るとともに、体型データを収

集し、これらの形質が優れたもの

を選抜した。これらにより、品種

の特性に優れた種畜等の生産・供

給を行い、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
 これまでの実績から中期計画どおり、

品種の特性に優れた純粋種農用種馬等の

生産・供給を行っていることから「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 当歳から２歳まで延べ４２８頭の農

用馬の発育成績（体重、体高、尻高、

体長、胸深、胸幅、腰幅、尻幅、尻長、

胸囲及び管囲の計１１形質）を収集し、

取りまとめた。 
・ これらを踏まえ、平成２６年度まで

に生産し選抜した種雄馬を２３頭、雌

馬を４７頭供給した。 

中期計画どおり、品種の特性に優れた

純粋種農用種馬等の生産・供給を行った

ことから「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 当歳から２歳まで延べ５３１８頭の

農用馬の発育成績（体重、体高、尻高、

体長、胸深、胸幅、腰幅、尻幅、尻長、

胸囲及び管囲の計１１形質）を収集し、

取りまとめた。 
・ これらを踏まえ、平成２７年度まで

に生産し選抜した種雄馬を２６頭、雌

馬を５９頭供給した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（５）-ウ-（イ） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （５）馬  ウ 優良種馬の生産・供給 （イ）日本在来馬の保存支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （イ） 日本在来馬

については、ジーン

バンクとしての取組

のほか、関係機関・

団体などと協力し

て、地域における保

存・繁殖などの取組

を支援する。 

（イ）民間等が行う

日本在来馬の保存を

支援するため、ジー

ンバンクとしての取

組のほか、関係機

関・団体等と協力し

て、地域における保

存・繁殖、技術情報

の提供、技術指導等

に積極的に取り組

む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
民間等が行う日本在来馬の

保存を支援するため、ジーンバ

ンクとして生体や凍結精液に

よる保存に取り組むとともに、

関係機関・団体等と協力して、

地域における在来馬の保存会

に対し、凍結精液の生産・保存

や繁殖に有用な技術指導等に

積極的に取り組み、計画どおり

実施した。 

＜自己評価＞ 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり、

在来馬の保存会に対し、凍結精液の生

産・保存や繁殖に有用な技術指導等に積

極的に取り組んでいることから「Ｂ」評

定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、在来馬の保存会に対

し、凍結精液の生産・保存や繁殖に有用

な技術指導等に積極的に取り組んだこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（６） 第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （６）めん羊・山羊 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （６）めん羊・山羊。 

 ＜以下略＞ 
（６）めん羊・山羊 
 ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 
８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇めん羊・山羊  
□民間等への技術支援等 
        ２／２点（Ｂ） 
□繁殖技術及び飼養管理 

技術の向上 
            ２／２点（Ｂ） 
合  計    ４／４点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である

細項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）で
あるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点×２＝４点 
 ４点／４点＝１.０＝１０／１０ 
  
□民間等への技術支援等  ２点（Ｂ） 
□繁殖技術及び飼養管理技術の向上          

２点（Ｂ） 
合 計 点         ４点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、下位の評価項目である

細項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点×２＝４点 
 ４点／４点＝１.０＝１０／１０ 
  
□民間等への技術支援等  ２点（Ｂ） 
□繁殖技術及び飼養管理技術の向上          

２点（Ｂ） 
合 計 点         ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（６）-ア 第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （６）めん羊・山羊 ア 民間等への技術支援等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号、第２号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア 民間などによる

育種改良を支援する

ため、意見・情報交

換を積極的に行うと

ともに、必要に応じ

て技術的支援及び家

畜などの育種改良素

材の提供を行う。 

ア 民間等への技術支援

のため、毎年１回以上、

協議会を通じ、飼養管理

技術や近親交配を避ける

ための種畜入手等に関し

て、関係機関、生産者等

との意見・情報交換を実

施するとともに、必要に

応じて技術指導等の技術

的支援及び家畜等の育種

改良素材の提供を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
民間等への技術支援のため、

毎年１回以上、協議会を通じ、

飼養管理技術や近親交配を避

けるための種畜入手等に関し

て、関係機関、生産者等との意

見・情報交換を実施するととも

に、必要に応じて技術指導等の

技術的支援及び家畜等の育種

改良素材の提供を行い、計画ど

おり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から中期計画どおり、

技術的支援及び育種改良素材の提供が実

施されていることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ めん羊及び山羊について、それぞれ

平成２４年度及び平成２５年度に海外

から育種素材を導入した。 
・ めん羊について、種畜を生産・供給

している民間事業者からの要望に応じ

て、育種改良素材として、生体３頭（雄

３頭）及び精液７３本を提供した。ま

た、山羊について、同様に、育種改良

素材として、生体９０頭（雄３１頭及

び雌５９頭）及び精液４１５本を提供

した。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり、技術的支援及び育種

改良素材の提供が実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ めん羊及び山羊について、それぞれ

平成２４年度及び平成２５年度に海外

から育種素材を導入した。 
・ めん羊について、種畜を生産・供給

している民間事業者からの要望に応じ

て、育種改良素材として、生体１６頭

（雄１０頭、雌６頭）及び精液９７本

を提供した。また、山羊について、同

様に、育種改良素材として、生体１３

４頭（雄４７頭及び雌８７頭）及び精

液７６３本を提供した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（６）-イ 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （６）めん羊・山羊 イ 繁殖技術及び飼養管理技術の向上 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 家畜人工授精な

どの繁殖技術及び飼

養管理技術の向上を

図るとともに、これ

らの技術の民間での

普及に努める。 

イ 家畜改良増殖法

に基づく家畜人工授

精師免許（めん羊又

は山羊）の講習会を

行う。 
 また、家畜人工授

精師等を対象に家畜

人工授精技術研修会

等を行う。さらに、

センター職員が生産

現地に出向き家畜人

工授精等の技術講習

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜改良増殖法に基づく家畜

人工授精師免許（めん羊又は山

羊）取得のための講習会を行っ

た。また、家畜人工授精師等を

対象に、家畜人工授精技術研修

会等を行うとともに、センター

職員が生産現地に出向き家畜人

工授精等の技術講習を行い、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり、講

習会等が実施されていることから「Ｂ」評

定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 家畜人工授精師等を対象にめん羊及び

山羊の人工授精技術や飼養管理技術に

関する研修会を毎年１回以上開催した。 
・ めん羊及び山羊について、毎年８０名

程度の研修生を受け入れるとともに、生

産現地に出向き人工授精技術、飼養管理

技術等に関する技術講習を行った。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、講習会等が実施された

ことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 家畜人工授精師等を対象にめん羊及び

山羊の人工授精技術や飼養管理技術に

関する研修会を毎年１回以上開催した。 
・ めん羊及び山羊について、毎年８０名

程度の研修生を受け入れるとともに、生

産現地に出向き人工授精技術、飼養管理

技術等に関する技術講習を行った。 

 
４．その他参考情報 
 
 

 
  



135 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（７） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （７）家畜の飼養管理の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ⑤ 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （７）家畜の飼養

管理の改善 
  ＜以下略＞ 

（７）家畜の飼養管理

の改善 
＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇家畜の飼養管理の改善 
□損耗率の低減、受胎率や 
育成率の向上    

 ２／２点（Ｂ） 
□生産コスト縮減   

２／２点（Ｂ） 
   合 計     ４／４点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点× 8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 

 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点×２＝４点 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
  
□損耗率の低減、受胎率・育成の向上                 

２点（Ｂ） 
□生産コストの縮減   ２点（Ｂ） 
合 計 点         ４点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 

 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点×２＝４点 
 ４点／４点＝１.０（１０／１０） 
  
□損耗率の低減、受胎率・育成の向上                 

２点（Ｂ） 
□生産コストの縮減   ２点（Ｂ） 
合 計 点         ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（７）-ア 第２ 業務の質の向上  １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （７）家畜の飼養管理の改善  ア 損耗率の低減、受胎率・育成率の向上 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ⑥ 要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア 長期的にひっ迫

基調の穀物需給にも

対応し得るよう、家

畜の飼料利用性の改

善に取り組むのみな

らず、改良された家

畜の能力が十分発揮

されるよう、飼養管

理の改善による家畜

の損耗率の低減や、

受胎率、育成率など

の向上に取り組む。 

ア 長期的にひっ迫基調

の穀物需給にも対応し得

るよう、家畜の飼料利用性

の改善に取り組むのみな

らず、改良された家畜の能

力が十分発揮されるよう、

飼養管理の改善による家

畜の損耗率の低減、受胎率

や育成率等の向上につい

て、各牧場において目標を

設定し、取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜の成長に合わせた

群管理等による飼料利用

性の改善の他、改良された

家畜の能力を十分に発揮

するため、家畜の損耗率の

低減、受胎率や育成率等の

向上について、衛生管理の

徹底、飼養管理の改善、職

員の技術向上等により、各

牧場が設定した目標を達

成した。 

 
Ｂ  

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画を踏まえ、各牧場において、

受胎率等の目標を設定とその達成に取り

組んでいることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画を踏まえ、各牧場において、

受胎率等の目標を達成したことから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（７）-イ 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （７）家畜の飼養管理の改善 イ 生産コスト縮減 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己 
評価 

（見込評価） （期間実績評価） 

 イ 種畜の生産

コストを縮減す

るため、コスト

の把握に努めつ

つ、引き続き家

畜の飼養管理の

効率化や省力化

に努める。 

イ 種畜の生産コス

トの縮減を図るた

め、経年比較ができ

るコスト試算を行

い、家畜の飼養管理

の効率化や省力化を

図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
種畜の生産コスト

の把握・分析による経

費節減を図るため、種

畜の生産コスト試算

を実施し、家畜の飼養

管理の効率化や省力

化を行った。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、種畜の生産コスト

の経年比較を通じて、飼養管理の効率

化や省力化に取り組んでいることか

ら「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 種畜の生産コストについて、平成 25 年

度のコストを試算して生産コストの経年

比較を行い、コスト増減の要因分析を行

った。 
・ 前年度（平成 24 年度）と比較すると、

豚（平成 24 年度 168 千円→平成 25 年度

178 千円）及び肉用鶏（同 16 千円→同

16 千円）については前年度を上回ったも

のの、乳用牛（同 2,572 千円→同 2,308
千円）、肉用牛（同 3,291 千円→2,925 千

円）及び卵用鶏（同 22 千円→同 19 千円）

では、前年度より低減した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、種畜の生産コストの経年比較を通じて、飼養

管理の効率化や省力化に取り組んだことから「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 種畜の生産コストについて、各年度のコストを試算して生産コストの

経年比較を行い、コスト増減の要因分析を行った。 
・ 種畜仕向家畜１頭（羽）当たりの生産コストは、畜舎の新設・改修に

よる作業効率の向上、自動給餌機や大型機械の導入等による省力化で、

乳用牛で見ると、物件費を加えた生産コストは平成 15 年度の 4，524
千円から平成 26 度は 2，377 千円と 47％低減した。同様に家畜疾病対

策費の増加や種畜仕向頭数の変動などにより増加するときはあるもの

の、すべての種畜において低減傾向にある。 
・ 前期（平成 22 年度）と比較すると、肉用牛では種畜仕向頭数の減少

から１頭あたりの生産コストが前期を上回った（平成 22 年度 2,548 千

円→平成 26 年度 3，022 千円）ものの、乳用牛（同 3，035 千円→同 2，
377 千円）、豚（同 272 千円→同 240 千円）、肉用鶏（同 21 千円→同 16
千円）及び卵用鶏（23 千円→同 22 千円）では、前期より低減した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（８） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （８）家畜伝染性疾病に対するリスク管理の強化 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （８） 家畜伝染性

疾病などのリスク管

理の強化 
 貴重な育種素材を

家畜伝染性疾病など

により損失しないよ

う、防疫を徹底する。

また、万が一に備え、

複数の牧場で飼養す

るなど、リスクヘッ

ジを行う。 

（８）家畜伝染性疾

病に対するリスク管

理の強化 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０

点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇家畜伝染性疾病に対するリ

スク管理の強化 
□防疫対策の徹底    

２／２点（Ｂ） 
□保有遺伝資源のリスク分散 
               ２／２点（Ｂ） 
 合   計     ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＣ評定の判定基準

内（満点×5/10≦合計点＜満点×8/10）
であるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点＋１点＝３点 
 ３点／４点＝０．７５＝７.５／１０ 
  
□防疫対策の徹底    １点（Ｃ） 
□保有遺伝資源のリスク分散 

  ２点（Ｂ） 
合 計 点         ３点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＣ評定の判定基準

内（満点×5/10≦合計点＜満点×8/10）
であるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点＋１点＝３点 
 ３点／４点＝０．７５＝７.５／１０ 
  
□防疫対策の徹底    １点（Ｃ） 
□保有遺伝資源のリスク分散 

  ２点（Ｂ） 
合 計 点         ３点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（８）-ア 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （８）家畜伝染性疾病に対するリスク管理の強化 ア 防疫対策の徹底 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （８）家畜伝染性

疾病などのリス

ク管理の強化 
 貴重な育種素

材を家畜伝染性

疾病などにより

損失しないよう、

防疫を徹底する。

また、万が一に備

え、複数の牧場で

飼養するなど、リ

スクヘッジを行

う。 

ア 防疫対策を徹

底するため、家畜

伝染性疾病に関す

る定期的な検査を

実施するととも

に、防疫エリアを

明確にし、外部か

ら家畜伝染性疾病

の要因が侵入しな

いよう、徹底的な

衛生措置を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
防疫対策を徹底するため、

毎年度の衛生検査計画に沿っ

て家畜伝染性疾病に関する定

期的かつ継続的な検査を実施

した。防疫エリアについては、

「牧場区域」「飼養管理区域」

「畜舎区域」を明確にし、外

部から家畜伝染性疾病の要因

が侵入しないよう衛生管理を

行った。平成 26 年度にセンタ

ー本所において豚流行性下痢

（PED）が発生したが、速や

かな初動防疫により限定的な

発生に留めた。また、平成 27
年度に新冠牧場においてヨー

ネ病が発生したことから、関

係機関の指導のもと、まん延

防止等の防疫対策の強化を進

めた。 

 
Ｂ 

評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
  PED が発生した以上、「外部から家畜伝染性疾病

が侵入しないよう徹底的な衛生管理が行われた。」

とは言い難いことから「Ｃ」評定とした。 
 
＜今後の課題＞ 
 ＰＥＤの発生を教訓にして、防疫体制のより一層

の強化が必要である。 
 
＜その他事項＞ 
・ センターで「PED」が発生したことに関し、衛

生対策に係る評価に対して「Ｃ」とすることは否

定しないが、「遺伝資源の活用」と「防疫対策の

徹底」では、評価項目の主たる目標が異なること

を考慮し、メリハリを付けた評価をすべき。また、

年度評価のような補足も必要である。 
・ PED に限らず伝染病を他の牧場や豚舎に拡散

させず発生豚舎に局限したことは、獣医学上評価

すべきことである。（有識者会議委員意見） 

＜評定に至った理由＞ 
  PED、ヨーネ病が発生した以上、「外部から家畜

伝染性疾病が侵入しないよう徹底的な衛生管理が

行われた。」とは言い難いことから「Ｃ」評定とし

た。 
 
＜今後の課題＞ 
 家畜伝染性疾病の発生を教訓にして、センター全

体における防疫体制のより一層の強化が必要であ

る。 
＜その他事項＞ 
・ 家畜伝染性疾病の患畜を摘発し、速やかに 淘

汰するなどのまん延防止措置が行われ、外部に拡

大させなかったことは評価に値する。 
・ 十分な衛生対策を実施していても、ＰＥＤ、ヨ

ーネ病の侵入を完全阻止することは難しいが、２

年連続で家畜伝染性疾病が発生したことを受け

て、より一層の防疫措置の強化を図るべき。 
（有識者会議委員意見） 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（８）-イ 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （８）家畜伝染性疾病に対するリスク管理の強化 イ 保有遺伝資源のリスク分散 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （８） 家畜伝染性

疾病などのリスク管

理の強化 
 貴重な育種素材を

家畜伝染性疾病など

により損失しないよ

う、防疫を徹底する。

また、万が一に備え、

複数の牧場で飼養す

るなど、リスクヘッ

ジを行う。 

イ 家畜伝染性疾病の侵

入等により貴重な遺伝資

源を失うことがないよ

う、必要に応じて複数の

牧場での分散飼養を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本的

な改善を求める必要があると

認められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜伝染性疾病の侵入等

により貴重な遺伝資源を失

うことがないよう、各畜種

ごとにリスク分散を図るた

め、計画的に生体等を複数

の牧場を活用して分散させ

て管理し、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画どおり、

保有遺伝資源のリスク分散が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 乳用牛について、２牧場において、

凍結受精卵、凍結精液及び改良用雌牛

群を分散管理した。 
・ 肉用牛について、３牧場において、

多様性の確保に必要な系統に属する凍

結受精卵、凍結精液及び改良用雌牛群

を分散管理した。 
・ 豚について、２牧場において、セン

ターが作出した系統豚を分散管理し

た。 
・ 鶏について、２牧場において、在来

鶏等を分散管理した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、保有遺伝資源のリス

ク分散が実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 
 
＜参考＞ 
・ 乳用牛について、２牧場において、

凍結受精卵、凍結精液及び改良用雌牛

群を分散管理した。 
・ 肉用牛について、３牧場において、

多様性の確保に必要な系統に属する凍

結受精卵、凍結精液及び改良用雌牛群

を分散管理した。 
・ 豚について、２牧場において、セン

ターが作出した系統豚を分散管理し

た。 
・ 鶏について、２牧場において、在来

鶏等を分散管理した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-１-（９） 第２ 業務の質の向上 １ 家畜改良及び飼養管理の改善 （９）家畜の遺伝資源の保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第１号 

家畜改良増殖法第３条の４ 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （９）家畜の遺伝資

源の保存 
 家畜の多様な育種

改良を進める観点か

ら、遺伝資源の収

集・保存を行うとと

もに、関係機関との

連携を図る。 

（９）家畜の遺伝資

源の保存 
 家畜の多様な育種

改良を進める観点か

ら、多様な家畜の遺

伝資源について、独

立行政法人農業生物

資源研究所等の関係

機関と連携を図りな

がら、収集・保存及

び特性調査を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な改

善を求める必要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜の多様な育種改良を

進める観点から、多様な家

畜の遺伝資源について、国

立研究開発法人農業生物資

源研究所と連携を図りなが

ら、ジーンバンクとして収

集・保存及び特性調査を実

施し、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に則し

た家畜の遺伝資源の収集・保存が実施さ

れると見込まれるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則した家畜の遺伝資源の収

集・保存が実施されたため「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２ 第２ 業務の質の向上 ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

（うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 飼料作物の

増殖に必要な種

苗の生産・供給 
 ＜以下略＞ 

第２－２ 飼料

作物の増殖に必

要な種苗の生

産・供給 
 ＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評

価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○飼料作物の増殖に必要な種苗の生産・供給 
◇国内育成品種の種苗増殖       ２／２点（Ｂ） 
◇生産量の向上                  ３／２点（Ａ） 
◇飼料用稲種子の安定供給確保    ２／２点（Ｂ） 
◇地域適応性等の検定試験の実施 ２／２点（Ｂ） 
◇奨励品種選定試験結果等の情報提供 

２／２点（Ｂ） 
◇飼料作物の遺伝資源の保存      ２／２点（Ｂ） 

合   計           １３／１２点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である小項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 
１２／１０）であったため。 
 
 満 点：１２点（小項目６×２点） 
 合計点：１２点＝２点×６ 
 １２点／１２点＝１．０（１０／１０） 
 
◇国内育成品種の種苗増殖  ２点（Ｂ） 
◇生産量の向上       ２点（Ｂ） 
◇飼料用種子の安定供給確保 ２点（Ｂ） 
◇地域適応性等の検定試験  ２点（Ｂ） 
◇奨励品種の選定試験の結果等の情報提

供                      ２点（Ｂ）                 
◇飼料作物の遺伝資源の保存 ２点（Ｂ） 
合 計 点         １２点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評

価項目である小項目の合計点がＢ評定の

判定基準内（満点×８／１０≦合計点＜ 
１２／１０）であったため。 
 
 満 点：１２点（小項目６×２点） 
 合計点：１３点＝２点×５＋３点×１ 
 １３点／１２点＝１．０８（10.8／10） 
 
◇国内育成品種の種苗増殖  ２点（Ｂ） 
◇生産量の向上       ３点（Ａ） 
◇飼料用種子の安定供給確保 ２点（Ｂ） 
◇地域適応性等の検定試験  ２点（Ｂ） 
◇奨励品種の選定試験の結果等の情報提

供                      ２点（Ｂ）                 
◇飼料作物の遺伝資源の保存 ２点（Ｂ） 

合 計 点         １２点 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２-（１） 第２ 業務の質の向上 ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 （１）国内育成品種の種苗増殖 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）飼料作物種苗

の生産・供給 
 我が国の風土に適

した国内育成品種の

定着を更に進める必

要があるため、新品

種・系統などについ

て、ＯＥＣＤ（経済

協力開発機構）品種

証明制度に基づく要

件に適合した種苗の

増殖を図る。 
＜以下略＞ 

（１）国内育成品種

の種苗増殖について

は、ＯＥＣＤ（経済

協力開発機構）品種

証明制度等に基づく

要件に適合した生産

管理の下で、新品

種・系統及び需要の

高い品種・系統に重

点化した増殖を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な改

善を求める必要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
国内育成品種の種苗増殖に

ついて、OECD（経済協力開

発機構）品種証明制度等に基

づく要件に適合した生産管理

の下で、新品種・系統及び需

要の高い品種・系統に重点化

した増殖を行い、計画どおり

実施した。 

 
 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
これまでの実績から中期計画に則した、

飼料用作物の国内育成品種の種苗増殖が

実現できる見込みであることから、「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 国内育成品種の種苗増殖について、Ｏ

ＥＣＤ（経済協力開発機構）品種証明制

度等に基づく要件（前作、隔離、採種年

限等）に適合した生産管理の下で増殖を

行った。 
・ 増殖対象品種・系統を見直し、今中期

目標期間中に１０品種・系統を追加及び

削除し、新品種・系統及び需要の高い品

種・系統に重点化し、毎年概ね１００品

種・系統を維持した。 

中期計画に則した、飼料用作物の国内育

成品種の種苗増殖を行ったことから、「Ｂ」

評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 国内育成品種の種苗増殖について、Ｏ

ＥＣＤ（経済協力開発機構）品種証明制

度等に基づく要件（前作、隔離、採種年

限等）に適合した生産管理の下で増殖を

行った。 
・ 増殖対象品種・系統を見直し、今中期

目標期間中に１２品種・系統を追加及び

削除し、新品種・系統及び需要の高い品

種・系統に重点化し、毎年概ね１００品

種・系統を維持した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２-（２） 第２ 業務の質の向上 ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 （２）生産量の向上 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
単位面積当

たり種子生

産量 

従来方法比

５％向上 
 － 従来方法比

９％向上 
従来方法比

15％向上 
従来方法比

16％向上 
従来方法比

23％向上 
 
(注) 
ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗ

ｽ、ｵｰﾁｬｰﾄﾞｸﾞ

ﾗｽ、えん麦の

平均 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）飼料作物種苗の生産・供給 

 我が国の風土に適した国内育成品

種の定着を更に進める必要があるた

め、新品種・系統などについて、ＯＥ

ＣＤ（経済協力開発機構）品種証明制

度に基づく要件に適合した種苗の増

殖を図る。 
 また、国内育成品種の種苗増殖にお

いて、ほ場の生産性と精選技術の改善

などにより、単位面積当たりの生産量

を５％向上させる。 

（２）国内育成品種

の種苗増殖におい

て、単位面積当たり

の生産量を中期目標

期間中に５％向上さ

せるため、主要草種

の栽培管理及び精選

技術等の改善手法を

検討し、実用性の高

いと判断された手法

に取り組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  国内育成品種の種苗増殖

における単位面積当たりの

生産量を５％向上させるた

め、主要草種の栽培管理及

び精選技術等の改善手法を

取りまとめてマニュアル化

し、改善された栽培管理技

術等により生産量を６草種

の平均で１６％向上させ、

計画を大きく上回った。 

 
Ａ 

評定 Ｂ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画ど

おり主要草種の栽培管理及び精選技

術等の改善手法に取り組み、生産量

５％向上を達成していることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
天候などの環境要因の影響を受け

やすい種子生産について、栽培管理

及び精選技術等の改善により、目標

を大きく上回る生産量を安定的に向

上させる手法を取りまとめてマニュ

アル化したことから「Ａ」評定とし

た。 
 
 
＜その他＞ 
 生産量を向上させる改善手法を取

りまとめ、マニュアル化したことは

評価すべき。 
（有識者会議委員意見） 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２-（３） 第２ 業務の質の向上 ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 （３）飼料用稲種子の安定供給確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）飼料作物種苗の生産・供給 

 我が国の風土に適した国内育成品種の定着

を更に進める必要があるため、新品種・系統な

どについて、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）品

種証明制度に基づく要件に適合した種苗の増

殖を図る。 
 また、国内育成品種の種苗増殖において、ほ

場の生産性と精選技術の改善などにより、単位

面積当たりの生産量を５％向上させる。 
 飼料用稲種子については、都道府県による生

産供給を補完し、全国における種子の安定供給

を確保するため、関係機関と連携しつつ生産を

行う。 

（３）飼料用稲種子につ

いては、全国における種

子の安定供給を確保する

ため、国をはじめとする

関係機関との連携を密に

し、種子の生産及び需要

等の状況を把握し、都道

府県による生産供給を補

完する必要のある品種に

ついて、需要に応じた生

産を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
飼料用稲種子につい

て、国をはじめとする

関係機関との連携を密

にし、都道府県による

生産供給を補完する必

要のあった飼料用専用

品種について需要に応

じた生産を行い、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から中期計画ど

おり、飼料用稲種子の安定供給が

見込まれることから「Ｂ」評定と

した。 
 
＜参考＞ 
・ 飼料用稲の普及を図るため、

都道府県による生産供給を補完

する必要のあった飼料用専用品

種について、需要に応じて今中

期目標期間中（平成 26 年度末

まで）に延べ 30 品種 222.4 ト

ンの生産を行った。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり、飼料用稲種子

の安定供給が行われたことから

「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 飼料用稲の普及を図るため、

都道府県による生産供給を補完

する必要のあった飼料用専用品

種について、需要に応じて今中

期目標期間中に延べ 29 品種

233.8 トンの生産を行った。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２-（４） 第２ 業務の質の向上 ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 （４）地域適応性等の検定試験の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
地域適応性等

の検定試験を

実施する飼料

作物の系統数 

 
 
６０系統 
程度 

  
 
７９系統 

 
 
７６系統 

 
 
６６系統 

 
 
７２系統 

 
 
７５系統 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）飼料作物優良

品種の普及支援 
 地域に適した飼料

作物優良品種の育

成・普及に資するた

め、積極的に地域適

応性などの検定試験

を実施する。また、

奨励品種選定試験結

果データベースの更

新などによる情報提

供や実証展示ほの設

置などを行う。 

（４）地域に適

した飼料作物優

良品種の育成・

普及に資するた

め、飼料作物の

育成機関等との

調整を行い、最

大受け入れ可能

な毎年概ね６０

系統の地域適応

性等の検定試験

を積極的に実施

する。 

指標＝試験系統数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が 

１１０％以上であり、かつ特に優れた成果

が認められた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１１０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が９０％以上 
１１０％未満 

Ｃ：目標値に対する達成割合が７０％以上 
９０％未満 

Ｄ：目標値に対する達成割合が７０％未満、

又は業務運営の改善その他必要な措置を

命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
飼料作物の育成機

関等との調整を行い、

業務の効率化を図り

つつ毎年度 60 系統以

上の地域適応性等の

検定試験を積極的に

実施し、計画どおり実

施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの実績から、中期計画どおりの

検定試験が実施されると見込まれること

から「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  中期計画どおりの検定試験が実施され

たことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２-（５） 第２ 業務の質の向上  ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 （５）奨励品種選定試験結果等の情報提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）飼料作物優良

品種の普及支援 
 地域に適した飼料

作物優良品種の育

成・普及に資するた

め、積極的に地域適

応性などの検定試験

を実施する。また、

奨励品種選定試験結

果データベースの更

新などによる情報提

供や実証展示ほの設

置などを行う。 

（５）都道府県の協

力を得て、毎年、奨

励品種選定試験結果

等のデータを入手

し、データの確認、

整理等を行い、デー

タベースを更新して

情報提供を行う。ま

た、育成機関等と連

携して、実証展示ほ

の設置又は設置への

協力を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
都道府県の協力を得て、

毎年、奨励品種選定試験結

果等のデータを入手し、デ

ータの確認、整理等を行い

データベースを更新して

情報提供を行った。また、

育成機関等と連携して、実

証展示ほの設置又は設置

への協力を行い、計画どお

り実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画どおり情

報提供等が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 今中期目標期間中(平成２６年度末ま

で）に延べ９１５品種のデータベースを

更新して情報提供を行った。 
・ 中期目標期間中（平成２６年度末まで）

に延べ９３カ所の実証展示ほの設置又は

設置への協力を行うとともに、品種利用

者への栽培技術の現地指導等を行った。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり情報提供等が実施された

ことから「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 今中期目標期間中に延べ 1,121 品種の

データベースを更新して情報提供を行っ

た。 
・ 中期目標期間中に延べ 152 カ所の実証

展示ほの設置又は設置への協力を行うと

ともに、品種利用者への栽培技術の現地

指導等を行った。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-２-（６） 第２ 業務の質の向上 ２ 飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び供給 （６）飼料作物の遺伝資源の保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るた

めの基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１５５ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
 

X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

          予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）飼料作物の遺

伝資源の保存 
 様々なニーズに対

応可能な飼料作物の

品種開発を進める観

点から、飼料作物の

遺伝資源について、

関係機関とも連携し

つつ、栄養体保存な

どを行う。 

（６）様々なニーズに対応

可能な飼料作物の品種開

発を進める観点から、多様

な飼料作物の遺伝資源に

ついて、独立行政法人農業

生物資源研究所等の関係

機関と連携を図りながら、

地域性を考慮し、関係牧場

で分担して栄養体保存等

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著

な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善を

要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

を求める必要があると認められ

る 

＜主要な業務実績＞ 
多様な飼料作物の遺伝

資源について、国立研究開

発法人農業生物資源研究

所の調整の下で、地域性を

考慮し、関係牧場で分担し

て栄養体保存等を行い、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、多様な飼料作物の

遺伝資源の保存が実施されると見込ま

れることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
飼料作物の遺伝資源について、独立

行政法人農業生物資源研究所等の関係

機関と連携を図りながら、地域性を考

慮し、十勝、長野、熊本及び宮崎の各

牧場で分担して今中期目標期間を通じ

て、栄養体保存を 420 系統以上、種子

再増殖を 130 系統、特性調査を 130 系

統それぞれ行った。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、多様な飼料作物の

遺伝資源の保存が実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
飼料作物の遺伝資源について、独立

行政法人農業生物資源研究所等との関

係機関と連携を図りながら、地域性を

考慮し、十勝、長野、熊本及び宮崎の

各牧場で分担して今中期目標期間を通

じて、栄養体保存を 420 系統以上、種

子再増殖を 130 系統、特性調査を 130
系統それぞれ行った。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３ 第２ 業務の質の向上 ３ 飼料作物の種苗の検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るた

めの基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 飼料作物の

種苗の検査 
 ＜以下略＞ 
  
 

第２－３ 飼料作

物の種苗の検査 
 ＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○飼料作物の種苗の検査 
◇ＯＥＣＤ品種証明制度等 
に基づく検査及び証明   ２／２点（Ｂ） 
◇ＩＳＴＡ（国際種子検査協会） 
認定の維持           ２／２点（Ｂ） 

        合 計    ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下

位の評価項目である小項目の合計点

がＢ評定の判定基準内（満点×８／

１０≦合計点＜１２／１０）であっ

たため。 
 
 満 点：４点（小項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
◇ＯＥＣＤ種子制度等に基づく検査

及び証明      ２点（Ｂ） 
◇ＩＳＴＡ（国際種子検査協会）認

定の維持      ２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下

位の評価項目である小項目の合計点

がＢ評定の判定基準内（満点×８／

１０≦合計点＜１２／１０）であっ

たため。 
 
 満 点：４点（小項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
◇ＯＥＣＤ種子制度等に基づく検査

及び証明      ２点（Ｂ） 
◇ＩＳＴＡ（国際種子検査協会）認

定の維持      ２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（１） 第２ 業務の質の向上 ３ 飼料作物の種苗の検査 （１）OECD 種子制度等に基づく検査及び証明 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るた

めの基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 Ｈ25 年度 H26 年度 Ｈ27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
検査試料入

手から結果

通知までの

所要日数 

平均５日 
程度 

  
２．６日 

 
２．４日 

 
３．２日 

 
２．２日 

 
３．２日 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 飼料作物の種苗の検査 

 飼料作物の種苗の国際間流通におけ

る品種特性の維持と品質の確保を図る

とともに、地域に適した飼料作物優良品

種の育成・普及に資するため、ＯＥＣＤ

品種証明制度などに基づく検査及び証

明を的確に実施する。その際、種子純度

分析及び発芽試験の検査試料入手から

結果通知までに要する期間（国際種子検

査規程に定められている最低限必要な

検査日数を除く。）について、平均５日

程度（営業日）を維持する。 
    ＜以下略＞ 

（１）ＯＥＣＤ品種証明制度等

に基づく、海外増殖用等の飼料

作物種苗の検査及び証明を的

確に実施する。その際、検査及

び事務処理を効率的に実施し

て、種子純度分析及び発芽試験

の検査試料入手から結果通知

までに要する期間（国際種子検

査規程に定められている最低

限必要な検査日数を除く。）に

ついて平均５日程度（営業日）

を維持する。 

指標＝結果通知までに要する期間 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１１０％以上

であり、かつ特に優れた成果が認められた

場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１１０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が９０％以上 

１１０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が７０％以上 

９０％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が７０％未満、

又は業務運営の改善その他必要な措置を

命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
OECD 品種証明制度

等に基づき各区分の検

査及び証明を的確に実

施した。その際、種子

純度分析及び発芽試験

の検査試料の入手から

結果通知までに要する

期間を平均５日以下

（営業日）に維持し、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画値を大幅に上回

る実績を示しているが、

計画値の設定水準が法

人の実力を十分に勘案

した上で設定したとは

言い難いことから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画値を大幅に上回

る実績を示しているが、

計画値の設定水準が法

人の実力を十分に勘案

した上で設定したとは

言い難いことから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-３-（２） 第２ 業務の質の向上 ３ 飼料作物の種苗の検査 （２）ISTA（国際種子検査協会）認定の維持 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るた

めの基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値） X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 飼料作物の

種苗の検査 
  ＜前略＞ 
 また、ＩＳＴＡ

（国際種子検査

協会）検査所認定

制度を利用し、高

い検査の技術水

準を維持する。 

（２）ＩＳＴＡ（国際種子検査協会）検査所認

定基準の要件を満たすよう、内部監査等の品質

管理活動を実施し、３年毎に更新されるＩＳＴ

Ａ認定☆を維持する。 
このため、検査結果の信頼性を確保するた

め、リングテスト（同等の試料を用いて技能を

比較する試験）を行う。また、職員の技能を平

準化するため、リングテストの結果に基づく技

術指導を行う。 
また、検査技術の高度化を図るため、高度な

発芽試験法（テトラゾリウム法）を習得して、

中期目標期間中に種苗の検査へ適用する。 
     ＜以下略＞ 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
ISTA（国際種子検査協会）検査所認定基準

の要件を満たすよう、内部監査等の品質管理

活動を的確に実施するとともに、ISTA によ

る認定更新のための査察に適切に対応した

結果、ISTA 認定が維持された。また、検査

担当者を対象に計画どおりリングテストを

実施し、その結果に基づき、必要な技術指導

を行った。さらに、テトラゾリウム法を習得

して発芽検査における不発芽の原因の確認

のために適用し、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、ＩＳＴ

Ａ（国際種子検査協会）検

査所認定基準の要件を維

持したことから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、ＩＳＴ

Ａ（国際種子検査協会）検

査所認定基準の要件を維持

したことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
 

 
  



152 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４ 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ４ 調査研究 

 家畜の育種改良、飼

養管理の改善などによ

る特色ある家畜による

多様な畜産経営の振興

に資するため、生産現

場や消費者のニーズも

踏まえ、センターが実

施する家畜の改良や飼

養管理などに応用でき

る技術の調査研究に取

り組む。 
＜以下略＞ 

第２－４ 調査研究 
 センターは、家畜の育種

改良、飼養管理の改善等を

通じて特色ある家畜によ

る多様な畜産経営の振興

に資するため、生産現場や

消費者のニーズも踏まえ

家畜改良増殖目標を達成

すべくセンターが実施し

ている家畜の改良や飼養

管理等に応用できる調査

研究に取り組む。 
   ＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
  各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○調査研究 
◇育種改良関連技術    

２／２点（Ｂ） 
◇繁殖関連技術          

２／２点（Ｂ） 
◇飼養管理関連技術    

２／２点（Ｂ） 
合  計  ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目であ

る小項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×８／１０≦合計点＜１２／

１０）であったため。 
 
 満 点：６点（小項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
◇育種改良関連技術   ２点（Ｂ） 
◇繁殖関連技術     ２点（Ｂ） 
◇飼養管理関連技術   ２点（Ｂ） 
合 計 点      ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目であ

る小項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×８／１０≦合計点＜１２／

１０）であったため。 
 
 満 点：６点（小項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
６点／６点＝１．０（１０／１０） 

 
◇育種改良関連技術   ２点（Ｂ） 
◇繁殖関連技術     ２点（Ｂ） 
◇飼養管理関連技術   ２点（Ｂ） 
合 計 点      ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（１） 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （１）育種改良関連技術 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）育種改良関係

技術 
 センターが実施す

る家畜の育種改良を

効率的に進めるた

め、遺伝子解析技術

及び食肉評価手法の

改善を行うととも

に、これらから得ら

れる情報の育種改良

への利用について調

査研究を行う。 
＜以下略＞  

（１）育種改良関連

技術 
 センターが実施

する家畜の育種改良

を効率的に進めるた

め、遺伝子解析技術

及び食肉評価手法の

改善を行うととも

に、これらから得ら

れる情報の育種改良

への利用について調

査研究を行うことと

し、＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）に対する

「各細項目の点数の合計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下のとおりと

する。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２点、

Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇育種改良関連技術 
□遺伝子解析情報を 
活用した育種手法  

２／２点（Ｂ） 
□食肉の食味に関 
する評価手法 

       ２／２点（Ｂ） 
  合  計   ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である細項目の合計点がＢ評

定の判定基準内(満点×８／１０≦合計

点＜１２/１０)であったため。 
 
満 点：４点（細項目２×２点） 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４ ＝１.０（１０／１０） 
 
□遺伝子解析情報を活用した育種手法   

２点（Ｂ） 
□食肉の食味に関する評価手法        

２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である細項目の合計点がＢ評

定の判定基準内(満点×８／１０≦合計

点＜１２/１０)であったため。 
 
満 点：４点（細項目２×２点） 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４ ＝１.０（１０／１０） 
 
□遺伝子解析情報を活用した育種手法   

２点（Ｂ） 
□食肉の食味に関する評価手法        

２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（１）-ア 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （１）育種改良関連技術 ア 遺伝子解析情報を活用した育種手法 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）育種改良関係技術 

 センターが実施する家畜の育種

改良を効率的に進めるため、遺伝

子解析技術及び食肉評価手法の改

善を行うとともに、これらから得

られる情報の育種改良への利用に

ついて調査研究を行う。 
 遺伝子解析情報を活用した育種

手法については、技術の実証を行

いつつ、実際に育種集団における

選抜に利用可能な水準まで高め、

２７年度中に実用化する。  

ア 遺伝子解析情報を

活用した育種手法につい

ては、平成２５年度までに

牛の脂肪酸組成、豚の繁殖

性、鶏の羽色と遺伝子解析

情報との関連性を調査し、

技術の実証を行いつつ、実

際に育種集団における選

抜に利用可能な水準まで

高め、平成２７年度中に実

用化する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
遺伝子解析情報を活用

した育種手法について

は、牛の脂肪酸組成、豚

の繁殖性、鶏の羽色と遺

伝子解析情報との関連を

明らかにし、センター育

種集団を用いて技術の実

証を行い、実際に選抜の

指標として活用するな

ど、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示

した成果が得られると見込まれるこ

とから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した育種手法につい

ては、選抜の指標として実用化された

ことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（１）-イ 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （１）育種改良関連技術 イ 食肉の食味に関する評価手法 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 
 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）育種改良関係技術 

 センターが実施する家畜の育種改良

を効率的に進めるため、遺伝子解析技術

及び食肉評価手法の改善を行うととも

に、これらから得られる情報の育種改良

への利用について調査研究を行う。 
 ＜中略＞ 

 食肉評価手法については、食味に関連

した評価指標の更なる検討と家畜の選

抜への利用について検証を行うととも

に、当該評価指標を基に遺伝子解析に取

り組み、指標と関連する遺伝子を抽出

し、選抜への利用に向けた検討を進め

る。 

イ 食肉評価手法につ

いては、食味に関連し

た評価指標のさらなる

検討と家畜の選抜への

利用について検証し、

平成２５年度までに食

味に関連した評価指標

を示す。平成２６年度

以降当該評価指標の改

善と遺伝子解析に取り

組み、指標と関連する

遺伝子を抽出し、選抜

への利用に向けた検討

を進める。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
食肉評価手法について

は、人の食肉の嗜好を評

価する手法を確立し、本

手法等を利用し食味の評

価指標の検討と家畜の選

抜への利用について検証

し、食味の評価指標を示

すとともに、当該指標の

改善と指標と関連する遺

伝子を抽出し、選抜への

利用に向けた検討を進め

るなど、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に

示した成果が得られると見込まれる

ことから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
計画どおり、食肉の食味に関する

評価手法についての取り組みが進め

られたことから「Ｂ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（２） 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （２）繁殖関連技術 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第 11 条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 (２)繁殖関連技術 

 ＜以下略＞ 
(２)繁殖関連技術 
＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満点）

に対する「各細項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下の

とおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 

１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点× 

８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇繁殖関連技術 
□優良な家畜の増殖の実現  
            ２／２点（Ｂ） 
□肉用牛の受胎率向上  

２／２点（Ｂ） 
□技術的支援の実施     

２／２点（Ｂ） 
  合  計   ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である細項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 
１０）であったため。 
 
 満 点：６点（細項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
□優良な家畜の増殖の実現   ２点（Ｂ） 
□肉用牛の受胎率の向上    ２点（Ｂ） 
□技術的支援の実施      ２点（Ｂ） 

合 計 点         ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である細項目の合計点がＢ評定の判定

基準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 
１０）であったため。 
 
 満 点：６点（細項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
□優良な家畜の増殖の実現   ２点（Ｂ） 
□肉用牛の受胎率の向上    ２点（Ｂ） 
□技術的支援の実施      ２点（Ｂ） 

合 計 点         ６点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（２）-ア 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （２）繁殖関連技術 ア 優良な家畜の増殖の実現 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛生

産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 繁殖関連技術 

 優良な家畜の増殖を実

現するため、家畜受精卵

などの新たな生産技術の

検討を行い、利用性・実

用性を実証する。家畜の

生産性向上のため、受胎

率の向上に資する技術の

改善などを行う。また、

家畜改良を効率的に進め

るための繁殖関連技術の

普及に向けた技術的支援

を進める。 

ア 優良な家畜の増

殖を実現するため、

家畜受精卵等の新た

な生産技術の検討を

行い、利用性・実用

性を実証することと

し、 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下

のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□優良な家畜の増殖の実

現 
△肉用牛  ２／２点（Ｂ） 
△豚   ２／２点（Ｂ）  
 合 計   ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位

の評価項目である微項目の合計点がＢ

評定の判定基準内（満点×８／１０≦

合計点＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
△肉用牛        ２点（Ｂ） 
△豚          ２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位

の評価項目である微項目の合計点がＢ

評定の判定基準内（満点×８／１０≦

合計点＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：４点（微項目２×２点） 
 合計点：４点＝２点×２ 
 ４点／４点＝１．０（１０／１０） 
 
△肉用牛        ２点（Ｂ） 
△豚          ２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（２）-ア-（ア） 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （２）繁殖関連技術 ア 優良な家畜の増殖の実現 （ア）肉用牛 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 繁殖関連技術 

 優良な家畜の増殖を実

現するため、家畜受精卵

などの新たな生産技術の

検討を行い、利用性・実

用性を実証する。家畜の

生産性向上のため、受胎

率の向上に資する技術の

改善などを行う。また、

家畜改良を効率的に進め

るための繁殖関連技術の

普及に向けた技術的支援

を進める。 

（ア）肉用牛については、

検定精度の向上に資する

ため、受精卵の割球分離

法を用いた一卵性双子の

繁殖技術の改善を行い、

平成２７年度までに一卵

性双子の生産率を現状か

ら１０ポイント程度引き

上げる。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  受精卵の割球分離法を

用いた一卵性双子生産の

ための繁殖技術として、良

質な体外受精卵の選別、卵

子のガラス化保存及び受

精卵の割球分離について

技術の改善に取り組み、一

卵性双子の生産率が現状

の水準から 10 ポイント向

上する効率的な生産方法

を確立し、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示し

た成果が得られると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した成果が得られたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（２）-ア-（イ） 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （２）繁殖関連技術  ア 優良な家畜の増殖の実現 （イ）豚 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）繁殖関連技術 

 優良な家畜の増殖を実

現するため、家畜受精卵な

どの新たな生産技術の検

討を行い、利用性・実用性

を実証する。家畜の生産性

向上のため、受胎率の向上

に資する技術の改善など

を行う。また、家畜改良を

効率的に進めるための繁

殖関連技術の普及に向け

た技術的支援を進める。 

（イ）豚については、

生体配布に代わり受

精卵による配布を促

進するため、平成２７

年度までに豚受精卵

の凍結技術と非外科

的移植技術を実用化

する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
豚については、生体配

布に代わり受精卵による

配布を促進するため、操

作性の良い移植器具を開

発するなどにより、豚受

精卵の凍結技術と非外科

的移植技術を実用化可能

な技術として開発し、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示し

た成果が得られると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した成果が得られたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（２）-イ 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （２）繁殖関連技術 イ 肉用牛の受胎率向上 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）繁殖関連技術 

 優良な家畜の増殖を実

現するため、家畜受精卵

などの新たな生産技術の

検討を行い、利用性・実

用性を実証する。家畜の

生産性向上のため、受胎

率の向上に資する技術の

改善などを行う。また、

家畜改良を効率的に進め

るための繁殖関連技術の

普及に向けた技術的支援

を進める。 

イ 肉用牛の受胎

率向上のため、平

成２６年度まで

に血液中の代謝

物質を指標とし

た飼養管理マニ

ュアルを作成す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
黒毛和種経産牛及び育成雌

牛を対象に代謝プロファイル

テスト（MPT）を行い、受胎率

が良好となる血液成分値等の

適正範囲を明らかにするとと

もに、放牧牛及び民間農場にお

いても MPT が受胎率向上に有

用であることを確認した。これ

らの成果を取りまとめ、平成 26
年度に飼養管理マニュアルを

作成するなど、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示し

た取組が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した成果が得られたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（２）-ウ 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （２）繁殖関連技術 ウ 技術的支援の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）繁殖関連技術 

 優良な家畜の増殖を実

現するため、家畜受精卵な

どの新たな生産技術の検

討を行い、利用性・実用性

を実証する。家畜の生産性

向上のため、受胎率の向上

に資する技術の改善など

を行う。また、家畜改良を

効率的に進めるための繁

殖関連技術の普及に向け

た技術的支援を進める。 

ウ 家畜改良を効率

的に進めるため、上記

の繁殖関連技術の普

及に向けた技術的支

援を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
センターが開発した受精

卵の割球分離技術を用いた

一卵性双子生産技術、豚受

精卵の凍結技術と非外科的

移植技術及び血液代謝物質

を指標とした肉用牛の受胎

率向上技術等の繁殖関連技

術の普及に向けた技術的支

援を行い、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示し

た支援が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
繁殖関連技術の普及に向けた技術的支

援については、個別研修、成果の学会発

表やシンポジウムでの講演、マニュアル

の作成・公表とそれを活用した研修会な

どを行った。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した支援が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
繁殖関連技術の普及に向けた技術的支

援については、個別研修、成果の学会発

表やシンポジウムでの講演、マニュアル

の作成・公表とそれを活用した研修会な

どを行った。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（３） 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （３）飼養管理関連技術 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）飼養管理関

連技術 
 ＜以下略＞ 

(３）飼養管理関

連技術 
＜以下略＞ 

◇飼養管理関連技術  
指標＝「細項目の項目数×２」（満点）に対

する「各細項目の点数の合計値」（合計点）

の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以下のとお

りとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：２

点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇飼養管理関連技術  
□放牧関連技術の改善  

２／２点（Ｂ） 
□飼養管理技術に関する調査 
等の実施 

            ２／２点（Ｂ） 
□給与方法の改善        

２／２点（Ｂ） 
□技術的支援の実施     

２／２点（Ｂ） 
   合  計   ８／８点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である細項

目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点×８

／１０≦合計点＜１２／１０）であったた

め。 
 
 満 点：８点（細項目４×２点） 
 合計点：８点＝２点×４ 
 ８点／８点＝１．０（１０／１０） 
 
□放牧関連技術の改善     ２点（Ｂ） 
□飼養管理技術に関する調査等の実施   

２点（Ｂ） 
□給与方法の改善       ２点（Ｂ） 
□技術的支援の実施      ２点（Ｂ） 

合 計 点         ８点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である細項

目の合計点がＢ評定の判定基準内（満点×８

／１０≦合計点＜１２／１０）であったた

め。 
 
 満 点：８点（細項目４×２点） 
 合計点：８点＝２点×４ 
 ８点／８点＝１．０（１０／１０） 
 
□放牧関連技術の改善     ２点（Ｂ） 
□飼養管理技術に関する調査等の実施   

２点（Ｂ） 
□給与方法の改善       ２点（Ｂ） 
□技術的支援の実施      ２点（Ｂ） 

合 計 点         ８点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（３）-ア 第２ 業務の質の向上  ４ 調査研究 （３）飼養管理関連技術  ア 放牧関連技術の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）飼養管理関連技術 

 自給飼料基盤に立脚した畜産の

推進を図るため、放牧関連技術の

改善を図る。また、特色ある家畜

による多様な畜産経営の支援及び

飼料自給率向上などのため、飼養

管理技術に関する調査・実証に取

り組むとともに、センターが開発

した飼養管理技術の普及に向けた

技術的支援を進める。 
 また、飼料用米やエコフィード

などの家畜への給与方法の改善に

向けた取組を行う。 

ア 自給飼料基盤

に立脚した畜産の

推進を図るため、

褐毛和種、日本短

角種等の粗放的な

放牧関連技術を活

用し、繁殖・肥育

一貫生産技術を改

善する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
自給飼料基盤に立脚した

畜産の推進を図るため、褐

毛和種、日本短角種等を用

いて放牧地を活用した特性

調査を実施し、放牧適性を

明らかにするとともに、自

然哺乳や粗放的放牧環境下

での発育性、繁殖性及び肥

育後の収益性について取り

まとめ情報提供することに

より、和牛の繁殖・肥育一

貫生産技術を改善し、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示

した技術の改善が実施されると見込

まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した技術の改善が実

施されたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（３）-イ 第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （３）飼養管理関連技術 イ 飼養管理技術に関する調査等の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）飼養管理関連技術 

 自給飼料基盤に立脚した畜産の

推進を図るため、放牧関連技術の

改善を図る。また、特色ある家畜

による多様な畜産経営の支援及び

飼料自給率向上などのため、飼養

管理技術に関する調査・実証に取

り組むとともに、センターが開発

した飼養管理技術の普及に向けた

技術的支援を進める。 
 また、飼料用米やエコフィード

などの家畜への給与方法の改善に

向けた取組を行う。 

イ  特色ある家畜

による多様な畜産

経営の支援及び飼

料自給率向上等の

ため、ブラウンス

イス種の粗飼料利

用性、放牧適性等

の特性調査に取り

組む。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
ブラウンスイス（BS）種の粗

飼料利用性、放牧適性等を明らか

にするため、農家を対象にした調

査等を踏まえて特性調査に取り

組み、BS 種について代用乳の多

給与により発育が改善できるこ

と、不受胎牛は受胎牛よりも発情

時間が長いこと、ホルスタイン

（HL）種に比べて食草時間が長

く栄養度が高い等、BS 種の特性

として粗飼料利用性、放牧適性が

高いことを明らかにした。得られ

た成果をとりまとめてマニュア

ルを作成し、ホームページで公表

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示

した調査等が実施されると見込まれ

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した調査等が実施さ

れたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（３）-ウ 第２ 業務の質の向上  ４ 調査研究 （３）飼養管理関連技術  ウ 給与方法の改善 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） 飼養管理関連技術 

 自給飼料基盤に立脚した畜産の

推進を図るため、放牧関連技術の

改善を図る。また、特色ある家畜

による多様な畜産経営の支援及び

飼料自給率向上などのため、飼養

管理技術に関する調査・実証に取

り組むとともに、センターが開発

した飼養管理技術の普及に向けた

技術的支援を進める。 
 また、飼料用米やエコフィード

などの家畜への給与方法の改善に

向けた取組を行う。 

ウ 豚、鶏等に飼料用

米やエコフィードを

給与した場合の畜産

物の特性や給与方法

の改善に向けた取組

を行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
豚、鶏等に飼料用米

やエコフィードを給与

した場合の畜産物の特

性や給与方法の改善に

向けた取組を行った。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示し

た取組が実施されると見込まれることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した取組が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-４-（３）-エ  第２ 業務の質の向上 ４ 調査研究 （３）飼養管理関連技術 エ 技術的支援の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
行政事業レビューシート事業番号：０１２８ 

 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）飼養管理関連技術 

 自給飼料基盤に立脚し

た畜産の推進を図るため、

放牧関連技術の改善を図

る。また、特色ある家畜に

よる多様な畜産経営の支

援及び飼料自給率向上な

どのため、飼養管理技術に

関する調査・実証に取り組

むとともに、センターが開

発した飼養管理技術の普

及に向けた技術的支援を

進める。 
 また、飼料用米やエコフ

ィードなどの家畜への給

与方法の改善に向けた取

組を行う。 

エ センターが開発した

上記の飼養管理技術の普

及に向けた技術的支援を

行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
放牧関連技術、ブラウ

ンスイスの飼養管理技

術、エコフィードの給与

方法等センターが開発し

た飼養管理技術の普及に

向けて、技術的支援を実

施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、中期計画に示し

た技術的支援が実施されると見込まれる

ことから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画に示した技術的支援が実施さ

れたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５ 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ５ 講習及び指導 

 調査研究の成果や

長年の歴史の中で培

われてきた知識や技

術の普及を図り、我

が国畜産の発展に寄

与するため、以下の

取組を行う。 
＜以下略＞ 

第２－５ 講習及び

指導 
 ＜以下略＞ 

○講習及び指導 
指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
  各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○講習及び指導 
◇成果等の情報提供    

２／２点 （Ｂ） 
◇技術の普及指導       

２／２点 （Ｂ） 
◇海外技術協力          

２／２点 （Ｂ） 
   合計    ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

  下記のとおり、下位の評価項目である

小項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 

 

 満 点：６点（小項目３×２点） 

 合計点：６点＝２点×３ 

 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 

 

◇成果等の情報提供    ２点（Ｂ） 

◇技術の普及指導     ２点（Ｂ) 

◇海外技術協力       ２点（Ｂ）  

合 計 点          ６点 

＜評定に至った理由＞ 

  下記のとおり、下位の評価項目である

小項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×８／１０≦合計点＜１２／ 

１０）であったため。 

 

 満 点：６点（小項目３×２点） 

 合計点：６点＝２点×３ 

 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 

 

◇成果等の情報提供    ２点（Ｂ） 

◇技術の普及指導     ２点（Ｂ) 

◇海外技術協力       ２点（Ｂ）  

合 計 点          ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（１） 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （１）成果等の情報提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
調査研究

に係る学

会等にお

ける成果

情報の提

供 

 
年９０件 
以上 

  
１６７件 

 
１４９件 

 
１６０件 

 
１５３件 

 
１４４件 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）成果などの情

報提供 
 ホームページ、学

会、学会誌、業界紙

などを活用し、セン

ターの調査研究の成

果などを提供する。

また、センターが行

った各種調査などの

成果に関する情報を

整理・分析し、提供

する。このような情

報を毎年９０件以上

提供する。 

（１）成果等の情報提供 
センターが行った各種

調査等の 成果に関する

情報を整理・分析し、 ホ

ームページ、学会、学会

誌、業 界紙等を活用し

て提供する。学会 ・研

究会での口頭、ポスター

発表、 学会報・研究会

報への投稿発表、 ホー

ムページへの掲載等によ

り毎 年９０件以上の情

報を提供する。 

指標＝調査研究の成果の情報提供件数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１２０％以

上であり、かつ特に優れた成果が認めら

れた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１２０％以

上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が１００％以

上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が８０％以上 
１００％未満 

Ｄ：目標値に対する達成割合が ８０％未

満、又は業務運営の改善その他必要な措

置を命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
各種調査等の成果

について、学会・研

究会での口頭、ポス

ター発表、学会報・

研究会報への投稿発

表、ホームページへ

の掲載等により、毎

年度、目標を上回る

件数の情報を提供し

た 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を５割上回る情報提供を

実施したが、過去の実績を踏まえれば、

比較的容易に達成できる計画と思料され

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を５割上回る情報提供を

実施したが、過去の実績を踏まえれば、

比較的容易に達成できる計画と思料され

ることから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２） 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）技術の普及

指導 
＜以下略＞ 

(２）技術の普及 
指導 

＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇技術の普及指導 
□家畜の飼養管理技術等の普及 
               ２／２点（Ｂ） 
□センターが独自に実施する研修 
               ２／２点（Ｂ） 
□中央畜産技術研修の実施   
               ２／２点（Ｂ） 
□民間機関等の個別研修の受入 
               ２／２点（Ｂ） 
  合  計        ８点／８点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満

点×8/10≦合計点＜満点×12/10）である

ため。 

 

満 点：８点(細項目４×２点) 

合計点：８点＝２点×４ 

８点／８点＝１．０(１０/１０) 

 

□家畜の飼養管理技術等の普及 

         ２点（Ｂ)  

□センターが独自に実施する研修 

２点（Ｂ） 

□中央畜産技術研修の実施 

   ２点（Ｂ） 

□民間機関等の個別研修の受入 

２点（Ｂ） 

合 計 点        ８点 

＜評定に至った理由＞ 

下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点がＢ評定の判定基準内（満

点×8/10≦合計点＜満点×12/10）である

ため。 

 

満 点：８点(細項目４×２点) 

合計点：８点＝２点×４ 

８点／８点＝１．０(１０/１０) 

 

□家畜の飼養管理技術等の普及 

         ２点（Ｂ)  

□センターが独自に実施する研修 

２点（Ｂ） 

□中央畜産技術研修の実施 

   ２点（Ｂ） 

□民間機関等の個別研修の受入 

２点（Ｂ） 

合 計 点        ８点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-ア 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導  ア 家畜の飼養管理技術等の普及 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
技術展示会

への出展回

数 

 
年２４回 
以上 

  
３２回 

 
３２回 

 
３１回 

 
３３回 

 
３６回 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ア 家畜飼養管理技

術などの普及 
 政策課題に対応し

た家畜の管理技術、

飼料の生産・利用技

術、放牧利用技術な

どについて、技術の

実証展示や見学の受

入れなどにより普及

に努める。このため、

技術展示会への出展

などを毎年２４回以

上実施する。 

ア  家畜の飼養管理技

術等の普及 
政策課題に対応した家

畜の管理技術、飼料用米

も含む飼料の生産・利用

技術、放牧利用技術等に

つて、畜産関係者に情報

提供するための実証展示

や見学の受入を行うとと

もに、技術展示会への出

展、場所公開、地域産業

祭での展示等を毎年２４

回以上実施する。 

指標＝技術展示回数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１２０％

以上であり、かつ特に優れた成果が認

められた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１２０％

以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が１００％

以上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が８０％以

上１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が８０％未

満、又は業務運営の改善その他必要な

措置を命ずる必要があると認められ

る 

＜主要な業務実績＞ 
政策課題に対応し

た畜産技術等につい

て、実証展示や見学の

受入を行うとともに、

技術展示会への出展、

場所公開及び地域産

業祭において、毎年

度、目標を上回る回数

の展示等を実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を２割強上回る情報提

供を実施したが、過去の実績を踏まえ

れば、比較的容易に達成できる計画と

思料されることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を２割強上回る情報提

供を実施したが、過去の実績を踏まえ

れば、比較的容易に達成できる計画と

思料されることから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-イ  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導  イ センターが独自に実施する研修 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ センターが独自

に実施する研修など

の重点化 
 ＜以下略＞ 

イ センターが独自

に実施する研修等 
＜以下略＞ 

□センターが独自に実施する研修 
指標＝「微項目の項目数×２」（満

点）に対する「各微項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以

下のとおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点

×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□センターが独自に実施する

研修 
△酪農ヘルパー、畜産環境 
保全のための研修 

        ２／２点（Ｂ） 
△生産現場技術の研修 

          ２／２点（Ｂ） 
△免許取得講習会の開催 
              ２／２点（Ｂ） 
   合   計  ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である微項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
△酪農ヘルパー・畜産環境保のための 
研修            ２点（Ｂ） 

△生産現場技術の研修    ２点（Ｂ） 
△免許取得講習会の開催   ２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である微項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
△酪農ヘルパー・畜産環境保のための 
研修            ２点（Ｂ） 

△生産現場技術の研修    ２点（Ｂ） 
△免許取得講習会の開催   ２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-イ-（ア）  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 イ センターが独自に実施する研修 （ア）酪農ヘルパー、畜産環境保全のための研修 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
研修内容を

習得したと

評価される

受講者の割

合 

 
 
８０％以上 

  
 
９０％ 

 
 
９５％ 

 
 
９６％ 

 
 
１００％ 

 
 
９８％ 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ センターが独自

に実施する研修など

の重点化 
 センターが独自に

実施する研修などに

ついて、酪農ヘルパ

ーや畜産環境保全の

ための研修を新たに

追加する 
＜以下略＞ 
 

（ア）センターの家畜、

草地、施設等のフィール

ドを活用して、酪農ヘル

パー、畜産環境保全のた

めの研修等を追加して行

う。これらの研修等につ

いては、研修生が即戦力

となるために十分な知識

が必要となることから、

修了試験において習得し

た と 評 価 する 割 合が  

８０％以上とする。 

指標＝８０％の者が研修内容を

習得 
Ｓ：目標値に対する達成割合が

１２０％以上であり、かつ特

に優れた成果が認められた場

合 
Ａ：目標値に対する達成割合が

１２０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が

１００％以上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が

８０％以上１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が

８０％未満、又は業務運営の

改善その他必要な措置を命ず

る必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
  センターの家畜、草地、施設

等のフィールドを活用して、酪

農ヘルパー研修を 28 回、畜産環

境保全のための研修を 48 回、そ

の他の研修を 21 回、合計で 97
回の研修会を開催した。また、

これらの研修については、研修

生が即戦力となるために十分な

知識が必要となることから研修

効果測定のための修了試験を実

施し、研修内容を修得したと評

価された受講者の割合はいずれ

も 80％以上となり、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上における研修生の満足度（研

修生８０％以上）２割強上回る結果と

なったが、センターの実力を踏まえれ

ば、比較的容易に達成できる計画と思

料されることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上における研修生の満足度（研

修生８０％以上）２割強上回る結果と

なったが、センターの実力を踏まえれ

ば、比較的容易に達成できる計画と思

料されることから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-イ-（イ）  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導  イ センターが独自に実施する研修 （イ）生産現場技術の研修 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 
 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
生産現場技

術に係る研

修会の開催

回数 

 
年１０回 
以上 

  
２２回 

 
２１回 

 
１７回 

 
１６回 

 
１６回 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ センターが独自に実施

する研修などの重点化 
 センターが独自に実施す

る研修などについて、酪農

ヘルパーや畜産環境保全の

ための研修を新たに追加す

る。また、畜産新技術、飼

料作物優良品種及びセンタ

ーの調査研究の成果を生産

現場に普及させるための研

修・講習などの現場でのニ

ーズの高いものや、家畜人

工授精師などの免許取得の

ための講習会について、引

き続き実施する。 
＜以下略＞ 

（イ）畜産新技術、飼料作

物優良品種及びセンターの

調査研究成果のうち、生産

現場への普及が望まれる技

術等を中心に研修・講習に

関するニーズについて情報

収集を行うとともに、セン

ター以外の他機関等でも受

入可能な内容を対象とした

研修等については見直し、

他機関等に委ねる。こうし

た対応によりニーズの高い

内容へ重点化を図り、毎年

１０回以上の研修・講習会

を開催する。 

指標＝研修・講習会の開催数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が

１２０％以上であり、かつ特

に優れた成果が認められた場

合 
Ａ：目標値に対する達成割合が

１２０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が

１００％以上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が

８０％以上１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が

８０％未満、又は業務運営の

改善その他必要な措置を命ず

る必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
研修・講習会等の計画立案にあ

たっては、生産現場への普及が望

まれる技術を中心に各種会合での

要望聴取、各種アンケート結果等

を検討しニーズを把握するととも

に、関係機関・団体等での研修実

施予定について情報収集を行い、

センター以外の他機関等でも受入

可能な内容を対象とした研修等に

ついては見直し、他機関に委ねる

ことによりニーズの高い内容の研

修・講習へ重点化を図り、毎年 10
回以上の研修会等を開催し、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を１.５～２倍の

回数の研修会を開催したが、過

去の実績やセンターの実力を踏

まえれば、比較的容易に達成で

きる計画と思料されることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を１.５～２倍の

回数の研修会を開催したが、過

去の実績やセンターの実力を踏

まえれば、比較的容易に達成で

きる計画と思料されることから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-イ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導  イ センターが独自に実施する研修  （ウ）免許取得講習会の開催 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
家畜人工

授精師等

の免許取

得ための

講習会の

開催回数 

 
 
年１回以上 

  
 
年２回 

 
 
年３回 

 
 
年３回 

 
 
年３回 

 
 
年３回 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

 従事人員数 991 981 972 966 969 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ センターが独自に実施する

研修などの重点化 
 センターが独自に実施する研

修などについて、酪農ヘルパー

や畜産環境保全のための研修を

新たに追加する。また、畜産新

技術、飼料作物優良品種及びセ

ンターの調査研究の成果を生産

現場に普及させるための研修・

講習などの現場でのニーズの高

いものや、家畜人工授精師など

の免許取得のための講習会につ

いて、引き続き実施するととも

に、ニーズの低いものについて

は見直しを行い、研修などの内

容について重点化を図る。 

（ウ）家畜人工授

精師等の免許取

得のための講習

会を毎年開催す

る。 

指標＝講習会の開催数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が

１２０％以上であり、かつ特

に優れた成果が認められた

場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が

１２０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が

１００％以上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が

８０％以上１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が

８０％未満、又は業務運営の

改善その他必要な措置を命

ずる必要があると認められ

る 

＜主要な業務実績＞ 
家畜人工授精師等の免

許取得のための講習会を

毎年開催し、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を２～３倍の回数の講

習会を開催したが、過去の実績やセン

ターの実力を踏まえれば、比較的容易

に達成できる計画と思料されることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の件数を２～３倍の回数の講

習会を開催したが、過去の実績やセン

ターの実力を踏まえれば、比較的容易

に達成できる計画と思料されることか

ら「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-ウ  第２ 業務の質の向上  ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 ウ 中央畜産技術研修の実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
中央畜産

技術研修

における 

研修内容 

の満足度

  

 
 
８０％以上 

  
 
９２％ 

 
 
９２％ 

 
 
９５％ 

 
 
９３％ 

 
 
８９％ 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ウ 中央畜産技

術研修の実施 
 農林水産省が

計画を策定する

中央畜産技術研

修の適切な実施

に努める。また、

受講生からのア

ンケート結果に

基づき、研修サー

ビスの向上に努

めるとともに、受

講生の受講ニー

ズの農林水産省

への伝達を行う。 

ウ  中央畜産技術研修の

実施 
農林水産省が計画を策

定する中央畜産技術研修

を適切に実施するととも

に、受講生に対するアン

ケート調査により研修環

境についての満足度を調

査し、満足と評価する割

合が８０％以上となるよ

う研修を行う。また、農

林水産省と連携して受講

生に対して受講ニーズに

関するアンケート調査を

行い、その結果を農林水

産省に報告する。 

指標＝満足と評価する割合が 
８０％ 

Ｓ：目標値に対する達成割合が 
１２０％以上であり、かつ特

に優れた成果が認められた場

合 
Ａ：目標値に対する達成割合が 
１２０％以上 

Ｂ：目標値に対する達成割合が 
１００％以上１２０％未満 

Ｃ：目標値に対する達成割合が 
８０％以上１００％未満 

Ｄ：目標値に対する達成割合が 
８０％未満、又は業務運営の

改善その他必要な措置を命ず

る必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省が策定する計画

に基づき、中央畜産技術研修

を毎年度実施し、合計 2,750
名（約 550 名／年）の研修生

を受け入れるとともに、受講

生を対象に研修環境に関する

満足度調査を行い、満足と評

価する割合が調査項目全てで

80％以上となった。また、農

林水産省と連携して受講ニー

ズに関するアンケート調査を

実施し、その結果を農林水産

省に報告し、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上における研修生の満足度（研修

生８０％以上）上回る結果となったが目

標値の２割以上（９６％以上）ではない

ので「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上における研修生の満足度（研修

生８０％以上）上回る結果となったが目

標値の２割以上（９６％以上）ではない

ので「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-エ  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 エ 民間機関等の個別研修の受入 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
  

 
 

  
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

  予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 エ 民間機関などの

個別研修の受入れ 
 ＜以下略＞ 
  
 

エ 民間機関等の

個別研修の受入れ 
＜以下略＞ 

指標＝「微項目の項目数×２」（満点）

に対する「各微項目の点数の合計値」（合

計点）の比率 
 各微項目の評価結果の区分は以下の

とおりとする。 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点× 
１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
□民間機関等の個別研修

の受入 
△個別研修の受入     

２／２点（Ｂ） 
△講師の派遣 

２／２点（Ｂ） 
△研修施設の提供   

２／２点（Ｂ） 
合   計      ６／６点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である微項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
△個別研修の受入     ２点（Ｂ） 
△講師の派遣       ２点（Ｂ） 
△研修施設の提供     ２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である微項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：６点（微項目３×２点） 
 合計点：６点＝２点×３ 
 ６点／６点＝１．０（１０／１０） 
 
△個別研修の受入     ２点（Ｂ） 
△講師の派遣       ２点（Ｂ） 
△研修施設の提供     ２点（Ｂ） 
合 計 点        ６点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-エ-（ア）  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 エ 民間機関等の個別研修の受入 （ア）個別研修の受入れ 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
個別研修

における 
 研修内容 
 の満足度 

 
 
８０％以上 

  
 
９４％ 

 
 
９９％ 

 
 
９７％ 

 
 
９８％ 

 
 
９６％ 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 エ 民間機関などの個別

研修の受入れ 
 畜産関係団体をはじめ

とする民間機関、都道府

県、大学などからの個別

研修の実施依頼について

は、可能な限りこれを受

け入れ、講師の派遣、施

設、家畜の提供に努める。 
 また、センターの講習

に支障のない範囲で、民

間機関などによる畜産技

術研修会などの開催のた

めに施設を提供し、施設

の有効活用に努める。 

（ア）畜産関係団体を

はじめとする民間機

関、都道府県、大学等

からの依頼による個

別の研修生を可能な

限り受け入れ、講師の

派遣、施設、家畜の提

供を行うとともに、研

修生に対して研修内

容についての満足度

を調査し、満足と評価

する割合が８０％以

上となるよう研修を

行う。 

指標＝満足と評価する割合が 

８０％ 
Ｓ：目標値に対する達成割合が 

１２０％以上であり、かつ特に

優れた成果が認められた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が 

１２０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成 割合が

１００％以上 １２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が８

０％以上１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が 

８０％未満、又は業務運営の改

善その他必要な措置を命ずる

必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
畜産関係団体をはじめとす

る民間機関、都道府県、大学

等からの依頼により、個別研

修生を延べ 590 名受け入れ、

講師の派遣、施設、家畜の提

供を行うとともに、研修生に

対して研修内容についての満

足度を調査し、満足と評価す

る割合が 80％を超えており

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上における研修生の満足度（研

修生８０％以上）上回る結果となった

が目標値の２割以上（９６％以上）で

はないので「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上における研修生の満足度（研

修生８０％以上）上回る結果となった

が、過去の実績を踏まえれば、比較的

容易に達成できる計画と思料されるこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-エ-（イ）  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 エ 民間機関等の個別研修の受入 （イ）講師の派遣 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 エ 民間機関などの個別研

修の受入れ 
 畜産関係団体をはじめと

する民間機関、都道府県、

大学などからの個別研修の

実施依頼については、可能

な限りこれを受け入れ、講

師の派遣、施設、家畜の提

供に努める。 
 また、センターの講習に

支障のない範囲で、民間機

関などによる畜産技術研修

会などの開催のために施設

を提供し、施設の有効活用

に努める。 

（イ）外部機関が行う

講習会の開催に当た

って、職員の派遣等の

要請があった場合は、

積極的に協力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成績が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
外部機関からの要請を

受け、中期目標期間中、

専門的知識を有する者を

講師として延べ 534 名を

派遣した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績を踏まえれば、中期計

画に則して職員の講師派遣が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して職員の講師派遣が実

施されたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（２）-エ-（ウ）  第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （２）技術の普及指導 エ 民間機関等の個別研修の受入 （ウ）研修施設の提供 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標、酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 エ 民間機関などの個別研

修の受入れ 
 畜産関係団体をはじめと

する民間機関、都道府県、

大学などからの個別研修の

実施依頼については、可能

な限りこれを受け入れ、講

師の派遣、施設、家畜の提

供に努める。 
 また、センターの講習に

支障のない範囲で、民間機

関などによる畜産技術研修

会などの開催のために施設

を提供し、施設の有効活用

に努める。 

（ウ）民間機関等に対

し、施設の利用可能時

期、利用条件等の情報

提供を行い、可能な範

囲で民間機関主催研

修会等へ施設を提供

する等施設利用率の

向上を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
民間機関等に対して施

設の利用可能時期、利用

条件等の情報を提供し、

希望のあった民間機関主

催研修等へ施設を 65 回

提供して延べ 2,094 名の

研修生を受け入れた。ま

た、研修施設の効率的な

利用に努めながら利用率

の向上を図るなど、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に則し

た研修施設の提供が実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則した研修施設の提供が実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（３） 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （３）海外技術協力 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）海外技術協力 

  ＜以下略＞ 
  

（３）海外技術協力 
  ＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」（満

点）に対する「各細項目の点数の合

計値」（合計点）の比率 
  各細項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：

０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点 
×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇海外技術協力 
□ネットワークの構築による 

ニーズの的確な把握   
２／２点（Ｂ） 

□専門家の派遣       
２／２点（Ｂ） 

□研修員の受入れ   
   ２／２点（Ｂ） 

□人材育成             
２／２点（Ｂ）

合   計       ８／８点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内（満

点×8/10≦合計点＜満点×12/10）である

ため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０/１０) 
 
□ネットワークの構築よるニーズの的確 
な把握                  ２点（Ｂ）            

□専門家の派遣             ２点（Ｂ） 
□研修員の受入れ            ２点（Ｂ） 
□人材育成         ２点（Ｂ） 
合 計 点        ８点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目である細

項目の合計点が B 評定の判定基準内（満

点×8/10≦合計点＜満点×12/10）である

ため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０/１０) 
 
□ネットワークの構築よるニーズの的確 
な把握                  ２点（Ｂ）            

□専門家の派遣             ２点（Ｂ） 
□研修員の受入れ            ２点（Ｂ） 
□人材育成         ２点（Ｂ） 

合 計 点        ８点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（３）-ア 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （３）海外技術協力  ア ネットワークの構築によるニーズの的確な把握 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） 海外技術協力 

 海外研修の受入国との

間にネットワークを構築

し、海外技術協力へのニー

ズを的確に把握するとと

もに、関係機関の要請など

に基づいた専門家の研修、

派遣、調査団員の派遣、海

外からの研修員の受入れ

について、可能な限りその

要請などに応える。 
 また、海外技術協力に的

確に対応するための人材

育成を積極的に行う。 

ア 情報提供やア

ンケート調査等を

確実に行い、帰国

研修員を通じて海

外研修の受入国と

の間にネットワー

クを構築し、海外

技術協力への的確

なニーズの把握を

行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
帰国研修員等からの問い合

わせへの回答や帰国研修員へ

家 畜 改 良 セ ン タ ー 情 報 誌

「LIVESTOCK NETWORK」

を送付し、情報提供を行うとと

もに、帰国研修員を対象とした

アンケート調査を毎年度行い、

帰国研修員を通じた海外研修

の受け入れ国との間にネット

ワークを構築し、海外技術協力

へのニーズの的確な把握を行

い、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  海外技術協力に関し、中期計画に則し

たニーズの把握が実施されていることか

ら「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  海外技術協力に関し、中期計画に則し

たニーズの把握が実施されたことから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（３）-イ 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （３）海外技術協力 イ 専門家の派遣 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）海外技術協力 

 海外研修の受入国との

間にネットワークを構築

し、海外技術協力へのニー

ズを的確に把握するとと

もに、関係機関の要請など

に基づいた専門家の研修、

派遣、調査団員の派遣、海

外からの研修員の受入れ

について、可能な限りその

要請などに応える。 
 また、海外技術協力に的

確に対応するための人材

育成を積極的に行う。 

イ 専門家の研修、派遣等

について、関係機関の要請

等に応じ、その分野につい

て専門的知識を有する者を

長期専門家、短期専門家又

は調査団員として可能な限

り派遣する。また、他機関

所属の専門家の派遣前研修

についても可能な限り要請

に応える。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
（独）国際協力機構等か

ら要請を受け、延べ３名の

長期専門家、６名の短期専

門家及び３名の調査団員

を派遣するとともに、他機

関所属の専門家の派遣前

研修として３名の研修を

行い、計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して、専門家の派遣や専

門家に育成に取り組んでいることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則して、専門家の派遣や専

門家に育成に取り組んだことから「Ｂ」

評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（３）-ウ 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （３）海外技術協力 ウ 研修員の受入れ 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）海外技術協力 

 海外研修の受入国との間

にネットワークを構築し、

海外技術協力へのニーズを

的確に把握するとともに、

関係機関の要請などに基づ

いた専門家の研修、派遣、

調査団員の派遣、海外から

の研修員の受入れについ

て、可能な限りその要請な

どに応える。 
 また、海外技術協力に的

確に対応するための人材育

成を積極的に行う。 

ウ 海外からの研修

員の受入について、

関係機関の要請等に

応じ、集団コース及

び国別研修を実施

し、研修員を可能な

限り受け入れる。 

また、受講者に対し

て研修内容及び研修

環境についての満足

度を調査し、その改

善に役立て、重点改

善項目を解消する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
（独）国際協力機構等から

の要請に基づき、海外からの

研修員を集団コース 128 名、

国別研修員 205 名を受け入れ

て研修を実施した。また、受

講者に対し研修内容及び研修

環境についての満足度を調査

し、研修内容や研修環境を改

善して重点改善項目の解消を

図るなど、計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  中期計画に則して海外からの研修員

の受入れを実施していることから「Ｂ」

評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  中期計画に則して海外からの研修員

を受入れたことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-５-（３）-エ 第２ 業務の質の向上 ５ 講習及び指導 （３）海外技術協力  エ 人材育成 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第５号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報、法人全体）注 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）海外技術協力 

 海外研修の受入国との間に

ネットワークを構築し、海外

技術協力へのニーズを的確に

把握するとともに、関係機関

の要請などに基づいた専門家

の研修、派遣、調査団員の派

遣、海外からの研修員の受入

れについて、可能な限りその

要請などに応える。 
 また、海外技術協力に的確

に対応するための人材育成を

積極的に行う。 

エ 人材リストの作成

や職員の長期・短期の

海外派遣、語学習得支

援等により、海外技術

協力に的確に対応で

きる人材育成を積極

的に行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
職員アンケートを実施し、

海外技術協力に関心のある職

員を対象に人材リストを作成

した。また、長期・短期の海

外派遣や語学習得のための取

組等により、海外技術協力に

的確に対応できる人材育成を

行い、計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 人材育成について、中期計画に則した

取組が実施されていることから「Ｂ」評

定とした。  

＜評定に至った理由＞ 
 人材育成について、中期計画に則した

取組が実施されたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６ 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号、第２号、第３号 

家畜改良増殖法第３５条の２第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ６ 家畜改良

増殖法に基づ

く検査など 
＜以下略＞ 

第 ２ － ６ 
家畜改良増

殖法に基づ

く検査等 
＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」（満点）

に対する「各小項目の点数の合計値」

（合計点）の比率 
 各小項目の評価点数の区分は以下

のとおりとする。 
 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ評価：

２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点×

８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○家畜改良増殖法に基づく検査等 
◇種畜検査員の確保       ２／２点（Ｂ） 
◇立入検査員の確保       ２／２点（Ｂ） 
◇種畜検査の移管に係る 
協力・支援            ２／２点（Ｂ） 

◇種苗法に基づく指定種苗 
の集取 及び検査        ２／２点（Ｂ） 

◇種苗法に基づく検査員の確保 
２／２点（Ｂ） 
◇ｶﾙﾀﾍﾅ法に基づく立入検査等 

 －／－点（－） 
◇ｶﾙﾀﾍﾅ法に基づく検査員の確保 

 ２／２点（Ｂ） 
          合  計    １２／１２点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である小項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）

であったため。 

 

満 点：１２点（小項目６×２点） 

合計点：１２点＝２点×６ 

１２点／１２点＝１．０（１０／１０） 

 

◇種畜検査員の確保       ２点（Ｂ）                

◇立入検査員の確保       ２点（Ｂ）           

◇種畜検査の移管に係る協力・支援 

          ２点(Ｂ)  

◇種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査           

２点（Ｂ） 

◇種苗法に基づく検査員の確保  ２点（Ｂ）                 

◇カタルヘナ法に基づく検査員の確保 

２点（Ｂ） 

合 計 点          １２点 

＜評定に至った理由＞ 

  下記のとおり、評価対象とした下位の評価

項目である小項目の合計点がＢ評定の判定基

準内（満点×８／１０≦合計点＜１２／１０）

であったため。 

 

満 点：１２点（小項目６×２点） 

合計点：１２点＝２点×６ 

１２点／１２点＝１．０（１０／１０） 

 

◇種畜検査員の確保       ２点（Ｂ）                

◇立入検査員の確保       ２点（Ｂ）           

◇種畜検査の移管に係る協力・支援 

          ２点(Ｂ)  

◇種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査           

２点（Ｂ） 

◇種苗法に基づく検査員の確保  ２点（Ｂ）                 

◇カタルヘナ法に基づく検査員の確保 

２点（Ｂ） 

合 計 点          １２点 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（１） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （１）種畜検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第３項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 Ｈ23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
種畜検査員

の数 
概ね１００ 
名以上 

 １３０名 １３０名 １３０名 １３０名 １３５名  予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）家畜改良増殖

法に基づく立入検査

など 
ア 適切な種畜の利

用により家畜の改良

増殖を推進するた

め、家畜改良増殖法

第４条の規定に基づ

く種畜検査を的確に

実施する。 

（１）家畜改良

増殖法第４条の

規定に基づき行

う種畜検査を的

確に実施するた

め、種畜検査員

を概ね１００名

確保する。 

指標＝確保した種畜検査員数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１１０％以

上であり、かつ特に優れた成果が認めら

れた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１１０％以

上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が９０％以上

１１０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が７０％以上

９０％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が７０％未

満、又は業務運営の改善その他必要な措

置を命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜改良増殖法第４条の

規定に基づき行う種畜検査

を的確に実施するため、本

中期目標期間を通じて種畜

検査員を 130 名程度確保し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を３割上回る検査職員を

確保したが、過去の実績を踏まえれば、

比較的容易に達成できる計画と思料され

ることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を３割上回る検査職員を

確保したが、過去の実績を踏まえれば、

比較的容易に達成できる計画と思料され

ることから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（２） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （２）立入検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

家畜改良増殖法第３５条の２第３項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 イ 家畜改良増殖法

に基づく立入検査が

速やかに行えるよ

う、必要な能力を有

する職員を各場・支

場に少なくとも１名

確保する。 

（２）家畜改良増殖

法第３５条の２の規

定に基づく立入検査

を速やかに行うこと

ができるよう、あら

かじめ理事長が検査

の遂行に必要な能力

を有する職員を立入

検査員として各牧場

に少なくとも１名任

命する 

指標＝確保した立入検査員数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１２０％以

上であり、かつ特に優れた成果が認めら

れた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１２０％以

上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が１００％以

上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が８０％以上

１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が８０％未

満、又は業務運営の改善その他必要な措

置を命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜改良増殖法に基づく立

入検査を速やかに行うことが

できるよう、あらかじめ理事

長が検査の遂行に必要な能力

を有する職員を各牧場に少な

くとも１名以上任命し、立入

検査員を 20 名確保した。ま

た、平成 27 年度に１件の立入

検査を実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を５割上回る検査職

員を確保したが、過去の実績を踏まえ

れば、比較的容易に達成できる計画と

思料されることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を５割上回る検査職

員を確保したが、過去の実績を踏まえ

れば、比較的容易に達成できる計画と

思料されることから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 

 
  

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
立入検査

要員の数 
 各場１名 
（計１２名） 

  
２０名 

 
２０名 

 
２０名 

 
２０名 

 
２０名 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（３） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （３）種畜検査の移管に係る協力・支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標、酪農及び肉用牛

生産の近代化を図るための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第１号 

 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ウ 種畜検査の都道

府県への移管につい

て、国と都道府県と

の意見交換の円滑化

に協力する。また、

移管が決定されれ

ば、都道府県への技

術移転などの必要な

支援を行う。 

（３）種畜検査の事

業実施主体の都道府

県への移管につい

て、国からの指示の

もと、国と都道府県

との意見交換の円滑

化に積極的に協力す

る。また、移管が決

定された場合、都道

府県への技術移転等

の必要な支援を行

う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な改

善を求める必要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
種畜検査の事業実施主

体の都道府県への移管に

ついて、国からの指示によ

り種畜検査に関する各種

データを取りまとめて提

出し、国と都道府県との意

見交換の円滑化に積極的

に協力し、計画どおり実施

した。なお、種畜検査の都

道府県への移管は決定さ

れていない。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 センターとして可能な限りの協力を行

っていることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 センターとして可能な限りの協力を行

ったことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（４） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （４）種苗法に基づく指定種苗の集取及び検査 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）種苗法に基づく指定種

苗の集取及び検査 
 種苗法（平成１０年法律第

８３号）第６３条第１項の規

定に基づき、同条第２項の農

林水産大臣の指示に従い、指

定種苗の集取及び検査を的確

に実施する。また、このため

の指定種苗の集取及び検査が

速やかに行えるよう、必要な

能力を有する職員を少なくと

も１０名確保する。 

（４）種苗法第６

３条の規定に基づ

き、農林水産大臣

の指示があった場

合には、指示に従

って集取及び検査

を的確に実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著

な成績が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善を

要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該業

務の廃止を含めた抜本的な改善

を求める必要があると認められ

る 

＜主要な業務実績＞ 
種苗法第 63 条の

規定に基づく農林水

産大臣からの指示に

従い、集取及び検査

を行い、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、的確な収集と検査が

実施されると見込まれることから「Ｂ」

評定とした。 
 
＜参考＞ 
農林水産大臣からの指示に従い、今中

期目標期間中（平成２６年度末まで）に

のべ２８０業者の４,９３６点の種苗に

ついて、必要な検査及び集取を行い、業

者への結果の通知を適確に実施した。 
また、不適と認められた場合には業者に

改善報告させた。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、的確な収集と検査が

実施されたことから「Ｂ」評定とした。 
 
 
＜参考＞ 
農林水産大臣からの指示に従い、今中

期目標期間中にのべ３４７業者の６，２

８０点の種苗について、必要な検査及び

集取を行い、農林水産大臣へ報告した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（５） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （５）種苗法に基づく検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第２号 

種苗法第６３条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
 

Ｈ23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

種苗法に定

める検査要

員の確保数 

 
１０名以上 

  
 １１名 

 
 １１名 

 
 １２名 

 
 １２名 

 
１３名 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 種苗法に基づく指定

種苗の集取及び検査 
 種苗法（平成１０年法律第

８３号）第６３条第１項の規

定に基づき、同条第２項の農

林水産大臣の指示に従い、指

定種苗の集取及び検査を的確

に実施する。また、このため

の指定種苗の集取及び検査が

速やかに行えるよう、必要な

能力を有する職員を少なくと

も１０名確保する。 

（５）種苗法に基

づく指定種苗の集

取及び検査が速や

かに行えるよう、

必要な能力を有す

る職員を検査員と

して少なくとも 
１０名任命する。 

指標＝任命した検査員数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１２０％以

上であり、かつ特に優れた成果が認めら

れた場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１２０％以

上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が１００％以

上１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が８０％以上

１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が８０％未満、

又は業務運営の改善その他必要な措置を

命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
種苗法に基づく指

定種苗の集取及び検

査に必要な能力を有

する検査員を 10 名

以上任命した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を２割上回る種畜検

査員を確保したが、過去の実績を踏

まえれば、比較的容易に達成できる

計画と思料されることから「Ｂ」評

定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を２割上回る種畜検

査員を確保したが、過去の実績を踏

まえれば、比較的容易に達成できる

計画と思料されることから「Ｂ」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（６） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （６）カルタへナ法に基づく立入検査等 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第１項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）遺伝子組換え生物等の使用等の

規制による生物の多様性の確保に関す

る法律に基づく立入検査など 
 遺伝子組換え生物等の使用等の規制

による生物の多様性の確保に関する法

律（平成１５年法律第９７号）第３２

条第１項の規定に基づき、同条第２項

の農林水産大臣の指示に従い、立入り、

質問、検査及び収去を的確に実施する。

また、このための立入検査などが速や

かに行えるよう、必要な能力を有する

職員を少なくとも１０名確保する。 

（６）遺伝子組換え生

物等の使用等の規制に

よる生物の多様性の確

保に関する法律第３２

条の規定に基づき、農

林水産大臣の指示があ

った場合には、指示に

従って立入り、質問、

検査及び収去を的確に

実施する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
今中期目標期間におい

ては、遺伝子組換え生物

等の使用等の規制による

生物の多様性の確保に関

する法律第 32 条の規定

に基づく農林水産大臣か

らの指示は無かった。 

 
  ― 

評定 ― 評定 ― 
＜評定に至った理由＞ 
 今中期期間中に評価の前提とな

る立入検査等の指示を実施しない

と見込まれることから評価対象項

目としない。 

＜評定に至った理由＞ 
 今中期期間中に評価の前提とな

る立入検査等の指示が無かったこ

とから評価対象項目としない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-６-（７） 第２ 業務の質の向上 ６ 家畜改良増殖法に基づく検査等 （７）カルタへナ法に基づく検査員の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画 当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第３号 

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法

律第３２条第３項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
カルタヘナ 
法に基づく

検査職員の 
確保数 

１０名 
以上 

  
１３名 

 
 １３名 

 
１３名 

 
１３名 

 
１３名 

 予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）遺伝子組換え生物等の使用等

の規制による生物の多様性の確保

に関する法律に基づく立入検査な

ど 遺伝子組換え生物等の使用等

の規制による生物の多様性の確保

に関する法律（平成１５年法律第９

７号）第３２条第１項の規定に基づ

き、同条第２項の農林水産大臣の指

示に従い、立入り、質問、検査及び

収去を的確に実施する。また、この

ための立入検査などが速やかに行

えるよう、必要な能力を有する職員

を少なくとも１０名確保する。 

（７）遺伝子組換

え生物等の使用

等の規制による

生物の多様性の

確保に関する法

律に基づく立入

検査等が速やか

に行えるよう、必

要な能力を有す

る職員を検査員

として少なくと

も１０名任命す

る。 

指標＝任命した検査員数 
Ｓ：目標値に対する達成割合が１２０％以上

であり、かつ特に優れた成果が認められた

場合 
Ａ：目標値に対する達成割合が１２０％以上 
Ｂ：目標値に対する達成割合が１００％以上

１２０％未満 
Ｃ：目標値に対する達成割合が８０％以上 

１００％未満 
Ｄ：目標値に対する達成割合が８０％未満、

又は業務運営の改善その他必要な措置を

命ずる必要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
遺伝子組換え生物等の

使用等の規制による生物

の多様性の確保に関する

法律に基づく立入検査等

に必要な能力を有する検

査員を 10 名以上任命し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を３割上回る検査

職員を確保したが、過去の実績を

踏まえれば、比較的容易に達成で

きる計画と思料されることから

「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 計画上の人数を３割上回る検査

職員を確保したが、過去の実績を

踏まえれば、比較的容易に達成で

きる計画と思料されることから

「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ７ 牛の個体識別

のための情報の

管理及び伝達に

関する特別措置

法に基づく事務

など 
 ＜以下略＞ 
 

第２－７ 牛の

個体識別のための

情報の管理及び伝

達に関する特別措

置法に基づく事務

等  
＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
  各小項目の評価点数の区分は

以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜満点 
×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満点

×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○牛の個体識別のための情報の管理及び

伝達に関する特別措置法に基づく事務等 
◇事務の的確な実施      ２／２点（Ｂ） 
◇牛個体識別システム 
の利便性向上      ２／２点（Ｂ） 

◇牛個体識別情報の 
有効活用         ２ ／２点（Ｂ） 

◇緊急検索体制の構築    ２／２点（Ｂ） 
◇牛以外のトレーサビ 

リティ導入支援      ２／２点（Ｂ） 
  合    計   １０／１０点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり,下位の評価項目である小

項目の合計点が B 評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満  点：１０点(小項目５×２点) 
合計点：１０点＝２点×５  
１０点／１０点＝１. ０(１０／１０) 
 
◇事務の的確な実施    ２点（Ｂ） 
◇牛個体識別システムの利便性向上   

２点（Ｂ） 
◇牛個体識別情報の有効活用          

２点（Ｂ） 
◇緊急検索体制の構築   ２点（Ｂ） 
◇牛以外のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨの導入支援 

   ２点（Ｂ） 
合 計 点       １０点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり,下位の評価項目である

小項目の合計点が B 評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満  点：１０点(小項目５×２点) 
合計点：１０点＝２点×５  
１０点／１０点＝１. ０(１０／１０) 
 
◇事務の的確な実施    ２点（Ｂ） 
◇牛個体識別システムの利便性向上   

２点（Ｂ） 
◇牛個体識別情報の有効活用          

２点（Ｂ） 
◇緊急検索体制の構築   ２点（Ｂ） 
◇牛以外のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨの導入支援 

   ２点（Ｂ） 
合 計 点       １０点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１） 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）牛の個体識

別のための情報

の管理及び伝達

に関する特別措

置法第２０条及

び牛の個体識別

のための情報の

管理及び伝達に

関する特別措置

法施行令（平成１

５年政令第３０

０号）第５条の規

定に基づき、農林

水産大臣からの

委託事務を的確

に実施する。 

（１）牛の個体識

別のための情報の管

理及び伝達に関する

特別措置法（以下

「法」という。）第２

０条及び牛の個体識

別のための情報の管

理及び伝達に関する

特別措置法施行令

（平成１５年政令第

３００号）第５条の

規定に基づき、農林

水産大臣から委託さ

れた以下の事務を 
的確に実施する。 

◇事務の的確な実施 
指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇事務の的確な実施 
□牛個体識別台帳の作成及び記録          

２／２点（Ｂ）  
□牛個体識別台帳の記録の保存         

２／２点（Ｂ） 
□牛個体識別台帳の正確な記録の確保        

２／２点（Ｂ） 
□修正の申出の受理   ２／２点（Ｂ）                      
□記録された事項の公表 
                   ２／２点（Ｂ） 
□各種届出の受理     ２／２点（Ｂ） 
□個体識別番号の決定・通知 
                ２／２点（Ｂ） 
  合   計         １４／１４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

下記のとおり、下位の評価項目である細項

目の合計点が B 評定の判定基準内（満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10）であるため。 
 

満 点：１４点(細項目７×２点) 
合計点：１４点＝２点×７ 
１４点／１４点＝１．０(１０/１０) 
 
□牛個体識別台帳の作成及び記録 ２点（Ｂ） 
□牛個体識別台帳の記録の保存  ２点（Ｂ） 
□牛個体識別台帳の正確な記録の確保  

２点（Ｂ） 
□修正の申出の受理       ２点（Ｂ） 
□記録された事項の公表     ２点（Ｂ） 
□各種届出の受理         ２点（Ｂ） 
□個体識別番号の決定・通知     ２点（Ｂ） 
合 計 点          １４点 

＜評定に至った理由＞ 
下記のとおり、下位の評価項目である細項

目の合計点が B 評定の判定基準内（満点×

8/10≦合計点＜満点×12/10）であるため。 
 

満 点：１４点(細項目７×２点) 
合計点：１４点＝２点×７ 
１４点／１４点＝１．０(１０/１０) 
 
□牛個体識別台帳の作成及び記録 ２点（Ｂ） 
□牛個体識別台帳の記録の保存  ２点（Ｂ） 
□牛個体識別台帳の正確な記録の確保  

２点（Ｂ） 
□修正の申出の受理       ２点（Ｂ） 
□記録された事項の公表     ２点（Ｂ） 
□各種届出の受理         ２点（Ｂ） 
□個体識別番号の決定・通知     ２点（Ｂ） 
合 計 点          １４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-ア 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施  ア 牛個体識別台帳の作成及び記録 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 牛の個体識別

のための情報の管理及

び伝達に関する特別措

置法第２０条及び牛の

個体識別のための情報

の管理及び伝達に関す

る特別措置法施行令

（平成１５年政令第３

００号）第５条の規定

に基づき、農林水産大

臣からの委託事務を的

確に実施する。 

ア 牛個体識別台

帳の作成及び記録に

関する事務 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛の個体識別のための

情報の管理及び伝達に関

する特別措置法に基づき、

牛の管理者等からの届出

を受理し、その届出内容の

誤記入等をチェックする

とともに、計画期間中に約

5,596 万件の情報を牛個体

識別台帳に記録するなど、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-イ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 イ 牛個体識別台帳の記録の保存 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）牛の個体識別の

ための情報の管理及び

伝達に関する特別措置

法第２０条及び牛の個

体識別のための情報の

管理及び伝達に関する

特別措置法施行令（平

成１５年政令第３００

号）第５条の規定に基

づき、農林水産大臣か

らの委託事務を的確に

実施する。 

イ 牛個体識別台帳

の記録の保存に関す

る事務 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
計画期間中において、牛

の管理者等からの届出に

より、牛個体識別台帳に死

亡又はとさつを記録した

約 689 万頭の牛に係る情

報を磁気ディスクに保存

するなど、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-ウ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 ウ 牛個体識別台帳の正確な記録の確保 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 牛の個体識別

のための情報の管理及

び伝達に関する特別措

置法第２０条及び牛の

個体識別のための情報

の管理及び伝達に関す

る特別措置法施行令

（平成１５年政令第３

００号）第５条の規定

に基づき、農林水産大

臣からの委託事務を的

確に実施する。 

ウ 牛個体識別台帳の

正確な記録を確保す

るために必要な措置

に関する事務 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳の正確な記

録を確保するため、牛個体識

別台帳への記録後、牛の管理

者等に対して記録の確認を求

めるとともに、農林水産大臣

からの職権による通知を受け

て牛個体識別台帳への記録及

び記録の修正を行うなど、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-エ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 エ 修正の申出の受理 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 
8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 牛の個体識別

のための情報の管理及

び伝達に関する特別措

置法第２０条及び牛の

個体識別のための情報

の管理及び伝達に関す

る特別措置法施行令

（平成１５年政令第３

００号）第５条の規定

に基づき、農林水産大

臣からの委託事務を的

確に実施する。 

エ 法第５条第２項

の規定に基づく申出

の受理に関する事務 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成績が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本的

な改善を求める必要があると

認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳の正確

な記録を確保するため、

牛の管理者等からの法第

５条第２項の規定に基づ

く申出（記録の修正請求）

を受理し、牛個体識別台

帳の記録の修正又は取消

を行うなど、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-オ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 オ 記録された事項の公表 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 牛の個体識

別のための情報の管

理及び伝達に関する

特別措置法第２０条

及び牛の個体識別の

ための情報の管理及

び伝達に関する特別

措置法施行令（平成

１５年政令第３００

号）第５条の規定に

基づき、農林水産大

臣からの委託事務を

的確に実施する。 

オ 牛個体識別台帳

に記録された事項の

公表に関する事務 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳に記録した

事項のうち、法第６条に基づく

公表事項について、記録後速や

かにインターネットを用いて

公表するとともに、公表事項以

外の牛の管理者の飼養地情報

又は死亡牛の譲渡し先情報に

ついて、公表に同意があった場

合に限り、インターネットを用

いて公表するなど、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-カ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 カ 各種届出の受理 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１） 牛の個体識別

のための情報の管理及

び伝達に関する特別措

置法第２０条及び牛の

個体識別のための情報

の管理及び伝達に関す

る特別措置法施行令

（平成１５年政令第３

００号）第５条の規定

に基づき、農林水産大

臣からの委託事務を的

確に実施する。 

カ 法第８条及び第１

１条から第１３条ま

での規定に基づく届

出の受理に関する事

務 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛の管理者等から計画

期間中に約 5,793 万件の

届出を受理し、その内容

の誤記入等のチェックを

行い、エラー情報（牛個

体識別台帳に記録できな

かった届出に関する情

報）を牛の管理者等に提

供するなど、計画どおり

実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（１）-キ 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （１）事務の的確な実施 キ 個体識別番号の決定・通知 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

（うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）牛の個体識別の

ための情報の管理及び

伝達に関する特別措置

法第２０条及び牛の個

体識別のための情報の

管理及び伝達に関する

特別措置法施行令（平

成１５年政令第３００

号）第５条の規定に基

づき、農林水産大臣か

らの委託事務を的確に

実施する。 

キ  個体識別番号

の決定及び通知に

関する事務 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な改

善を求める必要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
牛の管理者等からの届出

により牛個体識別台帳に計

画期間中に記録した約 650
万頭の出生牛又は輸入牛に

ついて、自動システムによ

り個体識別番号を決定する

とともに、届出を行った牛

の管理者等に対し、個体識

別番号の通知を行うなど、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に示し

た当該事務が的確に実施されると見込ま

れるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に示した当該事務が的確に実

施されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（２） 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （２）牛個体識別システムの利便性向上 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）牛個体識別シ

ステムの利用者の利

便性などを高めるた

め、システムの開

発・改修などを行う。 

（２）インターネットを

利用したアンケート調査

等を通じて把握した生産

者、流通業者及び消費者

のニーズ等を踏まえた牛

個体識別台帳電算システ

ムの開発・改修等を行う

ことにより、牛個体識別

システムの利便性を高め

る等、利用者のニーズに

即した個体識別業務を推

進する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ

顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られ

た 
Ｂ：計画どおり順調に実施され

た 
Ｃ：計画どおり実施されず、改

善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当

該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要があ

ると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別システムにつ

いて、インターネットを利

用したアンケート調査等を

通じて利用者ニーズの把握

に努めるとともに、寄せら

れた意見や要望等を踏まえ

て策定したシステムの中長

期的な開発・改善計画に基

づき、順次、開発・改修等

を進め、牛個体識別システ

ムの利便性を高める等、計

画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、電算システムの

開発・改善が中期計画どおり推進される

と見込まれるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
電算システムの開発・改善が中期計画

どおり推進されたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（３） 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （３）牛個体識別情報の有効活用 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） 家畜個体識

別事業を推進し、各

種制度や行政施策の

適正な執行、畜産経

営の高度化、畜産物

の適正な流通などに

資するため、牛個体

識別台帳やこれに関

連する情報などのデ

ータベースに蓄積さ

れたデータの有効活

用を図る。 

（３）関係機関・団体

等と連携し、各種制度

や行政施策の適正な

執行、畜産経営の高度

化、畜産物の適正な流

通等に資するため、牛

個体識別台帳やこれ

に関連する情報等の

データベースに蓄積

されたデータについ

て、さらなる有効活用

の推進を図る。 

◇牛個体識別情報の有効活用 
Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛個体識別台帳やこれに関

連する情報等データベースに

蓄積されたデータの有効活用

の推進について、関係機関・団

体等と連携し、要望に応じた改

善策を実施するとともに、新た

な利用者の開拓を図るなど、計

画どおり実施した。 
また、東日本大震災に伴う東

京電力福島第一原子力発電所

事故への対応として、畜産農家

等への情報提供を行った。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり、

牛個体識別情報の有効活用が図られると

見込まれるため「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、牛個体識別情報の有

効活用が図られたため「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（４） 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （４）緊急検索体制の構築 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業の実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号、牛の個体識別のための情報

の管理及び伝達に関する特別措置法第２０条､同法施行令第５条 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）家畜伝染性

疾病などの発生

時における緊急

検索などの速や

かな実施に努め、

国内での家畜防

疫のための措置

の適切な実施を

支援する。 

（４）国内における口蹄疫等の家畜

伝染性疾病発生時において、農林水

産省からの緊急検索等の依頼を受

けてから、牛個体識別台帳に記録さ

れた膨大な情報の中から、依頼のあ

った条件（発生農場の牛の飼養状

況・異動状況のデータ等）を抜き出

し、そのデータを取りまとめ、速や

かに農林水産省等へ提供するため、

緊急検索のさらなる迅速化を図る

観点から、机上演習等を行い、国内

での家畜防疫のための措置の適切

な実施を支援する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得られ

た 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた

抜本的な改善を求める必

要があると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省からの緊急検索の依

頼に速やかに対応するため、定期的

に緊急検索の机上演習を行うとと

もに、検索作業の迅速化等を図るた

め緊急検索作業マニュアルの見直

しや職員にシステム研修を受講さ

せるなど、計画どおり実施した。 
また、東日本大震災に伴う東京電

力福島第一原子力発電所事故への

対応として、農林水産省からの検索

依頼を受け速やかに報告した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画ど

おり、緊急検索体制の構築とその実

施が行われたことから「Ｂ」評定と

した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、緊急検索体制の

構築とその実施が行われたことか

ら「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-７-（５） 第２ 業務の質の向上 ７ 牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法に基づく事務 （５）牛以外のトレーサビリティの導入支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第２項第４号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （５）牛以外の家畜におけ

る生産段階でのトレーサ

ビリティについて、生産者

などが取り組んでいる内

容についての現地調査、調

査内容の取りまとめ、生産

者・流通業者・消費者を交

えた検討会の開催などに

より、システムの導入に係

る利点、留意点などを取り

まとめるとともに、モデル

実証を行うことなどによ

り、技術の改善を図り、生

産現場の適切なシステム

の導入を支援する。 

（５）牛以外の家畜における

生産段階でのトレーサビリテ

ィについて、生産者等が取り

組んでいる内容についての現

地調査を行うとともに、調査

内容を取りまとめ、生産者、

流通業者及び消費者等を交え

た検討会を開催し、システム

導入に係る利点、留意点等を

取りまとめるとともに、セン

ターの牧場等を活用したモデ

ル実証を行うこと等により、

技術の改善を図り、生産現場

の適切なシステム導入を支援

する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
牛以外の家畜における生産段階でのト

レーサビリティについて、生産者等が独自

に取り組んでいる事例について現地調査

を実施し、調査結果及びシステム導入に係

る利点、留意点を取りまとめた。 
また、生産現場の適切なシステム導入を

支援するため、検討会を開催し、①鶏にお

いては、センターの牧場でモデル実証を行

うことにより、岡崎おうはんトレーサビリ

ティシステムを新たに構築、②豚について

は、関係団体と連携して民間牧場でのモデ

ル実証及び農場トレーサビリティシステ

ムの構築等について助言を行った。 
さらに、ホームページに「牛以外の家畜

のトレーサビリティ」のサイトを新たに構

築し、トレーサビリティに関する実施手順

書など関連情報を掲載して公表するなど、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画ど

おり、牛以外のトレーサビリティ

の導入支援に係る取組が実施され

た見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり、牛以外のトレ

ーサビリティの導入支援に係る取

組が実施されたことから「Ｂ」評

定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-８ 第２ 業務の質の向上  ８ センターの人材・資源を活用した外部支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ８ センター

の人材・資源

を活用した外

部支援 
 ＜以下略＞ 

第２－８  セン

ターの人材・資

源を活用した外

部支援 
＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比率 
 
各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○センターの人材・資源を活用した外部支援 
◇口蹄疫等の家畜伝染性疾病が発生 
した場合の緊急防疫対応  ２／２点（Ｂ） 

◇自然災害、家畜伝染性疾病等が発生した場合

の家畜,乾牧草等の支援  ３／２点（Ａ） 
◇種畜等の受託管理         ２／２点（Ｂ） 
◇技術開発への協力         ２／２点（Ｂ） 
◇委員会への協力           ２／２点（Ｂ） 
           合   計    １１／１０点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である小項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：１０点（小項目５×２点） 
 合計点：１１点＝２点×４＋３点×１ 
 １１点／１０点＝１．１（１１／１０） 
 
◇口蹄疫等の家畜伝染性疾病が発生した 
場合の緊急防疫対応      ２点（Ｂ） 

◇自然災害、家畜伝染性疾病等が発生し

た場合の家畜、乾牧草等の支援       
３点（Ａ）       

◇種畜等の受託管理    ２点（Ｂ） 
◇技術開発への協力    ２点（Ｂ）                    
◇委員会への協力     ２点（Ｂ） 
合 計 点      １１点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、評価対象とした下位の

評価項目である小項目の合計点がＢ評定

の判定基準内（満点×８／１０≦合計点

＜１２／１０）であったため。 
 
 満 点：１０点（小項目５×２点） 
 合計点：１１点＝２点×４＋３点×１ 
 １１点／１０点＝１．１（１１／１０） 
 
◇口蹄疫等の家畜伝染性疾病が発生した 
場合の緊急防疫対応      ２点（Ｂ） 

◇自然災害、家畜伝染性疾病等が発生し

た場合の家畜、乾牧草等の支援       
３点（Ａ）       

◇種畜等の受託管理    ２点（Ｂ） 
◇技術開発への協力    ２点（Ｂ）                    
◇委員会への協力     ２点（Ｂ） 
合 計 点      １１点 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-８-（１） 第２ 業務の質の向上 ８ センターの人材・資源を活用した外部支援 （１）口蹄疫等の家畜伝染病が発生した場合の緊急防疫対応 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

（うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （１）口蹄疫などの家畜伝染性疾

病が発生した場合の緊急防疫対応 
 国内において、口蹄疫、高病原

性鳥インフルエンザなどが発生

し、農林水産省又は都道府県から、

緊急的な防疫対応が必要であると

して、そのまん延防止のための家

畜防疫作業などの支援について要

請を受けた場合、支援に積極的に

取り組むこととし、速やかに４０

名の派遣が可能となる体制を整備

し、維持する。 

（１）口蹄疫等の家畜伝染性疾病が発生し

た場合の緊急防疫対応 
    国内において、口蹄疫、高病原性鳥イ

ンフルエンザ等が発生し、緊急的な防疫対

応が必要であるとして、農林水産省又は都

道府県から、そのまん延防止のための家畜

防疫作業等の支援について要請を受けた

場合、業務に支障のない範囲で支援ができ

るように基本方針を作成し、速やかに４０

名の派遣が可能となる体制を構築する。ま

た、現地での的確な作業が実施できるよ

う、基本的な作業体系をマニュアルとして

整理する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める必要がある

と認められる 

＜主要な業務実績＞ 
家畜防疫作業等の支援につ

いて要請を受けた場合を想定

し、緊急支援に関する考え方

をとりまとめるとともに、机

上演習を行うことにより、連

絡体制の整備を行うなど、計

画どおり実施した。また、派

遣者が現地で的確に作業でき

るよう、作業マニュアル等の

整備を行った。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  机上演習の実施や作業マ

ニュアルの整備等中期計画

どおり、緊急防疫対応に係

る体制が整備されたと見込

まれることから「Ｂ」評定

とした。 

＜評定に至った理由＞ 
  机上演習の実施や作業マ

ニュアルの整備等中期計画

どおり、緊急防疫対応に係

る体制が整備されたことか

ら「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-８-（２） 第２ 業務の質の向上 ８ センターの人材・資源を活用した外部支援 （２）自然災害、家畜伝染性疾病等が発生した場合の家畜、乾牧草等の支援 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、酪農及び肉用牛生産の近代化を図る

ための基本方針 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２） 家畜疾病発

生時などの家畜、乾

牧草などの支援 
 家畜疾病や災害

発生時に、影響を被

った地域で一時的

に不足する家畜、乾

牧草などの支援を

行う。 

（２）自然災害、家畜

伝染性疾病等が発生

した場合の家畜、乾牧

草等の支援 
  農林水産省や都道

府県等の地方自治体

から要請を受けた場

合、自然災害や家畜疾

病発生時に、影響を被

った地域で一時的に

不足する家畜、乾牧草

等を積極的に支援す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成績が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
農林水産省や都道府県等か

らの要請により、口蹄疫関連の

支援として、優良家畜を提供す

るとともに、東日本大震災関連

の支援として、粗飼料の提供や

放れ畜の捕獲作業等へ職員派

遣を行うなど、計画どおり取り

組んだ。 

 
Ａ 

評定 Ａ 評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
 東日本大震災と福島原発事故という想

定外の緊急事態にも迅速に対応している

ことを踏まえ「Ａ」評価とした。 
 
＜その他＞ 
 外部支援は、センターでしか行えない

ことであり、積極的な評価が必要。件数

ではなく「要請に対して如何に迅速かつ

適切に対応したか」を評価すべき。（有識

者会議委員意見） 

＜評定に至った理由＞ 
 平時においても緊急時に備えた準備を

行っており、東日本大震災と福島原発事

故という想定外の緊急事態にも迅速に対

応していることを踏まえ「Ａ」評定とし

た。 
 
＜その他＞ 
 28 年４月に起きた熊本地震において、

センターは人的・物的支援を迅速に行っ

た。これは、27 年度にしっかりとした準

備が行われていたということであり、評

価に値する。 
（監事意見、有識者会議委員意見） 

 
４．その他参考情報 
 
 

 
  



209 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-８-（３） 第２ 業務の質の向上 ８ センターの人材・資源を活用した外部支援 （３）種畜等の受託管理 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ① 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）種畜などの受託管理 

 都道府県等から、種畜の

管理や育種資源の保存に

ついて、その計画的な実施

の協力依頼があり、全国的

な視点からの家畜改良に

資する場合には、積極的に

協力する。また、このため

に必要な条件等を平成２

３年度中に整理する。 

（３）種畜等の受託管理 
    都道府県等から、種

畜の管理や育種資源の保

存について、その計画的

な実施の協力依頼があ

り、全国的な視点からの

家畜改良に資する場合に

は、積極的に協力する。

また、このために必要な

条件等を平成２３年度中

に整理する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
平成 23 年度に、都道府県等から種

畜の管理や育種資源の保存に関する

依頼を受けた際の協力に必要な条件

として、受け入れる種畜の条件や受入

場所を整理し、受入体制を整えた。 
なお、今中期目標期間中は、都道府

県等からの種畜の管理や育種資源の

保存についての協力依頼はなかった

が、依頼があった場合には、平成 23
年度に整理した条件等に基づき、積極

的に協力することとしている。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、受託管理体制が

平成２３年度内に整備されたこと

から「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり、受託管理体制が

平成２３年度内に整備されたこと

から「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
 

 
  



210 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-８-（４） 第２ 業務の質の向上  ８ センターの人材・資源を活用した外部支援 （４）技術開発への協力 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ② 要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
         予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４） その他 

 畜産に関する新た

な社会・行政ニーズ

が発生した場合又は

外部機関が行う技術

開発・調査、外部機

関からの講師派遣な

どの協力依頼があっ

た場合には、積極的

に対応する。 

（４）技術開発への

協力 
    畜産に関する新

たな社会・行政ニー

ズが発生した場合又

は外部機関が行う技

術開発・調査に当た

って協力等の要請が

あった場合には、積

極的に協力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた 
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
大学等の外部機関が行う技術開

発・調査にあたって協力等の要請

があった場合には、センターが保

有する家畜・施設・情報等を提供

するなど積極的に協力した。加え

て、東京電力福島第一原子力発電

所事故の際にも、国、県などの行

政からの緊急の調査依頼等を迅速

に対応した。（合計 237 件） 

＜自己評価＞ 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの実績を踏まえれば、中期計

画に示された技術開発への協力が達成で

きると見込まれることから「Ｂ」評定し

た。 

＜評定に至った理由＞ 
  中期計画に示された技術開発への協力

を行ったことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２-８-（５） 第２ 業務の質の向上 ８ センターの人材・資源を活用した外部支援 （５）委員会への協力 
業務に関連する政策・施

策 
食料・農業・農村基本計画、家畜改良増殖目標・鶏の改良増殖目

標 
当該事業実施に係る根拠 独立行政法人家畜改良センター法第１１条第１項第６号 

当該項目の重要度、難易

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度   H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
          予算額（千円） 8,682,884  8,967,108  8,532,098  8,493,261  8,745,037 

 決算額（千円） 9,127,037  8,572,227  8,651,460  9,160,191  9,753,970 

 経常費用（千円） 8,923,393  8,388,109  8,227,741  8,675,680  9,078,769 

 経常利益（千円） 8,826,155  8,412,573  8,168,306  8,670,619  9,138,548 

 行政ｻｰﾋﾞｽ実施ｺｽﾄ（千円） 8,712,060  8,206,327  7,612,425  7,546,420  7,783,394 

従事人員数 991 981 972 966 969 

 （うち常勤職員） （807） (790) (785) (765) (757) 

注：業務ごとに算出していないため、法人全体の数値を掲載 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４） その他 

 畜産に関する新た

な社会・行政ニーズ

が発生した場合又は

外部機関が行う技術

開発・調査、外部機

関からの講師派遣な

どの協力依頼があっ

た場合には、積極的

に対応する。 

（５）委員会への協

力 
   畜産に関する新

たな社会・行政ニー

ズが発生した場合又

は外部機関が行う委

員会の開催に当たっ

て、職員への委員委

嘱等の要請があった

場合には、積極的に

協力する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕

著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施された 
Ｃ：計画どおり実施されず、改善

を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、当該

業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
各種委員会の委員等への委

嘱の要請に応じ、中期目標期

間中、延べ 1,276 名が対応し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績を踏まえれば、中期計画

に則した取組が実施されると見込まれる

ことから「Ｂ」 
評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に則した取組が実施されたこ

とから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３  第３ 予算、収支計画及び資金計画 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第４ 財務内容の改

善に関する事項 
＜以下略＞ 

 

第３予算、収支計画

及び資金計画 
 ＜以下略＞ 

指標＝「中項目の項目数×２」

（満点）に対する「各中項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各中項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：

２点、Ｃ：１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◎予算、収支計画及び資金計画 
○財務内容の改善    ２／２点（Ｂ） 
○自己収入の確保    ２／２点（Ｂ） 
○経費の削減      ２／２点（Ｂ） 
○資産の管理     ２／２点（Ｂ） 
○経理の適正化      ２／２点（Ｂ）  
   合   計    １０／１０点 

 
 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり,下位の評価項目である

中項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満  点：１０点(中項目５×２点) 
合計点：９点=２点×４＋１点 
９点／１０点＝０.９(９／１０) 
 
○財務内容の改善     ２点（Ｂ） 
○自己収入の確保     ２点（Ｂ） 
○経費の節減       ２点（Ｂ） 
○資産の管理       ２点（Ｂ） 
○経理の適正化      １点（Ｃ） 
合 計 点       ９点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり,下位の評価項目である

中項目の合計点がＢ評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満  点：１０点(中項目５×２点) 
合計点：９点=２点×４＋１点 
９点／１０点＝０.９(９／１０) 
 
○財務内容の改善     ２点（Ｂ） 
○自己収入の確保     ２点（Ｂ） 
○経費の節減       ２点（Ｂ） 
○資産の管理       ２点（Ｂ） 
○経理の適正化      １点（Ｃ） 

合 計 点       ９点 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-１～３ 第３ 予算、収支計画及び資金計画  １～３ 財務内容の改善 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ                                                                        （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度    備  考 

運営費交付金  ７,３８６   ７,４４４     ７,００９      ７,２３７ ７,３１１ 予算額 
業務経費 効率化係数 年９９％     １,５４４   １,５０２ １,４７８      １,４７５   １,４６１ 同 上 
一般管理費 効率化係数 年９７％     ５７５     ５５６     ５７４     ５３０   ５１５ 同 上 
人件費 人件費抑制係数 年１００％   ６,０５２      ６,１５１    ５,７４０     ６,０７２  ６,３４７ 同 上、 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第４ 財務内容の改

善に関する事項 
運営費交付金、施設

整備費補助金及び自

己収入などを充当し

て行う事業について

は、「第２ 業務運営

の効率化に関する事

項」における業務対

象の重点化などのほ

か、以下の事項に配

慮して予算を作成

し、計画的かつ効率

的に運営し、収支の

均衡を図る。 
＜以下略＞ 

１ 予算 
  平成２３年度～平成

２７年度予算 
   ＜以下略＞ 
 
２ 収支計画 
  平成２３年度～平成

２７年度収支計画 
   ＜以下略＞ 
 
３ 資金計画 
  平成２３年度～平成

２７年度資金計画 
    ＜以下略＞ 
 

Ａ：難易度が高い計

画であったが順調

に実施いた。 
Ｂ：計画どおり順調

に実施した。 
Ｃ：計画どおり実施

されず、改善を要

する。 
Ｄ：計画どおり実施

されず、抜本的な

改善が必要と認め

られる。 

＜主要な業務実績＞ 
予算、収支計画及び

資金計画を作成し、業

務の効率化を推進する

ことで経費の節減を図

りつつ、業務が効率的

に運営できるよう資金

を適切に配分し、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期目標に則した取組が実施され、計画的かつ

効率的に運営し、経費の節減と収支の均衡を図ら

れていることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 予算は中期計画にルールで算定し、収支計画

及び資金計画は予算ベースで計上した。 
・ 業務経費については、前年度の各場の業務の

効率化につながる創意工夫に対して予算配分

する職場効率化予算などにより諸収入の増額

分の一部を事業費に充て、業務を重点的かつ効

率的に行った。 
・ 貸借対照表及び損益計算書について、前期と

当期の比較により主たる増減の要因を明らか

にして、経年比較を行った。 
・ 予算、収支計画及び資金計画について、予算

額と決算額の比較により計画の実施状況及び

実績の差異について把握した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期目標に則した取組が実施され、計画的かつ

効率的に運営し、経費の節減と収支の均衡を図ら

れたことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 予算は中期計画に基づくルールで算定し、収

支計画及び資金計画はこの予算ベースで計上

した。 
・ 業務経費については、前年度の各場の業務の

効率化及び自己収入増加の取組成果に応じて

重点的に配分する職場競争的予算や、業務の効

率化につながる創意工夫に対して予算配布す

る職場効率化予算などにより諸収入の増額分

の一部を事業費に充て、業務を重点的かつ効率

的に行った。 
・ 貸借対照表及び損益計算書について、前期と

当期の比較により主たる増減の要因を明らか

にして、経年比較を行った。 
・ 予算、収支計画及び資金計画について、予算

額と決算額の比較により計画の実施状況及び

計画と実績の差異について把握した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-４ 第３ 予算、収支計画及び資金計画  ４ 自己収入の確保 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ                                                                     （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 （参考情報） 

受託収入    ２２１ １９０ １９２ ２１２    ２５７ 決算額 
諸収入   １,２５９ １,１８２ １,３５４ １,４９６  １，７６０ 決算額 

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １ 自己収入の確保 

 業務実施に伴う収

入の安定的な確保と

拡大のみならず、外

部資金の積極的な獲

得に努める。 

第３－４ 自己収入

の確保 
(１）外部資金の 

獲得 
＜以下略＞ 

 
（２）自己収入の 

拡大 
＜以下略＞ 

 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各小項目の評価点数の区

分は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○自己収入の確保  
◇外部資金の獲得  
             ２／２点（Ｂ） 
◇自己収入の拡大 
              ２／２点（Ｂ） 
   合 計    ４／４点  

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である小

項目の合計点が B 評定の判定基準内（満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10）であるた

め。 
 
満 点：４点(小項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□外部資金の獲得      ２点（Ｂ） 
□自己収入の拡大         ２点（Ｂ）   

合 計 点        ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である小

項目の合計点が B 評定の判定基準内（満点

×8/10≦合計点＜満点×12/10）であるた

め。 
 
満 点：４点(小項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□外部資金の獲得      ２点（Ｂ） 
□自己収入の拡大         ２点（Ｂ）   

合 計 点        ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-４-（１） 第３ 予算、収支計画及び資金計画  ４ 自己収入の確保 （１）外部資金の獲得 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ                                                                                                                                            （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 （参考情報） 

受託収入    ２２１ １９０ １９２ ２１２ ２５７ 決算額 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １ 自己収入の確保 

 業務実施に伴う収

入の安定的な確保と

拡大のみならず、外

部資金の積極的な獲

得に努める。 

（１）業務実施に伴

う収入の安定的な確

保と拡大のみなら

ず、外部資金を積極

的に獲得するため、

情報収集や他機関と

の連携を図り、外部

資金に係る応募を積

極的に行う。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛の能力向上及び飼養管理の改

善による出荷乳量の増加、肉用牛の肉

質の向上による枝肉単価等の増加に伴

い、家畜及び畜産物等の売払額が増加

した。 
外部資金を獲得するため、研究推進

会議への参加や産官学連携フェア等へ

の出展により情報収集や他機関との打

ち合わせを行い、外部資金へ応募する

など、計画どおり順調に実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、外部資金の獲得

に向けた取組が中期計画どおり実施され

ると見込まれることから、「Ｂ」評定とし

た。 
 
＜参考＞ 
・ 科学研究費助成事業の公募要領説明

会や競争的研究資金制度の説明会に参

加し、外部資金への応募について情報

収集や他機関との意見交換を行った。

また、アグリビジネス創出フェア等に

出展するとともに、来場した県や台閣

関係者と情報交換を行った。 
・ 科学研究費助成事業、農林水産業・

食品産業科学技術推進事業等の外部資

金や民間団体の助成事業に課題に応募

し、平成２６年度末までに２２件が採

択されている。 

＜評定に至った理由＞ 
 外部資金の獲得に向けた取組が中期計

画どおり実施されたことから、「Ｂ」評定

とした。 
 
 
＜参考＞ 
・ 科学研究費助成事業の公募要領説明

会や競争的研究資金制度の説明会に参

加し、外部資金への応募について情報

収集や他機関との意見交換を行った。

また、アグリビジネス創出フェア等に

出展するとともに、来場した県や台閣

関係者と情報交換を行った。 
・ 科学研究費助成事業、農林水産業・

食品産業科学技術推進事業等の外部資

金や民間団体の助成事業に課題に応募

し、平成２７年度末までに延べ３４件

が採択されている。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報          
第３-４-（２） 第３ 予算、収支計画及び資金計画  ４ 自己収入の確保 （２）自己収入の拡大 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ                                                                    （単位：百万円） 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 （参考情報） 

諸収入   １,２５９ １,１８２ １,３５４ １,４９６  １，７６０ 決算額 
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １ 自己収入の

確保 
 業務実施に伴

う収入の安定的

な確保と拡大の

みならず、外部

資金の積極的な

獲得に努める。 

（２）自己収入の拡大

を図るため、家畜の改

良増殖に係る家畜人

工授 精用精液、家畜

受精卵、種鶏等の配布

及び飼料作物の種子

配布価格について、生

産コストを考慮し、畜

産経営等に及ぼす影

響を踏まえ、民間市場

価格等と比較を行う

等により適切な価格

の設定をする。 
 また、家畜の貸付け

及び飼料作 物の原

種子配布について、競

争入 札や公募等の

競争性のある契約の 

導入等の配布方法の

見直しを行う。 
 精液採取用種雄牛

の貸付けの入札につ

いて、競争性及び透明

性を 高めるため、ホ

ームページ、畜産関係

専門誌等による周知

活動を強化する。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
乳用牛の能力向上及び

飼養管理の改善による出

荷乳量の増加、肉用牛の肉

質の向上による枝肉単価

等の増加に伴う自己収入

増加のほかに、自己収入の

拡大を図るため、種鶏等及

び飼料作物原種子等の配

布価格については、生産コ

ストを考慮し、民間市場価

格等を参考に適正な価格

を設定した。種子配布につ

いては、一般競争の方法で

契約を行った。また、精液

採取用種雄牛の貸付につ

いては、各種畜産関係会

議、イベント等において周

知活動を行うなど、計画ど

おり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、自己収入の拡大に向けた

取組が中期計画どおり実施されると見込まれる

ことから、「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 家畜の改良増殖に係る家畜人工授精用精液、

家畜受精卵、種鶏等の配布及び飼料作物の種子

配布価格について、適切な価格を検討し、種鶏

等の配布価格については、民間取引価格等を調

査し参考としつつ適正な価格を設定し、めん羊

の配布価格については、市場平均単価及び輸入

羊肉価格推移から生体単価を求め、適正な価格

を設定し、飼料作物原種子等の配布価格につい

ては、生産原価と民間市場価格を比較検討し、

適正な価格を設定した。 
・ 増殖用種子の配布方法について、申請による

配布方法から一般競争に見直しをすることと

し、外部委員による審査も行い十分に精査をし

た上で、一般競争入札を行った。 
・ 精液採取用種雄牛の貸付については、各種畜

産関係会議の場での周知、畜産専門誌掲載によ

る周知「畜産フードフェア」等においてポスタ

ー掲示、パンフレットの配布等の周知活動を行

った。 

＜評定に至った理由＞ 
自己収入の拡大に向けた取組が中期計画どお

り実施されたことから、「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 家畜の改良増殖に係る家畜人工授精用精液、

家畜受精卵、種鶏等の配布及び飼料作物の種子

配布価格について、適切な価格を検討し、種鶏

等の配布価格については、民間取引価格等を調

査し参考としつつ適正な価格を設定し、めん羊

の配布価格については、市場平均単価及び輸入

羊肉価格推移から生体単価を求め、適正な価格

を設定し、飼料作物原種子等の配布価格につい

ては、生産原価と民間市場価格を比較検討し、

適正な価格を設定した。 
・ 増殖用種子の配布方法について、申請による

配布方法から一般競争に見直しをすることと

し、外部委員による審査も行い十分に精査をし

た上で、一般競争入札を行った。 
・ 精液採取用種雄牛の貸付については、各種畜

産関係会議の場での周知、畜産専門誌掲載によ

る周知「畜産フードフェア」等においてポスタ

ー掲示、パンフレットの配布等の周知活動を行

った。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-５ 第３ 予算、収支計画及び資金計画  ５ 経費の削減 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 経費の削減 

調達に当たって

は、仕様や調達

数量などを見直

し、不要な発注

を避け、一般競

争入札の積極的

な活用などによ

り、経費の節減

を図るととも

に、定期的に経

費削減効果の検

証を実施する。 

第３－５ 経費の削減  
 契約については、随意

契約限度額にとらわれ

ず、一般競争入札を積極

的に取り入れ、一般競争

入札等であっても、契約

の条件、契約手続き等の

見直し改善を図り、年２

回経費削減効果の検証を

行う。 
 また、監事及び外部有

識者によって構成する契

約監視委員会において、

競争性のない随意契約の

見直しをさらに徹底して

行うとともに、一般競争

入札等についても真に競

争性が確保されている

か、点検、見直しを行い、

その結果を公表する。 

Ａ：難易度が高い計画であ

ったが順調に実施いた。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

した。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
随意契約限度額未満

であっても、一般競争

入札を積極的に取り入

れた。また、年２回開

催する契約監視委員会

において、経費削減効

果の検証を行うととも

に、競争性のない随意

契約の見直し、一般競

争入札等について真に

競争性が確保されてい

るかについて点検及び

見直しを行い、その結

果をホームページに公

表し、計画どおり実施

した。 
  さらに、調達等合理

化計画についても、重

点的に取り組む分野と

して随意契約の見直し

を行うなど、 計画どお

り実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  これまでの実績から、中期計画どお

り経費節減に向けた取組が実施され

ると見込まれるため「Ｂ」評定とした。 
＜参考＞ 
・ 平成２６年度までの随意契約限度

額未満における入札件数は、単価契

約（燃料・飼料等）を除き、購入契

約１７５件、役務（工事含む）等契

約４３件の実績となった。 
・ 年２回開催する契約監視委員会で

の意見を踏まえて、より多くの応札

者を誘引するため、工事設計入札、

農機具等の購入に係る仕様の要件

見直し、又は全牧場に共通する薬品

等のセンター本所一括購入等を実

施した結果、競争性の確保が図ら

れ、経費節減につながった。また、

競争性のない随意契約の見直しを

徹底し、一般競争が可能なものは一

般競争とし、随意契約は平成２６年

度においては９件にまで減少した

（平成２３年度は３３件）。 
・ 契約監視委員会において、随意契

約、一般競争契約に関する点検等を

行い、その結果については、ホーム

ページにおいて公表した。 

＜評定に至った理由＞ 
  「独立行政法人の調達等合理化の取組の推進につい

て」（平成 27 年５月 25 日総務大臣決定）に基づく新た

な調達等合理化計画の策定・公表、契約監視委員会にお

ける一者応札・応募等の点検など、着実な実施が図られ

ていることを踏まえて「Ｂ」評定とする。 
 
＜参考＞ 
・ 平成２７年度までの随意契約限度額未満における入

札件数は、単価契約（燃料・飼料等）を除き、購入契

約１９３件、役務（工事含む）等契約４８件の実績と

なった。 
・ 年２回開催する契約監視委員会での意見を踏まえて、

より多くの応札者を誘引するため、工事設計入札、農

機具等の購入に係る仕様の要件見直し、又は全牧場に

共通する薬品等のセンター本所一括購入等を実施した

結果、競争性の確保が図られ、経費節減につながった。

また、競争性のない随意契約の見直しを徹底し、一般

競争が可能なものは一般競争とし、随意契約は平成２

７年度においては９件にまで減少した（平成２３年度

は３３件）。 
・ 契約監視委員会において、随意契約、一般競争契約

に関する点検等を行い、その結果については、ホーム

ページにおいて公表した。 
・ 平成２７年度調達等合理化計画については、平成２

７年７月に策定・公表し、計画どおり実施した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-６ 第３ 予算、収支計画及び資金計画  ６ 資産の管理 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 資産の管理 

 保有資産の適切な管理を行う観点か

ら、定期的に資産の管理状況を調査し、

資産の利用度のほか、本来業務に支障の

ない範囲での有効利用の可能性、経済合

理性などの観点に沿って、その保有の必

要性について不断に見直しを行い、不要

なものについては、国庫納付などを行

う。その際、総務省政策評価・独立行政

法人評価委員会による独立行政法人の

業務実績に関する評価の結果等の意見

など独立行政法人評価委員会への通知

事項を参考にするものとする。 
 土地・建物などの資産を貸し付ける際

には、センターの事務及び事業の遂行上

その必要性が認められるもの又は公共

的若しくは公益的な見地から土地・建物

などの利用が不可欠なものに限定する。

貸付けに当たっては、既存の貸付物件も

含めて、正当な対価を徴収するものとす

る。また、定期的に管理状況の調査など

を行い、管理が不適切な場合にあって

は、借受者に対する管理改善計画の提出

請求や貸付けの中止などを行う。 

第３－６ 資産の管理  
 以下の取組を実施する

に当たっては、総務省政

策評価・独立行政法人評

価委員会から独立行政法

人の業務実績に関する評

価の結果等の意見等とし

て独立行政法人評価委員

会への通知事項を参考に

し、取り組む。 

○資産の管理 
指標＝「小項目の項目数×２」（満

点）に対する「各小項目の点数の

合計値」（合計点）の比率 
 
各小項目の評価点数の区分は以

下のとおりとする。 
 
Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、Ｂ

評価：２点、Ｃ評価：１点、Ｄ評

価：０点 
 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○資産の管理 
◇土地・建物等の有効活用 
           ２／２点（Ｂ） 
◇資産の貸付   
２／２点（Ｂ） 
 合 計    ４／４点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目

である小項目の合計点がB評定の

判定基準内（満点×8/10≦合計点

＜満点×12/10）であるため。 
 
満 点：４点 (小項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□土地･建物等の有効活用 

２点（Ｂ） 
□資産の貸付    ２点（Ｂ）    
合 計 点     ４点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目

である小項目の合計点がB評定の

判定基準内（満点×8/10≦合計点

＜満点×12/10）であるため。 
 
満 点：４点 (小項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□土地･建物等の有効活用 

２点（Ｂ） 
□資産の貸付    ２点（Ｂ）    
合 計 点     ４点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-６-（１） 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ６ 資産の管理 （１）土地・建物等の有効活用 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 資産の管理 

 保有資産の適切な管理を行う観点から、

定期的に資産の管理状況を調査し、資産の

利用度のほか、本来業務に支障のない範囲

での有効利用の可能性、経済合理性などの

観点に沿って、その保有の必要性について

不断に見直しを行い、不要なものについて

は、国庫納付などを行う。その際、総務省

政策評価・独立行政法人評価委員会による

独立行政法人の業務実績に関する評価の

結果等の意見など独立行政法人評価委員

会への通知事項を参考にするものとする。 
 土地・建物などの資産を貸し付ける際に

は、センターの事務及び事業の遂行上その

必要性が認められるもの又は公共的若し

くは公益的な見地から土地・建物などの利

用が不可欠なものに限定する。貸付けに当

たっては、既存の貸付物件も含めて、正当

な対価を徴収するものとする。また、定期

的に管理状況の調査などを行い、管理が不

適切な場合にあっては、借受者に対する管

理改善計画の提出請求や貸付けの中止な

どを行う。 

（１）土地・建物等

の保有資産を最大限

活用するため、毎年

度、土地・建物等の

保有資産の利用度等

について調査し、保

有資産が有効に活用

されるよう必要な措

置を講じる。 
 なお、利用度が著

しく低いものについ

ては、有効利用の可

能性、経済合理性等

の観点に沿って将来

の利用見込み、保有

の必要性等について

検討を行い、不要な

ものについては国庫

納付等を行う。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された 
Ｃ：計画どおり実施

されず、改善を要

する 
Ｄ：計画どおり実施

されず、当該業務

の廃止を含めた抜

本的な改善を求め

る必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
保有資産の有効活用を

図るため、各牧場から減

損兆候判定による報告を

求めるなどにより、資産

の利用状況の確認を実施

し、不要なものは除却処

分するなど必要な措置を

講じ、計画どおり実施し

た。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画どおり

土地・建物等の有効活用が図るための取

組が実施されると見込まれることから

「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 建物、構築物、固定資産物品につい

て、写真による「固定資産の見える化」

に取り組み、利用状況等の現状を調査

し、不要なものは除却処分するなどし

て保有資産を有効に活用した。 
・ 平成２６年度において、建物８件、

構築物１３０件、設備３９件、物品５

５件を不要と判断し、処分を行った。 
・ 保有する資産については、監事によ

る各牧場の定期監査の際、固定資産一

覧表等に基づき適切に監査を実施し

た。 

＜評定に至った理由＞ 
中期計画どおり土地・建物等の有効活

用が図るための取組が実施されたこと

から「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 建物、構築物、固定資産物品につい

て、写真による「固定資産の見える化」

に取り組み、利用状況等の現状を調査

し、不要なものは除却処分するなどし

て保有資産を有効に活用した。 
・ 平成２７年度までにおいて、建物２

３件、構築物１７４件、設備９８件、

物品１１８件を不要と判断し、処分を

行った。 
・ 保有する資産は土地、建物等の実物

資産であり、雑木林等の利用不可地以

外は、牧草採草地、放牧地、飼料作物

種苗の増殖用地、防風林、家畜の飼養

施設等として当該資産を有効に活用

している。 
  また、保有する資産については、監

事による各牧場の定期監査の際、固定

資産一覧表等に基づき適切に監査を

実施した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-６-（２） 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ６ 資産の管理 （２）資産の貸付 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ３ 資産の管理 

 保有資産の適切な管理を行う観点から、定期

的に資産の管理状況を調査し、資産の利用度の

ほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用

の可能性、経済合理性などの観点に沿って、そ

の保有の必要性について不断に見直しを行い、

不要なものについては、国庫納付などを行う。

その際、総務省政策評価・独立行政法人評価委

員会による独立行政法人の業務実績に関する

評価の結果等の意見など独立行政法人評価委

員会への通知事項を参考にするものとする。 
 土地・建物などの資産を貸し付ける際には、

センターの事務及び事業の遂行上その必要性

が認められるもの又は公共的若しくは公益的

な見地から土地・建物などの利用が不可欠なも

のに限定する。貸付けに当たっては、既存の貸

付物件も含めて、正当な対価を徴収するものと

する。また、定期的に管理状況の調査などを行

い、管理が不適切な場合にあっては、借受者に

対する管理改善計画の提出請求や貸付けの中

止などを行う。 

（２）土地・建物等の

資産を貸付ける際に

は、センターの事務及

び事業遂行上その必要

性が認められるもの又

は公共的若しくは公益

的な見地から土地・建

物等の利用が不可欠な

ものに限定するととも

に、既貸付け物件も含

め、近隣の貸付事例等

も参考にしながら、正

当な対価を徴収する。 
   また、毎年度、貸付

物件の管理状況につい

ての調査等を行うこと

により、管理が不適切

な場合にあっては、借

受者に対し管理改善計

画の提出請求や貸付の

中止を行う。 

Ｓ：計画を大きく上

回り、かつ顕著な

成績が得られた 
Ａ：計画を上回る成

果が得られた 
Ｂ：計画どおり順調

に実施された 
Ｃ：計画どおり実施

されず、改善を要

する 
Ｄ：計画どおり実施

されず、当該業務

の廃止を含めた抜

本的な改善を求め

る必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
資産の貸付において、規

程に基づき貸付料の計算

をし正当な対価の徴収を

行った。また、管理状況に

ついて点検を行い、貸付物

件が申請どおり利用され

ているかを確認するなど、

計画どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、中期計画に

沿った土地等の貸付けが実施され

ると見込まれることから「Ｂ」評定

とした。 
 
＜参考＞ 
・ （一社）家畜改良事業団への土

地貸付は、平成２３年度貸付分か

ら有償とするとともに、（一社）

ジャパンケネルクラブへの土地

貸付は、第三者委員会である契約

監視委員会において、貸付に係る

検討を行った上で、継続して貸付

を行った。また、西郷村に対し、

公益性の見地から、除染に伴う放

射性廃棄物の仮置場及び仮置場

への一時保管場所として土地貸

付を行っている。 
・ 貸付物件の管理状況について、

申請書どおりの使用方法となっ

ているかどうかを点検し、適切で

あることを確認した。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画に沿った土地等の貸付

けが実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 
 
＜参考＞ 
・ 保有資産（土地・建物）の貸付

について、平成２２年１２月に独

立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針が閣議決定されたこ

とを受けて、（一社）家畜改良事

業団への土地貸付は、平成２３年

度貸付分から有償とするととも

に、（一社）ジャパンケネルクラ

ブへの土地貸付は、第三者委員会

である契約監視委員会において、

貸付に係る検討を行った上で、継

続して貸付を行った。また、西郷

村に対し、公益性の見地から、除

染に伴う放射性廃棄物の仮置場

及び仮置場への一時保管場所と

して土地貸付を行っている。 
・ 貸付物件の管理状況について、

申請書どおりの使用方法となっ

ているかどうかを点検し、適切で

あることを確認した。 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３-７ 第３ 予算、収支計画及び資金計画  ７ 経理の適正化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ４ 経理の適正化 

 資金・資産の適正

な管理と会計規律の

徹底などによる経理

の適正化と、チェッ

ク体制の構築を図る

とともに、職員の倫

理及び資質向上のた

めの必要な措置を講

ずる。 

第３－７ 経理の適

正化  
   適正な経理を実

施するため、調達部

門、出納管理部門、

資産管理部門の相互

けん制機能が発揮で

きるよう、定期的な

人事異動を実施する

ほか、監査の強化に

よる資金・資産の適

正な管理と会計規律

の徹底等による経理

の適正化及び相互け

ん制によるチェック

体制の構 築を図る。 
 また、会計・管財

担当者の倫理及び資

質向上のための研修

会を計画的に行う。 

Ａ：難易度が高い計画

であったが順調に実

施いた。 
Ｂ：計画どおり順調に

実施した。 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、抜本的な改善

が必要と認められ

る。 

＜主要な業務実績＞ 
調達部門、出納管理部門及び資

産管理部門に従事する職員につい

て、長期在任者を洗い出し、人事

異動の企画の対象者とするなど、

定期的な人事異動に努めた。 
また、資産等の活用状況に留意

して監査を行った。 
さらに、会計担当者等の会計規

律等に関する勉強会、経理、契約

担当者の倫理に関する研修を実施

し、経理事務の相互けん制機能に

ついては、チェックリストに基づ

き点検するなど、計画どおり実施

した。 

 
Ｂ 

評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
試験研究物品の購入に係る不適正な経理

処理事案が顕在化したのは、平成２６年度

であるが、不適正な経理処理自体は現中期

目標期間の開始時点から実施されているこ

とから「Ｃ」評定とした。 
 
＜今後の課題と改善方策＞ 
試験研究物品の購入に係る不適正経理な

処理事案を踏まえ、調査研究部門の職員を

含めて相互けん制が十分に発揮できるシス

テムの構築や経理に係る教育の実施を次期

中期計画に明記する必要がある。 
 
＜その他＞ 
・ 試験研究物品に係る不適正な経理処理

事案については、「Ｃ」と評価してもよい

のではないか。 
・ 今後、このような事態が生じないよう

教育の実施等のフォローアップを中期計

画で規定すべき。（有識者会議委員意見） 

＜評定に至った理由＞ 
試験研究物品の購入に係る不適正な経理

処理事案が顕在化したのは、平成２６年度

であるが、不適正な経理処理自体は現中期

目標期間の開始時点から実施されているこ

とから「Ｃ」評定とした。 
 
＜今後の課題＞ 
不適正な会計経理事案については、再発

防止策が策定されているところであるが、

二度とこのような事案を起こさぬよう、今

後の確実な取組を通じて、法令遵守等に係

る職員教育を徹底するとともに、組織内で

の相互けん制が十分に発揮されるシステム

の充実・強化を図ることが必要。 
 
＜その他＞ 
不適正な会計経理事案については、金額の

多寡にかかわらず、重く受け止めるべきで

ある。再発防止策を早急に取りまとめたこ

とは評価できる。（有識者会議委員意見） 
 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４ 第４ 短期借入金の限度額 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

 
第４  短期借入金の限度額       
１０億円 

＜想定される理由＞ 
 運営費交付金の受け入れ

の遅滞 

Ａ：難易度が高い計画であ

ったが順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

した。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
運営費交付金の受入れの遅滞は

なく、また、予算を適切に執行し

短期借入金はなかった。 

 
― 

評定 ― 評定 ― 
 現中期目標期間中に短期借入金が発

生する可能性はないと見込まれること

から、評価の対象項目としない。 

 現中期目標期間中に短期借入金が発

生する可能性はないと見込まれること

から、評価の対象項目としない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第５ 第５ 重要な財産の処分等に関する計画 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

 
第５ 重要な財産の処

分等に関する計画  
   国土交通省が施工

する一般国道４号盛岡

北道路工事に伴い、家

畜改良センター岩手牧

場事業用地（岩手県盛

岡市下厨川字穴口７２-
１、岩手県岩手郡滝沢

村滝沢字巣子１５５６

－１ほか、計１０８，

３１８．９０㎡）につ

いて、売却する。 
  なお、効率的に業務

継続を図るため売却収

入をもって、事業用地

等に係る施設・設備等

を整備する。 

 
Ａ：難易度が高い計画であ

ったが順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

した。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
岩手牧場に係る具体的な補

償整備について、執行計画に基

づき適切に実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 岩手牧場の事業用地については、中期計

画に則して用地の売却と売却収入を活用

した事業用地に係る施設・設備等の整備が

実施されたことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 国道４号線の拡幅工事に伴い、岩手牧

場用地の一部を平成２３年度に国土交

通省へ５６３，６４６千円で売却した

が、当該用地が採草地、防風林として業

務の執行上、重要な役割を果たしていた

ことから、売却による損失補償金により

粗飼料生産基盤など、平成２６年度まで

に所要の整備を行った。 
・ 平成２７年度は草地造成、消毒施設整

備等を実施することとしている。 
 

＜評定に至った理由＞ 
 岩手牧場の事業用地については、中期計

画に則して用地の売却と売却収入を活用

した事業用地に係る施設・設備等の整備が

実施されたことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 国道４号線の拡幅工事に伴い、岩手牧

場用地の一部を平成２３年度に国土交

通省へ５６３，６４６千円で売却した

が、当該用地が採草地、防風林として業

務の執行上、重要な役割を果たしていた

ことから、売却による損失補償金により

粗飼料生産基盤など、平成２７年度まで

に所要の整備を行った。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第６ 第６ 剰余金の使途 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

 
第６ 剰余金の使途    
 剰余金の使途は、

業務運営の効率化及

び業務の質の向上を

図るための育種素材

の導入、機械及び車

輌の更新・修理、施

設の改修、草地の整

備・更新及び事務処

理ソフトの導入とす

る。 

 
Ａ：難易度が高い計画であ

ったが順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

した。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、抜本的な改善が必要と

認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
剰余金の使途に充てる積立

金はなかった。 

 
― 

評定 ― 評定 ― 
＜評定に至った理由＞ 
 剰余金の使途に充てる積立金が発生して

いないことから、評価の対象項目としない。 

＜評定に至った理由＞ 
 剰余金の使途に充てる積立金が発生して

いないことから、評価の対象項目としない。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第５ その他業務運

営に関する重要事項 
＜以下略＞ 

第７  その他農林

水産省令で定める

業務運営に関する

重要事項 
  ＜以下略＞ 

指標＝「中項目の項目数×２」

（満点）に対する「各中項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
 各中項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
  Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：

２点、Ｃ：１点、Ｄ：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 
＜満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点、＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◎その他農林水産省令で定める業務運営 
に関する重要事項 

○施設・設備の整備に関する計画 
              ２／２点（Ｂ） 

○積立金の処分に関する事項 
                  ２／２点（Ｂ） 
○職員の人事等 

       ２／２点（Ｂ） 
           合  計   ６／６点（Ｂ） 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり,下位の評価項目である

中項目の合計点が B 評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満  点：６点(中項目３×２点) 
合計点：６点=２点×３ 
６点／６点＝１．０(１０／１０) 
 
○ 施設・設備の整備に関する計画 

２点（Ｂ） 
○ 職員の人事等     ２点（Ｂ） 
○ 積立金の処分に関する事項 

２点（Ｂ） 
合 計 点       ６点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり,下位の評価項目である

中項目の合計点が B 評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満  点：６点(中項目３×２点) 
合計点：６点=２点×３ 
６点／６点＝１．０(１０／１０) 
 
○ 施設・設備の整備に関する計画 

２点（Ｂ） 
○ 職員の人事等     ２点（Ｂ） 
○ 積立金の処分に関する事項 

２点（Ｂ） 
合 計 点       ６点 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



226 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-１ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 １ 施設・設備の整備に関する計画 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 １ 施設・設備の整備 

 業務の適切かつ効率

的な実施を確保するた

め、本中期目標の達成

のために必要な施設・

設備を計画的に整備す

る。 

第７－１ 施設・設備

の整備に関する計画    
   業務の適切かつ効

率的な実施の確保の

ため、業務実施上の必

要性及び既存の施

設・設備の老朽化等に

伴う施設・設備を計画

的に整備・改修する。 

 
Ａ：難易度が高い計画で

あったが順調に実施し

た。 
Ｂ：計画どおり順調に実

施した。 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、抜本的な改善が必要

と認められる。 

＜主要な業務実績＞ 
業務の適切かつ効率的な

実施を確保するため、重点

化業務を主体に、業務実施

上の必要性及び既存の施

設・設備の老朽化等に伴う

施設及び設備の整備・改修

を行った。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
これまでの実績から、中期計画にどおり、

計画的な施設・設備の整備等が実施される

と見込まれることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 乳用牛については、岩手牧場において

バイオガスプラント施設を新設した。 
・ 肉用牛については、奥羽牧場において

繁殖牛舎及び肥育牛舎を新設した。 
・ 豚については、茨城牧場において子豚

豚舎及び哺育豚舎を新設した。 
・ 岩手牧場事業用地の一部売却収入によ

る整備として、草地造成・整備、哺育牛

舎の新築、チューブバック置場及び防疫

設備の新設・改修等を行った。 
・ 平成２７年度、茨城牧場において種雌

豚舎の整備、及び岩手牧場において売却

収入を基に消毒施設整備、牛舎解体等を

実施することとしている。 

中期計画にどおり、計画的な施設・設備

の整備等が実施されたことから「Ｂ」評定

とした。 
 
＜参考＞ 
・ 乳用牛については、岩手牧場において

バイオガスプラント施設を新設した。 
・ 肉用牛については、奥羽牧場において

繁殖牛舎及び肥育牛舎を新設した。 
・ 豚については、茨城牧場において子豚

豚舎、哺育豚舎及び種豚舎を新設した。 
・ 岩手牧場事業用地の一部売却収入によ

る整備として、草地造成・整備、哺育牛

舎の新築、チューブバック置場及び防疫

設備の新設・改修等を行った。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



227 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 職員の人事など 

 センターは、役職

員の人材確保に当た

り、センターの業務

を担うにふさわしい

人的資質及び倫理観

を有した者を確保す

ることとし、基本と

なる採用・異動指針

を明確にした上で、

採用活動や人事異動

などを実施する。 
 また、他機関との

人事交流の促進、研

修の実施などによ

り、優秀な人材の確

保及び養成を図りつ

つ、センター全体の

要員の合理化を進め

る。 

第７－２ 職員の人

事等 
（１）人材の確保 

＜以下略＞ 
（２）人員配置 

＜以下略＞ 
（３）人事管理 

＜以下略＞ 
（４）研修の実施 

＜以下略＞ 

指標＝「小項目の項目数×２」

（満点）に対する「各小項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
  各小項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜ 
満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
○職員の人事等 
◇人材の確保    ２／２点（Ｂ） 
◇人事配置      ２／２点（Ｂ） 
◇人事管理      ２／２点（Ｂ） 
◇研修の実施   ２／２点（Ｂ） 
      合 計   ８／８点 

 
     Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり,下位の評価項目であ

る小項目の合計点が B 評定の判定基

準内（満点×8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満  点：８点(小項目４×２点) 
合計点：７点＝２点×３＋１点 
７点／８点＝０．８７５(８.７５／１

０) 
 
◇人材の確保      ２点（Ｂ） 
◇人事配置       ２点（Ｂ） 
◇人事管理       １点 (Ｃ） 
◇研修の実施      ２点 (Ｂ) 
合  計  点      ７点 

 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり,下位の評価項目であ

る小項目の合計点が B 評定の判定基準

内（満点×8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満  点：８点(小項目４×２点) 
合計点：７点＝２点×３＋１点 
７点／８点＝０．８７５(８.７５／１

０) 
 
◇人材の確保      ２点（Ｂ） 
◇人事配置       ２点（Ｂ） 
◇人事管理       １点 (Ｃ） 
◇研修の実施      ２点 (Ｂ) 
合  計  点      ７点 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（１） 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ２ 職員の人事等 （１）人材の確保 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 職員の人事など 

 センターは、役職

員の人材確保に当た

り、センターの業務

を担うにふさわしい

人的資質及び倫理観

を有した者を確保す

ることとし、基本と

なる採用・異動指針

を明確にした上で、

採用活動や人事異動

などを実施する。 
 また、他機関との

人事交流の促進、研

修の実施などによ

り、優秀な人材の確

保及び養成を図りつ

つ、センター全体の

要員の合理化を進め

る。 

(１）人材の確保 
 
ア センター業務を

担う人材の確保。 
＜以下略＞ 

 
イ 積極的な人事交 
  流 

＜以下略＞ 
 
ウ 人材の育成 

＜以下略＞ 
 
エ 要員の合理化  

＜以下略＞ 
 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点 

＜満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点 
＜満点×８/１０ 

Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇人材の確保 
□センター業務を担う人材の確保 

                 ２／２点（Ｂ） 
□積極的な人事交流 
                     ２／２点（Ｂ） 
□人材の育成  

             ２／２点（Ｂ） 
□要員の合理化 

             ２／２点（Ｂ） 
      合計       ８／８点 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である

細項目の合計点が B 評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）で
あるため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０/１０) 
 
□センター業務を担う人材の確保 

２点（Ｂ） 
□積極的な人事交流    ２点（Ｂ） 
□人材の育成       ２点（Ｂ） 
□要員の合理化      ２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり、下位の評価項目である

細項目の合計点が B 評定の判定基準内

（満点×8/10≦合計点＜満点×12/10）
であるため。 
 
満 点：８点(細項目４×２点) 
合計点：８点＝２点×４ 
８点／８点＝１．０(１０/１０) 
 
□センター業務を担う人材の確保 

２点（Ｂ） 
□積極的な人事交流    ２点（Ｂ） 
□人材の育成       ２点（Ｂ） 
□要員の合理化      ２点（Ｂ） 
合 計 点       ８点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（１）-ア 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 （１）人材の確保 ア センター業務を担う人材の確保 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 職員の人事など 

 センターは、役職員

の人材確保に当たり、

センターの業務を担

うにふさわしい人的

資質及び倫理観を有

した者を確保するこ

ととし、基本となる採

用・異動指針を明確に

した上で、採用活動や

人事異動などを実施

する。 
 また、他機関との人

事交流の促進、研修の

実施などにより、優秀

な人材の確保及び養

成を図りつつ、センタ

ー全体の要員の合理

化を進める。 

ア 役職員の採用、人

事異動に当たっては、

センター業務の適正実

施の観点から、採用、

人事異動の基本となる

事項を盛り込んだ採

用・異動指針を策定し、

確実に実行することに

より、センター業務を

担うにふさわしい人的

資質や倫理観を持った

人材を確保する。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成績が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
職員の採用・人事異動については、

人事管理の基本的理念や、人事企画の

透明化のための取組などを盛り込ん

だ「採用昇任人事異動等基本方針」に

沿って人事企画を実施するなど、計画

どおり実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 中期計画で定めた方針に沿って採用

等が実施されていることから「Ｂ」評

定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画で定めた方針に沿って採用

等が実施されたことから「Ｂ」評定と

した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（１）-イ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 （１）人材の確保  イ 積極的な人事交流 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ２ 職員の人事など 
 センターは、役職員

の人材確保に当たり、

センターの業務を担

うにふさわしい人的

資質及び倫理観を有

した者を確保するこ

ととし、基本となる採

用・異動指針を明確に

した上で、採用活動や

人事異動などを実施

する。 
 また、他機関との人

事交流の促進、研修の

実施などにより、優秀

な人材の確保及び養

成を図りつつ、センタ

ー全体の要員の合理

化を進める。 

イ 畜産行政との連

携及び業務の高度

化・専門化に対応する

ため、積極的に行政部

局及び他機関との人

事交流を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成績が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
畜産行政との連携や業務の高度

化・専門化に対応する観点から、行

政機関及び独立行政法人との人事

交流を積極的に行うなど、計画どお

り実施した。 

 
    Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 これまでの実績から、中期計画に則

した人事交流が実施されると見込ま

れることから「Ｂ」評定とした。 

 

＜参考＞ 

・平成２６年度の人事交流 

農林水産本省（転出 14 名、転入 10

名）、地方農政局（転出６名、転入９

名）、動物検疫所（転出３名、転入１

名）、動物医薬品検査所（転出１名、

転入０名）及び他の独立行政法人等

（転出３名、転入５名）との人事交流

（総数：転出 27名、転入 25名）を行

った。 

＜評定に至った理由＞ 

 中期計画に則した人事交流が実施

されたことから「Ｂ」評定とした。 

 

＜参考＞ 

・ 畜産行政との連携や技術の高度化

等に対応する観点から、農林水産本

省、地方農政局等、動物検疫所、動

物医薬品検査所及び他の独立行政法

人との人事交流を行った。 

・平成２７年度の人事交流 

農林水産本省（転出１１名、転入

１０名）、地方農政局（転出８名、転

入６名）、動物検疫所（転出２名、転

入２名）、動物医薬品検査所（転出０

名、転入１名）及び他の独立行政法

人等（転出２名、転入１名）との人

事交流（総数：転出２３名、転入２

０名）を行った。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（１）-ウ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ２ 職員の人事等 （１）人材の確保  ウ 人材の育成 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         

 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 職員の人事など 

 センターは、役職員

の人材確保に当たり、

センターの業務を担

うにふさわしい人的

資質及び倫理観を有

した者を確保するこ

ととし、基本となる採

用・異動指針を明確に

した上で、採用活動や

人事異動などを実施

する。 
 また、他機関との人

事交流の促進、研修の

実施などにより、優秀

な人材の確保及び養

成を図りつつ、センタ

ー全体の要員の合理

化を進める。 

ウ 技術水準、事務処

理能力の向上等を図

るための研修を計画

的に行い、人材の育成

を図る。 

 
Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
一般職員の技術水準、事

務処理能力の向上等を図る

ため研修・講習を受講させ、

免許・資格を取得させるな

ど、計画どおり実施した。 

 
   Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、一般職員について

中期計画に則した人材の育成が見込まれ

ることから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 一般職員の技術水準、事務処理能力の

向上等を図るための研修、資格の取得に

ついては、新人職員研修、管理・事務関

係研修、技術向上研修、安全衛生・施設

管理関係研修及びシステム関係研修を

受講させ、安全管理関係資格（甲種防火

管理者、第一種衛生管理者など）、作業

機械等運転・操作資格（フォークリフト

運転技能）、特殊作業技能講習（危険物

取扱者、有機溶剤作業主任者など）及び

畜産技術関係資格（家畜人工授精師な

ど）を取得させた。 
・ 平成２７年度も計画的に研修・講習を

受講させ、免許・資格を取得させること

としている。 

＜評定に至った理由＞ 
一般職員について中期計画に則した人

材の育成が図られたことから「Ｂ」評定と

した。 
 
＜参考＞ 
・ 一般職員の技術水準、事務処理能力の

向上等を図るための研修、資格の取得に

ついては、新人職員研修、管理・事務関

係研修、技術向上研修、安全衛生・施設

管理関係 研修及びシステム関係研修

を受講させ、安全管理関係資格（甲種防

火管理者、第一種衛生管理者など）、作

業機械等運転・操作資格耕種（フォーク

リフト運転技能）、特殊作業技能講習（危

険物取扱者、有機溶剤作業主任者など）

及び畜産技術関係資格（家畜人工授精師

など）を取得させた。 

 
４．その他参考情報 
 
 
 
 
  



232 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（１）-エ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 （１）人材の確保  エ 要員の合理化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 ２ 職員の人事など 

 センターは、役職員

の人材確保に当たり、

センターの業務を担

うにふさわしい人的

資質及び倫理観を有

した者を確保するこ

ととし、基本となる採

用・異動指針を明確に

した上で、採用活動や

人事異動などを実施

する。 
 また、他機関との人

事交流の促進、研修の

実施などにより、優秀

な人材の確保及び養

成を図りつつ、センタ

ー全体の要員の合理

化を進める。 

エ 業務の見直しに

応じた柔軟な人員配

置や効率的な業務運

営により、継続的に要

員の合理化を実施す

る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
業務の重点化及び効率化に対応

し、職員の適正配置を進めたほか、

要員の合理化や計画的な人員削減

を行うなど、計画どおり実施した。 

 
        Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
 ＜評定に至った理由＞ 
  これまでの実績から中期計画どおり要

員の合理化が実施されると見込まれるこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 技術専門職員について、要員の合理

化を推進することにより、３４名削減

した。 
・ 一般職員について、要員の合理化を

推進することにより、２名削減した。 

 ＜評定に至った理由＞ 
  中期計画どおり要員の合理化が実施さ

たことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 技術専門職員について、要員の合理

化を推進することにより、４７名削減

した。 
・ 一般職員について、要員の合理化を

推進することにより、４名削減した。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（２） 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ２ 職員の人事等 （２）人事配置 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （２）人事配置 

 職員の人事配置に

当たっては、当該職

員の過去の業務経験

や実績などを踏ま

え、担当する業務へ

の適性を複数の人事

管理者により評価し

た上で、実施する。 

（２）人事配置 
    職員の適材適所を推

進するため、職員の人事配

置に当たっては、過去の職

歴、業績等の情報を考慮

し、業務遂行のための適性

や能力を反映した人事配

置にするとともに、特に課

長級以上の人事配置に当

たっては、適正配置のため

の多角的な検証が必要で

あることから、コンプライ

アンス推進室が人事情報

を分析し、ガバナンスの観

点からの適性について、理

事長に報告する等により、

職責を十分に果たせる人

事配置となるよう、人事管

理者及び人事企画担当者

が業務適性等について多

方面から評価・検討し、実

施する。 

◇人事配置 
Ｓ：計画を大きく上回り、か

つ顕著な成果が得られた 
Ａ：計画を上回る成果が得ら

れた  
Ｂ：計画どおり順調に実施さ

れた 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施されず、

当該業務の廃止を含めた抜

本的な改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
職員の適材適所を推進するた

め、人事配置に当たっては、職

歴、業績等を考慮し、業務遂行

のための適性や能力を反映した

人事配置を行うとともに、人事

異動を行う場合の多方面からの

人事企画を精査する機会として

人事企画会議を開催して人事情

報を把握し、適性や能力を的確

に反映した人事配置を行い、計

画どおり実施した。 
   また、人事配置を検討するに

当たり、課長補佐級以上の人事

については、得られた人事情報

をコンプライアンス推進室がガ

バナンスの観点から分析したう

えで、理事長に意見を具申する

など、計画どおり実施した。 

               
  Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から中期計画どおり

人事配置に係る取組が実施されると見

込まれることから「Ｂ」評定とした。 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
 中期計画どおり人事配置に係る取組

が実施されたことから「Ｂ」評定とし

た。 
 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（３） 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 （３）人事管理 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報) 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）人事管理 

 職員の人事管理に

ついては、人事評価

制度を見直すことに

より、公正な評価が

反映される管理方式

を採用するほか、役

員についても、適正

な評価を実施すると

ともに、資質の向上

を図るものとする。 
 また、不正経理防

止の観点から、調達

部門、出納管理部門、

資産管理部門の相互

けん制が十分に発揮

されるシステムを構

築する。さらに、長

期在職による弊害を

考慮し、定期的な人

事異動を実施する。 

（３）人事管理 
ア 人事評価の適正化 
＜以下略＞ 
 
イ 経理の適正化 
＜以下略＞ 

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目の

点数の合計値」（合計点）の比

率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜ 
満点×１２/１０ 

Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜満

点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇人事管理 
□人事評価の適正化 
              ２／２点（Ｂ） 
□経理の適正化 
              ２／２点（Ｂ） 
     合計   ４／４点 

  
        Ｂ 

評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＣ評定の判定基

準内（満点×5/10≦合計点＜満点×

8/10）であるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点＋１点＝３点 
 ３点／４点＝０．７５＝７.５／１０ 
 
□ 人事評課の適正化   ２点（Ｂ） 
□ 経理の適正化      １点（Ｃ） 
合 計 点       ３点 

＜評定に至った理由＞ 
 下記のとおり、 下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＣ評定の判定基

準内（満点×5/10≦合計点＜満点×

8/10）であるため。 
 
 満 点：４点(細項目２×２点) 
 合計点：２点＋１点＝３点 
 ３点／４点＝０．７５＝７.５／１０ 
 
□ 人事評課の適正化   ２点（Ｂ） 
□ 経理の適正化      １点（Ｃ） 
合 計 点       ３点 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（３）-ア 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ２ 職員の人事等 （３）人事管理 ア 人事評価の適正化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３） 人事管理 

 職員の人事管理に

ついては、人事評価

制度を見直すことに

より、公正な評価が

反映される管理方式

を採用するほか、役

員についても、適正

な評価を実施すると

ともに、資質の向上

を図るものとする。 
 また、不正経理防

止の観点から、調達

部門、出納管理部門、

資産管理部門の相互

けん制が十分に発揮

されるシステムを構

築する。さらに、長

期在職による弊害を

考慮し、定期的な人

事異動を実施する。 

ア 職員の人事管理を

行うに当たっては、公

平・公正性、客観性、

透明性等を考慮した

適正な人事評価を実

施するため、毎年度、

評価者訓練や制度の

検証等を行うととも

に、評価結果を処遇等

に適切に反映させる

ことにより公正な人

事管理制度の運用を

図り、業務遂行へのイ

ンセンティブを向上

させる。また、役員に

ついても、センターの

業績の適切な報酬額

への反映と併せ、適正

な人事評価を実施し、

資質の向上を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、 
かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が得

られた 
Ｂ：計画どおり順調に実施

された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を含

めた抜本的な改善を求

める必要があると認め

られる 

＜主要な業務実績＞ 
職員の人事評価について、評価者訓

練の実施及び制度の検証を行ったほ

か、人事評価結果に基づき、勤勉手当

の成績率及び昇給等の処遇に適切に反

映させるなど、計画どおり実施した。 

 
   Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、職員の人事評

価が中期計画どおり実施されると見込

まれることから「Ｂ」評定とした。 
 

＜評定に至った理由＞ 
 職員の人事評価が中期計画どおり実

施されたことから「Ｂ」評定とした。 
 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（３）-イ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 （３）人事管理  イ 経理の適正化 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （３）人事管理 

 職員の人事管理に

ついては、人事評価制

度を見直すことによ

り、公正な評価が反映

される管理方式を採

用するほか、役員につ

いても、適正な評価を

実施するとともに、資

質の向上を図るもの

とする。 
 また、不正経理防止

の観点から、調達部

門、出納管理部門、資

産管理部門の相互け

ん制が十分に発揮さ

れるシステムを構築

する。さらに、長期在

職による弊害を考慮

し、定期的な人事異動

を実施する。 

イ 適正な経理を実

施するため、調達部

門、出納管理部門、資

産管理部門の相互け

ん制機能が発揮でき

るよう、定期的な人事

異動を実施するほか、

監査の強化による資

金・資産の適正な管理

と会計規律の徹底等

による経理の適正化

及び相互けん制によ

るチェック体制の構

築を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的な

改善を求める必要が

あると認められる 

＜主要な業務実績＞ 
調達部門、出納管理部門及び資産

管理部門に従事する職員について、

長期在任者を洗い出し、人事異動の

企画の対象者とするなど、定期的な

人事異動に努めた。 
また、資産等の活用状況等に留意

して監査を行なった。 
さらに、会計担当者等の会計規律

に関する勉強会、経理、契約担当者

の倫理に関する研修を実施し、経理

事務の相互けん制機能については、

チェックリストを作成し点検をす

るなど、計画どおり実施した。 

 
   Ｂ 

評定 Ｃ 評定 Ｃ 
＜評定に至った理由＞ 
試験研究物品の購入に係る不適正な経

理処理事案が顕在化したのは、平成２６

年度であるが、不適正な経理処理自体は

現中期目標期間の開始時点から実施され

ていることから「Ｃ」評定とした。 
 
＜今後の課題と改善方策＞ 
試験研究物品の購入に係る不適正経理

な処理事案を踏まえ、調査研究部門の職

員を含めて相互けん制が十分に発揮でき

るシステムの構築や経理に係る教育の実

施を次期中期計画に明記する必要があ

る。 
 
＜その他＞ 
・ 試験研究物品に係る不適正な経理処

理事案については、「Ｃ」と評価しても

よいのではないか。 
・ 今後、このような事態が生じないよ

う教育の実施等のフォローアップを中

期計画で規定すべき。（有識者会議委員

意見） 

＜評定に至った理由＞ 
試験研究物品の購入に係る不適正な経

理処理事案が顕在化したのは、平成２６

年度であるが、不適正な経理処理自体は

現中期目標期間の開始時点から実施され

ていることから「Ｃ」評定とした。 
 
＜今後の課題＞ 
不適正な会計経理事案については、再

発防止策が策定されているところである

が、二度とこのような事案を起こさぬよ

う、今後の確実な取組を通じて、法令遵

守等に係る職員教育を徹底するととも

に、組織内での相互けん制が十分に発揮

されるシステムの充実・強化を図ること

が必要。 
 
＜その他＞ 
不適正な会計経理事案については、金

額の多寡にかかわらず、重く受け止める

べきである。再発防止策を早急に取りま

とめたことは評価できる。 
（有識者会議委員意見） 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（４） 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項  ２ 職員の人事等 （４）研修の実施 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）研修の実施 

 職員の資質向上を

図るため、技術や各

種資格取得などのた

めの研修を行う。特

に、技術専門職員に

ついては、家畜受精

卵移植などの繁殖業

務や各種分析・検査

業務などの高度な技

術を要する業務へシ

フトするための専門

性を高める研修を実

施することにより、

優れた人材を育成す

る。 

（４）研修の実施 
ア 一般職員の人材 
育成。 
＜以下略＞ 

 
イ 技術専門職員の

人材育成 
＜以下略＞ 

   

指標＝「細項目の項目数×２」

（満点）に対する「各細項目

の点数の合計値」（合計点）の

比率 
  各細項目の評価点数の区分

は以下のとおりとする。 
 Ｓ評価：４点、Ａ評価：３点、

Ｂ評価：２点、Ｃ評価：１点、

Ｄ評価：０点 
Ａ：満点×１２/１０≦合計点 
Ｂ：満点×８/１０≦合計点＜

満点×１２/１０ 
Ｃ：満点×５/１０≦合計点＜

満点×８/１０ 
Ｄ：合計点＜満点×５/１０ 

＜主要な業務実績＞ 
◇研修の実施 
□一般職の人材育成  
              ２／２点（Ｂ） 
□技術専門職の人材育成 
              ２／２点（Ｂ） 
   合計     ４／４点 

 
   Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点× 8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満 点：４点(細項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□ 一般職員の人材育成   ２点（Ｂ） 
□ 技術専門職員の人材育成 ２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

 

＜評定に至った理由＞ 
  下記のとおり。下位の評価項目であ

る細項目の合計点がＢ評定の判定基準

内（満点×8/10≦合計点＜満点×

12/10）であるため。 
 
満 点：４点(細項目２×２点) 
合計点：４点＝２点×２ 
４点／４点＝１．０(１０／１０) 
 
□ 一般職員の人材育成   ２点（Ｂ） 
□ 技術専門職員の人材育成 ２点（Ｂ） 
合 計 点       ４点 

 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（４）-ア 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ２ 職員の人事等 （４）研修の実施  ア 一般職の人材育成 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４）研修の実施 

 職員の資質向上を

図るため、技術や各種

資格取得などのため

の研修を行う。特に、

技術専門職員につい

ては、家畜受精卵移植

などの繁殖業務や各

種分析・検査業務など

の高度な技術を要す

る業務へシフトする

ための専門性を高め

る研修を実施するこ

とにより、優れた人材

を育成する。 

ア 技術水準、事務

処理能力の向上等を

図るための研修を計

画的に行い、人材の

育成を図る。 

Ｓ：計画を大きく上回り、

かつ顕著な成果が得ら

れた 
Ａ：計画を上回る成果が

得られた 
Ｂ：計画どおり順調に実

施された 
Ｃ：計画どおり実施され

ず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施され

ず、当該業務の廃止を

含めた抜本的な改善を

求める必要があると認

められる 

＜主要な業務実績＞ 
一般職員の技術水準、事務処

理能力の向上等を図るため研

修・講習を受講させ、免許・資

格を取得させるなど、計画どお

り実施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
これまでの実績から、一般職員について

中期計画に則した人材の育成が見込まれる

ことから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 一般職員の技術水準、事務処理能力の

向上等を図るための研修、資格の取得に

ついては、新人職員研修、管理・事務関

係研修、技術向上研修、安全衛生・施設

管理関係研修及びシステム関係研修を受

講させ、安全管理関係資格（甲種防火管

理者、第一種衛生管理者など）、作業機械

等運転・操作資格（フォークリフト運転

技能）、特殊作業技能講習（危険物取扱者、

有機溶剤作業主任者など）及び畜産技術

関係資格（家畜人工授精師など）を取得

させた。 
・ 平成２７年度も計画的に研修・講習を

受講させ、免許・資格を取得させること

としている。 

＜評定に至った理由＞ 
一般職員について中期計画に則した人材

の育成が図られたことから「Ｂ」評定とし

た。 
 
＜参考＞ 
・ 一般職員の技術水準、事務処理能力の

向上等を図るための研修、資格の取得に

ついては、新人職員研修、管理・事務関

係研修、技術向上研修、安全衛生・施設

管理関係研修及びシステム関係研修を受

講させ、安全管理関係資格（甲種防火管

理者、第一種衛生管理者など）、作業機械

等運転・操作資格講習（フォークリフト

運転技能）、特殊作業技能講習（危険物取

扱者、有機溶剤作業主任者など）及び畜

産技術関係資格（家畜人工授精師など）

を取得させた。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-２-（４）-イ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ２ 職員の人事等 （４）研修の実施 イ 技術専門職の人材育成 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 （４） 研修の実施 

 職員の資質向上を

図るため、技術や各

種資格取得などのた

めの研修を行う。特

に、技術専門職員に

ついては、家畜受精

卵移植などの繁殖業

務や各種分析・検査

業務などの高度な技

術を要する業務へシ

フトするための専門

性を高める研修を実

施することにより、

優れた人材を育成す

る。 

イ 技術専門職員の

資質の向上及び業務

の高度化を推進する

ため、家畜受精卵移

植等の繁殖業務、各

種分析・検査業務等

に要する高度な技

術・資格の取得や研

修を計画的に進め

る。 

   
Ｓ：計画を大きく上回

り、かつ顕著な成果

が得られた 
Ａ：計画を上回る成果

が得られた 
Ｂ：計画どおり順調に

実施された 
Ｃ：計画どおり実施さ

れず、改善を要する 
Ｄ：計画どおり実施さ

れず、当該業務の廃

止を含めた抜本的

な改善を求める必

要があると認めら

れる 

＜主要な業務実績＞ 
技術専門職員の業務の

高度化や専門技術の取得

を図るため研修を受講さ

せ、免許・資格を取得さ

せるなど、計画どおり実

施した。 

 
Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 これまでの実績から、技術専門職員について

中期計画に則した人材の育成が見込まれるこ

とから「Ｂ」評定とした。 
 
＜参考＞ 
・ 技術専門職員の業務の高度化や専門技術の

取得を図るための研修、資格の取得について

は、新人職員研修、管理・事務関係研修、技

術向上研修及び安全衛生・施設管理関係研修

を受講させ、安全管理関係資格（特別管理産

業廃棄物管理責任者、安全管理者など）、作

業機械等運転・操作資格（車両系建設機械運

転技能、高所作業車運転技能など）、機械整

備士資格（自動車整備士、建設機械特定自主

検査など）、特殊作業技能（危険物取扱者、

ガス溶接技能など）及び畜産技術関係資格

（家畜人工授精師、認定牛削蹄師）を取得さ

せた。また、平成２５年度から高度で専門的

な技術者の育成のためのテクニカルエキス

パート試験を導入し、資質の向上に努めてい

る。 
・ 平成２７年度も計画的に研修・講習を受講

させ、免許・資格を取得させることとしてい

る。 

＜評定に至った理由＞ 
 技術専門職員について中期計画に則した人

材の育成が進められたことから「Ｂ」評定とし

た。 
 
＜参考＞ 
・ 技術専門職員の業務の高度化や専門技術の

取得を図るための研修、資格の取得について

は、新人職員研修、管理・事務関係研修、技

術向上研修及び安全衛生・施設管理 関係研

修を受講させ、安全管理関係資格（特別管理

産業廃棄物管理責任者、安全管理者など）、

作業機械等運転・操作資格（車両系建設機械

運転技能、高所作業車運転技能など）、機械

整備士資格（自動車整備士、建設機械特定自

主検査など）、特殊作業技能（危険物取扱者、

ガス溶接技能など）及び畜産技術関係資格

（家畜人工授精師、認定牛削蹄師）を取得さ

せた。また、平成２５年度から高度で専門的

な技術者の育成のためのテクニカルエキス

パート試験を導入し、資質の向上に努めてい

る。 

 
４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第７-３ 第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項 ３ 積立金の処分に関する事項 
当該項目の重要度、難易

度 
 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１２３ 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 X１年度 X２年度 X３年度 X４年度 X５年度 （参考情報） 

         
 
３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  

 
第７－３ 積立金の処

分に関する事項 
   前期中期目標期間

繰越積立金は、前期中

期目標期間中に自己収

入財源で取得し、当期

中期目標期間へ繰り越

した有形固定資産の減

価償却に要する費用等

及び東日本大震災の影

響により前期中期目標

期間において費用化で

きず当期中期目標期間

に繰り越さざるをえな

い契約費用に充当す

る。 

 
Ａ：難易度が高い計画であ

ったが順調に実施した。 
Ｂ：計画どおり順調に実施

した。 
Ｃ：計画どおり実施されず、

改善を要する。 
Ｄ：計画どおり実施されず、

抜本的な改善が必要と認

められる。 

＜主要な業務実績＞ 
前中期目標期間繰越積

立金について、各年度に

費用化されたものに充当

した。 

 
  Ｂ 

評定 Ｂ 評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 当該積立金は、中期計画のとおり充当され

ると見込まれることから「Ｂ」評定とした。 

＜評定に至った理由＞ 
 当該積立金は、中期計画のとおり充当され

たことから「Ｂ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
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参考資料

２７生畜第３８１号

平成２７年６月１０日

独立行政法人家畜改良センターの業務実績の評定方法

独立行政法人家畜改良センター（以下「センター」という ）について、独立行。

政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「法」という 、独立行政法人の。）

（ 。 「 」 。）評価に関する指針 平成２６年９月２日総務大臣決定 以下 評価の指針 という

及び農林水産省所管独立行政法人の評価実施要領(平成２７年４月27日27評第104号政

策評価審議官通知。以下「評価実施要領」という ）を踏まえた業務実績評価を行う。

に当たっての具体的な評定方法を次のとおり定める。

１ 評価の基本的考え方

（１） センターを含む中期目標管理法人(法第２条第２項で定める「中間目標管理

法人」をいう。)は、法第３２条第１項第１号の規定に基づく各事業年度に係

る業務の実績に関する評価（以下「年度評価」という 、 第３２条第１項第。）

２号の規定に基づく中期目標の終了時に見込まれる業務の実績に関する評価

(以下「見込評価」という ）及び第３２条第１項第３号の規定に基づく中期。

目標に係る業務の実績に関する評価（以下「期間実績評価」という。)を受け

なければならないとされている。

（２） 年度評価は、当該事業年度における業務の実績の全体について以下に定める

センターの中期計画の下位項目の評定結果を踏まえた上位項目の評定 以下 項（ 「

目別評定」という。)及び全体の評定(以下「総合評定」という ）により行う。

ものとする。

（３） 中期目標の見込評価及び期間実績評価は、中期目標の期間における業務の実

績の全体について（２）の例により行うものとする。

２ 年度評価における評定の方法

（１） 項目別評定

① 小項目以下の評定方法

ア 中期計画に属する小項目以下の最小評価項目（以下「最小評価項目」と

いう。)ごとに中期目標等に基づき、原則として、業務の質的及び量的達

成度の両面からできる限り具体的・客観的な評価指標を設定し、５段階の

評定区分(ＳＡＢＣＤ)により評定を行う。

ただし、５段階の評定区分がなじまない最小評価項目については、Ｓの

評定区分を設定しないものとする。

イ 最小評価項目の評定を行うに当たっては、評価指標に照らし、業績が５

段階の評定区分のいずれに相当するかは実績報告書その他の資料、センタ

ーからのヒヤリング等による十分な調査及び分析を行った上で行うものと

する。

ウ 最小評価項目の評価指標については、次により設定するものとする。

（ア）中期目標等に数値目標がある場合は、原則として、質的及び量的達成

度を評価する指標を設定する。
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（イ）各事業年度における定量的指標は、原則として、中期目標期間の数値

目標を均等割りした数値（５で除した数値)に基づいて、設定する。

なお、各事業年度の年度計画に達成すべき数値目標が定められている

場合は、当該数値の達成度について評価を行うものとする。

（ウ）中期目標等に数値目標がない場合は、中期計画等に基づく目標の達成

度を評価する定性的評価指標を設定し、年度評価を行うに当たっては、

年度計画（以下「計画」という ）において定められている計画値に照。

らし、その達成度について評価を行うものとする。

エ 定量的に定められている項目の評定方法

次のとおり、定量的指標基づく達成度の評価を行うものとする。

(ア)「○○以上 「少なくとも○○」の記述となっている項目」、

・Ｓ：目標値に対する達成度合が１２０％以上であり、かつ特に優れた

成果が認められた場合

・Ａ：目標値に対する達成度合が１２０％以上

・Ｂ：目標値に対する達成度合が１００％以上１２０％未満

・Ｃ：目標値に対する達成度合が８０％以上１００％未満

・Ｄ：目標値に対する達成度合が８０％未満、又は業務運営

の改善その他必要な措置を命ずる必要があると認められる。

(イ)「○○程度」の記述となっている項目

・Ｓ：目標値に対する達成度合が１１０％以上であり、かつ、特に優れ

た成果が認められた。

・Ａ：目標値に対する達成度合が１１０％以上

・Ｂ：目標値に対する達成度合が９０％以上１１０％未満

・Ｃ：目標値に対する達成度合が７０％以上９０％未満

・Ｄ：目標値に対する達成度合が７０％未満、又は業務運営の改善その

他必要な措置を命ずる必要があると認められる。

(ウ)「全ての○○」等の記述となっている項目

・Ｓ：目標値に対する達成度合が１２０％以上であり、かつ、特に優れ

た成果が認められた。

・Ａ：目標値に対する達成度合が１２０％以上

・Ｂ：目標値に対する達成度合が１００％以上１２０％未満

・Ｃ：目標値に対する達成度合が８０％以上１００％未満

・Ｄ：目標値に対する達成度合が８０％未満、又は業務運営の改善その

他必要な措置を命ずる必要があると認められる。

オ 定性的に定められている項目の評定方法

次のとおり、定性的指標に基づく達成度の評価を行うものとする。

・Ｓ：計画を大きく上回り、かつ顕著な成果が得られた。

（中期目標達成に向け、特筆すべき業務の進捗状況にある）

・Ａ：計画を上回る成果が得られた。

・Ｂ：計画どおり順調に実施された。

（このペースを維持すれば中期目標達成可能）

・Ｃ：計画どおり実施されず、改善を要する。

（一部改善で中期目標を達成可能と見込まれる ）。

・Ｄ：計画どおり実施されず、当該業務の廃止を含めた抜本的な改善を

求める必要があると認められる。
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カ Ｓ評定を付す場合には、その根拠について量及び質の両面から具体的か

つ明確に記述するものとする。

キ Ｃ評定及びＤ評定を付す場合には、改善に向け取り組むべき方針を記述

するものとし、問題点が明らかになっている場合においては、具体的な改

善方策を記述するものとする。

ク 自然災害や異常気象等予測し難い外部要因により業務が実施できなかっ

た場合や外部要因に対してセンターが自主的な努力を行っていると認めら

れる場合には、Ｃ評定をＢ評定とする等評価を一段階引き上げることがで

きるものする。

なお、当該措置を行った場合には、その理由を評価書に明記するものと

する。

ケ 小項目以下の評価項目において、その下にさらに小さな評価項目（以下

「下位項目という ）が設定されている場合、 当該上位項目の評定は、。」

下位項目の評定結果の積み上げにより行うものとする。 その際、原則と

して、下位の各項目につき、Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、

、 、Ｄ:０点の区分により評定結果を点数化した上で 下記の算出式に基づき

当該項目の評定を行う。

なお、最小評価項目に設定された評価指標については、当該評価指標の

数を下位項目の数とみなす。

Ａ：満点×１２／１０≦合計点

Ｂ：満点×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０

Ｃ：満点×５／１０≦合計点＜満点×８／１０

Ｄ：合計点＜満点×５／１０

※「満点」とは「下位項目の数×２点」とし 「合計点」とは、

「当該上位項目に属する各下位項目の点数の合計値」とする。

コ ケによりＡ評定となった小項目等のうち、当該小項目等を構成する各下

位項目の重要度、難易度及び達成状況を分析した結果、重要度と難易度の

双方が高い下位項目において目標又は計画を上回る顕著な成果が得られた

ことを確認した場合には、必要に応じて当該小項目等をＳ評定とすること

ができるものとする。

② 中項目の評定方法

ア 中項目の評定は、小項目の評定結果の積み上げにより行うものとする。

その際、各小項目につき、Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、Ｄ

、 、：０点の区分により評定結果を点数化した上で 下記の算出式に基づき

当該中項目の評定を行うものとし、特殊事情、中期目標等に記載されてい

る事項以外の業績等の特筆すべき事項（以下「特殊事情等」という ）に。

も配慮するものとする。

なお、Ｃ評定及びＤ評定を付す場合には、改善に向け取り組むべき方針

を記述するものとし、問題点が明らかになっている場合においては、具体

的な改善方策を記述するものとする。
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：満点×１２／１０≦合計点Ａ

Ｂ：満点×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０

Ｃ：満点×５／１０≦合計点＜満点×８／１０

Ｄ：合計点＜満点×５／１０

※「満点」とは「小項目の数×２点」とし 「合計点 」とは、

「当該中項目に属する小項目の点数の合計値」とする。

イ アによりＡ評定となった中項目のうち、当該中項目を構成する小項目の

重要度、難易度及び達成状況を分析した結果、かつ、重要度と難易度の双

方が高い小項目において目標又は計画を上回る顕著な成果が得られたこと

を確認した場合には、必要に応じて当該中項目をＳ評定とすることができ

るものとする。

ウ 中項目のうち、小項目が存在しない次の中項目については、エに示す評

定基準に基づき、直接評定を行うものとする。

・第３－１ 予算、２収支計画及び３資金計画

・第３－５ 経費の節減

・第３－７ 経理の適正化

・第７－１ 施設・設備の整備に関する計画

・第７－３ 積立金処分に関する事項

エ 評定基準は、次のとおりとする。

・Ａ：難易度が高い計画であったが順調に実施した。

・Ｂ：計画どおり順調に実施した。

・Ｃ：計画どおり実施されず、改善を要する。

・Ｄ：計画どおり実施されず、抜本的な改善が必要と認められる。

③ 大項目の評定方法

ア 大項目の評定は、中項目の評定結果の積み上げにより行うものとする。

その際、各中項目につき、Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ:１点、Ｄ

：０点の区分により評定結果を点数化した上で、下記の算出式に基づき、

当該大項目の評価を行うものとし、特殊事情等にも配慮するものとする。

なお、Ｃ評定及びＤ評定を付す場合には、改善に向け取り組むべき方針

を記述するものとし、問題点が明らかになっている場合においては、具体

的な改善方策を記述するものとする。

Ａ：満点×１２／１０≦合計点

Ｂ：満点×８／１０≦合計点＜満点×１２／１００

Ｃ：満点×５／１０≦合計点＜満点×８／１０

Ｄ：合計点＜満点×５／１０

※「満点」とは「中項目の数×２点」とし 「合計点 」、

とは「当該大項目に属する中項目の点数の合計値」とする。



- 5 -

イ アによりＡ評定となった大項目のうち、 当該大項目を構成する中項目の

重要度、難易度及び達成状況を分析した結果、重要度と難易度の双方が高

い中項目において目標又は計画を上回る顕著な成果が得られたことを確認

した場合には、必要に応じて当該大項目をＳ評定とすることができるもの

とする。

ウ 大項目のうち、中項目が存在しない次の大項目については、エに示す評

定基準に基づき、直接評定を行うものとする。

、 、 。なお 業務実績がない大項目については 評価対象としないものとする

・第４ 短期借入金の限度額

・第５ 重要な財産の処分等に関する計画

・第６ 余剰金の使途

エ 評定基準は、次のとおりとする。

・Ａ：難易度が高い計画であったが順調に実施した。

・Ｂ：計画どおり順調に実施した。

・Ｃ：計画どおり実施されず、改善を要する。

・Ｄ：計画どおり実施されず、抜本的な改善が必要と認められる。

(２）総合評定の方法

総合評定は、評価の指針及び評価実施要領を踏まえ、記述による全体評定を行

うとともに、項目別評定及び記述による全体評定に基づき、評語による評定を付

すものとする。

また、評語による評定においては、項目別評定結果から算出した総合評定の基

礎（以下「評定の基礎」という ）に政策上の要請や情勢の変化等全体評定に影。

響を与える事象を加味した上で決定する５段階の評定区分(ＳＡＢＣＤ)を付すも

のとする。

① 評定の基礎の算出

評定の基礎の算出は、大項目の評定結果の積み上げにより行うものとする。

その際、各大項目につき、Ｓ：４点、Ａ：３点、Ｂ：２点、Ｃ：１点、Ｄ：

０点の区分により評定結果を点数化した上で、下記の算出式により算出するも

のとする。

Ａ：満点×１２／１０≦合計点

Ｂ：満点×８／１０≦合計点＜満点×１２／１０

Ｃ：満点×５／１０≦合計点＜満点×８／１０

Ｄ：合計点＜満点×５／１０

※「満点」とは「大項目の数×２点」とし 「合計点 」、

とは「評価対象とした大項目の点数の合計値」とする。

② 評定の基礎がＡ評定となった場合で、かつ、次の要件を全て満たすことを確

認した場合に限り、必要に応じてＳ評定とすることができるものとする。

ア 法人の活動により、全体として中期計画における所要の目標を量的及び質

的に上回る顕著な成果が得られていると認められること。
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イ 評価対象とした各評価項目の政策上の重要度び達成状況を分析した結果、

政策上の重要度が特に高い評価項目において目標又は計画を上回る顕著な成

果が得られていること。

ウ ③に該当していないこと。

③ 評定の基礎がＡ評定となった場合であっても次に該当する場合には、評定の

見直しを行うものとする。

ア センター全体の信用を失墜させる事象が発生し、組織全体のマネジメント

の改善を求められているが是正措置が実施されていない。

イ 「国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項」に

属する項目で重要度を高く設定した業務についてセンター全体のマネジメン

トの不備を原因として「Ｃ」以下の評定を行った。

（４）留意事項

① 各中期期間の２年目以降の評価に当たっては、前年度までの年度評価を参考

にするとともに累年の業績も考慮する。

② 特に４年目の評価については、次期中期目標及び計画の検討開始時期に当た

ることから、この年までの累年の評価を併せ行うこととし、特に次期目標・計

画に反映させるべき事項について充分な分析及び検討を行う。

③ 当該事業年度において業務を実施しないこととされているものについては、

当該項目の評価を行わないものとする。

④ すべての評価項目について、その評価の経緯と評価理由その他を検討し、必

要がある場合は評価書に記載すものとする。

３ 見込評価及び期間実績評価における評定の方法

２の「年度評価における評定の方法」を準用して行うものとし、その際には、次

の事項に留意するものとする。

(１）見込評価における留意事項

① 項目別評定に際しては、次期中期目標期間の業務実施に当たっての留意すべ

き点等について意見を記述する。

② 総合評定においては、評定の他、以下の事項を記載する。

ア 業務及び組織の全般にわたる検討並びに次期中期目標策定に関して取るべ

き方策

イ 次期中期目標期間に係る予算要求について検討すべき事項

③ 評価単位の設定、評価指標、総合評定の方法等について改善が必要かどうか

検討する。

（２）期間実績評価における留意事項

① 項目別評定において、見込評価時に見込んだ業務実績の見込みと実際の業務

実績とに大幅な乖離がある場合には、その理由を明確かつ具体的に記載する。

② 見込評価時に予期しなかった事項で次期中期目標の変更等対応が必要な事項

が生じた場合には、総合評定に記載する。


